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アメリカ女性大学人協会による 
女性大学教員養成プロジェクト
―1960 年代のカレッジ・ファカルティ・プログラムを中心に
坂本　辰朗
1 ．はじめに―アメリカ女性大学人協会とフェローシップ・プログラム
　本論文で取り上げるのは、アメリカ女性大学人協会（American Association of 
University Women）が 1960 年代初頭に創設したカレッジ・ファカルティ・プログラ
ムである。「35 歳以上の学士課程卒女性が、大学教員としてのキャリアを歩むため、
大学院に復学することを支援する」というこのプロジェクトのそもそもの着想は後述
のように 1950 年代なかばであったが、ロックフェラー・ブラザース基金からの補助
金を得て、1962 年、 3 ヵ年の実験的プロジェクトとして開始された。それは、一種
のフェローシップ・プログラムであったが、女性に、さらには熟年の女性に限定した
ところに他に類を見ない特徴があった。
　本論文で詳細に述べるように、この実験的プロジェクトはアメリカ女性大学人協会
の外部でも成功事例と評価され 1、プロジェクト終了後の 1965 年以降、協会州管区に
よるボランタリーなプロジェクトとして継続・拡大され、結果として、1960 年代の
アメリカ女性大学人協会を代表する女性の高等教育振興運動となった 2。実際、同協
会は 1970 年初頭発行の機関誌で、1960 年代の活動を回顧した際に、「228 人の女性た
ちに、大学教授職あるいは大学行政職へ準備をする支援をおこなった」3 と指摘して
いるのである。
　アメリカ女性大学人協会は、1881 年、ボストンで結成された、女性の高等教育振
興のための団体である。その活動の一環として、1888 年には、当時、アメリカ合衆
国内では研究の機会を著しく制限されていた女性研究者に、ヨーロッパの大学で博士
号学位を取得することを支援するヨーロッパ・フェローシップ（A.A.U.W. European 
Fellowship）の授与を開始している 4。この制度は、アメリカ合衆国大学史上も、全
米的規模を持つフェローシップ制度の嚆矢のひとつとして、その歴史的意義は十二分
に評価されてよい。アメリカ女性大学人協会は以降も、フェローシップ事業を組織と
しての運動の根幹に据えており、20 世紀の初頭、近代的フェローシップの興隆（た
とえば、全米研究評議会によるナショナル・リサーチ・フェローシップ、あるいはグッ
ゲンハイム・フェローシップなど）に呼応するように、アメリカ女性大学人協会独自
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のフェローシップを創設してきた 5。この意味では、カレッジ・ファカルティ・プロ
グラムは、アメリカ女性大学人協会にとってその史上何度目かの新フェローシップ事
業であったと言ってよかろう。
　アメリカ女性大学人協会の正史には、きわめて短いが、カレッジ・ファカルティ・
プログラムが記載されており 6、さらに、アイゼンマン（Linda Eisenmann）による
定評あるアメリカ合衆国女性高等教育史では、カレッジ・ファカルティ・プログラム
を、主に女性史の視点から、規模をはじめ様々な点で対照的ともいえるもう一つの女
性団体（全米女性学生部長協会、NDWA）の運動との比較の上できわめて闊達に描
き出している 7。さらには、ロシターによる科学史の立場からの業績 8、女性への継
続高等教育としてカレッジ・ファカルティ・プログラムを捉えたフォウトの業績 9 も
挙げることができよう。
　本研究もこれらの先行業績の上に成り立つものであるが、筆者の関心は、むしろ大
学史にある。現在から振り返ると、このカレッジ・ファカルティ・プログラムの創設
は、大学史においては、やがて全米、そして全世界を巻き込んでいく学生運動の前夜
にあたる時代であった。それはさらに遡れば、その学生運動の一つの遠因となった、
高等教育人口の爆発的増大、それとともに、大学教授職が量および質という点で一大
変容を遂げた時代である。しかしながら、そのような大学教授職の一大変容は、ジェ
ンダーの観点を導入すれば、従来の研究が描き出したところとは異なった様相をみせ
るはずであろう。筆者の問題関心はまさにそこにある。
　本論文は以下の構成を採る。
　第一に、カレッジ・ファカルティ・プログラムの着想の原点を確認する。このプロ
グラムは、一つには、第二次大戦後におけるアメリカ女性大学人協会の女性高等教育
振興運動の基本方策の模索から生まれたものであり、第二には、その誕生には、ひと
りの女性大学人の存在がなければ不可能であった。
　第二に、カレッジ・ファカルティ・プログラムの設立の直前に誕生した、国家的な
フェローシップ制度、すなわち、国防教育法のフェローシップ規定について見ておく
ことにする。というのも、カレッジ・ファカルティ・プログラムは、一面では、国防
教育法によるフェローシップの女性版ということができるからである。すでに言及し
たように、アメリカ女性大学人協会は、先行する全米的フェローシップ制度を十分研
究した上で、このようなフェローシップでは完全に覆いつくせない問題―言うまで
もなく、女性の高等教育の振興という問題―への対処として、独自のフェローシッ
プを創設してきたという歴史があり、今回もまたこの前例に倣っていると見做しうる
からである。
　第三に、カレッジ・ファカルティ・プログラムの制定過程と実際の運用過程を分析
していく。これによって、言われるところの「35 歳以上の学士課程卒女性」のうち、
実際にはどのような属性をもつ人物が選ばれたのかを明らかにする。
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　最後に、本プログラムのアメリカ合衆国大学史上の意義を考察することにする。
2 ．1950 年代中葉におけるアメリカ合衆国高等教育の危機的状況
　1955 年、連邦政府は、全米から 1,800 人を集めて「教育に関する大統領委員会」を
開催した。戦後のベビーブームの時代に生まれた子どもたちが学齢期を迎えた 1950
年代、彼らを生徒として迎えたのは 1930 年代に誕生した人々の中から教員となった
人々であったが、人口動態という意味で、その母数は極端に違いすぎた。こうして、
就学前教育施設から大学まで、深刻な教員不足（および学校不足）が引き起こされた
わけであり、この問題への対処がこの会議のテーマであった 10。教員不足の原因を複
数の研究から総括的に分析した論者たちの結論は、上記の人口動態の変化に加え、①
教員への威信の低さ、②給与の低さ、③人員確保をめぐる他業種との激烈な競争、④
不利な労働環境、⑤教員免許基準が高いこと、などをいかに解決するのか、というも
のであった 11。
　高等教育人口の激増は、この会議の議論の直接の対象にはならなかったものの、高
等教育もまた、教員不足という点で、同様の、あるいはさらに深刻な状況を露呈させ
つつあったのである。この状況をもっともよく証言しているのが、アメリカ教育審議
会のカレッジ教育委員会が出版した報告書、『生涯の仕事としてのカレッジでの教授
（College Teaching as a Career）』（1958 年）であった。
　同報告書は冒頭で、「これまでに、教
ティーチング
授という職を共鳴的に述べることはほとんど
行われてこなかったし、ましてや、最善の知性を、教
ティーチング
授という高度専門職に招き入れ
ようという意識的な努力もなされてこなかった」12 とした上で、大学教授職の現状と
将来展望を 3 人の大学教員に語ってもらうという形式を採っている。
　この中のひとりで、当時は全米に知られた名教師であったマーク・ヴァン・ドーレ
ンの文章によって、当時、大学教員を志望した若者たちも恐らく多かったと思われる。
「カレッジの教師は真理の探究に身を捧げている。そして、まさにそのような人として、
真理を隠蔽したり捻じ曲げたりすることで報酬をえている人々の羨望の的となるので
ある。カレッジの教師とは、みずからがなしうる限りにおいて、正直で、謙遜で、真
剣であることで報酬をえている唯一の人物なのである。というのも、真実の価値はつ
ねに知りえないのであるから、彼はおもに、感謝と愛情によって―その価値も同じ
く知りえない―報われるのである」13 という一節は、その後、絶えて聴くことがで
きなくなったにもかかわらず、今、改めて読み直せば、やはりすべての大学教員への
不易の忠言として、心を打たれない人はいないであろう。
　しかしながら、今度は、本書で提示された、1950 年代末の大学教員のステータス・
レポートを見るならば、この時代以降、大学教授職が空前絶後ともいうべき変転を経
験したことを認識せざるをえまい。本書でイールズによる調査研究が明らかにした、
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1950 年代末の大学教員のプロファイルの一端は以下に示すとおりであった 14。
　（ 1 ） 1957 年の時点で、大学数は 1,937 校である。大学数で私立が 65％、公立が
35％となっているが、全教員のおよそ 50％が公立大学に雇用されている。大
学全体の、約 4 分の 1 がジュニア・カレッジ（短期大学）である。「大学院
の教育あるいはプロフェッショナルの教育が提供されているという意味で、
真の大学（true universities）は、全体の 10 分の 1 に過ぎない」15。
　（ 2 ） 四年制大学全教員（150,846 人）について、その取得最高学位を見ると、博士
が 37％、修士が 38％、プロフェッショナル学位が 10％、学士が 13％、大学
学位なしが 2 ％であった。
　（ 3 ） 大学教員の俸給（ 9 か月ベース）の中央値は、以下のとおりであった。すな
わち、教授 8,072 ドル、准教授 6,563 ドル、助教授 5,595 ドル、講師 5,462 ド
ルであった。「他の高度専門職に比べれば、近年の大学教員の給与は高くない
状況が続いている。にもかかわらず、大学での雇用は、給与以外での実質的
な手当てを伴っており、他に比べて、比較的安定しているというのが事実で
ある。ほとんどの大学での現時点の給与は、小さな家族であれば、ぜいたく
な暮らしはできないが、安定した暮らしは可能である」16。
　（ 4 ） 過去 10 年間で、女性は、修士号取得者の 3 分の 1 を占めるに至った。ただ
し、同期間の博士号総数（75,000 件）を母数とすると、全体の 10 分の 1 に
も満たない。「1956 年に 727 大学を調査したところ、このうち 5 分の 4 の
大学が、教員として女性を多数採用する用意があると答えている」17。
　（ 5 ） 現状では、四年制大学に新たに雇用される者のうち博士号を取得している者
は全体の 4 分の 1 に満たない。これ以外の者は、就職後に博士号を目指し
ていくことになり、このうちの多数が、実際に、博士号を取得することになる。
「したがって、修士号が、大学教員として開始する際の最小限の要件というこ
とになる」18。
　このプロファイルの中で、本論文との関係でもっとも注目すべきなのは、四年制大
学教員の中での博士号取得者の少なさであろう。また、大学教授市場への女性の参入
が期待されていたことであろう。
　ところで、大学は、その教員不足への対策として、たとえ弥縫策であっても、様々
な方途を模索・実施していた。フォード財団系のある調査（1956 年度実施）によれば、
それらは、①退職教授あるいは退職した他職階の者を再雇用する、②他業種で主要な
収入を得ている者をパートタイムとして雇用、③他大学と教員あるいは施設を共同使
用する、④資格的には従前よりもやや劣った者を新教員として雇用する、⑤従前より
も高い給与で新教員を雇用する、などであった 19。
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　さて、アメリカ女性大学人協会にとって 1955 年は、後のカレッジ・ファカルティ・
プログラムの実施にとって原点となる年にもなった。当時、協会の高等教育担当専門
委員であったドーラン（Eleanor F. Dolan, 1907-1987）は、アメリカ合衆国でもっと
も多くの学位を出していた主要大学院に対して、「35 歳以上の大学卒女性の大学院へ
の受け入れ」について、質問票調査をおこなっている。「増加しつつある入学者の需
要にこたえるべく、有資格のカレッジ・大学授業担当者の数を増加させるために」、
アメリカ女性大学人協会は、「女性が大学院の上級課程に進み最後には博士号を取得
するよう激励するべく、本協会にできることはなんでもやりたいと願っております」
という書き出しで始まるフェイス・シートに続く質問票には、「大学院学位を目指し
ている 35 歳以上の受験者の受け入れについての貴大学院の基本的方針は何でしょう
か」ほか、全 10 項目の質問が付されていた 20。
　では、この調査を指導したドーランとはどのような人物であったのか 21。
　1907 年、マサチューセッツ州ケンブリッジ出身で、学士課程をウェルズレイ（1927
年）で修めた後、その後の大学院の修士号（1928 年）および博士号（1935 年、経済学）
をハーバード大学ラドクリフ・カレッジで取得している。すなわち、すべての学位を、
当時、セブン・シスターズと呼ばれた名門女性カレッジで取得しているわけであり、
これは、協会の旧世代（19 世紀末までに生まれた世代）の学歴―当時は、女性にとっ
て優秀な教育を求めた場合、共学制大学ではなく女性カレッジに入学せざるをえない
―を彷彿とさせるものであり、彼女の世代ではむしろ少数派に属するはずである。
　学位取得後、いくつかの短期の仕事をしたあと、1941 年に、オハイオ州のウエス
タン・リザーブ大学の一部を成すフローラ・ストーン・マザー女性カレッジの政治学
教授に就任している。そして、1950 年にはアメリカ女性大学人協会に移り、前述の
ように高等教育担当専門委員（associate）に就任する 22。アメリカ女性大学人協会は
この時点で、その教育に関する委員会の組織改革をおこない、それまで、全教育階梯
を掌握していた教育部門から高等教育を独立させて二部門制にしており、ドーランは、
その高等教育部門を担当する最高責任者となったわけである。そして、結果としては、
ドーランにとっては、この仕事が、以降の彼女のキャリアそのものを決定する―女
性、とりわけ、熟年層の女性の高等教育振興のための新たな方途の模索―ことになっ
た。1967 年には、今度は連邦教育局に移り、大学院フェローシップ関係の業務、さ
らには、女性高等教育の振興に携わることになるが、これらは、協会時代にドーラン
がおこなっていた仕事の集大成・延長とも言うべきものであった 23。　
　先述の質問票調査は、この時点で協会が実際に、「35 歳以上の大学卒女性の大学院
への受け入れ」の運動を行うためのものではなかった。しかしながら、その可能性へ
の模索は以下に見るように調査研究として着実に継続されていく。この間、他方では、
大学教員不足の実態を明らかにした報告書や勧告書が続々と刊行され、アメリカ女性
大学人協会としてもその機関誌に関連情報を掲載する。
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　たとえば、1958 年の協会の機関誌には、woman power といったことばが、さらに
は、女性の能力が無駄にされている状態を false economy（ハイスクール卒業生で上
位 10％で大学に進学しない者の三分の二が女性である）ということばで表現するよ
うになる 24。そして、これらの新語を生み出したものこそ、国防教育法の策定とその
成立であったのである。
3 ．国防教育法の成立と新たなフェローシップ・プログラム
　国防教育法は、よく知られるように、1957 年のソビエト連邦による人類史上最初
の人工衛星の打ち上げ成功に端を発した、連邦政府による教育援助法であるが、その
適用範囲は、初等教育から高等教育に至るまで―まさに、全教育階梯を通じて、ソ
ビエト連邦を凌駕する（wo）man power を開発する―に及んでおり、連邦の教育
関与増大の画期となった法律である。本研究との直接のかかわりでは、その第 4 条
（Title IV）の国防教育フェローシップが重要である。これは、「より多くの大学教員
の供給」のために、一方で、①「大学院プログラムが、（全国的に―引用者注）広
く利用できない」という現状を改善すると同時に、他方で、②大きな資金を必要とす
る大学院プログラムの充実のために、大学院生・大学双方に連邦政府が援助をおこな
うものであった 25。
　この国防教育フェローシップは、大学院プログラムに付くものであり、しかも、①
既存のそれではなく、「新設あるいは拡充した」プログラム―大学の側が連邦政府
に申請して、認可を受けた大学院プログラム―が対象であり、②大学院生には、 3
年間での博士号取得をめざして、授業料等を免除の上、給付金を支給、大学の側には
受け入れ大学院生数に応じて、教育援助費を支給するというものであった。すなわち、
大学院生への経済援助政策なのであるが、それは結果として、新たな大学院プログラ
ムの立ち上げをも促進するものなのであり、これによって「大学院プログラムが、広
く利用できない」という現状を改善しようとするものであった。
　当時、ハーバード大学の学生であったウィリアム・W・カットラー三世のメモワー
ルは、このフェローシップが、全米の大学および大学院生にあたえた影響力をよく物
語っている。元来は医学準備教育課程として科学コースを学んでいたものの成績が思
わしくなく、歴史学へ転向したカットラーは、四年生の第一学期となり、進路をきめ
るために指導教員であった著名な歴史学者バーナード・ベイリンに相談に行く。だが、
ベイリン教授との会合でも進路決定が、はかばかしく進むようには思えなかった。将
来を決めるために時間が必要と判断した彼は、外部の大学院を受験し始めるが、そこ
で、夢のように魅力的な話を聞くことになる。
　教育学で修士号を取ろうと 4 つの大学院を受験した私の前に、「歴史学」が割
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り込んできたのである。というのも、 4 大学のひとつが、私にとって抗いがた
いオファーを―国防教育法フェローシップの提供を申し出たのである。授業料
が三年間免除で、かつ、初年度年額 2,200 ドルから昇給する給付金が付くという
のである。コーネル大学の教育大学院がフェローシップを（連邦政府から―引
用者注） 4 つ確保しており、もし私が、教育基礎論の博士課程への入学を承諾
すれば、このうち一つは私のものになるのだという。当時私は、5 年前のスプー
トニクの打ち上げへの直接的対応として成立した連邦法について、ほとんど何も
知らなかった。加えて、私はこの魅力的なフェローシップが提供される（教育基
礎論という―引用者注）分野については、まったく何も知らなかったのである
26。
　第二次大戦後、積極的に “ 大学院重点化政策 ” を展開していったコーネル大学にとっ
ては、国防教育法の成立は渡りに船であったであろう 27。この国防教育フェローシッ
プの成功は、その短期的な効果を見るか、もっと長期の効果を見るかで評価が分かれ
るところであろう。すなわち、大学院生に破格の待遇をあたえることで 3 年間で
Ph.D. 取得を可能にする（そして、その結果として、カレッジ教員を早急に養成する）
という点では、必ずしも成功したとは評価できないであろうが 28、大学院プログラム
を全国的に拡大するという点では、明らかに成功であった。シャープらの研究は、国
防教育法の最初の 4 年間の事業の結果として、以下の四点を明らかにしている 29。
　（ 1 ） 全体の約半分が人文学 / 社会科学の二分野の受賞者であった。
　（ 2 ） 受賞者は南部（特に南東部）の地域に集中している。
　（ 3 ） 女性の受賞者は 7 人にひとりであり、この比率は、博士候補生全体の女性の
比率より低いが、国防教育法以外のフェローシップ受賞者中の女性の比率よ
りやや高い。
　（ 4 ） 受賞者の過半数が既婚であった。この数は、博士候補生全体の既婚者の比率
とほぼ同じであり、かつ、国防教育法以外のフェローシップ受賞者中の既婚
者の比率より高い。
　このうち、（ 2 ）を立証した以下の表 1 は、国防教育法フェローシップの最大の受
益者は南部諸州にある大学院であったことを如実に物語っている。
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表 1 ．国防教育法フェローシップの地域別配分率
フェローシップの配分
博士号生産性 1960 年人口 1959 年度1960年度 1961年度 1962 年度
全地域 100 100 100 100 100 100
ニューイングランド 10 6 7 7 8 7
ミッドウエスト 25 21 14 16 16 17
五大湖 26 20 11 15 16 18
大平原 9 9 10 11 11 11
サウスイースト 9 22 27 23 23 21
サウスウエスト 5 8 9 9 8 9
ロッキー山脈 3  2 8 6 6 6
極西部地方 13 12 14 13 12 11
出典：Laure M. Sharp and Others. Study of NDEA Title IV Fellowship Program. 
Phase I （Bureau of Social Science Research, Inc., Washington, DC., March 1968）, 4, 
Table II.
　南東部は博士号生産性という点では全米のわずか 9 ％を占めるに過ぎなかったに
もかかわらず、初年度（1959 年）には実に全フェローシップの 27％が配分されてい
るのである。南部史家のジェフリー・ターナーは次のように指摘する。
　20 世紀の前半の時代、南部のキャンパスでは、研究はほとんど―そしてそ
の延長として大学院の教育もほとんど―行われていなかった。戦時下の国防上
の必要が、そしてすぐそれに続くことになる冷戦の国防プログラムが、南部諸大
学に、ますます増大する連邦の研究予算の分け前をもたらすことになった。この
資金が大学院プログラムの発展を刺激し、南部の研究大学の地位を向上させるこ
とになった。1960 年代半ばまでに、テキサス大学、ノースカロライナ大学、バー
ジニア大学、さらにまた、デューク、ヴァンダービルト、チューレーン、エモリー、
それにフロリダ州立大学は、全米の研究大学を 3 分割した際に中間層にランク
するようになった。にもかかわらず、最高品質という基準で言えば、これらの南
部諸大学は、南部以外の全国の大学に後れを取っていた 30。
　こうして、南部地域に属する大学院は、国防教育法フェローシップによって思わぬ
活況を呈することになった。それは、以下に見るように、アメリカ女性大学人協会の
新事業に対しても追い風となるのである。
4 ．アメリカ女性大学人協会によるカレッジ・ファカルティ・プログラムの創設
　アメリカ女性大学人協会は国防教育法の成立以前より、その組織内における潜在的
教員（現在、教職には就いていないが、機会があれば就く意思があり、かつ、それだ
－ 8 －
創価大学教育学論集　第 71 号：坂本
けの知識やスキルを所持していると思われる女性）の数を調査してる。
　1957 年、先のドーランが主査となり全米科学財団（NSF）からの補助金を得てお
こなわれたこの調査（「潜在的カレッジ教員の現代化のためのプロジェクト」と名付
けられた 31）の結果は、国防教育法が狙った「理数系の科目を担当できる教員の数」
という意味では必ずしもその期待に沿うものではなかったが、協会という組織内にお
ける潜在的教員はきわめて多いことを明らかにしたのである。ドーランは言う。
　なぜ、もっとも多くの会員が、（初等・中等教育の学校ではなく―引用者注）
カレッジで教えることを希望しないのか。それは、彼女たちが、必要とされる専
門性の度合いを過剰に高く見積もっており、本当のところは自分がそれに十分、
見合うとは考えていないからである。 2 年制カレッジの教員の現状、アメリカ
合衆国のカレッジにおける博士号を所持していない教員の比率、そして回答者た
ちの準備状況と教職レベルへの関心から見れば、慎み深さが、これらの人々を大
学教員として雇用する可能性を消してしまうべきではない
4 4
のである 32。（強調は
原文のまま）
　アメリカ女性大学人協会 -NSF 調査の結果から、多数の潜在的女性大学教員の存在
を確信したドーランは、これらの人々を大学の教壇に立たせるべく、政策の立案に着
手する。彼女は、一方では、この問題に関心がありそうな大学人たちに書簡を送り、
意見を求めている。他方で、これをアメリカ女性大学人協会の事業としておこなうこ
との是非について、さまざまな高等教育関係団体と折衝を続けている。その最終的な
成果というべきものが、1959 年 7 月 27 日、ワシントン DC のアメリカ女性大学人
協会本部にアメリカ教育審議会（ACE）を筆頭として、アメリカ・カレッジ協会（AAC）、
アメリカ・ジュニア・カレッジ協会（AAJC）、高等教育協会（AHE）、州立大学協会
（ASU）、アメリカ教師教育カレッジ協会（AACTE）など、8 団体代表を結集させた、
「大学卒女性を大学教員へと再教育すること」をテーマとした会議であった。討議さ
れたのは、（ 1 ）再教育の機会を望む女性たちが、制度を創るに足るだけ多くいるのか、
（ 2 ） 再教育を受けた後、大学に雇用されるという根拠があるのか、（ 3 ）このような
教育を行うためにもっとも満足できる計画とはどのようなものか。大学院から、どの
ような協力が期待できるのか、（ 4 ）どのように実現させるのか。財政的裏づけのた
めには、どのような可能性があるのか、という 4 点であった。「このアイデアは、現
在必要とされている国家への貢献の一例として関心を寄せているのであり、これこそ
が、ディスカッションの根底にある哲学である」というのが、会議の冒頭でアメリカ
女性大学人協会の代表が指摘したことであった。議論は多岐に亘ったが、（ 3 ）と（ 4 ）
については、きわめて具体的な提言が行われている 33。最終結論は、出席者全員が賛
同するものとして、「今日合意した線で、アメリカ女性大学人協会が、財団からの支
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援のための企画書の原案を起草して、これを、本日の会議の出席者たちが検討し細部
をつめていく」34 というものであった。ドーランはこの結論に従って原案を作り、そ
れを会議の出席者たちだけでなく、全米の主要な大学院の研究科長等にも送り意見を
求めた。さらにドーランは、成人女性を対象とした同種のフェローシップ授与をおこ
なっている女性カレッジからの情報を収集、また、すでに判明している女性大学教員
養成に関わる問題の解決のために、さまざまな人々と書簡を交わしていく。この過程
で、多くの大学人たち等との書簡や情報の交換によって得た知見は大きかったといえ、
カレッジ・ファカルティ・プログラムは、ほぼドーランひとりによって、その形を整
えていったと言えよう 35。
　1961 年 6 月、アメリカ女性大学人協会の最高責任者であったトンプキンズ（Pauline 
Tompkins, 1918-2004. 当時の役職は General Director）が、三つの財団の代表と面会し、
カレッジ・ファカルティ・プログラムについて説明する。その結果、カレッジ・ファ
カルティ・プログラムはロックフェラー・ブラザース基金を得て 1962 年度から 3 年
間、総額で 285,000 ドルの補助金で実施されることが決定した。
　カレッジ・ファカルティ・プログラムは、先述のように、 3 年間の実験的プロジェ
クトであり、その特徴は以下のとおりであった。
　（ 1 ） 35 歳以上の、学士号以上を所持している女性が対象。フルタイムで就学する
こと。南部 11 州（南部中等学校・カレッジ協会が管轄）に居住する女性に限
定する。なお応募者は、アメリカ女性大学人協会の会員である必要はない。
　（ 2 ） 受賞者は、アメリカ女性大学人協会側が選定・協定を結んだ大学の中から、
自宅から通学できる距離にある大学を選ぶ。カレッジ・ファカルティ・プロ
グラム候補者の募集と受賞者決定はアメリカ女性大学人協会がおこなう 36。
　（ 3 ） アメリカ女性大学人協会は、初年度分の授業料等を全額負担し、かつ、給付
金を支給する。大学院の側には受け入れ大学院生数に応じて、教育援助費を
支給する。二年目以降の費用は、受賞者が当該大学等のフェローシップを獲
得するものとして、原則として、カレッジ・ファカルティ・プログラムの延
長はおこなわない。
　（ 4 ） 志望大学院の決定から学位取得に至るまで、アメリカ女性大学人協会が、受
賞者に対して様々な支援を提供する。
　
　以下、それぞれの項目について、若干の解説を加えることにする。
　（ 1 ） について。まず、なぜ、南部地域が選ばれたのか。アメリカ女性大学人協会
の側の記録には、南部は「大学教員不足がもっとも激しいと予想された」37
とあるが、すでに指摘したように、南部地域は、当時、“ 大学院重点化政策 ”
がめざましく進展していたわけであり、それだけ、新規の大学院生受け入れ
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には積極的であったと思われるのである。「フルタイムで就学」することが義
務付けられているため、他の仕事はたとえパートタイムであっても、おこな
うことができない（入学先の大学院での TA や RA といった仕事も不可。上
級学位取得に専念すべきである）。このことは、すでに仕事をもっている女性
たちには、それらを（さらには、仕事に伴う収入を）放棄することを求める
ことになる。換言すれば、そのような犠牲を払える熟年層の女性たちを募集
したことになる。「協会会員であるかどうかを問わない」と募集条件にあった
が、実際に選ばれたのは、圧倒的多数が非協会員であった。なお、この「南
部地域限定」という地理的な条件は、以下の（ 4 ）の問題も密接に関係して
いると推察しうる。
　（ 2 ） は、（ 1 ）の「35 歳以上」の女性という条件とも合わせて、既婚女性にとっ
ての大学院での学修を困難にする要件をできる限り軽減すること―大学院
には（引っ越しではなく）通学してもらうこと。既婚者で 35 歳以上であれば、
子どもはすでに学齢期になっており、育児負担が幾分軽いと考えられる―
ことで、家庭を犠牲にすることなく、ワーク・ファミリー・バランス（この
場合のワークは大学院での学修）をできる限り尊重したものである。さらに、
協会の側があらかじめ選定大学院のリスト（言うまでもなく、熟年層の女性
を受け入れることを確約した大学院）を作成しており、そこから、通学でき
る州内の大学院のプログラムを選ぶことになる（ただし、ヴァージニア州の
場合は、近接のワシントン D.C. 所在の大学院も可）。この点、国防教育法が
そうであったように、大学院プログラムは、まったく個人の選択に任せるの
ではなく、制限が加えられていることになる。
　（ 3 ） は、今回のフェローシップ運営の根幹にかかわる問題であり、協会のアーカ
イブズには、さまざまな試算結果が残されている 38。すなわち、フェローシッ
プ受給年限を長くすれば受賞者の数を減らさざるをえないわけであり、そう
なると、このプロジェクトの本来の目的である、多くの女性大学教員の養成
という趣旨に背くことになってしまう。結局、原則
4 4
1 年間のみのフェローシッ
プ支給に落ち着いたわけである。「原則として延長はない」ということであっ
たが、実際には、少なからぬ受賞者に、「あとわずかで学位取得が可能」とい
う理由で「延長（ただし、 1 セメスターのみ）」を認めている。なお、国防
教育法と同じように、協力大学にも補助金が支給されるわけであるが、こち
らの方は、実にささやかなものであった。
　（ 4 ） 応募者は書類選考と同時に面接（interview）を受けたが、それは、選考であ
ると同時に、まさにカウンセリングと呼ぶべきものであった。面接は、地域
ごとに何度も開催され、会場を訪れた女性たちに対して、協会から出張して
きた担当幹部が個別に相談に応じているのである。たとえば、1963 年度の応
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募者に対しては、299 名がこのカウンセリングを受けている。応じたのは、
前出のアメリカ女性大学協会最高責任者であったトンプキンズ、ドーラン、
他 2 名が、11 州すべて（たとえばアラバマ州であれば、州都モンゴメリを
はじめ 5 市など）を巡回している。ここでのカウンセリングで得た候補者の
情報はそのまま、最終的な受賞者選考で使用されることになった 39。この点、
全米ではなく南部 11 州に限定したことは、このプログラムにとって大きな意
味があったと言えよう。このほか、各州の協会組織が主催する「応募説明会」
「相談会」も開催されている 40。ひとたび、大学院に入学したあとは、セメス
ターごとの成績が協会に報告され、協会の側は、それぞれの受賞者にあった
対応を―以下に見るリフレッシャー期間の諸問題から、学位論文のテーマ
の選び方に至るまで―していった 41。特に問題として挙がってきたために
協会が力を入れた活動は、一つは、熟年女性層へのカウンセリングの体制に
ついてであり、もうひとつは、協会が「リフレッシャー」と呼んだ活動―
長期間、学業を離れていた女性たちが、大学での課業へ「記憶を新たにする
こと」であると同時に、学修への構えを取り戻すこと―であった。いずれも、
具体的で詳細な記録はほとんど残されていないため、歴史的な論証という点
では難があるが、恐らく、この（ 4 ）こそが、このカレッジ・ファカルティ・
プログラムを成功させた隠れた動因であったと思われる。
5. 誰が選ばれたのか　
　先述のように、ドーランは、潜在的女性大学教員がきわめて多いと予測したのであ
るがこれは的中し、「南部11州に居住する35歳以上の学士号以上を所持している女性」
という幾重にも亘る限定があったにもかかわらず、初年度（1962-63 年度）は 108 名
の応募があり 17 名が受賞した。カレッジ・ファカルティ・プログラムへの照会数だ
けをカウントした場合は、1962 年 6 月 30 日の時点で 1,169 件を数えたというから、
やはり多大な反響があったとみなしうる。同様にして、 2 年目（1963-64 年）は応募
数 198 件、受賞者数 44 件、最終年度（1964-65 年）は応募数 202 件、受賞者数 65 件
であった 42。
　 3 年間を通しての受賞者の属性をいくつか挙げてみるならば、平均年齢は 42 歳、
婚姻状態は 87％の受賞者が既婚、82％の受賞者が 2 人以上の子どもを持っていた。
配偶者である夫の職業は、高度専門職だけで約半数、これにビジネスを合わせて
70％近い比率を占めていた。
　自宅から大学院までの所要通学時間（往復）は、「30 分未満」と「31-60 分」で受
賞者の 62％を占めており、これもまた、カレッジ・ファカルティ・プログラムに多
くの応募者を集めた一因であったと考えられる 43。
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　大学史の観点から興味深い属性は、これらの受賞者たちが応募し、籍を置いた大学
院はすべて白人の大学であった―歴史的に黒人が圧倒的多数の大学（Historically 
Black Colleges and Universities）はただの一大学も含まれていない（以下の表 2 を
参照）。このことは、受賞者にはアフリカ系アメリカ人女性がひとりもいなかったこ
とを強く示唆している。ロックフェラ ・ーブラザース基金への報告書簡において、ドー
ランは以下のように述べている。
　大きく失望したことがひとつあります。ニグロ（原文のまま―引用者注）の受
賞者がカレッジ・ファカルティ・プログラムの参加者のひとりになれなかったこ
とです。私たちとしては、彼女の生活上の様々なことについて調整するために多
大な時間をあたえるあらゆる努力をはらったにもかかわらずです 44。
　ただし、カレッジ・ファカルティ・プログラムを企画立案している段階で、南部諸
州の私立・州立大学の授業料・納付金リストを作成した際、その中には、歴史的に黒
人が圧倒的多数の大学が複数、含まれていた 45。
　カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者受け入れ大学一覧には、一方ではすで
に指摘したように、国防教育法フェローシップによって、大学院の活性化を進めてい
た一群の研究大学があり、他方では、小規模なリベラル・アーツ・カレッジ、特に女
性だから志望できる大学―コンヴァース・カレッジ、テキサス女子大学など―の
一群があり、その中間に各種の州立大学が入っているという構図になっている。いず
れも、当時においても現在においても、南部地域における一流と目される大学である。
表 2 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者の在籍大学
オーバーン大学 アラバマ州 Auburn University
ジャクソンビル州立カレッジ アラバマ州 Jacksonville State College
アラバマ大学 アラバマ州 University of Alabama
マレー州立カレッジ オクラホマ州 Murray State College
ケンタッキー大学 ケンタッキー州 University of Kentucky
ルイビル大学 ケンタッキー州 University of Louisville
クレムソン大学 サウスカロライナ州 Clemson University
コンヴァース・カレッジ サウスカロライナ州 Converse College
サウスカロライナ大学 サウスカロライナ州 University of South Carolina
エモリー大学 ジョージア州 Emory University
ジョージア大学 ジョージア州 University of Georgia
ノーステキサス州立大学 テキサス州 North Texas State University
南メソジスト大学 テキサス州 Southern Methodist University
テキサス A&I カレッジ テキサス州 Texas College of Arts and Industries
テキサス・クリスチャン大学 テキサス州 Texas Christian University
テキサス女子大学 テキサス州 Texas Woman's University
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トリニティ大学 テキサス州 Trinity University
ヒューストン大学 テキサス州 University of Houston
テキサス大学 テキサス州 University of Texas
ピーボディ・カレッジ テネシー州 George Peabody College for Teachers
メンフィス州立大学 テネシー州 Memphis State University
ミドルテネシー州立大学 テネシー州 Middle Tennessee State University
テネシー大学 テネシー州 University of Tennessee
ヴァンダービルト大学 テネシー州 Vanderbilt University
ノースカロライナ州立大学（ロー
リー） ノースカロライナ州
North Carolina State College 
at Raleigh
イースト・カロライナ・カレッジ ノースカロライナ州 East Carolina College
ノースカロライナ大学 ノースカロライナ州 University of North Carolina
ノースカロライナ大学グリーンズ
ボロ校 ノースカロライナ州 
University of North Carolina 
at Greensboro
マディソン・カレッジ バージニア州 Madison College
オールド・ドミニオン・カレッジ バージニア州 Old Dominion College
リッチモンド大学 バージニア州 University of Richmond
アメリカン大学 ワシントン D.C. American University
カトリック大学 ワシントン D.C. Catholic Unicersity
ジョージタウン大学 ワシントン D.C. Georgetown University
ジョージ・ワシントン大学 ワシントン D.C. George Washington University
フロリダ州立大学 フロリダ州 Florida State University
ローリンズ・カレッジ フロリダ州 Rollins College
フロリダ大学 フロリダ州 University of Florida
マイアミ大学 フロリダ州 University of Miami
ミシシッピ州立大学 ミシシッピ州 Mississippi State University
ミシシッピ大学 ミシシッピ州 University of Mississippi
ルイジアナ州立大学 ルイジアナ州 Louisiana State University
ノースウェスタン州立大学ルイジ
アナ ルイジアナ州
Northwestern State College 
of Louisiana
テューレーン大学 ルイジアナ州 Tulane University
南西ルイジアナ大学 ルイジアナ州 University of Southwestern Louisiana
出 典：AAUW Educational Foundation. College Faculty Program, Final Report 
Appendix D. AAUW Archives, Microfilm Reel 132, VI:76.
　 3 年間で 126 人の女性の大学院入学を支援したわけであるが、この中でフェロー
シップの途中放棄は 10 名であった。カレッジ・ファカルティ・プログラム終了直後
の 1967 年 6 月時点で、84 名が学位取得（博士号 7 名、修士号 77 名）、現に大学で
教えている女性が 66 名（内、20 名はテニュア獲得）という結果を示した 46。これら
の女性たちの雇用大学一覧は以下の表 3 のとおりである。
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表 3 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者の雇用大学
アラバマ大学 アラバマ州 University of Alabama
ジャクソンビル州立カレッジ アラバマ州 Jacksonville State College
オーバーン大学 アラバマ州 Auburn University
マレー州立カレッジ オクラホマ州 Murray State College
ケンタッキー大学 ケンタッキー州 University of Kentucky
ルイビル大学 ケンタッキー州 University of Louisville
クレムソン大学 サウスカロライナ州 Clemson
コンヴァース・カレッジ サウスカロライナ州 Converse College
ジョージア大学 ジョージア州 University of Georgia
エモリー大学 ジョージア州 Emory University
ヒューストン大学 テキサス州 University of Houston
トリニティ大学 テキサス州 Trinity University
テキサス・クリスチャン大学 テキサス州 Texas Christian
テキサス大学 テキサス州 Texas State
テキサス大学 テキサス州 University of Texas
南メソジスト大学 テキサス州 Southern Methodist
ピーボディ・カレッジ テネシー州 Peabody
ヴァンダービルト大学 テネシー州 Vanderbilt
ノースカロライナ州立大学 ノースカロライナ州 North Carolina State College
ノースカロライナ大学 ノースカロライナ州 University of North Carolina, Chapel Hill
イースト・カロライナ・カレッジ ノースカロライナ州 East Carolina College
リッチモンド大学 バージニア州 University of Richmond
オールド・ドミニオン・カレッジ バージニア州 Old Dominion College
マイアミ大学 フロリダ州 University of Miami
フロリダ州立大学 フロリダ州 Florida State University
ローリンズ・カレッジ フロリダ州 Rollins College
フロリダ大学 フロリダ州 University of Florida
フロリダ州立大学 フロリダ州 Florida State University
ミシシッピ州立大学 ミシシッピ州 Mississippi State College
ノースウェスタン州立大学ルイジ
アナ ルイジアナ州
Northwestern State College 
of Louisiana
ニューオリンズ大学 ルイジアナ州 University of New Orleans
ルイジアナ州立大学 ルイジアナ州 Louisiana State University
南西ルイジアナ大学 ルイジアナ州 University of SW Louisiana
カトリック大学 ワシントン D.C. Catholic University
ジョージ・ワシントン大学 ワシントン D.C. George Washington University
アメリカン大学 ワシントン D.C. American University
出 典：AAUW Educational Foundation. College Faculty Program, Final Report 
Appendix F. AAUW Archives, Microfilm Reel 132, VI:76.
　この表を先のカレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者の在籍大学一覧と比較す
ると、ほぼ重なり合うことが分かるであろう。今回の研究では受賞者の学位取得後の
キャリアを詳細に検討することができなかったが、学位を取得した大学にそのまま雇
用されたケースも少なくなかったと思われる 47。少なくとも、カレッジ・ファカルティ・
プログラムを受賞した熟年層の女性たちを大学院生として受け入れた大学は同時に、
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これらの女性たちを教員として受け入れることをも厭わなかったということができよ
う。この点は再び、カレッジ・ファカルティ・プログラムの設計の段階から織り込み
済みの論点であった―受賞者は、大学院教育を受けるためだけに転居するわけには
いかないのと同様、学位取得がかなっても、今度は家族をおいて赴任することもきわ
めて難しいから、できる限り手近で潜在的就職先が多い地域で学ぶことが重要である
―と思われる。なお、本プログラムが開始される時点では予想されていた、 4 年
制大学ではなく短期大学（コミュニティ・ジュニア・カレッジ）への就職の可能性
―これは、上記の、家庭の近くでの就職という論点にも重なる―という点では、
少なくとも、この時点では実際にはなかったということになる。
6 ．カレッジ・ファカルティ・プログラムの大学史上の意義
　熟年層の大学卒女性が大学教員となることを支援するフェローシップがカレッジ・
ファカルティ・プログラムであったわけであるが、このプログラムの成立には、やは
りロックフェラー・ブラザース基金というスポンサーの存在が欠かせなかった。それ
は、本論文冒頭に触れた、プロジェクトが成功裏に終了した後の 1965 年以降、協会
州管区によるボランタリーなプロジェクトとして継続・拡大された、第二期の事業と
比較すれば明白であろう。
　それはどのようなことか。
　第一期は、財団からの 3 年間総額 285,000 ドルの補助が約束されていたために、
あらかじめ必要な資金が確保されていた。協会のアーカイブズ史料によれば、初年度
については、25 名の受賞者を予定（実際には、既に見たように 17 名が受賞）して、
以下のような予算を建てていた（表 4 。会計年度との関係で、給付金・授業料につ
いては、半年分だけ支払う計算になっている）。
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表 4 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム初年度予算（授業料および給付金関係）
授業料および給付金
受賞者数：25 名
給付金（一人当たりの平均額）
500 ドル× 25（ただし半年分支給） 6,250 ドル
授業料
公立　225 ドル× 13 大学（ただし半年分支給） 1,463 ドル
私立　900 ドル× 12 大学（ただし半年分支給） 5,400 ドル
大学への教育補助金
公立　225 ドル（ １ 年分）× 13 大学 2,925 ドル
私立　500 ドル（ １ 年分）× 12 大学 6,000 ドル
総計 22,038 ドル
出典：A Program for the Further Education of Mature College Women for College 
Faculty: Budget for Use of $75,000 and Interest January 1  through December 31, 
1962. AAUW Archives, Microfilm Reel 100, VI:257:34.
　以上に、プログラム運営費（スタッフ人件費、事務費、旅費等）が 21,922 ドル計
上されており、総経費が 43,960 ドルとなる。全額執行してもなお潤沢な残額が出る
ことになる。
　だが、協会州管区によるボランタリーなプロジェクトとしての第二期は、まずは、
各州管区で募金をしつつ候補者を募集・選考していくということになり、「資金確保」
と「候補者確保」のどちらかが不首尾に終われば事業は成り立たない。以下の表 5 は、
第二期プロジェクトの 1 年目（1966/67 年度）への 1966 年 3 月 25 日時点での寄付
の状況である。
表 5 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム第二期への寄付金（1966 年 3 月 25 日現在）
寄付者 寄付金 特記事項
カリフォルニア州管区
モーティマー・フレイシャッカー財団 2,000 ドル
シアーズ・ローバック財団 2,000 ドル
リットン・インダストリーズ財団 100 ドル
コングリゲーション・ベス・エーム 100 ドル
計 4,200 ドル
イリノイ州管区
シカゴ・コミュニティ・トラスト * 2,000 ドル * 社会科学・生物科学限定
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
南イリノイ大学 * * 授業料免除
計 3,500 ドル
ミシガン州管区
クライスラー社財団 2,000 ドル
ミセス・ジョージ・W.W.・バートン 500 ドル
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クライスラー社財団 5,000 ドル
シヴィック・ファンド 2,000 ドル
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
計 11,000 ドル
ミネソタ州管区
ウォーカー財団 * 1,200 ドル * ツイン・シティーズ住民限定
ナッシュ財団 250 ドル
マックナイト財団 2,000 ドル
ビーン財団 1,000 ドル
ビゲロウ財団 500 ドル
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
計 6,450 ドル
オハイオ州管区
グレゴリー・インダストリーズ 100 ドル
メディカル・エコノミクス・ビューロー 200 ドル
セントラル・セキュリティ・ナショナル銀行 100 ドル
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
フィンリー出版 50 ドル
ロレーン・プロダクツ 500 ドル
ミスター・ウィリアム・ベケット 25 ドル
AAUW ハミルトン支部 100 ドル
トレド・トラスト 100 ドル
計 2,675 ドル
オレゴン州管区
コリンズ財団がマッチング・ファンドを条件
に 2,000 ドルを上限に寄付の意向あり。
テキサス州管区
AAUW アビリーン支部 10 ドル
ミセス・J. ホーマー・ジョーダン 5 ドル
計 15 ドル
ワシントン州管区
ミス・ウィニフレッド・E.・ウェーター 2,000 ドル
シアトル財団 2,000 ドル
AAUW シアトル支部 2,000 ドル
AAUW ウィラパシフィック支部 100 ドル
AAUW ベリンガム支部 300 ドル
AAUW スポーケン支部 300 ドル
計 6,700 ドル
出典：Contributions to the College Faculty Program II Budget Sheet. Women and 
Leadership Archives, Loyola University of Chicago. Eleanor F. Dolan Papers. Box 
37, Folder3.
　“ 貧者の一灯 ” 方式の寄付が通用する時代はすでに過ぎており、財団、銀行、保険
会社、一般企業、宗教団体と、個人ではなく大口の団体スポンサーを探すことが絶対
に必要であった。このうち、最大のスポンサーはやはり各種財団であることが明らか
である。ただし、その財団は場合によっては寄付に条件を付けること―たとえば、
ウォーカー財団は、地元のセント・ポール市とミネアポリス市住民限定、コリンズ財
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団に至ってはマッチング・ファンドが条件―があったわけであり、この場合は必ず
しも使いやすい資金とはならなかった。上記の表では、テキサス州管区が集めた資金
はわずか 15 ドルで、このままでは到底、1966/67 年度のプロジェクトは立ちあげる
ことができなかったであろう 48。資金的にこのような危うい状況は、結局、プロジェ
クトの打ち切りという結果にならざるを得ず、オレゴン州管区はわずか 1 年で、カ
リフォルニア州管区は 2 年目（1967/68 年度）で撤退を余儀なくされる。これとは
逆に、ニュージャージー、ペンシルヴァニア、ヴァージニアの各州管区が、後から加
わっていくが、結局、この第二期プロジェクトは 1970 年を迎える前にフェイドアウ
トすることになった。
　以上、明らかにしたことは、アメリカ合衆国大学史における大学と財団というテー
マに新たな知見を加えるものであろう。
　では、熟年層の大学卒女性が大学教員となる途には、どのような障害があったのか
―カレッジ・ファカルティ・プログラムは、1960 年代初頭という時代のアメリカ
合衆国の社会体制を前提とした上で、この課題の解決を志向し、一定の成果をあげる
ことができた。特に、ワーク・ファミリー・バランスを見事に配慮した制度であり、
この点、カレッジ・ファカルティ・プログラムに関する最終報告書が、カレッジ・ファ
カルティ・プログラムは、「（今回はカレッジ・ファカルティ・プログラムに参加しな
かった―引用者注）他の女性たちにとっては、家庭と家族とキャリア準備とを結び
つける可能性を証明した」49 と結んだのもゆえなきことではない。しかしながらそれ
は、この時代の性的役割分業を基本的に前提とした上での改革であった。
　カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者に、大学での学修が終わってからどの
程度のタイムスパンが経過しているか尋ねたところ、「 3 - 9 年」と回答した女性が
22％、「10 年」が 37％であり、これは、過半数の女性たちにとっては、入学後の大学
院とその課業への適応が大きな課題であったことを意味しており 50、アメリカ女性大
学人協会は支部組織を挙げて、これらの女性を支援するプログラム―すでに見た「リ
フレッシャー」―を提供した。熟年層への大学院継続教育の有効性そのものは、復
員軍人援護法によってすでに実証済みであったが、そこに存在したジェンダー・イン
バランスには留意されなかったわけである。
　カレッジ・ファカルティ・プログラムは、ドーランの報告の中で繰り返し語られる
ように、女性のみが必要とするような支援とそのための組織・制度の必要性を―協
会が、「カウンセリング」と呼んだ働きかけを―明らかにしたのである。1965 年 6
月から 8 月にかけて、アメリカ女性大学人協会と米国労働省が共同でおこなった、
成人女性を対象にしたカウンセラーの養成講座において、ドーランはカレッジ・ファ
カルティ・プログラムを紹介しながら、次のような興味深い発言をしている。カレッ
ジ・ファカルティ・プログラムが実証したことは、適切なカウンセリングがあれば、
現在の教育達成は限られたものであっても、全面的な発展が望めるということである。
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しかし現実には、参考になる資源はきわめて限られていた。これまで、熟年層の女性
へ特化したカウンセリング・プログラムおよびカウンセラーの養成が行われてこな
かったからである。
　きわめて遺憾なことであるが、少なくともミドルクラスの女性の中には、家庭
で過ごしていた年月の間に、自分自身への信頼が、さらに個人としての潜在力へ
の自信が、大幅に減衰してしまったことが報告されているのであり、この信頼と
自信の回復こそ、カウンセラーにとっての主要な仕事なのである 51。
　フリーダンの著書『女らしさの神話』（1963 年）が出版されたのは、まさにカレッジ・
ファカルティ・プログラムが実施されていった時代であり、この著書の第 10 章には、
ひとたびは修士号を取ろうと大学院に戻ることを決意しつつも、結局は、その希望を
放棄することで少なくとも一旦は満足する女性のエピソードが描かれている 52。これ
とは逆に、カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者たちは、国防教育フェローシッ
プが狙ったように、速成学位をとっていち早く大学教員のポストを手に入れるという
進路を取ったのではなく、むしろ、時間がかかっても、より伝統的な学位（MA や
MS、そして Ph.D. 学位）への途を志した。このことは究極的には、「家庭と家族とキャ
リア準備とを結びつける可能性」をかえって危うくすることであった 53。しかしなが
ら、「この信頼と自信の回復こそ、カウンセラーにとっての主要な仕事なのである」
というドーランの発言は、問題を個人の心の在り方に集約してしまうのではなく、む
しろ、女性を家庭の中に閉じ込めている―それによって女性は、もともと持ってい
た有能感が大幅に減衰させられてしまう―社会体制を問うているのであり、その社
会体制の変革に、カウンセラーが関わっていくことを展望しているのである。この問
題は、1970 年代以降、フェミニスト・セラピーとして理論化され実践されていくこ
とになる。
* 本研究は、科研費による研究「米国における大学教授職構造変動下の女性大学教員
のキャリア形成支援システムの研究」（基盤研究（C）、18K02715）の成果の一部であ
る。
注
1   カレッジ・ファカルティ・プログラムを報道した新聞記事は、それこそ枚挙にい
とまがないというべきである。一例を挙げれば、”College-Career Grants to Three 
Women,” The Courier-Journal (Louisville, KY) May 6, 1963, 17. アメリカ合衆国で
は基本的に全国紙は例外であるから、あまたある新聞すべてが地方紙であり、そ
－ 20 －
創価大学教育学論集　第 71 号：坂本
の地方紙がカレッジ・ファカルティ・プログラムについてなにがしかの報道をし
たとしても、さほど大ニュースとは思えないかもしれない。「ケンタッキー・バプ
ティスト病院の看護部長、ルイヴィル大学教授の奥方、それにケンタッキー州ク
イックサンドの女性、以上 3 名に、昨日、カレッジの仕事に就く準備のための補
助金が授与された」というリード文で始まる、上記のケンタッキー州ルイヴィル
の新聞社の記事もまた、この意味では、さほどの重要性が認められないかもしれ
ない。しかしながら、そのような地方紙でも、紙面全体の中でも扱いをも考慮す
れば、やはり、このカレッジ・ファカルティ・プログラムが、当時のアメリカ合
衆国社会の中でどのように扱われたのかを考察する手掛かりになろう ( ちなみに、
この記事では、三人の女性のうちの二人の顔写真が掲載されている )。なお、アメ
リカ女性大学人協会は本部でプレス・リリースを出しており、それが、AP などの
通信社経由で、全米の新聞に掲載されたと判断される記事も散見する。
2   このカレッジ・ファカルティ・プログラムについてアメリカ女性大学人協会側の
総括の概略は、“Evaluation of College Faculty Program,” AAUW Journal 62( 1 ), 
October 1968, 31-32.
3   “Another Decade of AAUW Progress,” AAUW Journal 63( 3 ), March 1970, Front 
cover.
4   1922 年以前は、この会の前身組織の名前を冠して Association of Collegiate 
Alumnae European Fellows と い う 名 称 で あ っ た。History of the Fellowships 
awarded by the American association of university women, 1888-1929: with the 
vitas of the fellows (American Association of University Women, Committee on 
Fellowships, 1929), 4.
5   坂本辰朗「女性研究者のためのフェローシップの創設 : アメリカ女性大学人協会
(AAUW) とフェローシップ・キャンペーン」『教育学論集』、68 号 (2017 年 3 月 )、
3 -18.
6   Susan Levine. Degrees of Equality: The American Association of University 
Women and the Challenge of Twentieth-Century Feminism (Temple University 
Press, 1995), 148.
7   Linda Eisenmann. Higher Education for Women in Postwar America,1945–1965 
(Johns Hopkins University Press, 2006), 120-123.
8   Margaret W. Rossiter. Women Scientists in America: Before Affirmative Action, 
1940-1972 (Johns Hopkins University Press, 1998), 451.
9   Carol Ann Fought “The Historical Development Of Continuing Education for 
Women in the United States: Economic, Social, and Psychological Implications,” 
Ph.D. dissertations, Ohio State University, 1966, 268-271.
10  J. Paul Leonard. “The White House Conference on Education, November/
－ 21 －
アメリカ女性大学人協会による女性大学教員養成プロジェクト 
December 1955,”  International Review of Education 2 ( 3 ), 1956, 360-364.
11  Earl W. Anderson, Margaret A. Vesey and Charles M. Rayburn. “Investigations 
of Teacher Supply and Demand Reported in 1955,” Educational Research Bulletin 
35( 5 ), May 9, 1956, 128.
12  American Council on Education Committee on College Teaching. College 
Teaching as a Career (The Council, 1958), 1.
13  College Teaching as a Career, 7. 
14  College Teaching as a Career, 15. イールズ (Walter Crosby Eells, 1886-1962) は、
戦後、CIE の一員として来日し、その反共産主義の言説で、戦後日本教育改革史
に “ 悪名 ” を残すことになるが、元は、スタンフォード大学教授で高等教育の専
門家であると同時に、ジュニア・カレッジ運動の指導者のひとりであった。戦後
の日本に、本来はなかった短期大学の制度が成立したのは、イールズの貢献が大
きいとされる。Ruriko Kumano. “Academic Freedom and Autonomy: Walter C. 
Eells and the Red Purge in Universities During the Allied Occupation of Japan.” 
Ph.D. Dissertation, University of Hawaii, 2007, 72-75.
15  College Teaching as a Career, 15.
16  College Teaching as a Career, 17.
17  College Teaching as a Career, 20.
18  College Teaching as a Career, 22.
19  Committee on Utilization of College Teaching. Better Utilization of College 
Teaching: A Summary Report (Fund for the Advancement of Education, New 
York, 1959), 54.
20  Eleanor F. Dolan to Various Graduate Schools, March 7, 1955. AAUW Archives, 
Microfilm Reel 100, V:259:105.
21  以降の記述の根拠は基本的に、ロヨラ大学シカゴの女性とリーダーシップ・アー
カイブズに収録されているドーラン文書に含まれるバイオグラフィに拠る。
Eleanor F. Dolan, Ph.D. Papers 1912-1993. Women and Leadership Archives, 
Loyola University Chicago. [ 以降、Dolan Papers と略記する ]
22  この人事については『ニューヨーク・タイムズ』が報道している。“University 
Women Pick Official,” New York Times July 1, 1950, 8.
23  この論点は、彼女が協会を離職するにあたり、関係者に送った業務メモにて彼女
自身が述べたことでもあった。Letter to State Chairmen of the College Faculty 
Program and State Presidents from Eleanor Dolan about her leaving AAUW, 
August 1967. Box 37, Folder 2. Dolan Papers.
24  “A False Economy,” AAUW Journal 51( 4 ), May 1958, 201.
25  Theodora E. Carlson and Catherine P. Williams. Guide. to the National Defense 
－ 22 －
創価大学教育学論集　第 71 号：坂本
Education Act of 1958 (U.S. Department of Health, Education, and Welfare, Office 
of Education, 1959), 11. なお、「大学教員の供給」が目的であったにもかかわらず、
大学教員になることは義務ではなかった。
26  William W. Cutler, Ⅲ . “One Office or Two? My Double Life as a Historian of 
Education,” W. J. Urban. Leaders in the Historical Study of American Education 
(Sense Publishers, 2011), 55. この逸話からも理解できるように、国防教育法フェ
ローシップは、一般に「国防」から連想される「理数系学問分野の教育・研究の
振興」だけでなく、自然科学から社会科学、さらには人文学に及ぶ、基本的にあ
らゆる学問分野がフェローシップの対象となった。
27  Glenn C. Altschuler and Isaac Kramnick. Cornell A History, 1940–2015 (Cornell 
University Press, 2014) によれば、国防教育法経由でコーネルが連邦政府からが受
給した金額は 10 億ドルにのぼるという。これはむろん、物理学や外国語教育にお
けるコーネルの優秀なプログラムのおかげでもあるが、この資金はコーネルを文
字どおり研究大学へと飛躍させることになった。
28  連邦教育局は 1962 年、第 1 回目の国防教育フェロー 1,096 名を対象に調査をおこ
なったが、辞退者が 341 名出ており、755 名に減っていた。これらのフェローに、
Ph.D. 取得予定について尋ねたところ、1962 年 6 月までに学位取得見込みと答え
た者は 102 名 (13.5％ ) であった。Gustave Arlt. “The First Ph.D.’s under Title IV: 
Baccalaureate to Doctorate in Three Years,” The Journal of Higher Education, 
34( 5 ), May 1963, 241-249.
29  Laure M. Sharp and Others. Study of NDEA Title IV Fellowship Program. Phase 
I (Bureau of Social Science Research, Inc., Washington, DC., March 1968), 4, Table 
II. [ERIC ED057723].
30  Jeffrey A. Turner. Sitting in and Speaking Out: Student Movements in the 
American South, 1960–1970 (The University of Georgia Press, 2010), 16. なお、
Wayne Urban. More Than Science and Sputnik The National Defense Education 
Act of 1958　(The University of Alabama Press, 2010), 189-194. は、アラバマ州の
大学を事例に、国防フェローシップが、南部の大学の研究大学志向への機動力に
なったことを実証している。さらには、南部史家のクラレンス・モアは、南部の
主要大学に注ぎ込まれた国防教育法からの資金によって、「次の 30 年間、南部の
諸大学は、全米の先導的大学の高度な研究を特徴づける深さと広さを達成すべく、
その研究力を形成し機能させていった」としている。Clarence L. Mohr. “Education 
in the South,” Education [Volume 17 of the New Encyclopedia of Southern 
Culture. General editor Charles Wilson] (Chapel Hill and London: University of 
North Caroline Press, 2011), 19.
31  Project for Modernization of Potential College Instructors, 1957. AAUW 
－ 23 －
アメリカ女性大学人協会による女性大学教員養成プロジェクト 
Archives, Microfilm Reel 97, V:148:106-107.
32  Report of the Exploratory Statistical Survey of the Educational Attainment, 
Number, and Availability of the Membership of the American Association of 
Universality Women for Teaching in the Field of Science and Mathematics 
(November 15, 1957), 2. AAUW Archives, Microfilm Reel 97, V:148:840. なお、初
等・中等教育の学校ではなく大学の教員の方をターゲットにすべきなのではない
か、というドーランの議論は、初等・中等教育の教員になるためには州が規制す
る煩雑な教員免許制度に従わねばならないという背景があった。
33  Highlights of the Discussion of Re-educating College Women for College 
Teaching、1. July 27, 1959. AAUW Archives, Microfilm Reel 100, V:259:133. 提言
として、（ 3 ）については、恐らく、大学院は協力的であろうが、大学院協会
（Association of Graduate Schools）の Walter E. Loehwing とただちに協議された
い。（ 4 ）については、すでに若い大学院生を対象にウィルソン・フェローシップ
などが財団より支給されているので、熟年層の女性へのフェローシップもまた、
財団が関心をもってくれるのではないか、というものであった。
34  Highlights of the Discussion, 3.
35  書簡や情報の交換については、AAUW Archives, Microfilm Reel 100, V:259. を参
照。
36  大学院プログラムへの受け入れの最終的な決定権はむろん、各大学にあるのであ
るが、アメリカ女性大学人協会の選考は通過したものの、最終的に大学の側の選
考を通過できなかったという事案はきわめて特殊な例しか記録されていない。な
お、当時、すでに多数の大学で採用されていた、大学院生向けの全米共通テスト
（GRE 等）の受験にはアメリカ女性大学人協会は関知していない。
37  AAUW Educational Foundation. College Faculty Program, Final Report AAUW 
Archives, Microfilm Reel 132, VI:76.
38  たとえば、Stipend and Administrative Costs of Four Different Plans Each Student 
Subsideized Two Years. AAUW Archives, Microfilm Reel 100, V:259:201
39  Texas Visit--College Faculty Program--May 14-15, 1962. AAUW Archives, 
Microfilm Reel 100, V:259:210-211. この文書は、トンプキンズがおこなった、31 名
のインタビュー記録であるが、前年度、採用されなかった女性たちが再び、応募
してきていることなどが分かる貴重な記録である。以下の文書も参照。Eleanor F. 
Dolan and Ann Kelsall. Memorandum to AAUW Branch Presidents and College 
Faculty Program Chairmen. January 1963. AAUW Archives, Microfilm Reel 100, 
V:259:220.
40  Tabulation of Interviews, January 1963. AAUW Archives, Microfilm Reel 100, 
V:259:221.
－ 24 －
創価大学教育学論集　第 71 号：坂本
41  受賞者の成績はおしなべて優秀であり、このことは、協会の内部資料で確認でき
るだけではなくジャーナル等でも積極的に広報されている。なお、受賞者たちは
当該の大学院へ、選考基準やコース・リクワイアメントといった点で、いわゆる
特別学生として入学したのではない（大学院への他の入学者と同一条件で入学し
た ) ことが、繰り返し、広報されている。
42  American Association of University Women Educational Foundation. College 
Faculty Program Final Report (AAUW, June 1965.), 7. Women and Leadership 
Archives, Loyola University of Chicago. Eleanor F. Dolan Papers. Box 37. Folder 
2.
43  College Faculty Program Final Report, 10-12, 18.
44  Eleanor F. Dolan to Robert C. Bates, Secretary, Rockefeller Brothers Fund, June 
26, 1964. AAUW Archives, Microfilm Reel 100, V:261:322. 
45  College Faculty Program [Tuition and Fee]. AAUW Archives, Microfilm Reel 
100, V:257.
46  College Faculty Program Final Report, 20-22. Box 37.
47  アメリカ女性大学人協会のアーカイブズ所蔵の史料によって、カレッジ・ファカ
ルティ・プログラム応募者の実名はほぼすべて確認することができる。理論的に
は未だ関係者が生存しているはずであり、これはむろん、個人情報の保護という
見地からは問題をはらまないわけではない (“ 落後者 ” の氏名から成績まで記録さ
れている )。実際、ロヨラ大学シカゴ所蔵のドーラン文書に含まれるカレッジ・ファ
カルティ・プログラム関係のファイルの一部は 2018 年現在で閲覧禁止となってお
り、この問題が影響していることが分かる。
　なお、アメリカ女性大学人協会のアーカイブズ所蔵のある史料によれば、1963-
64 年度の受賞者について、すでに各地の大学で教えている 12 名のリストを掲載
しているが、このうち、実に 10 名は、受賞者として在籍した大学における就職で
あ る。Report to the Research-Project Committee, October 30, 1964. AAUW 
Archives, Microfilm Reel 100, V:254:1429.
48  テキサス州管区では、年度末までにさらに 2,000 ドルの寄付があり、さらに、翌
1967 年 1 月になって、ムーディ財団より 1 万ドルの寄付があったために、事業
を継続することになった。なお、 1 万ドルの寄付というのは、やはり全国ニュー
スになるほどの規模であった。
49  College Faculty Program Final Report, 27.
50  College Faculty Program Final Report,14.
51  Eleanor F. Dolan and Others. Counseling Techniques for Mature Women. Report 
of the Adult Counselor Program (June 14 - August 6, 1965). (ERIC ED014106), 7.
52  Betty Friedan; with a new introduction by Anna Quindlen. The Feminine 
－ 25 －
アメリカ女性大学人協会による女性大学教員養成プロジェクト 
Mystique (W.W. Norton, 2001), 235.
53  ルヴィンは言う。1950 年代、家族は当然の大前提―女性が本来的に担うべき役
割である―であり、これに、家庭の外での仕事の要求をどのように調整するの
かが問題であり、これは、AAUW の指導者たちもよく認識していた。「(AAUW
の―引用者注 ) 幹部たちの多くが、専門職としての献身が家族への責任と両立
するとは思っていなかった」と。Levine. Degrees of Equality, 86.
－ 26 －
創価大学教育学論集　第 71 号：坂本
Reeducating Mature Women for College Teaching: 
American Association of University Women’s College Faculty Program 
in the 1960s.
Tatsuro SAKAMOTO
　This paper concerns the College Faculty Program established by the American Association 
of University Women in the early 1960s. Intended to support women 35 years of age or older 
with a bachelor’s degree who wanted to enroll in graduate school to pursue a career as a 
college faculty member, the program received a grant from the Rockefeller Brothers Fund, and 
its three-year pilot project began in 1962. This was a kind of fellowship program, though it 
was distinguished by the fact that it was limited to women, and “matured women” at that.
　Even outside of the Association, the pilot project was praised as a success story, and after it 
initially ended in 1965, it was resumed and expanded into a project to be taken up by each of 
the Association’s State Divisions. Ultimately, this movement to promote women’s higher 
education came to represent the Association in the 1960s.
　First, by analyzing the provisions for fellowships in the National Defense Education Act of 
1957 and the way in which fellowships were to be granted under it, this paper shows that the 
Act had a significant effect on the subsequent establishment of the College Faculty Program.
　Next, an analysis of how the College Faculty Program was established and how it was 
operated in practice is used to identify the kinds of people who were actually selected for the 
program among “women 35 years of age or older with a bachelor’s degree.”
　Finally, the paper ends with a consideration of the significance of the program in relation to 
the history of higher education in the United States.
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インクルーシブ教育の理念と特別支援教育（ 1）
～創価教育学実践研究の立場からの考察～
山内　俊久　　加藤　康紀
1 　はじめに
　小学校・中学校、 高等学校及び特別支援学校の新学習指導要領が、2017 年から
2018 年にかけて告示された。そこには、現在、21 世紀に締結された唯一の人権条約
と言われている「障害者の権利に関する条約（2014）」（Convention on the Rights of 
Persons with Disabilities、略称：障害者権利条約、以下略称を使用）の内容が大き
く反映されている。その中心的課題は、義務教育から後期中等教育までを含めたわが
国のインクルーシブ教育システムの整備である。
　インクルーシブ教育システムとは、「人間の多様性の尊重等を強化し、障害者が精
神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加
することを可能にするという目的の下、 障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組
み」1 （国立特別支援教育総合研究所。以下、特総研）である。
　この理念は、システムとしての制度的側面が前面に出ているが、人権条約の常とし
て、最終的には、その社会における一人一人の人間観・障害観の変革によらねば目的
を達成することはできない。特に、現実の学校教育の課題となるのは、単に、同じ場
所に「居るだけのインクルーシブ」である。これは、本来のインクルーシブ教育の理
念とは全く異なるものである。
　例えば、知的な遅れがあり、就学は特別支援学校で教育を受けることが好ましいと
専門家が判断する児童がいる。しかし、保護者の気持ちとして、通常の子供たちと一
緒に学習させたいとの思いから、低学年だけは通常の学級で学ぶことを選択する。
　問題はこの選択の是非ではない。当然、対象児童や学習環境によって異なるが、そ
のことによって、定型発達の児童の教育課程の学修内容についていくことはできず、
教室に居るだけの状態になる。本来その発達段階で学ぶべき内容を学ぶことができな
い。そのまま、義務教育段階の 9 年間続くケースもある。
　筆者は、幾たびか、特別支援学校の高等部に、それらの学ぶべき機会を失い、さら
に二次的障害を伴って入学してくる子どもたちに直面したことがある。その結果の対
応は、後期中等教育や社会福祉、その他の生涯学習の場で受け止めていくことになる。
　本研究では、インクルーシブ教育の理念の具現について、現実の特別支援教育の現
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場から捉えてみたい。また、その解決に向けて、牧口常三郎（1871-1944　以下、牧口）
の人間観・教育観 2 から考察を深めるための端緒としたい。
　本論の流れとしては、
　（ 1 ）  創価教育学体系（以下、体系）の著者である牧口常三郎の考えに基づき、私
たちの創価教育学の実践研究について説明する。
　（ 2 ）  国際社会におけるインクルーシブ教育が提唱されてきた背景や歴史を振り返
り障害者権利条約に示された「インクルーシブ教育システム」の理念がわが
国の学習指導要領にどのようにデザインされたかについて確認する。
　（ 3 ）  そのことが学校現場ではどのように受け止められているかを、事例をあげ社
会的・職業的自立に向けた課題を取り上げ考察する。
2 　私たちの創価教育学の実践研究
　本研究を進めるにあたり、最初に、私たちの創価教育学の視点と実践研究について
簡略に述べる。
　（ 1 ）創価教育学実践の 3 つの視点
　第一に、牧口の学問姿勢は、常に人生とのつながりにおいて展開されている。「人生」
には、「人の一生」と「人間の生活」の解釈がある。牧口は、人間の生活の価値創造（幸
福）を目指す意味で、後者である 3。教育についても牧口は常に生活との関わりを重
視し、「学問の生活化・生活の学問化」という帰納的研究と演繹的研究のスパイラル
な展開を示した。牧口の一貫した実践的学問探求の姿勢である。
　第二は、人生と教育の目的は同じ幸福の実現であり 4、人生の幸福実現を価値創造
と位置付ける。ゆえに、教育の目的もこの価値創造にあるとする。
　牧口の提唱する教育実践における価値創造とは、すべての子ども一人一人にとって
の美・利・善の価値追求であり、その調和である。
　ここでは詳細は避けるが、牧口の課題と捉える「真理と価値の混淆」5 という問題
から、カントによる「真・善・美」を改め、「真」を「利」に替えて、「利・善・美」
が追求されるべき価値であるとする。「真」は、「美」「善」のような価値ではなく、
価値判断の前提となる認識の問題と解して外したのである。
　第三に、人種・男女等すべての差異を超えて、「すべての子ども」「すべての人間」
を対象としている。当然であるが、障害のある子どもたちへの教育の視点も含まれて
いる。本研究の「インクルーシブ教育システム」の理念にもつながる視点である。
　牧口の時代は、障害児教育の黎明期であり、インクルーシブ教育の理念は確立して
いなかった。彼は、1893（明治 26）年に北海道において、開設したばかりの単級学
級を自ら進んで担当するとともに単級教授の研究にも大いに関わった 6。単級学級と
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は、全校の児童・生徒を 1 学級に編制する学校制度である。当然であるが、学級の
中には異学年の児童がいるだけでなく、特別支援教育的に言えば、多様な教育ニーズ
の子どもたちが在籍しているのである。「すべての子ども」の学ぶ歓びを追及する牧
口の教育方法論や教師論にもつながっている 7。ちなみに、障害児教育については、
第四巻 4 節に「教育治療法の問題」8 において論じている。
　（ 2 ）私たちの実践研究
  私たちは、自身の学校教育現場における現在の諸課題を、実践者として創価教育学
の視点で考える試みに取り組んできた。牧口の示唆する現場からの帰納的研究方法で
ある。創価教育学の実践研究は、理論が先にあるのではなく、子供自身が「たのしくて、
わかりやすくて、しかも能率的である」状態の因果関係を教育現場の事実から考える 9。
　そのために、牧口が体系の冒頭で述べている創価教育学の根底を流れる新教育学建
設のための三つのスローガンを念頭に実践する。
　　　①経験より出発せよ。
　　　②価値を目標とせよ。
　　　③経済を原理とせよ。
　実践者は、「学習力に於て、教授力に於て、時間に於て、費用に於て、言語に於て、
音声に於て、常に経済原理を旨とし、文化価値を目標として進め。天上を仰いで歩む
よりは、地上を踏み占めて、一歩一歩に進め。」10 を実践理念として展開する。
　これらは、文章表現こそ時代を背景としたものであるが、現在の学習指導要領にお
ける評価規準との関連づけも可能なものと考えている。また、実践における目標とし
ての価値は、「美・利・善」の内容はばらばらに考えるものではなく、「文化価値」と
して、 3 つの調和を求めているものである 11。
3   インクルーシブ教育の背景～ユネスコによる「万人のための教育」の推進
　国際社会においてインクルーシブ教育（inclusive education）が提唱されたのは、「特
別なニーズ教育に関する世界会議：アクセスと質」（ユネスコ・スペイン政府共催、
1994 年）において採択された「サラマンカ声明」である 12。同声明は、「前書き」、「特
別なニーズ教育における原則、政策、実践に関するサマランカ声明」、「特別なニーズ
に関する行動のための枠組み」の三部から構成されている。
　その「前書き」の冒頭に示された当該会議設定の目標は、インクルーシブ教育のア
プローチを促進するために必要な基本的政策の転換を検討することにより「万人のた
めの教育（Education for All）」の目的をさらに前進させ、学校がすべての子どもたち、
特に特別な教育的ニーズをもつ子どもたちに役立つようにするためと示された。
　「万人のための教育（Education for All）」とは、1990 年にタイのジョムティエンで
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開催されたユネスコの「万人のための教育世界会議」でのスローガンである。全ての
人に基礎教育を提供することを世界共通の目標にしている。基礎教育とは、「人々が
生きるために必要な知識・技能を獲得するための教育活動」と定義され、具体的には
就学前教育、初等教育、前期中等教育及びノンフォーマル教育（成人教育、識字教育
など）を含むものとされている 13。
　サラマンカ声明で用いられる「特別な教育的ニーズをもつ子どもたち」に、障害の
ある子どもたちが含まれることは言うまでもない。すでにイギリスにおいては、1978
年の「ウォーノック報告」を受け、1981 年教育法で当時の特殊教育の対象となる子
どもを「障害」のある子どもとして捉えずに「特別な教育的ニーズ」のある子どもと
した。「障害」という医学的視点からのカテゴリーによるものではなく、教育的援助
について言及するという教育的概念であり、「特別な教育的手立て」を必要とする「学
習における困難さ」に着目されたものである。
　サラマンカ声明では、その第 3 部となる「特別なニーズに関する行動のための枠
組み」において、「特別な教育的ニーズ」という用語が、障害もしくは学習上の困難
さからもたらされるすべての児童・青年に関連するものとしている。そして、「学校は、
まったく恵まれていない子どもたちや障害をもつ子どもたちを含め、すべての子ども
たちを首尾よく教育する方法を見出さなければならない。特別な教育的ニーズをもつ
児童・青年は、大多数の子どもたちのためになされる教育計画の中に含まれるべきで
ある。このことが、インクルーシブ校の概念へと導くことになる。」と明記した。
　このことは、「インクルーシブな社会」への発展のステップとして、すべての子ど
4 4 4 4 4 4
もたちのための
4 4 4 4 4 4 4
学校教育のあり方そのものを示している（傍点筆者）。さらに、「特別
なニーズに関する行動のための枠組み」の「Ⅱ．国家レベルでの行動指針　C．教職
員の任用と養成・研修」で、「すべての教職員」を対象とする記述となっている。今
日の「インクルーシブ教育システム」を考える上で重要な視点である。
　このようにサラマンカ声明では、特別な教育的ニーズのある子どもを含め、「すべ
ての子どもたちを首尾よく教育する方法」が実施されること、また、それは「国家レ
ベルでの行動指針」の下、「すべての教職員」による取り組みであることが求められる。
　インクルーシブ教育は、「インクルーシブな社会」の具現の一形態であり、障害の
ある子どもを対象とした学校教育のみを対象とするものでない。人権の視点から、「学
校は、まったく恵まれていない子どもたちや障害をもつ子どもたちを含め、すべての
子どもたちを首尾よく教育する方法を見出す」ために展開されなくてはならない。
　これは、牧口の単級教授の研究の姿勢にも通じるものであり、牧口のすべての子ど
もを幸せにするという人間観・教育観とも共鳴するものである。
　冒頭に述べたように、インクルーシブ教育は、単にすべての子どもたちを同じ場所
で教育することではないことを確認したい。
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4 　国際社会におけるインクルーシブ教育システム構築～人権教育の視点から
　（ 1 ）インクルーシブ教育システムとは
　障害者権利条約は、2006 年 12 月 13 日に国連総会で採択された。わが国は、翌年
に署名し、2014 年 1 月 20 日に批准書を寄託し、 1 ヵ月後の 2 月 19 日から同条約
が国内において効力を発生することとなった 14。
　「インクルーシブ教育システム」の用語は、障害者権利条約第二十四条（教育）第
1 項で用いられる。それは締約国に対し「障害者を包容するあらゆる段階の教育制
度及び生涯学習を確保する」ことを求め、「障害者を包容するあらゆる段階の教育制度」
に相当する英文が、“inclusive education system at all levels” であり、我々が使用す
る「インクルーシブ教育システム」の原意がここにある。ゆえに、学校教育を超えた
障害者の生涯学習を含んでいるのである。現在、文部科学省においてもその検討がな
され推進されている 15。
　本論では、「インクルーシブ教育システム」の用語を学校教育中心に扱い考察を進
める。また、単に「インクルーシブ教育」と表記する場合があるが同様の意味である。
　第二十四条は、インクルーシブ教育及び生涯学習の目的を、（a）多様性の尊重、（b）
人格・能力等のその可能な最大限までの発達、（c）自由な社会への効果的な参加、の
3 点に定め、これを教育についての障害者の権利とし、締約国には差別なしに、かつ、
機会均等を基礎として実現することを求めている。
　ここで示された 3 点は、インクルーシブ教育の三要素として捉えることができる。
　この中で、（a）のみ主語が締約国となっていることを確認したい 16。締約国が義務
を負う対象として、（a）は人間（human）であり、（b）（c）は障害者（persons with 
disability）である。このようにインクルーシブ教育は、あらゆる人、すなわち全人類
を包み込んだ理念であり、「障害者の権利に関する条約」が 21 世紀最初の人権条約と
言われる所以である。
　（ 2 ）インクルーシブ教育実現に向けた締約国の義務
　第二項においては、 5 点にわたり、締約国の義務を示している。すなわち、
　（a） 障害者が障害に基づいて一般的な教育制度（general education system）から
排除されないこと及び障害のある児童が障害に基づいて無償のかつ義務的な初
等教育から又は中等教育から排除されないこと。
　（b） 障害者が 、他の者との平等を基礎として、自己の生活する地域社会（the 
communities in which they live）において、障害者を包容し、質が高く、か
つ 、無償の初等教育から又は中等教育から排除されないこと。
　（c） 個人に必要とされる合理的配慮（reasonable accommodation of the individual’s 
requirements）が提供されること。
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　（d） 障害者が、その効果的な教育を容易にするために必要な支援を一般的な教育
制度（general education system）の下で受けること。
　（e） 学問的及び社会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目標（the 
goal of full education）に合致する効果的で個別化された支援措置がとられる
こと。
である。
　ここで注意を要するのは、一般的な教育制度という言葉が単独で使われており、一
般的な教育制度の具体的内容が明示されていない。文脈上、当該締約国の一般的な教
育制度であると解される。
　中央教育審議会では、ここで示される「一般的な教育制度」について、「特別支援
学校」が入るのかどうかという外務省への確認作業を行った 17。わが国では、課題は
あるが特別支援学校等は「多様な学びの場」の一つとして理解されている 18。
　今後、インクルーシブ教育システムの構築を進め続けていくためには、教育制度全
般の整備を進めるとともに、合理的配慮に関する関係者の合意形成を図る仕組みを明
らかにしなければならない。
　人類史を「社会の進歩に伴うて生ずべき生存競争単位の変化と共に、其形式も亦た
次第に変化するを観る。其変遷の四大区別と観るべきものは所謂軍事的、政治的、経
済的及び人道的の各競争時代是れなり。」19 と観る牧口の先見性ある人類史観は、教
育に於いて、この人権的視点からの学校及び社会・家庭でのインクルーシブ教育への
道程を示唆するものであると考える。
5   考察 1 ：インクルーシブ教育理念の進展と深化
　日本の特別支援教育はインクルーシブ教育の理念の進展について、障害者権利条約
締結後の特別支援教育体制の整備状況を確認し、同条約で示すインクルーシブ教育シ
ステムづくり及び人生を見通した学習、また、生涯学習の目的に即して考察する。
（ 1 ）障害者権利条約に基づくインクルーシブ教育システムの推進
　わが国の特別支援教育は、戦後、養護学校整備特別措置法から養護学校全員就学を
経て通級制度の整備へとの流れであり、障害の重度重複化・多様化への対応の歴史で
あった。それは国際社会における個の「特別なニーズ教育」という流れと重なり、今
日の特別支援教育として形成されつつある。
　本論では、インクルーシブ教育の理念の広がりと言う視点から、特別支援学校だけ
でなく、通常の学級における障害のある児童・生徒の対応についても触れておきたい。
　2017（平成 29）年 3 月以降、幼稚園教育要領及び小学校、中学校の学習指導要領、
並びに特別支援学校幼稚部の教育要領及び特別支援学校小学部・中学部学習指導要領、
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高等学校の学習指導要領について、それらの全部を改正する告示と、それらに関連す
る学校教育法施行規則の一部改正する省令の制定が公示された 20。ここでは「改正の
概要」の中に、小・中学校、高等学校それぞれ特別支援教育に関する主な改善事項と
して、個別の指導計画の作成・活用に関すること及び「学習上の困難」への対応があ
げられた。主に特別支援教育の対象として取り上げられたのは、発達障害、情緒障害
を中心とする知的遅れの無い、もしくは、比較的軽微な児童・生徒である。
　義務教育段階における多様な学びの場の整備として、小学校・中学校における特別
支援学級及び通級による指導における教育課程の考えの整理が必要である。
　就中、通級による指導は、小学校及び中学校では 1993 年からスタートし、諸課題
への対応も見据えながらその整備が進められてきた 21 比較的新しい制度である。
　2018 年には高等学校における通級による指導も始まった 22。ちなみに、通級によ
る指導においては、対象となる児童・生徒の教科的学習の必要性が前面に出やすいこ
とから、改正前の「教科の補充的な指導」の規定の趣旨が、単に各教科の学習の遅れ
を取り戻すための指導などと理解されないように、「特に必要があるときは、障害の
状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら行うことができる」との趣旨が明示され
た 23。通級による指導の内容について、各教科の内容を取り扱う場合でも、障害によ
る学習上又は生活上の困難の改善又は克服を目的とする指導であるとの位置付けを明
確にしたものである。これによって、小・中・高等学校との間での指導内容の整合性
を図ることを意図している。
　私たちは、この趣旨を踏まえ、すべての児童・生徒の『学ぶ歓び』24 を具現するた
めに、新たに制度を整え、 4 -（ 1 ）で述べたインクルーシブの三要素の、（a）多様
性の尊重、（b）人格・能力等のその可能な最大限までの発達、（c）自由な社会への効
果的な参加、を促進しなければならないと考えた。
（ 2 ）多様性の尊重
　前述したように、小・中学校、高等学校の各新学習指導要領では、総則に「児童の
発達の支援」「生徒の発達の支援」等を掲げ、通常の学級、通級による指導、特別支
援学級等の場を想定し、一人一人の教育的ニーズに応じた多様な学びの場を設定して
いる。教育上特別の支援を必要とする児童生徒が通常の学級で学ぶ可能性を大きく開
くことになる。
　しかし、それには前提として、行政のみならず各学校の校長はじめ全教職員が特別
支援教育の趣旨を十分に理解し実践できることが必要となる。場所だけ同じくする「居
るだけのインクルーシブ」であってはならない。
　さらに重要なのは、この通常の学級における「教育上特別の支援を必要とする児童
生徒」だけでなく、通常の学級の子供たちの対応である。形式的な制度を整えること
は可能であっても、そこに在籍する多様なすべての児童生徒が、充実したそれぞれの
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教育ニーズに応じた学びができるか否かは別である。
　筆者は、教育における多様性の尊重とは、多様な児童生徒一人一人の『学ぶ歓び』
の具現化と捉えている。
　例えば、学校現場において、障害認識のない児童生徒が社会参加めざして、自らの
障害を認識・受容するプロセスを考えてみたい。
　そのプロセスには、当事者に「第二の心の苦しみ（他人から負わせられる苦しみ）」25
が生じる可能性がある。その適切な対応は、ケースによって異なり、現場教師や関係
者の力量が問われるところである。
　このプロセスこそが現実のインクルーシブ教育具現のための正念場となる。ゆえに、
原則としてそれを避けるのではなく、対象となる児童生徒の『学ぶ歓び』に照準を合
わせ、個の教育ニーズに応じた「特別な支援」を行わなければならない。
　このような「個々における尊重されるべき多様性」は、学校等の教育的環境では「特
別な支援」が受けやすいが、現実の社会では、社会にオープン化することによって多
くの困難が生じることも少なくない。ゆえに、原則論に基づいて簡単に「オープン」
にすべきとだけ言うことはできない。本人のセルフエステームの低下や家族の価値観、
所属する社会の認識などを十分に考慮することが必要である。
　例えば、精神障害者雇用において、「障害」をどのようにオープン化するか。現場
では、大きく 3 つの選択肢が考えられている。
　①その職場において自らの障害を「オープン」する。（周囲への配慮を得やすくなる）
　② 障害を知らせずに、配慮はなくとも全て同じ勤務条件でいく。（このような場合
は「クローズ」と呼ばれる）
　③ 必要なものだけをオープンにする。このような「セミオープン」の状態も現実に
は選択されている場合もある。
　障害者雇用促進法を巡り、中央省庁や地方自治体での障害者雇用の水増し問題など
があった。ますます、「オープン」化は進むであろう。しかし、障害や特別の支援を
どのように受け止めて生きていくかは一人一人異なり、多様な生き方として受け止め
ていかねばならない。多様性の尊重は、その本人や当事者の『生きる歓び』を最大限
に考慮することから始まる。
（ 3 ） 学習活動へのサポート
　「人格・能力等のその可能な最大限までの発達」を可能にする学習活動へのサポー
トは、わが国では戦後から始まった知的障害教育における生活主義教育で展開されて
きた。その考え方の中心に、「できる状況づくり」という考え方がある。それは、今
日においても一人一人の子どもの学習上の困難さへの対応の手立てとして、特別支援
学校においてだけでなく、通常の学級でも取り組んでいるところもある。できる状況
とは「精いっぱい取り組み、首尾よく成し遂げられる状況」26 であり、そうした環境
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調整を通して子どもの学校生活への参加を可能にし、卒業後の社会的・職業的自立に
結び付けていこうとする。
　筆者も、特別支援学校の作業学習等の指導において「できる状況づくり」を通して
生徒の社会的・職業的自立に向けた指導に努めてきた。
　WHO 国際生活機能分類（ICF）に示された ICF 関連図（下図）27 で考察するならば、
知的障害のある A 児（心身機能・身体構造）が、作業学習の場での学び（活動）によっ
て、社会的・職業的自立（参加）ができるというプロセスである。活動での教育的か
かわり「首尾よく成し遂げられる状況」等（環境因子）と、その A 児の誠実な性格（個
人因子）に働きかけ、「精いっぱい取り組める」「子ども自身が達成感・成就感を得る」
という活動結果を醸し出す。もちろん、このプロセスは一方的なものではなく、「心
身機能・身体構造⇔活動⇔参加」としての相互作用であり、その他の因子等も相互的
に作用し合う。その調和の中に『学ぶ歓び』がある。28
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(変調または病気) 
　また、積極的行動支援の立場からも「児童生徒の主体的な参加を促す授業づくり」
のために、①環境的支援（分かって動ける環境づくり）、②個のニーズに応じた支援（支
援ツール）、③人的支援（教師のポジション・役割）の見直しにより、参加機会、活
動機会、児童生徒同士のやりとり機会、評価機会が生み出され、児童生徒の主体的な
授業参加が促せるとの取組がなされている 29　。
　これらの児童・生徒の主体的学びや教師のかかわりの相互作用は、牧口が創価教育
学体系第 4 巻 4 節「教育治療法の問題」に述べている内容と通じるものである。
　牧口は、まず「治すという意力と治るといふ自信力がないならばどんな名医と雖ど
も治せるものでない」と教師自身だけでなく、学習者自身の内発性に言及し、そのう
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えで「治るといふ結果は治らうとする自力と治さうとする他力との確信をもつた協同
に依る」という。「啐啄同時」にもつながる教師の役割を共同作業として位置付けて
いる。この共同作業に、筆者の考える『学ぶ歓び』が醸成される。なお、「治す」「治
る」という用語の使用については、当時の障害に対する慣用的な用法であり、牧口の
教育観の原意を汲んで解釈するべきであることを付言したい 30。
　牧口は、常に平易な言葉で創価教育の実践について、すべての子どもたちが「たの
しくて、わかりやすくて、しかも能率的でなければ創価教育ではない」と述べている。
ユニバーサルデザインの考え方に通じるものである。ちなみに、障害者権利条約第
4 条では、一般的義務で示される「ユニバーサルデザイン」を取り入れた授業づく
りが求められ、現在その取組が進められている 31。
　新学習指導要領では、障害のある児童生徒等が通常の学級に在籍する可能性がある
ことを踏まえ、障害に基づく困難への対応として、学びの活動における「困難さ」、
そのための「指導上の工夫の意図」を明確にし、「指導の手立て」を一人一人に即し
た形で展開する。小学校・中学校、高等学校のそれぞれの学習指導要領解説の各教科
編においては、各教科等において、学習上の困難の対応について具体例を挙げて記述
している。これらの本質を捉えて実践するには、牧口の人間観・教育観を再考するこ
とが必要である。
（ 4 ）障害のある人の社会参加と自立のためのツール
　教育は、障害の有無を問わず、社会参加と自立を目指す。特別支援教育においては、
より具体的に「個の教育ニーズ」として、位置付けされなければならない。
　そのツールとして重要なのが、個別の指導計画、個別の教育支援計画である。すで
に現在の特別支援学校、小・中学校等の特別支援学級等においては作成が義務化され
ている。また学習指導要領改正では、高等学校での通級による指導も含めその作成が
徹底され、通常の学級に在籍する障害のある児童生徒の作成も努力義務とされている。
　小中学校における学校基本調査の集計では、すでにほとんどの学校で作成されてい
る。しかし、活用の面から見ると懸念されることが少なくない。
　具体的には、中学校におけるこれらのツールは、高等学校の入学者選抜における配
慮申請等の根拠と見なすことも可能である。また、大学などでの発達障害のある学生
の受け入れの動きもすでに進んでいる。高等学校における通級指導の制度化に伴い、
高校での特別支援教育が定着すれば、正式な大学入学試験も見直される可能性がある。
　活用のための具体的な動きとしては、東京都教育委員会では、通級による指導を実
施する場合は、通常学級の担任と通級指導の担当者との連携が必要不可欠であること
から、それぞれの場での指導目標や学習状況の情報共有を図ること（「連携型個別指
導計画」）、通常の学級における学習状況を学級担任・教科担当教員などが情報共有す
ること（「短期個別指導計画」）により中学校における個別指導を必要とする生徒への
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対応のあり方を示している 32。
　また、労働分野では、これまで知的障害特別支援学校高等部生徒を産業現場等にお
ける実習を通して採用してきた企業等が、発達障害のある大卒新卒者を、高等部卒業
者と同じ職種で採用する動きもある。そこにも個別指導計画・個別の教育支援計画の
活用の必要性がある。
　筆者は、知的障害特別支援学校高等部における進路指導・職業教育に関わり、高等
部生徒の社会的・職業的自立のあり方について実践研究に取り組んだ。個別の指導計
画、個別の教育支援計画（個別の移行支援計画も含む）に加えて、個別の進路指導計
画の活用を提案してきた。個別の進路指導計画では、一人の障害のある生徒の学校生
活から社会生活・職業生活への移行に際して、支援の継続性が保たれなくなる場合が
あり、個別の移行支援計画に付随させる重要なツールと考えたからである。
　牧口は、創価教育学体系四巻「教育方法論」において、学校教育・家庭教育・社会
教育が目的を共有して互いに計画的に協働していくことは急務と示唆している 33。
　一般的に、学校が労働・福祉・医療等との関係機関と緊密な連携を取り合っていれ
ば足りると考えられている。しかし、組織同士の繋がりだけでは、実際の担当者の交
代によりその連携はリセットされ、あらためてゼロからのスタートとなることもしば
しばであった。学習者と支援者という人と人の連携である。その連携には、相互にお
互いの状況を理解しあい、支援の中心的役割を受け手側ができるようになるまで支援
しあうことが重要である。本人の支援ニーズによっても異なるが、学校と関係機関と
が支援の移行の前後には、お互いが相互に乗り入れする期間が必要である。
　ここでは、省察しないが、牧口の半日学校制度の発想に共通するものである。
　キャリア教育の充実は、今回の改訂においても小・中学校、高等学校、特別支援学
校の全校種において位置付けられている。「自由な社会への効果的な参加」を実現し
ていくためには、障害のある、もしくはその可能性のある通常の学級に在籍する児童
生徒に対しても、よりきめ細かい移行支援が求められている。
　そのためには、「学習者」である本人がその活用をできること、「自身の困難さとそ
の対応」を能動的に学習していくツールとしての活用が必要である。
　このようにインクルーシブ教育は理念だけでなく現実の実践論としてまだまだ積み
上げが必要である。特に、制度だけでなく、インクルーシブの理念あるいは、人権的
視点（牧口の言う「人道的競争」）からも深められなければならない。そこで常に忘
れてならないのは、学習者の『学ぶ歓び』であることを忘れてはならない。
6 　考察 2 ：学校現場においてはどのように受け止められるか
　ここでは、筆者の経験したことから、学校現場でどのようにインクルーシブ教育シ
ステムが展開され定着するのかを考えてみたい。事例については、個人情報に触れな
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い想定事例として設定した。
　教育の目的の一つは、子どもたちの社会的・職業的自立である。現在、中学校卒業
時点での就労は特殊なケースを除いてほとんど見られない。しかしながら、中学校卒
業時点の進路選択は人生の一つの峠となっているのも事実である。そうした現実に直
面する子どもたちの姿を筆者も目の当たりにしてきた。
　小学校段階から将来の社会的・職業的自立に向けて、キャリア教育が実施されてい
る。しかし、中学校段階においては、将来の職業選択への見通しも含めた後期中等教
育から、高等教育までの学校選択等も問題となる。
　特に特別支援学校や特別支援学級、小学校 ･ 中学校では、学習面・行動面の困難さ
に対する手立てとともにキャリア教育の視点から多様な個別の支援が必要となる。
　ここでは、中学校特別支援学級（知的障害）と知的障害特別支援学校の進路指導を
想定して考察を加える。
（ 1 ）特別支援学校進学か、高等学校進学かを迷う事例
　B は、中学校の特別支援学級に在籍してはいるが、その後の進学先として通常の高
校か特別支援学校高等部かを迷っていた。
　最終的に B は特別支援学校へ進学したが、満足できず、高等学校へ進学した。し
かし、学力の問題から進級が困難となって退学し、再び特別支援学校に編入学した。
　東京都における中学校特別支援学級（知的障害）出身者の進路先動向を見ると、平
成 24 年度卒業生のうち 10.1％の生徒が高等学校進学であったが、平成 29 年度卒業生
は、19.3％となっている 34。少子化という状況のもと、高等学校での特別支援教育体
制の整備とともに高等学校教育への国の経済的支援制度が拡充され、その入学者は明
らかに増加傾向にある。
　これまでにも特別支援学校高等部に寄せられる質問として、高校進学か特別支援学
校かを迷っているという声は、入学相談等においても少なくない。しかし、高等学校
での学習についていけないことがある。在籍はできても卒業資格にいたらないことも
ある。また高等学校においても様々な個別の支援体制を構築している取組も見られる
が、通級による指導の本格実施も含め、これからであろう。
　ここで大切なことは、主体たる児童・生徒だけでなく、保護者・進路指導の学校関
係者の進学目的の明確化であると考える。時代的な風潮もあるが、中学校卒業後の進
路先で高校か特別支援学校かの選択に迷うケースには、イメージ先行で進学目的が明
確でない場合が多い。進路を先延ばしにして中途半端になり、貴重な青春の学びの機
会を逃すことだけは避けたい。
　困難さは学習面だけではない。行動面の困難さも大きい。トラブルになるケースと
しては、家庭でもその困難さに気が付いてない場合はさらに深刻な事態へと展開する。
　医療面での診断と対応も重要である。この段階に至るとき、保護者はそのように重
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大な事態になった責任を学校に求めてくることもある。
　その意味でも、日ごろから行動面の困難さは、どこかに責任を押し付けるのでなく、
日常的に医療・学校・ソーシャルワーカー、家庭、もしくは本人自身の相互作用とし
て、協力関係の中、指導法、対応法を考える。様々な立場からそれぞれの認識を重ね
合わせていくプロセスは、地道な作業であり困難な道であるが、結果が出た時には『学
ぶ歓び』がそこにはある。
（ 2 ）障害者雇用の就職でなく一般枠の就職を希望する事例
　C は、知的障害特別支援学校高等部卒業生である。在学時の進路指導は、産業現場
等における実習を通して進められ、採用内定を取り付け、障害者雇用枠として雇用契
約にいたった。しかし、C は、そこでの「障害者雇用枠」を受け入れることができず、
その前提となる「特別支援学校卒業で」という学歴では就職しないと考え、採用内定
も辞退し職業能力開発校へ入校して、その修了という学歴を得て就職を目指した。
　特別支援学校高等部卒業者も、高等学校卒業者と同じく高卒者求人票による雇用条
件の提示を行うことになっているが、障害者向け求人として一般高卒者とは異なる手
続きがある。しかし、障害を理由とした差別ではなく、障害への配慮という視点から、
仕事内容等の面で一般高卒者とは異なることがある。
　知的障害特別支援学校高等部卒業生の就労は、かつての製造業などにおける就業が
中心であった時代よりも、現在は、総合職的要素を求められる第 3 次産業への就業
の割合が高くなってきている。また、仕事内容に応じた賃金体系がより厳密に求めら
れ、労働市場そのものにおいても、いわゆる契約社員という非正規労働者が増えてい
る。障害者雇用のほとんどが契約社員形態の非正規労働者である。こうした障害者雇
用に関する状況も、障害者雇用枠を希望しない理由の一つである。
　特別支援学校の就労のメリットは、労働・福祉等の関係機関との緊密な連携のもと
社会的・職業的自立に向けた支援体制が構築されやすいという点である。しかし、福
祉や医療の分野においては、18 歳を境に児童から成人の扱いになり、学校が連携す
べき関係機関も在学中に変わることがある。ある程度の継続性は認められるが、最も
重要な時期に支援者が変わることは避けたいものである。
　このような、就職に関する具体的な内容は、特別支援学校高等部入学前までには説
明されるべきだろうが、現実に、説明されても本人や保護者にはそこまでの切実感を
もてないのが現状である。その配慮も教育委員会や特別支援学校ではするべきである。
（ 3 ）中学校現場においての教員の課題意識の考察
　筆者が公立中学校の特別支援学級及び通級による指導の担当者の研修会においてい
ただいた声を、「資料 1 ：学校現場における課題」、「資料 2 ：希望する研修内容」と
して、了解を得てまとめたものである。項目としては、【特別支援学級】と【通級に
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よる指導】の 2 つに分けた。
　①特別支援学級のインクルーシブ教育に関する課題として、
　　ア 通常の学級から入級した生徒の指導方法
　 　これは一見、対象児童の課題のように見えるが、在籍学級のインクルーシブ教育
の状態ととらえることもできる。入級間もない生徒は、通常の学級での障害観をそ
のまま表現することが多い。その指導はインクルーシブ教育の初期指導として大切
である。
　　エ 障害による認知特性の違いや行動観察のポイントなどの教師の理解
　 　中学校の学習内容はどうしても教科中心になる。ゆえに、対象生徒の認知特性の
違いや行動観察のポイントを学ぶことが重要になる。
　　オ 特別支援学校の現状を知っておくこと
　 　通常の中学校の教師は、特別支援学校の現状を知らないことが多い。ゆえに、進
路指導だけでなく、学習内容等に関しても知ることが大切である
　　カ 「交流及び共同学習」の効果的な進め方や工夫についての研修
　 　副次的な籍についても「交流及び共同学習」の視点から多くの実践がなされてい
る。インクルーシブ教育の視点からいうならば、通常の学級の中学生の一方的なボ
ランティアにはしてはいけない。共に『学ぶ歓び』を実感することがポイントである。
　②通級による指導におけるインクルーシブ教育の課題
　　キ 保護者にとっての障害の理解と受容のサポート
　 　保護者がインクルーシブ教育のキーパーソンである。自分の子どもだけでなく、
健常な子どもを含めたかかわりが求められる。
　　ク 他の生徒に対する障害理解のサポート
　 　「見えない障害」、「見える障害」という言葉があるが、発達障害の場合、周囲に
理解されにくい支援がある。子どもたちの平等感を損なうと障害理解以前のトラブ
ルが起こることもある。
資料 1 ：学校現場における課題
【特別支援学級】
ア 通常の学級から入級した生徒の指導方法
イ 愛着障害の生徒への対応及び発達障害の生徒への対応の違い
ウ 児童生徒のアセスメントの取り方とその分析、フィードバックの方法
エ 障害による認知特性の違いや行動観察のポイントなどの教師の理解
オ 特別支援学校の現状を知っておくこと
カ 「交流及び共同学習」の効果的な進め方や工夫についての研修
【通級による指導】
キ 保護者にとっての障害の理解と受容のサポート
ク 他の生徒に対する障害理解のサポート
ケ 生徒の進路先が限られている
コ 通常の学級の担任を含めた学校全体の特別支援教育体制の充実
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　　ケ 生徒の進路先が限られている
　 　キャリア教育として捉えた時、その障害によるデメリットだけでなく、特性とし
て活用できるものに着目することが必要である。
　　コ 通常の学級の担任を含めた学校全体の特別支援教育体制の充実
　 　冒頭に述べたように、制度と心の問題は両輪である。教師集団の理解無くして、
インクルーシブ教育は推進できない。
　このような課題意識のある意欲的な教師が、「今後研修を深めたい内容」としてあ
げたものが資料 2 である。その「資料 2 ：今後深めたい研修内容」には積極的で示
唆的な項目が多くある。紙面の関係で、簡単にまとめてみる。
【特別支援学級】
サ～ソの内容は、指導に関する実践方法に関するものである。
タ～テの内容は、情報交換や情報に関するものである
【通級による指導】
ト～ヌの内容は、中学校における「自立活動」の指導の展開の仕方。
ネ～フの内容は、制度や情報交換に関するものである。
　ここに直接にインクルーシブ教育の言葉はないが、どの項目もインクルーシブ教育
に関係するものである。特に、特別支援学級タ～テの事項、通級による指導のネ～フ
に関する事項は、インクルーシブ教育を推進するためのインフラと言っても過言では
ない。真摯な先生方の意見を活かしていきたい。
資料 2 ：今後深めたい研修内容
【特別支援学級】
サ　具体的に指導する際にポイントとなる視点などを入れた実践例
シ　色々な生徒への指導法やその後の状態などの実例（成功例や失敗例など）
ス　具体的な指導方法（様々なケースによる実践例）
セ　具体的なソーシャル・スキル ･ トレーニングの方法
ソ　コミュニケーション能力を高める指導及びソーシャル・スキル・トレーニング
タ　指導上効果のあった学級の実践について話し合う機会
チ　各校の環境、学習形態、教材、課題や問題点に関する情報交換
ツ　高校など中学校卒業から上級校への進学の実態
テ　（小・中・高）  通級による指導のシステムの理解
【通級による指導】
ト　LD、ADHD などの発達障害の子どもたちの対応
ナ　学校へ来たがらない生徒への声かけ（電話）の仕方
ニ　 「特に必要があるときは、障害の状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら行う
ことができる」場合での実例
ヌ　自立活動の実践について
ネ　成功事例などについて話し合う機会
ノ　アセスメントに基づく個別指導計画の取組内容
ハ　本人、家族が障害受容できてない場合の進路選択後のサポート
ヒ　小・中・高から就職へのつながり
フ　高校など中学校卒業から上級校への進学の実態
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7  まとめ
　本研究は、インクルーシブ教育の理念の浸透を現在（この数年）の教育現場の実態
から考察したものである。またそのために、わが国の特別支援教育の背景となる歴史
にふれ、牧口常三郎先生の創価教育学実践研究の立場から、 ３ つの視点をあげ考察
を加えた。
　インクルーシブ教育の理念は、事例にも取り上げたように、本人・保護者の気持ち、
担任等の気持ち、社会の意識に視点を当てると、課題がいくつも浮かび上がってくる。
その課題を避けず、勇敢に取り組むことが、実践者（教育者だけでなく）の役割では
ないだろうか。そこに当事者の真の『生きる歓び』があると考える。
　最後に、本研究に際して、資料の活用等で、お世話になった各機関・先生方に深く
感謝の意を表したい。
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The Philosophy of Inclusive Education 
and Special Needs Education ( 1 )
― A Study from the Standpoint of Practical Research of Soka Education ―
Toshihisa YAMAUCHI　Yasunori KATO
　New Courses of Studies for elementary and junior high school, high school, and special-
needs school were announced from 2017 to 2018. As one of the central issues, improvement of 
inclusive education system of compulsory education and upper secondary education in Japan 
is mentioned.
　This philosophy cannot achieve its goal without changing not only the systems but also the 
view on human and disability of each person in our society.
　One of the real problems of the inclusive education at school is “Inclusive as just existing”. 
This is completely different from the original idea of the inclusive education.
　The authors have sometimes faced children who enter high schools of special -needs schools 
with secondary disorders caused by their loss of the opportunities to learn at elementary and 
junior high schools. The result is a major problem of the whole society, not only of the upper 
secondary education, the social welfare, and the stakeholders.
　In this paper, we give the ideas underlying the realization of the philosophy of inclusive 
education and the examples from the actual special needs education. In addition, as a clue to 
solving the problems, we add some consideration from viewpoints on humanity and education 
of the educator Tsunesaburo Makiguchi.
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カリキュラム・マネジメントを実現するための方策の
研究
―学校の教育目標の見直しから始める PDCAサイクルの確立―
渡辺　秀貴　　石丸　憲一
はじめに
　2017 年 4 月に改訂された学習指導要領（以降、「新学習指導要領」とする）にお
いて、カリキュラム ･ マネジメントの重要性が指摘された。その背景としては、新学
習指導要領の柱の一つである資質・能力の育成やそのための視点である「主体的 ･ 対
話的で深い学び」による授業改善、いじめ等の現代的な教育課題の解決、道徳科や外
国語活動、英語科の拡充、プログラミング学習の導入等による時間増、複雑化に対応
しなければならないことがあるだろう。
　これらのことについては、既に学校教育関係者の中では常識的なこととして受け止
められるようになっている。また、小学校では 2020 年度、中学校では 2021 年度から
の新学習指導要領の完全実施に向けて準備を始める時期に入っていることは確かであ
る。
　カリキュラム ･ マネジメントを実際に学校で展開していく上での具体的な取り組み
について、新学習指導要領（小学校）の「第 1 　小学校教育の基本と教育課程の役割」
では次のように示している。
4  各学校においては，児童や学校，地域の実態を適切に把握し，教育の目的や
目標の実現に必要な教育の内容等を教科等横断的な視点で組み立てていくこと，
教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと，教育課程の実施に必
要な人的又は物的な体制を確保するとともにその改善を図っていくことなどを通
して，教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っ
ていくこと（以下「カリキュラム・マネジメント」という。）に努めるものとする。
　では、実際にその動きがどれだけ進んでいるだろう。学校現場の状況を見る限りで
は、どう動いてよいかわからず立ち止まっていたり、いつ動き始めたらよいかを見極
めようとしてまだ動いていなかったりという学校が多いように見える。準備段階に
入っているにもかかわらず、その動きはまだ緩やかな状況と言えるだろう。実際のと
ころ、新しい教育課程が始まる前の現段階で、具体的に教科、領域同士の連関を考え
ても実施段階で大きく変わってしまう可能性もあり、躊躇してしまう気持ちもわから
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ないではない。
　しかし、カリキュラム ･ マネジメントにより教育課程全体を活性化することはすぐ
にできることではなく、実態の把握や綿密な体制づくり、人材その他のリソースの掘
り起こし、整理など時間を要することばかりであり、待ったなしの状況にある。そこ
で、本研究では、カリキュラム ･ マネジメントを確立していく上で、どういう手順で
取り組んだらよいかということについて、具体的な実践について考察をしながら明ら
かにしたいと考えた。
　「教育課程企画特別部会　論点整理」（2017）では、カリキュラム ･ マネジメントを
確立していく取り組みとして、上述の新学習指導要領からの引用のうちの、3 つの「～
いくこと」を具体化した次の 3 つの側面を挙げている。
① 各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学校の教育目標を踏まえた教科横
断的な視点で、その目標の達成に必要な教育の内容を組織的に配列していくこと。
② 教育内容の質の向上に向けて、子供たちの姿や地域の現状等に関する調査や
各種データ等に基づき、教育課程を編成し、実施し、評価して改善を図る一連の
PDCA サイクルを確立すること。
③ 教育内容と、教育活動に必要な人的・物的資源等を、地域等の外部の資源も
含めて活用しながら効果的に組み合わせること。
　本研究においては、これらの①～③の全ての側面を満たすような学校での具体的な
取り組み方を示すことを目指しているが、本論でまず①～③が十分機能するための環
境であり枠組みとして、②の PDCA サイクルの確立について着手することにした。
なぜなら、①の教科横断的な視点での教育課程の見直し及び③の人的・物的資源の活
用については、実践段階における具体的な取り組みであり、それらがうまく整備され
運営されるようになるためには学校全体で新しい取り組みに対する見方・考え方を共
通理解し、実践に臨む姿勢を整えておく必要があるからである。PDCA サイクルを
確立する上で、学校の教育目標（以下、「教育目標」という）を起点とした計画（教
育課程の作成）がなされ、計画に従って実践、評価、改善が進められることが、カリ
キュラム・マネジメントが機能する前提となるのである。
　本論においては、特に教育課程作成の起点となる教育目標の見直し及び策定への全
教職員の積極的な取り組みが PDCA サイクルの確立につながることについて、実際
の公立小学校での実践を検証しながら述べていきたいと考える。
1　PDCAサイクルの確立と教育目標の見直し
　学校教育への経営理論の導入の動きとして、1970 年代から 80 年代にかけて民間企
業で取り入れられていた PDS（Plan、Do、See）サイクルを導入しようという動きが
見られたが、定着するほどではなかった。その後、同じく民間企業で 1990 年代以降
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PDCA サイクルを積極的に取り入れた経営が行われるようになり、追従するように
学校経営にも取り入れようとする機運が高まっていった。
　PDCA サイクルが公的に位置づけられたのは、山本文茂（2012）によれば、2002
年 4 月に施行された小学校設置基準等において各学校は自己評価の実施とその結果
の公表が義務づけられ、それを受けた 2006 年に配布された「義務教育諸学校におけ
る学校評価ガイドライン」においてであるとされている。また、学校評価だけでなく、
各教科等の学習評価についても、「児童生徒の学習評価の在り方について（報告）」
（2012）で、「各学校における学習評価は，学習指導の改善や学校における教育課程全
体の改善に向けた取り組みと効果的に結び付け，学習指導に係る PDCA サイクルの
中で適切に実施されることが重要である」（下線は稿者による）とされ、学校におけ
る教育活動全般を PDCA サイクルに乗せて運営していくことが「常識」となっている。
　では、実際のところ、学校現場では PDCA サイクルがどの程度機能しているので
あろうか。PDCA に似た概念である「指導と評価の一体化」は PDCA の考え方より
も早く導入されてはいるが、まだまだ一体化するところまでは至っていないようであ
る。研究授業をしても、授業の善し悪しは議論されるが、あくまでも授業がどれだけ
盛り上がったか、子供たちの発表が多かったかで授業評価をしていて、子供がどれだ
け目標に到達できたか、できなかったかで評価している事例はそれほど多くない。学
習評価については、「成績のための評価」であることがまだまだ多く、指導との一体
化には遠いというのが実態であろう。
　PDCA サイクルの確立についても同様で、様々な教育活動に対する評価は各分掌
で行われてはいるものの、教科部は教科の評価、研究推進部は研究推進の評価、生徒
指導部は生徒指導の評価というように分掌止まりであることが多い。このことは、評
価時期と関係あり、田村知子（2014）は次のように述べている。
年度当初に作成したカリキュラムは、子どもの実態や学びの進捗状況によって、
柔軟に変更されてよいものであり、単元実施前の診断的な評価及び単元実施途中
で行う形成的なカリキュラム評価が必要です。さらに単元終了後には、次年度の
計画のために、総括的な評価が必要です。ところが一般に、カリキュラム評価は
年度末に行われることが多く、この場合、実施（授業）時点からのタイムラグが
生じ、詳細は忘れがちになります。
　では、このような状況が生じる原因はいったいどこにあるのか。もちろん、教育課
程への新しい教科、領域の「詰め込み」が発生する中で、教師という仕事がより多忙
化している中でタイムリーな評価をその都度していくことには無理があるが、できる
だけ効率的に、最小限の評価を繰り返しておくことで、年度末に集中する評価活動は
軽減できる可能性がある。にもかかわらず、その都度の評価と分掌をつなぐ（越えた
ではない）評価が行われにくいのはなぜか。天笠茂（2017）では、次のように指摘さ
れている。
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　教育課程を語るのは校長であって、私は授業や学級経営を語る、棲み分けて捉える
教職員もいる。また、教育課程など学校全体に関係することは管理職、あるいは、管
理職に近い教職員も守備範囲であり、若手は学級経営や教科等の授業に専念すること
が大切だという意識が体質化している学校もあるかもしれない。
　時間的な問題も当然あるのだが、教職員の中に「カリキュラム ･ マネジメント」は
管理職など一部の教員がするものという先入観があり、各分掌レベルでの仕事として
はしっかりとなされてはいるが、カリキュラム ･ マネジメントで求められている横の
つながりができていないことが、阻害要因となっていることも考えられる。もちろん、
新学習指導要領においても、「第 5 　学校運営上の留意事項　 1 　教育課程の改善と
学校評価等」で「ア 各学校においては，校長の方針の下に，校務分掌に基づき教職
員が適切に役割を分担しつつ，相互に連携しながら，各学校の特色を生かしたカリキュ
ラム・マネジメントを行うよう努めるものとする。」としているのだが、実現するの
は難しいと推測できる。
　カリキュラム ･ マネジメントを確立するためには、全員でカリキュラム ･ マネジメ
ントに取り組むのだという意識改革をしてからというのでは、実現は先の先と悲観的
になってしまいそうだが、ポイントは、各教職員が「自分事」として学校経営に臨む
ようになることであり、そのスイッチさえ入れば、前向きな教職員集団であるから、
実現にこぎ着けるのはそう難しいことではないだろう。
　では、教職員一人一人が学校経営を自分事とする、そのスイッチを入れるには、ど
のような方策をとればよいか。本論において、そのための最も有効な方策の一つが、
各分掌に枝分かれして実践する前の、学校経営の「水源」とも言える教育目標を全教
職員が意識し直すことが重要であると考えた。PDCA で言えば、Plan の部分をもう
一度見直し、立て直すことで、後に続く DCA が進みやすくなるのである。
　Plan の段階ですることは、大きく言えば、「なぜ（何のために）」行うのか、「なにを」
行うのか、そして、「どのように」行うのかの 3 点である。例えば、運動会を計画し
ようとしている場合のことで言えば、どんな運動会にしたいかは体育主任を中心に話
し合われるし、実際にどのような種目をどんな順序で、どんな時間配分で行うか等細
かく計画されるだろう。しかし、「なぜ運動会をするのか」ということについては、「決
まっていることだから」と話し合われることはないように思う。しかし、本来は教育
目標の実現のために運動会は必要か必要でないか、必要だとすればどういうコンセプ
トで行えばよいかをしっかりと話し合っておく必要があるだろう。
　このように「当たり前」と思われることが多くなればなるほど、教育目標を実現す
るために、という意識は薄くなり、何のための教育活動かがはっきりしないまま実践
されていることが多くなる。学校経営において指導と評価の一体化を図るとすれば、
最終的には一年間に行われている教育活動の全てについて、教育目標を実現するため
に機能したかを評価すべきであり、実践過程において教育目標が意識されていないと
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したら、カリキュラム ･ マネジメントの実現からは遠く離れたものであると言えるだ
ろう。
　このような考え方をふまえると、教育目標を変えるにしろ変えないにしろ、見直し
を全教職員で丹念に行うことで、その後の教育課程の編成、実践、評価、教育課程の
再編成という PDCA サイクルが機能するのではないかと考えた。そこで、2017 年度
に東京都内 A 小学校で行われた教育目標の見直しを中心とした取り組みを分析する
中で、PDCA サイクルの確立をどのように行えばよいかを考えていく。
2　実践の概要
（1）教育目標の形骸化
　小学校の教育目標は、 6 年間の教育活動を通して実現したい児童の姿を知・徳・
体の 3 つの視点から、学校や地域の実態に即して表しているものが多い。都内 A 小
学校でも、「よく考える子」、「進んでする子」、「思いやりのある子」、「元気な子」と
いうように、包括的な言葉でそれぞれの内容を網羅したものになっていた。創立して
60 年もの間、用いられてきたこの教育目標には、普遍性がある一方で、具体性が乏
しいために学校組織の目標としては形骸化しているという認識が教職員にもあった。
　第 1 章で述べてきたように、カリキュラム ･ マネジメントを実効的なものにする
には、まず教育課程を編成する際の目的となる教育目標が、組織目標として実質的な
ものになっているか確認する必要がある。田村知子（2011）はカリキュラム ･ マネジ
メントを「各学校が、学校の教育目標をよりよく達成するために、組織としてカリキュ
ラムを創り、動かし、変えていく、継続的かつ発展的な、課題解決の営み」としてい
るが、形骸化した教育目標の下では教育活動の質や組織力の向上は望めない。
　そこで、研究対象校では、2017 年度の学校評価項目の「教育目標の実現度」に、「教
育目標の妥当性」を加え、教職員、保護者・地域からの意見を集約することとした。
具体的には、「本校の教育目標について次のような視点で意見を書いてください。・知っ
ている　・言葉で言える　・意識している」という記述回答を求めて状況をまず把握
した。その結果の全体的な傾向を表す代表的なものとして、「教室の前面に掲示され
ているのは知っているが（見たことはあるが）、言葉で正確には言えない」「本校が目
指していることは理解しているつもりなので、結果として教育目標を意識しているこ
とになるとは思うが曖昧である」といったものが挙げられた。教育目標は、学校経営
計画や学校要覧では表紙に示し、校内全ての教室に掲示し、学校便りやホームページ
等でも積極的に発信していても、この程度の理解ということが形骸化を象徴している。
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（2）教育目標の見直しの必要性とカリキュラム・マネジメントとの関連
　上記の問いに続く、「現在の教育目標は、その趣旨が伝わる分かりやすいものになっ
ていると思いますか」という記述欄には、　「一つ一つの言葉が短すぎて、漠然として
いる」「わかりやすい言葉を使ってはいるが、今の時代に合っていない」というような、
教職員も保護者・地域もその見直し・吟味検討の必要性を意識していることが分かる
回答が半数を超えていた。
　教育課程は、学校評価結果を反映させながら編成作業を進めていく。つまり学校経
営の PDCA サイクルの、C の結果を受けての A、つまり改善・行動化する段階に教
育課程の編成作業がある。校長は、新学習指導要領の全面実施に向けて動き出す今を、
図 1　カリキュラム・マネジメント実現のための見通しの共通理解資料
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教育目標の見直しの好機とも捉えた。企画委員会（管理職、主幹教諭）では、学校と
して、新学習指導要領の趣旨の理解を深めると同時に、カリキュラム ･ マネジメント
を実現するためにも、まず教育目標の見直し作業が不可欠であることについて協議し、
2018 年度教育課程編成の第一に取り組むことを確認した。その協議の中で、カリキュ
ラム ･ マネジメントを実現するための道筋を教職員で共有する必要性が話題となり、
校長の指導の下、その説明資料（図 1 ）を教務主任が作成することになった。
　この資料を基に、 1 月はじめの新年度計画について話し合う職員会議で、全教職
員が新学習指導要領に示された、学校で育成すべき資質・能力をはじめ、その実現の
ための重要な取り組みとの関係性について共通理解を図った。教職経験年数や職層等
の異なりから、全員が同じように理解できているわけでないことを踏まえ、情報の共
有を第一としながら、実際の作業は分掌組織の機能を活用して行うことを確認した。
（3）教育目標の見直しの作業手順と留意すべきこと
　2017 年度の学校評価において、教職員や保護者・地域が、自校の教育目標は形骸
化していると認識しても、実際に見直し作業に取りかかろうとすると躊躇する空気が
校内に漂った。学校組織特有の、従来の取り組みを変えることへの慎重さが現れたの
である。教育目標の見直しという作業は負担増となることや具体化への見通しをもて
ないことからの不安感等がその原因である。伝統としてきた教育目標を変えることへ
の地域の反応を心配する声も教職員からも上がった。しかし、新学習指導要領への移
行期を迎えているこの期を逃してはできないし、その趣旨の実現のためにも行うべき
だと校長は判断した。また、決定したものを「下ろす」ということでは文言が変わる
だけで、実効性のあるものにはなりにくいという意見もあった。そこで、企画委員会
で次のことを検討した。
　・教育目標見直しの必要性を関係者が共有し、説明できる資料の作成
　・次年度の教育課程編成及び学校経営計画作成に反映させる手順の明確化
　・PTA や学校運営連絡協議委員（地域代表）への報告の機会設定
　教育目標は、校長の目指す学校づくりと密接な関わりがあることからも、見直し計
画資料の作成を校長が行うこととした。また見直し作業を教職員全員で行う過程で、
教育目標の意義やその文言に込める教育理念等を共有していくために、全教職員が考
え、協議し、合意形成していく過程を重視した。教育改革が進められるこの時期に、
全ての教職員が教育目標見直しの作業に関わることに、学校組織としての大きな意味
がある。さらに、見直しにかける学校の意図を保護者や地域にも検討段階で報告し、
意見を聞く機会も必要であると確認した。
　カリキュラム・マネジメントを実現するための取り組みが始動したことを受けて、
教育の動向や学校評価結果等を踏まえた、教育目標の見直しについて、校長が作成し
た資料（図 2 ）を運営委員会（管理職、教務・生活指導主幹教諭、学年主任、保健
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安全主任、研究主任、特別活動主任）に提示した。「教育を取り巻く社会情勢」や「小
学校教育で育成が求められること」の欄には、校長が目指す学校づくりの根拠となる
事柄が整理されており、運営委員会の教職員もあらためて学校経営の基盤になってい
ることを理解する機会となった。この場が、教育目標の重要性の理解を深めると共に、
見直す作業に関わる一員としての責任を強く感じたと後に語る学年主任もいた。
図 2　教育目標見直しの構想
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（4）限られた時間で効率よく作業を進める
　運営委員会で確認された作業手順に従い、学年や専科等のチームごとに新教育目標
案の検討を 1 週間で集中的に進めた。第 5 ･ 6 学年は高学年チームとして案を作成
したり、専科チームには栄養士や事務員が加わったりするなど、その組織も柔軟に構
成された。また、放課後に時間確保が比較的可能な低学年では、個々の教員が教育目
標のキーワードをカードに書き、それらをグルーピングして「知・徳・体」の 3 つ
の柱に沿って文章化するなど、手法もそれぞれのチームが工夫していた。
　その結果を持ち寄った運営委員会では、学年主任が中心となって会場に用意された
ホワイトボード上で、それぞれの案の根拠を述べ合いながら文言整理を進め、次のよ
うにまとめられた。
◎進んで学び，考える力，表現する力を高めようとする子（学に向かう力と思考力・
表現力）
◎認め合い，支え合い，協力して行動しようとする子（他者との協働と貢献心）
◎心と体の健康を考え，進んできたえようとする子（心身の健康とたくましさ）
　この目標設定の作業がスムーズに進んだ背景には、校内研究の活動の経験が基盤と
なった。現状から課題を明確にし、その改善のための目標を設定するスキルが教職員
に身に付いていたことが挙げられる。「スッキリまとまったようでも翌日見ると、あ
るいは他者に説明しようとすると、その根拠や道筋が曖昧なことに気づくことがまま
ある」と言った発言も、研究活動で身に付けたスキルが発揮された一場面と捉えられ
る。決められた時間でまとめるという意識で整理された文言は「一晩寝かせる」こと
となった。翌日の夕会で、教育目標としてまとめられた言葉の持つ意味について教務
主任が説明し、全教職員で確認した。小学校教育が普遍的に目指すものに加え、「多
様化・複雑化する現代的な課題への対応力」の育成を意図したものであると校長が価
値付けた。
　このような過程を経て、現在の教育目標の形骸化への認識から、 1 ヶ月足らずで
校内の改善案が固まり、PTA の執行部役員や学校を支えている地域の代表者会議で
ある学校運営連絡協議委員への説明を校長が行い意見等を求めながら教育目標の見直
し・改定が進んだ。
（5）教育目標と教育課程編成及び学校経営計画等との関連性の明確化
　教職員の総意で整理され、保護者・地域と合意形成された新たな教育目標を次年度
の教育活動と関連させて行く道筋を共通理解するために、副校長と教務主任が資料（図
3 ）を作成し、 2 月の第 1 週の職員会議で提案した。
　カリキュラム・マネジメントの PDCA サイクルを実効的なものにするには、すべ
－ 57 －
カリキュラム・マネジメントを実現するための方策の研究
ての教育活動やその実施組織の在り方が教育目標の実現に向けたものであることを全
教職員が理解していなければならない。学校現場では、教育課程編成は教務が、教科
横断的な各指導計画はその担当者が、学年・学級経営案は担任が、というように職務
分担が形骸化し、それぞれの取り組みが断片化しやすい。そこで、図 3 の資料を用
いて、見直した教育目標の教育課程編成や学校経営計画作成との関連や、教育目標実
現のための学校経営上のカリキュラム・マネジメントの位置付け、学年・学級・専科
等教科経営との関連を共通理解した。
（6）教育目標の見直しの次の取り組み
　A 校では、年度末学校評価の結果を受けて教育目標を見直し、新年度計画の作成
に反映させていく流れを確認したところで、 2 月中旬の運営委員会で次の視点で教
育計画作成について協議した。
　① 各教科・領域等の年間指導計画を作成する際、教育目標の 3 つの視点、「 A 　
学びに向かう力と思考力・表現力」、「 B 　他者との協働と貢献心」、「 C 　心身
の健康とたくましさ」がどの単元と関連があるかそれぞれ可視化してはどうか。
図 3　新しい教育目標の教育課程等への反映の道筋
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　②  A 、 B 、 C を育成する視点から、各教科・領域で目指す力を系統的に整理し
てはどうか。
　③ 道徳科や外国語・外国語活動等、新たな教科・活動の趣旨の理解、実施技能の習
得が十分でない中での上記 2 点の作業は時間的も組織能力的にも難しいのでは
ないか。
　④ カリキュラム・マネジメントの PDCA サイクルのスタートとしての取り組みが
できたことを成果とし、次年度の学期ごとに各種指導計画を実施しながら A 、
B 、 C の観点を位置づける作業を行っていってはどうか。
　⑤ 指導者が教科横断的な視点をもち、また地域の教育資源を活用した授業実践の基
盤となる学年・学級、専科等教科経営を組織的な視点から強化する必要があるの
ではないか。
　年度末の 2 月初旬に新しい教育目標が決まった時点から、上記①や②の作業に取
り組むのでは、時間的な制約も含め、結果的に表層的・形式的なものになってしまう。
新学習指導要領の趣旨を理解し各教科・領域等の実施に当たって重視すべき目標や内
容と、学校として新たな教育目標に掲げた 3 つの資質・能力との関連を児童の発達
段階とその指導の系統を踏まえて構造化・組織化する手立てを吟味することができな
い。そこで、次年度は校内研修の中に位置づけて、教育活動の実施を通して④を進め
ることとし、⑤については、学年・学級経営案等の形式を工夫（図 4 ）し、教育活
動の実現に向けた指導が日々展開されるようにした。
　図 4 の学年経営案の様式については、従来のものを生かしつつ、企画会で原案を
作り、運営委員会で提案した。そこでの合意形成で重視したことは、教育目標と学年
や学級等の経営目標の関連性を明確にする必要があるということであった。これまで
も各担任等が学級経営目標を立て、経営の計画を作成していたが、実質的に教育目標
が形骸化していたことから、個々の教員や学年の思いの表出に留まっていた。そこで、
新しい教育目標のそれぞれの観点から、学年の実態と照らし合わせて目標を設定し、
具体的な方策を示していく形式とした。学年の担任たちは、経営案の作成過程で教育
目標が目指す児童の姿、つまり児童に身に付けさせたい資質・能力についての理解を
具体的に深め、共有して行くことになった。この作業を受けて、学級経営の構想を具
体化し、学級経営案を作成する。学級経営案の形式も学年経営案に準じたものとした。
専科等教科経営案の作成は、各学年の学年経営案を読み込む、あるいは学年会に参加
して、担任の説明を受けたり、専科教員としての意見を加えたりするなど協働的に進
めていくことを確認した。
　図 4 は、上記の検討後に、次年度の 4 月 5 月の大変多忙な時期に各経営案を作
成することを踏まえ、できるだけ具体的なものをモデルとして示しておくとよいとい
う運営委員の意見から、校長と教務主任とで作成したものである。
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3　考察
（1）教育目標見直しの手順と経過についての考察
　A 小学校のカリキュラム・マネジメントに関する取り組みを簡単にまとめると次
のようになる。
図 4　教育目標と関連性を明確にする学年経営案のモデル
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12 月
学校評価　回答から、学校教育目標が浸透しているようでしていないこと、形骸化し
ていることが浮き彫りになった。
企画委員会　校長が学校教育目標見直しに着手することを提案した。
1 月
職員会議　学校教育目標見直しの目的と手順について共通理解を図った。
＊教職員から地域の反応を心配する意見、文言が変わっても中身は変わらないかと危
惧する意見が出された。
企画委員会　説明資料の作成、手順の明確化、保護者・地域への報告の機会設定につ
いて検討した。説明資料の作成は校長が行い、見直し作業は全教職員の合意の上で進
めることを確認した。
運営委員会　校長が作成した資料を提示した。
＊この会議が、学校教育目標の重要性、一人一人の教職員が見直しの主役であること
を強く思うようになる分岐点だと感じた学年主任もいた。
運営委員会　各チームから寄せられた案を基に、文言整理をし、原案を決定した。
＊まとまっているようだが、今は曖昧さなど見えないので時間をおいて見直した方が
よい等の意見が出され、「一晩寝かせる」ことになった。
夕会　教務主任が原案について説明し、全員で確認した。
保護者・地域への説明　PTA 執行部役員や学校運営協議委員に校長から説明した。
2 月
職員会議　新しい学校教育目標の具現化に関わるカリキュラム・マネジメントの位置
づけなどについて副校長と教務主任が資料を作成し、提案し共通理解を図った。
運営委員会　教育計画作成について協議し、すぐにできることと時間をかけて行うこ
とを整理した。
　このようにまとめてみると、12 月から 2 月までの 3 か月足らずの短い期間にい
かに効率よく、しかも全教職員の共通理解と協働によって教育目標の見直しがされ、
新たな教育目標の策定がなされたかがよくわかる。教育目標の見直しがしっかりとな
されることはその後の教科横断的なカリキュラム編成にもつながっていくのであり、
PDCA の実現、ひいてはカリキュラム ･ マネジメントの確立にとって大きな意味の
あることであるが、ここでは、見直しがしっかりとできること自体が大きな意味を生
み出しており、カリキュラム ･ マネジメントの確立のための基礎的な条件にもなって
いると考えられるため、その成功の要因について考えてみたい。
　まず、教育目標の見直しが成功した要因として挙げられるのは、校長のリーダーシッ
プである。60 年ほども固定的に踏襲されてきた教育目標を見直し変更することは校
長にとっては勇気ある決断を要すものと思われるが、教育目標が機能していない、形
骸化しているという学校評価の結果を受け、まずは見直しをするという決断ができる
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ことは、校長としてのリーダーシップの一面がしっかりと機能していると言えるだろ
う。
　学校経営をする上でのリーダーシップとは何かと問われたときに、目に見える形で
の働きかけである決断力は大きな要素であることは確かである。しかし、それだけが
目立つのでは専横的で教職員に受け入れられずに廃案となったり、中身の薄い形式的
な実践を生んだりすることになる。大事なことは、いかに教職員の間で実現するかし
ないかを問わず前向きに受け止められ、話し合われるかということである。そのため
に校長は、企画委員会、職員会議、運営委員会の機能を使い分け、数ある手順の中に
組み込んでいる。事前の打ち合わせ的な会議である企画委員会、運営委員会と全員参
加の職員会議をいかに機能させるかということもリーダーシップの大事な要素だった
と言えるだろう。
　成功の要因の二つ目は、見直し初期の企画委員会及び職員会議を経て全教職員の間
で共有されたことが、教育目標を見直す上での心構えと自分たちに課せられたミッ
ションの内容だけでなく、明確化された手順だったということである。このことによ
り、教職員に「今すべき」ことが具体的なこととして示され、「何をしてよいかわか
らない」フリーライダーを生じさせず、全員で臨むという姿勢を貫くことができた。
そして、それぞれの手順での進捗状況と成果をそのときどきに確認し共通理解してい
くという慎重とも言える手順を踏んでいるところが大きなポイントなのである。
　そして、このことにより、三つ目の成功の要因である教職員の間に教育目標を見直
すことに関しての共通意識が生まれることにつながっている。さらに、それは次第に
教職員の一体感となり、さらに新たな教育目標を策定することが各自の責任感となっ
ていく。このことは、上記の流れの中の、それぞれの手順として行われている諸会議
の中で散見される教師たちのつぶやきなどの反応から見て取れる。例えば、最初の職
員会議の時の地域の反応を心配する意見や文言が変わっても中身は変わらないかと危
惧する意見については、本当に教育目標を変えていくことがよいのか迷っている教職
員の思いを反映したものであるが、各チームで案をまとめた後の調整のための運営委
員会では、今は曖昧さなど見えないので時間をおいて見直した方がよい等の意見が出
されており、よりよい教育目標をつくろうとする思いが見えるようになっている。話
し合いや作業が進むにつれて教職員が本気になっているのであり、そうしてつくられ
た教育目標は、まさに教職員が一丸となってつくったものであり、それぞれの「自分
のもの」なのである。
　教職員が教育目標を見直し、新たな教育目標を策定すること自体が価値のあること
だが、このようにしてつくった教育目標だからこそ魂の入ったものにしようとするそ
の後の関わり方、実践への取り組み方が変わってくる。カリキュラム ･ マネジメント
そのものである。
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（2）PDCAサイクルの確立における教育目標の見直しの意義
　今回紹介した A 小学校の実践は、教育目標を見直すとことで PDCA サイクルを機
能させようとするものであり、PDCA の Plan の部分へのてこ入れが主たる目的だっ
たと言えるだろう。そのことについては十分目的を果たすことができていたと言える。
しかし、今回の実践が生み出したものは、そのことに留まらず、教職員が教育目標の
重要性を見直したことにより、PDCA のサイクル自体が活発になったということで
ある。
　教育目標は、これまで学校の中心的な課題であり、学校での教育活動の出発点であ
ると考えられてきたと考えられる。教育目標を頂点として、重点目標、学年目標、学
級目標とピラミッドの下に向かうような構図である。このシステムは、上位の目標が
下位の目標に受け継がれるという点で機能性の高いものではあるが、下位にいくほど
上位の目標が見えなくなるという欠点がある。そして、このことが多くの学校で教育
目標が形式化、形骸化することの原因になっていると考えられる。それに対して、今
回の実践では教育目標は実践している範囲では教育活動の中心に存在している。全校、
学年、学級、各分掌のどのレベルでも教育目標を意識した教育活動が行われようとし
ている。
　これまで意識されているようで実は意識されていなかったことをまずは明らかにし
た点において、A 小学校のひとまずの成功の大きな要因がある。だからといって、現
実問題として、教育目標を毎年のように更新することはできない。そこで、常に教育
目標に立ち返ることができるようなシステムを、A 小学校が「教育目標の見直し」と
いう形で教育目標に向かう一体感を形成したように、その学校なりの形で学校が持っ
ていることが重要であることを本実践は示してくれている。カリキュラム・マネジメ
ントの実現に PDCA サイクルの確立が挙げられていることの証左ともなる実践であ
ると言えるだろう。
　学校教育目標の見直しは重要だが、それ以上に学校教育目標を軸に教育活動を進め
ることが重要であることを教職員全員が意識することが重要なのである。
おわりに
　本研究では、東京都内の A 小学校でのカリキュラム ･ マネジメントを実現しよう
とする過程を、まずは教育目標の見直しを通して PDCA サイクルを確立しようとし
た実践を取り上げて述べてきた。
　その中で、教育目標が全教育課程の中心であり根幹であることがあまり意識されず
に行われているという課題に対して、教育目標を全教職員で見直し、必要なら新たに
策定するという作業をすることでカリキュラム ･ マネジメントが PDCA サイクルの
上に乗って進められるようになることが見えてきた。特に、カリキュラム ･ マネジメ
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ントを確立していく上で、何よりも教職員全員で取り組もうとする姿勢をつくること
が重要であり、そのための手順等を明らかにできたことは大きな成果であると考える。
　今後、新学習指導要領の全面実施に伴いカリキュラム ･ マネジメントを確立しよう
という動きは、各学校で一層盛んになっていくだろう。そのための具体的な取り組み
の一つの道筋を示すことができたのではないかと考える。
　一方で、カリキュラム ･ マネジメント確立のための教科横断的なカリキュラム編成
や人的・物的資源の整理と活用などについての具体的な方策を示すことは今回の研究
では行わなかった。今後はさらにカリキュラム ･ マネジメントについての研究を継続
し、「 3 つの側面」の残った 2 つの側面と今回の側面を関連させながら、その方策
を探っていきたい。
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A Research on Strategies 
to Achieve Curriculum Management
～ Establishment of the PDCA Cycle 
by Starting from Re-examination of School Educational Objectives
Hideki WATANABE　Kenichi ISHIMARU
　The Revision of Courses of Study points out that one of the ways to promote education to 
help students develop competency is implementation of curriculum management.
　In this research we thoroughly reviewed an actual school practice where they re-examined 
educational objectives to establish PDCA cycle, which is one of the aspects of curriculum 
management.
　Under the principal’s leadership, all the teachers operated as a team. They re-examined the 
current educational goals and drew up the new ones. We found that school faculty working 
together to redesign new goals made improvement not only in PDCA planning procedure, but 
also in all the phases of PDCA cycle. 
　We were able to make it clear that the driving power for achievement came from each 
teacher being aware of playing a main character in the process of re-examining the educational 
goals for the school.
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幼稚園教諭に求められる絵本の知識に関する一考察
―養成課程における選書力の育成に着目して―
上山　伸幸
1　研究の目的
　幼稚園では、幼児に対する絵本を活用した教育が日常的に行われている（藤岡久美
子・伊藤恵里奈，2016）。幼稚園教育要領の「言葉」領域の内容にも「絵本や物語な
どに親しみ、興味をもって聞き、想像をする楽しさを味わう」ことが記されており、
今後も絵本の「読み聞かせ」1 は重要な教育実践として位置づくことが予想される。
　幼稚園教諭が絵本を読み聞かせる際には、何らかのねらいのもとに絵本が選ばれる。
この「選書」という行為について、脇本聡美（2011）は「絵本が子どもの成長に重要
な役割を果たすものであるならば、数ある中から子どもたちに与える絵本を選ぶとい
うことは、育児にかかわる大人にとって大きな責任を伴うということになる」（p.12）
と述べる。選書に一定の責任が伴うと捉えれば、幼稚園教諭には目の前の幼児に適し
た絵本を選書する力が求められるといえる。またこのことは、幼稚園教諭の養成課程
において、学生の選書力を育成するような授業の準備が必要であることを意味してい
る。実際に、「幼稚園教諭や保育士をめざす学生が、絵本の読み聞かせの実践にあたっ
て、まず困るのは、選書である」（大野鈴子，2015，p.53）との指摘もある。
　学生が選書をする場面では、名作がまとめられた絵本リストを利用することも考え
られる。リストは様々な団体によって作成されており、リスト相互の比較を通した活
用の可能性も模索されている（白須康子，2006）。しかし、佐々木宏子（1993）はリ
ストの汎用性について、「あるていど絵本を見てきた人の場合には役に立つのですが、
あまり絵本を見たことのない人には正直いってなかなか選択の手がかりになりにく
い」（pp.46-48）と指摘する。この指摘を踏まえれば、絵本についての知識が充分で
はない学生に対しては、リストを提示する指導に終始するのではなく、学生自身が絵
本についての知識を体系的に獲得できるように指導することが重要であるといえる。
　そうした視点から、絵本の選書に関連する幼稚園教諭養成課程の授業について考察
した論稿を概観すると、絵本の多読や、個々の作品分析を行う実践例を見て取ること
ができる。多読の実践例としては、学生一人ひとりが「絵本ノート」に 100 冊の絵本
の情報をまとめる方法が代表的である（鈴木正和，2012、皆川昌，2017）。また、作
品分析を行う実践では、 4 回の授業の中で全 6 冊の中から探究したい絵本を選び、
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考察した内容をポスター発表する事例が報告されている（峰本義明，2017）。「できる
だけ多くの絵本を読んで欲しいとの願い」（鈴木，2012）や、「保育士を目指す学生は
絵本についての知識を多く蓄えることが大切である」（峰本，2017）との思いから構
想されたこれらの実践では、具体的な絵本に焦点を当てているという共通点を見出す
ことができる。
　ただし、具体的な絵本の作品名や代表的な作家名は、絵本についての知識の総体で
あるとは言い難い。日本では年間約 1000 冊の絵本が出版されており（正置友子，
2015，p.30）、具体的な絵本を追うだけではその全体像は明らかにならない。そのため、
『絵本の事典』や『ベーシック絵本入門』といった書籍に収められているような、絵
本に関する理論的な知識が必要となる。しかし、幼稚園教諭に必要な絵本に関する知
識について検討した研究は管見の限りでは見られない。そのため、幼稚園教諭養成課
程において、どのような絵本の知識を指導すべきかについての基礎的な検討が求めら
れる。以上を踏まえ本研究では、幼稚園教諭養成課程における選書力育成のための絵
本に関する知識の体系を明らかにすることを目的とする。
2　絵本に関する知識の範囲
（1）絵本専門士養成講座における「知識」の内実
　絵本に関する知識とは、どのような内容を指すのだろうか。ここでは、絵本に関す
る資格の代表として「絵本専門士」に着目し、養成のためのカリキュラムから絵本に
関する知識の範囲についての示唆を得たい。
　絵本専門士とは、「国立青少年教育振興機構」が認定を行っている「絵本に関する
高度な知識、技能及び感性を備えた絵本の専門家」2 を指す。その養成のためのカリキュ
ラムは、「知識」「感性」「技能」の 3 つの分野から編成されており、それぞれの内容
構成については以下のように示されている（絵本専門士養成制度準備委員会，2014）。
○「知識」分野
　絵本に関すること（歴史や表現特性や教育等）及び子どもの理解（児童福祉・
心理）に関する 11 科目（18.5 時間）
○「感性」分野
　絵本をとおして豊かな人間性、魅力ある人間性を育むための 8 科目（13.5 時間）
○「技能」分野
　手遊び、読み語り、創作活動等おはなし会やワークショップを運営する技能の
8 科目（14 時間）
　上記における「知識」分野の内容からは、絵本そのものについての知識と子どもに
－ 68 －
創価大学教育学論集　第 71 号：上山
ついての知識とが想定されていることが分かる。また、カリキュラムの実際としては、
以下のような科目・時間数が計画されている（絵本専門士養成制度準備委員会，
2014）。
「絵本専門性養成講座カリキュラム」における「知識」の構成
絵本総論【 5 科目 9 時間】
知っておきたい絵本【 3 科目 4.5 時間】
絵本と出会う【 3 科目 5 時間】
　ただし、これらの構成の名称のみでは内容が判然としない。具体的な内容について
の情報を得るため、「第 5 期絵本専門士養成講座」のカリキュラムを見てみたい 3。
表 1　「第 5 期絵本専門士養成講座」のカリキュラム
項目 見出し
絵本総論 絵本とは何か
絵本各論 ①絵本の歴史、絵本賞について
②視覚表現、言語表現から見た絵本
③子供の知的・社会的発達と絵本との関わり
④メディアとしての絵本の位置づけ
さまざまなジャンルの絵本 ①物語の絵本
②昔話、童話を基にした絵本
③科学絵本等
絵本と出会う ①はじめての絵本との出会い
②保育・教育の場での出会い
③図書館等での出会い
④書店での出会い
　表に示したように、第 5 期のカリキュラムでは「絵本総論」と「絵本各論」が分
離され、「知っておきたい絵本」が「さまざまなジャンルの絵本」へと改名されてい
ることが分かる。また、「絵本と出会う」では、年齢や場所ごとの絵本との出会いに
ついて学習する計画となっている。
　このうち、「絵本各論」からは「歴史」「表現（視覚的・言語的）」「発達」「メディア」
といったキーワードを拾い上げることができる。そして、「さまざまなジャンルの絵本」
には、物語絵本、昔話絵本、童話絵本、科学絵本といった文字通り絵本の「ジャンル」
が示されている。以上のことから、絵本に関する知識の仮説的枠組みとして、「歴史」
「表現（視覚的・言語的）」「発達」「メディア」「ジャンル」を取り出すことができる。
（2）絵本の「知識」の概要
　では、「歴史」「表現（視覚的・言語的）」「発達」「メディア」「ジャンル」に関する
知識とは、どのような内容であると捉えられるのか。ここでは、関連する専門書を参
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照しながら、選書行為との関連性について検討する。この際、絵本に関する知識が記
された代表的な書籍である、『絵本の事典』及び『ベーシック絵本入門』（以下、『絵
本入門』）を中心としながら、他の書籍についても適宜参照する。
　「歴史」に関しては、日本における絵本の歴史のみでなく、世界の絵本の歴史につ
いても多くの知見が蓄積されている。『絵本の事典』では「絵本の歴史と発展」として、
イギリス、ドイツ（ドイツ語圏）、フランス、アメリカ、ロシア、日本の絵本の歴史
がまとめられている。『絵本入門』では、「世界の絵本の歩み」と「日本の絵本の歩み」
という節において、それぞれの歴史が整理されている。こうした歴史についての知識
は、現代の絵本との比較を可能にしたり、絵本とは何かを知ることにつながったりす
ることから、選書を行う際の視点として有効に機能すると考えられる。
　「表現（視覚的・言語的）」について論じた文献は多く、研究領域として確立しつつ
あるといってよい。『絵本の事典』では、「絵本の視覚表現」や「絵本のことば」とい
う関連する章が設けられている。『絵本入門』では、「絵本のテキスト」の章において、
「文の機能と絵の機能」をはじめとして、言語的表現・視覚的表現の両面についてそ
の特徴が記されている。また、藤本朝巳（1999， 2007）は絵の構図や絵本の構成要素、
さらには絵と文章の機能やページの機能、展開の手法から絵本のしくみを解明してい
る。そして、余郷裕次（2011，2015）は絵を中心とした絵本のひみつについて検討し
ている。こうした絵本の表現についての知識は、個々の絵本の特徴を捉える観点とし
て機能することから、絵本の選書においても活用できると考えられる。
　「発達」については、『絵本の事典』と『絵本入門』の両方に「子どもの発達と絵本」
という同じ名前の節が見てとれる。「歴史」や「表現」が絵本そのものに着目した内
容であった一方で、「発達」は子どもと絵本の関係に着目しているといえる。例えば、
永田桂子（2007）は、第 1 段階（生後 4 か月くらい～ 2 歳 6 か月くらい）、第 2
段階（ 2 歳 6 か月くらい～ 4 歳 6 か月くらい）、第 3 段階（ 4 歳 6 か月くらい
～小学 3 年生くらい）、第 4 段階（小学 3 年生くらい～小学 5 年生くらい）、第
5 段階（小学 5 年生くらい～中学 3 年生くらい）の段階ごとに、子どもの発達か
ら見た絵本の選び方について提案している。「〇歳向けの絵本」といった基準はあく
まで目安として捉えるべきであるが、おおよその発達についての知識があることで、
無理のない選書が実現することもまた事実であろう。こうした「発達」についての知
識は、絵本を選書し読み聞かせる相手である「子ども」について理解するための視点
になるといえる。
　「メディア」については、『絵本の事典』に「絵本のメディア・リテラシー」という
節があり、以下のようなメディアとしての多様な側面について考察が加えられている。
ここでいうメディアは、絵本というメディアの特性という意味であり、絵本のもつ働
きが多様であることを意味していると捉えられる。そして、こうした絵本がもつ多様
な側面の理解は、絵本そのものがどのような機能をもっているかという点についての
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理解の深化につながり、絵本とは何かを考えるための足場になるものと考えられる。
絵本のメディア・リテラシー（『絵本の事典』pp.8-23 より抜粋）
世界認識表現メディア、物語るメディア、時間表現メディア、視覚表現メディア、
印刷メディア、掌のメディア、ブック・アート・メディア、インタラクティブ・
メディア、自己解放と夢のメディア、自己受容メディア、他者理解メディア、コ
ミュニケーション・メディア、希望と癒しのメディア、提示するメディア、教育
メディア、編集・出版メディア
　最後に残された「ジャンル」については、絵本専門士の養成カリキュラムに示され
ていた物語絵本、昔話絵本、童話絵本、科学絵本のみに留まらない枠組みが『絵本の
事典』と『絵本入門』の双方に示されている。こうした「ジャンル」は、具体的な絵
本の分類を可能にする枠組みであるため、選書について考察するうえで特に重要な知
識であると考えられる。そのため次節では、『絵本の事典』や『絵本入門』などに示
されたジャンルの整理を通して、絵本の知識についてさらに詳しく検討してみたい。
3　絵本のジャンルに関する整理
（1）ジャンルの全体像
　『絵本入門』の目次には、以下のようなジャンルが見て取れる。このうち、「教材と
しての絵本」は絵本の活用の仕方に関する項目であると解釈できる。そのため、その
他の項目が絵本のジャンルのひとつの見取り図になると考えられる。
『絵本入門』における「絵本の種類」（『絵本入門』pp. ⅲ - ⅳ、※は稿者による）
創作（物語）絵本、昔話絵本、童話絵本、ファンタジー絵本、ナンセンス絵本、
パロディ絵本、文字なし絵本、ことばの絵本、詩の絵本、認識絵本、生活絵本、
科学絵本、写真絵本、教材としての絵本※、仕掛け絵本
　『絵本の事典』ではより細かな分類が試みられている。上記の『絵本入門』で示さ
れた「ジャンル」と関わりが強い項目のみを以下に示す。こうした細かな分類も、選
書の際の手がかりになると考えられる。なお、その他の節では「宗教系の本」「読者
対象別の絵本」「障害に対応する絵本」「キャラクターの絵本」「あそべる絵本」「用途
別の絵本」「形や大きさ、形態、素材の違いによる絵本」「視聴覚系の絵本」「ハイテ
ク系の絵本」「流通・販売形態と絵本」「パーソナルな目的で作られる絵本」「PR 活
動と絵本」といった観点ごとに、詳細な分類が行われている。
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『絵本の事典』における絵本のジャンル（『絵本の事典』pp.312-344 より抜粋）
物語系絵本 物語絵本・おはなし絵本、昔話絵本・民話絵本・おとぎばなし絵本・伝
説絵本・神話絵本、名作絵本・童話絵本、創作絵本・創作物語絵本、ノ
ンフィクション絵本・伝記絵本・ドキュメンタリー絵本、翻訳絵本、ナ
ンセンス絵本、パロディ絵本
自 然・ 社 会
科学系の絵
本
科学絵本、認識絵本・ものの絵本、たべもの絵本、乗り物絵本、動物絵
本、からだの絵本、観察絵本、自然絵本、数の絵本、総合絵本、性の絵
本・性教育の絵本、命の絵本、戦争絵本・平和絵本
ことばの絵
本
ことばについての絵本：ことばについて考えるきっかけを与えるもの／
ことばの部分を取り上げたもの（音、語、文字、文）／言語生活、こと
ば遊びについての絵本、話しことばについての絵本
しかけのあ
る絵本
しかけ絵本、ポップアップ絵本・飛び出す絵本、フラップブック、音の
出る絵本、光の出る絵本、匂いの出る絵本、穴あき絵本、ホログラム絵
本
　また、谷本誠剛・灰島かり編（2006）で紹介されているような「現代絵本」「ポス
トモダン絵本」も、近年発見された「ジャンル」のひとつと捉えることができる。
　これらのジャンルを概観すると、「絵本」と呼ぶものの中にも多様な種類があり、
その中のどの「絵本」を子どもに読むのかの判断がより一層難しくなるようにも感じ
られる。そこで、こうしたジャンルの構造を整理することを試みてみたい。
（2）ジャンルの構造図
　絵本に関する知識としての「ジャンル」は、目の前にある具体的な絵本がどのよう
な性質の絵本であるかを捉えるうえで有効に機能する。特に、「自然・社会科学系」
の絵本の節の副題には、「知識の伝達を内容とした絵本」とあり、物語系の絵本と科
学系の絵本の特性の違いを把握することは、選書において重要であると考えられる。
　また絵本では、昔話のように物語の内容が先にあり後から絵が付されたものと、文
字なし絵本や仕掛け絵本のように表現形式に特徴があるものがある。こうした内容と
形式の対立軸も、絵本のジャンル意識を確立するうえで有効に機能すると考えられる。
　例えば、次のような図を想定することで、選書を構造的に行うことができるのでは
ないだろうか。図には、『絵本入門』におけるジャンルに、「ポストモダン絵本」を追
加している。個々の絵本による性質の異なりは大きいため、本研究におけるジャンル
の分類はあくまで目安である。
昔話絵本
科学絵本
創作(物語)絵本
科学的文学的
内容面
形式面
生活絵本
認識絵本
仕掛け絵本
童話絵本
文字なし絵本
ポストモダン絵本
ファンタジー絵本
ナンセンス絵本
パロディ絵本
ことばの絵本
写真絵本
詩の絵本
図 1　絵本のジャンルの構造図（試案）
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　個々の絵本作品は、こうしたジャンルの構造図のいずれか、あるいは複数のジャン
ルにまたがって分類することが可能であろう。そのため、選書をする主体である幼稚
園教諭各々がこうした見取り図を描くことで、子どもたちの興味や自身の選書の傾向
や偏りに気づくことが可能となる。特に、養成課程において多読を実践する際も、こ
うしたジャンルの構造との関わりを検討することにより、選書をする学生自身が自ら
の選書の傾向を把握することにつながるといえる。
4　幼稚園における選書の実際
　本研究ではこれまで、主に「絵本」側の知識についての検討を行ってきた。ただし、
幼稚園における選書は、そうした「絵本」側の知識のみで行われてはいない。例えば、
横山真貴子・水野千具沙（2008）は、保育現場においては「日頃の子どもの姿や他の
保育活動、季節と関わらせながら、子どもの生活体験に寄り添った読み聞かせをする
こと」（p.50）が重視されていると述べている。こうした、「子ども」側の要素は、選
書という行為においてどのように位置づくといえるのだろうか。
　八木義仁（2018）は、横山・水野（2008）の研究を踏まえて、「現場の保育者たちは、
対象となる幼児の日常生活や行事、季節などを考慮して選書している」（p.6）と述べる。
そして、学生の選書理由の調査においては「聞き手である幼児の日常生活や行事、発
達などと関わらせた理由」と「絵本の絵や文章などと関わらせた理由」、「読み手であ
る学生の読書経験や読後感想などと関わらせた理由」という 3 つの理由に分けて分
析を行っている。これらのうち前半の 2 つの理由からは、「子ども」側の要素と「絵
本」側の要素とを分ける方向性が示唆される。そして、「子ども」側の要素の具体と
して、「日頃の子どもの姿や日常生活」「他の保育活動」「行事」「季節」「発達」といっ
た選書につながる観点を導出することができる。
　また並木真理子（2014）は、降園前の読み聞かせにおける絵本の選書理由を調査し
た結果、「保育者の意図・ねらい」が選書理由の割合として特に高いことを明らかに
している。これは、保育の現場における選書の特徴であると捉えることができる。な
お、並木（2014）の調査におけるその他の理由のうち、「絵本の特徴」では「お話に
リズムがある（繰り返し）」ことが重要であるとされており、「絵本」側の要素も選書
において重要であることが改めて示唆される。また、「子どもの実態」に関する理由
では、「子どもが読んでと言ったから」や「子どもの興味に合っているから」の割合
が高かったとされており、これらは「子ども」側の要素と捉えることができる。この
ことから保育者は、「絵本」側の要素と「子ども」側の要素を複合的に検討し、最終
的には「保育者の意図・ねらい」によって絵本を選択するという選書過程を想定する
ことができる。
　ただし、「子ども」側の要素や、「保育者の意図・ねらい」は「絵本」の知識からは
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派生した内容であるため、本研究が着目している「絵本」の知識とは異なる要素とし
て捉える必要がある。こうした要素間の構造については、次節において再度言及する。
5　選書に必要な知識の構造図試案
　これまでの検討の結果、絵本に関する知識と、幼稚園における選書で検討される要
素が明らかとなった。先に示した絵本に関する知識のうち、「歴史」や「メディア」
は絵本に関する背景知識と捉えることができる。また、「表現（視覚的・言語的）」は、
絵本の繰り返しの構造をはじめとして、絵本を選ぶ際のひとつの観点として位置づけ
られる。また、「発達」は「子ども」側の要素として位置づけることが妥当であるこ
とが示唆された。そして、「ジャンル」は選書に直結する知識であると考えられた
　以上の内容を総合すると、選書に必要な知識の構造図を以下のように構想すること
ができる。あくまで試案ではあるが、本稿における考察のまとめとして作成した。
 
 
 
 
 
 
絵本の知識 
の獲得 
具体 
ジャンル 
歴史・メディア 
表現(視覚的・言語的)
作家名 
作品名
絵本の知識
 
抽象 
図 2　絵本の知識の構造図（試案）
　本研究では、絵本の知識が、作品名や作家名といった具体的な内容と、ジャンル・
表現・歴史・メディアといった抽象的な内容から構成されていると捉えた。
　作品名としては、「はらぺこあおむし」や「11 ぴきのねこ」など、個々の絵本のタ
イトルが該当する。また、作家名は「11 ぴきのねこ」と「11 ぴきのねことあほうどり」
の作者が馬場のぼるである、といった具体的な作品を包括する知識として位置づけら
れる。また、作品名と作家名の上位にジャンルを位置づけたのは、馬場のぼるはナン
センス絵本というジャンルに分類されている（『絵本入門』p.86）といった知識が、
具体的な作品名や作家名よりも抽象的な知識であることによるものである。そして、
それらの上位にある歴史、メディア、表現は、ジャンルを超えて「絵本」を捉えるた
めの知識であることを示している。
　これまでの幼稚園教諭養成課程では、作品レベルや作家レベルといった具体的な知
識が学習の中心であったが、より抽象的な内容も絵本の知識として位置づけることで、
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選書の精度が高まると考えられる。また、学生がこうした知識を獲得することにより、
選書の過程が次のように精緻なものとなることが予想される。絵本の知識の獲得によ
る選書過程の変容イメージを図 3 に示す。
 
 
 
 
 
 
絵本の知識 
の獲得 
具体 
ジャンル 
歴史・メディア 
表現(視覚的・言語的)
作家名 
作品名
絵本の知識
 
抽象 
図 3　絵本の知識の獲得による選書過程の変容イメージ
　絵本の知識を獲得していない段階においては、学生が絵本を選書する際に「知って
いる絵本」や「図書館にあった」といったような、「目の前にある絵本の選書」に留
まることが予想される。また、多読を通した絵本についての学習で獲得される知識も、
基本的には作品レベル・作家レベルの知識に留まるため、そうした段階において選書
される絵本のジャンルには、偏りが生まれる可能性がある。
　一方、絵本の知識を獲得した後の段階においては、絵本とは何か（歴史やメディア）
や、それぞれの絵本の特徴は何か（表現）といった知識に加え、どのようなジャンル
の絵本があるのかといった観点が加わることにより、選書の観点が重層化することが
期待できる。結果的に選択される絵本が同じであったとしても、そうした抽象的な知
識のフィルターを通した選書を行うことで、保育者のねらいに応じた教育活動を展開
することが可能になると考えられるのである。
　また、幼稚園における選書の際は、先述したような「絵本」側の要素に加え、「子
ども」側の要素が考慮される。「日頃の子どもの姿」「日常生活」「他の保育活動」「行
事」「季節」「発達」といった視点から絵本を見ることで、効果的な選書が可能となる
ため、図 3 の上部に「子ども」側の要素を位置づけた。
　そして、そうした「子ども」側の要素と、獲得された「絵本」側の要素（＝絵本の
知識）は、「保育者の意図・ねらい」というレンズによって焦点化される。この「保
育者の意図・ねらい」というレンズを通すことにより初めて絵本の選書が可能になる
ことから、知識を獲得した後の段階をイメージした図中に含めている。こうした「子
ども」側の要素と「絵本」側の要素を包括する「保育者の意図・ねらい」は、幼稚園
教諭に求められる専門性と捉えることもできるだろう。「保育者の意図・ねらい」は、
絵本に関する授業科目単体で育つものではなく、養成課程における他の授業科目にお
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ける学びによって獲得されていくものと考えられる。
　本研究が示した図 3 は、絵本の知識を獲得することで、子どもの実態・生活に応
じた選書が可能になることを理論的に示している。従来、幼稚園教諭養成課程で指導
すべき絵本に関する知識は不明確であったが、こうしたイメージで知識の体系を捉え
ることにより、教育内容が明確になり、体系的な知識の教育が可能になると考えられ
る。
6　成果と課題
　本研究では、幼稚園教諭養成課程における選書力の育成に着目して、絵本の知識の
体系について検討してきた。「絵本専門士」の養成カリキュラムや、『絵本の事典』『絵
本入門』といった専門書を中心に絵本の知識を整理した結果、絵本の知識の構造図（試
案）を図 2 のように作成することができた。絵本の知識を羅列する方法によらずに、
選書という行為との関係で整理ができた点に本研究の成果を見出すことができる。
　本研究の課題として、絵本の知識をどのように育てるのかという指導方法と、よい
絵本を選ぶ感性に関する問題の二点を挙げることができる。
　指導方法の課題は、本研究で提示した構造図のような知識を、どうすれば効率的に
学習できるのかが明らかにできていないことを指している。抽象的な内容であっても、
指導においては具体的な絵本を教材とする以外に方法はない。そのため、「ジャンル」
ごとに授業開発を行い、授業科目の実施を通して学生の選書にどのような影響があっ
たかを検討する必要がある。
　また、よい絵本を選ぶ感性についての課題は、図 2 に示したような知識を獲得し
た後に、大量の絵本から実際に「よい絵本」を選ぶことできるのかといった問題と重
なる。よい絵本の選書について、佐々木宏子（1993）は以下のように述べる（pp.46-48）。
「よい絵本の選び方十カ条」などというものが、いろいろな手引書に書かれてい
ることがありますが、こと絵本に関してはやはりほとんど役にたたないといって
よいでしょう。たとえば「物語と絵が一致しているもの」とか、「色彩感覚がす
ぐれたもの」などの条件が書いてあることが多く、このことは理屈としてはとて
もよくわかるのです。しかし、「色彩感覚がすぐれたもの」なる基準はたいへん
難しく、一冊の絵本を目の前にしても賛否両論にわかれることはしょっちゅうで
す。
　ここで佐々木は、「よさ」の基準について言及している。学生が、絵本の歴史やメディ
アとしての特性、視覚的・言語的表現に関する絵本の特徴や多様なジャンルを知った
場合であっても、その先にある「よい絵本」の基準を明示することは容易ではない。
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こうした視点に立つとき、幼稚園教諭にとっての選書の問題は、「知識」をもとにし
た絵本を選ぶ「感性」の問題へと派生する。知識は選書の役に立つと考えられる一方、
そうした知識の獲得の問題と、目の前の子どもにふさわしい絵本を選ぶことができる
かという問題を同列に扱うことは難しいのである。鳥越信（2012）は、「できるだけ
多く、子どもの本の実物に目を通す、ということです。まちがいなく選べるかどうか
の保証は、一にこの点にかかっています」（p.77）と述べる。「よい絵本」を選ぶとい
う行為と、絵本の知識の問題、そして鳥越が提起している多読によるしかないという
方法の問題は、先述したような指導方法の問題と合わせて改めて検討する必要がある。
　学生に対して選書の実践力を指導する際は、脇本（2011）の「子どもたちに与える
べきよい絵本かどうかを判断できる基準を身につける」（脇本，2011，p.15）という
方向性が重要になると思われる。幼稚園教諭を育てる過程において「知識」を体系的
に指導しつつも、最終的には個々の学生が「基準」を内面化できるよう、多読と知識
の学習を有機的に連動させる必要があるのではないだろうか。この点についても今後
の課題とし、改めて検討したい。
　幼稚園教諭養成課程のカリキュラムには多くの学習内容が準備されており、絵本に
ついての学習に費やすことができる時間は限られている。そのため、本研究で検討し
た構造図をもとに体系的な知識の中から学習内容を精選する必要がある。先述の課題
の解明と合わせて、本研究で提示した構造図そのものの再検討を行い、幼稚園教諭養
成のための実践的な授業開発へとつなげたい。
注
1  　絵本を読む営みについては、読む主体の意図によって「読み合い」「読み語り」
などと呼ばれることもある。本稿でそうした意図の違いに言及することは難しいた
め、それらを総称して「読み聞かせ」という用語を用いる。
2  　 絵 本 専 門 士 の HP（http://www.niye.go.jp/services/plan/ehon/senmon.html）
（2019.01.04. 確認）による。なお、「絵本専門士」養成講座は、平成 26 年度から開
講され平成 30 年度現在は第 5 期が開講されている。
3  　 絵 本 専 門 士 の HP（http://www.niye.go.jp/services/plan/ehon/jyukou.html）
（2019.01.02. 確認）より。第 4 期のカリキュラムは掲載されていなかったものの、
第 3 期と第 5 期のカリキュラムは同じ内容であったため、この数年間変更がなかっ
たことが推察される。
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The Consideration about the Knowledge of Picture Books 
for Kindergarten Teacher
―Focus on the Ability to Choose Books in Teacher Education―
Nobuyuki UEYAMA
　In this paper, I considered about the knowledge of picture books for kindergarten teacher. In 
this case, I focused on the ability to choose books in teacher education. First, I referred the 
curriculum to train the expert in picture books to check the coverage of the knowledge of 
picture books. Second, I organized the following categories of picture books, Story, Fantasy, 
Non-fiction, Science, and Cognition. Then, I made the model of the knowledge of picture 
books which is built up from layers of History, Media, Expression, Categories, Author and 
Production. This model can apply to kindergarten teacher education.
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病気療養児の自己理解・自尊心を高める教育的支援の
あり方の検討
―病院内学級での自立活動の指導事例を通して―
伊藤　美智子　　杉本　久吉
1　はじめに
　文部科学省の教育支援資料（2014）では、「病弱とは、学校教育においては、心身
の病気のため継続的又は繰り返し医療又は生活規制（生活の管理）を必要とする状態
を表す」ものとされ、その特性として、「病弱及び身体虚弱の子供（以下、病弱児と
いう）の中には、医師や看護師、心理の専門家等による治療だけでなく、学習への不
安、病気や治療への不安、生活規制等によるストレスなどの病弱児の心身の状態を踏
まえた教育を必要とすることが多い。」ことが述べられている。文部科学省は 1994（平
成 6 ）年の「病気療養児の教育について（通知）」（以下「1994 年の通知」と表記）
の中で、病気療養児の教育には「学習の遅れの補完と学力補償」以外にも「積極性・
自主性・社会性の涵養」や「心理的安定への寄与」、「病気に対する自己管理能力の育
成」、「治療上の効果等」の意義があることに留意するよう示している。近年の病気療
養児を取り巻く環境の変化に対応して発出した「病気療養児に対する教育の充実につ
いて（通知）」（2013）においても、「1994 年の通知」で提示した取組の徹底を図るこ
とを求めている。
　また、医療の現場からも病児教育が要請されてきている。奈良間（2015）は、「医
療は、救命や治療のみを目標としていた時代から、まさに患者の生活の質・生命の質・
人生の質（QOL: quality of life）の向上を重視する時代へと変化している。」と述べて
いる。谷川（2009）は「これからの病児教育は、成長・発達・健康・家族・看護とい
う幅広い視点からとらえ、基本的な生活習慣の自立・社会性の発達・学習能力や就学
に必要な能力の発達段階やその準備状態の向上は、まさしく子どもの QOL の向上で
あり、その支援の在り方を探求していくことが重要であると考えるのである。」と述
べている。
　これに加え、近年レジリエンスという概念が教育界でも注目されつつある。困難を
しなやかに乗り越える力とされ、生きる力を育てる上で最も大切な力であるとカレン・
ライビッチやアンドルユー・シャテー（2015）は述べている。久世（2015）もその著
書の中で困難に出会っても折れない心を育てるためには自己理解や自尊感情を培うこ
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とが重要であると述べている。
　即ち、現在の病弱児の教育では、医療者との連携により、児童の QOL の向上とし
ての発達・学習保障につながるよう、治療・療養による学習にかかわる様々な時間的・
環境的な制約に対応しながら教科等の学習に取り組むことに加え、病弱児の教育ニー
ズへの対応として、健康の保持や心理的な安定にかかわる自立活動の指導が重要な位
置を占めていると言えよう。
　その一方で、渡辺（2018）が述べているように「病弱教育における自立活動の指導
の研究は十分に行われていない」実態がある。その背景としては、日下（2015）が示
すように「入院期間の短期化・頻回化とともに、病気や障害等の多様化・重度化のな
かで児童生徒の実態を把握しづらい状況」があり、また「病弱教育担当教員の経験年
数は 3 年未満の者が 77.7％（中略）専門性の問題、医療等との連携のノウハウなど
の蓄積が行われにくい」（武田、2006）という課題がある。
　本稿では、このような病弱・身体虚弱特別支援学級（以下院内学級という）として
の様々な制約がある中で行われた、自立活動の時間の指導、他領域・教科と関連付け
た自立活動の指導事例を通じて、病気療養児の自己理解・自尊心を高める教育的支援
のあり方と課題を検討する。
2　指導事例　病院内に設置された院内学級での取り組み
　（1）対象児童　摂食障害（神経性無食欲症）で入院した 6 年児童（A）
　　＊なお、個人情報に配慮して、指導に影響のない範囲で一部修正している。
　（2）入院時の実態
　A 児は食事の摂食に課題があり、不登校が続いていた。入院するときは、生命維
持の危機にもあった。太ることへの恐怖心があり、食べることを拒否していたため鼻
からの経管栄養のみで生命を維持していた。容姿や体重を過度に気にする言動もみら
れた。また、きょうだいの言動や同級生の活動の流れについて行けないことなどを気
にしたりするあまり自尊感情が低下し笑顔がなく無表情でおどおどした様子がみられ
た。性格は、とても几帳面で物事をやり終えるのに時間を要した。
　学習面では、不登校により全体的に学習が遅れ気味だった。算数や言語活動に理解
の困難さはあるものの、院内学級に通える許可がでた時点では学習意欲はみられた。
　（3）指導期間　2 か月
　入院時、医師・保護者・担任との共同カンファレンスが行われ、入院期間は、約 3 ヶ
月ほどの見通しであることを伺った。経口摂取ができて体重が規定体重に達すること
が退院目標だった。その目標に向かい健康回復への意欲を引き出すために、医師から
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「院内学級への登校」が提案された。指導期間は、院内学級に登校の許可がでた後の
2 ヶ月間である。 
　（4）指導計画・指導体制について
　①　自立活動の個別の指導計画
　『特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚部・小学部・中学部）
平成 30 年 3 月』所収の「実態把握から具体的な指導内容を設定するまでの流れの例」
を参考に（一部改変）、表 1 のように A 児の個別指導計画を、状況の変化に応じて
見直していくことを前提に作成した。
　ⅰの必要な情報の収集では、A 児及び A 児の保護者からの聞き取りとともに前籍
校からの引き継ぎや医療機関との連携などから広く情報を収集するようにした。
表 1　A児の自立活動等の指導内容を設定するまでの流れ
学年 6 学年　
障害の種類・
程度や状態等
学校生活への不適応により不登校となる。心身症による身体症状がみられる
ため入院して院内学級に転籍
事例の概要 自己理解を深め、自尊感情を高めることをめざした指導
ⅰ 　障害の状態、発達や経験の程度、興味・関心、学習や生活の中で見られる長所や
よさ、課題等について情報収集
・心身症の 1 つである摂食障害（神経性無食欲症）の診断を受け、入院。
・太ることへの恐怖感が湧き、食べることを拒否しているため鼻からの経管栄養で生命を
つないでいる。
・体力の低下が著しく自立歩行ができず、移動は車椅子利用となっている。
・容姿を過度に気にする傾向がある。
・不登校になり全体的に学習が遅れがちで、特に算数に苦手意識がありその遅れを特に気
にしている。
・同級生との活動が流れについていかなかったりすることで笑顔がなく無表情で自尊心の
低下がみられる。
ⅱ　収集した情報　ⅰを自立活動の区分に即して整理する段階
健康の保持 心理的な安定 人間関係の形
成
環境の把握 身体の動き コミュニケー
ション
・自分の病気
を正しく理
解できてい
ない。
・必要な食事
量が摂取で
きない。
・太ることへの
恐 怖 感 が あ
る。
・容姿を過度に
きにする。
・学習の遅れへ
の不安。
・自尊心の低
下に伴い、
人との関わ
り を 避 け
る。
・自分の身体
の状態や容
姿を正しく
把握できな
い。
・体力の低下
が著しく自
立歩行がで
きず車椅子
の移動
・会話はでき
る が、 小 声
で伏し目が
ち。
ⅲ 　ⅱで整理した課題同士がどのように関連しているかを整理し、中心的な課題を導
き出す段階
・自尊心が低下しているので、苦手としている学習上の課題や、生活上の課題に取り組む
ことで、自己理解を促し、自信をつけさせ、自尊感情が高まる取り組みが必要である。
・自己理解を深めることにより、体調、感情等の自己管理能力やコミュニケーション能力
及び自分なりの学習方法を身に付け、前向きな気持ちを育み、自尊感情を高める。
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ⅳ　ⅲに基づき設定した指導目標を記す段階
・自己理解を深めることにより、体調、感情等の自己管理能力やコミュニケーション能力
及び自分なりの学習方法を身に付け、前向きな気持ちを育み、自尊感情を高める。
ⅴ　ⅳを達成するために必要な項目を選定する段階
健康の保持 心理的な安定 人間関係の形成 環境の把握
身体の
動き
コミュニケー
ション
（2）病気の状態の
理解と生活管理に
関すること。
（5）健康状態の維
持・改善に関する
こと。
（1）情緒の安定に
関すること。
（3）障害による学
習上または生活上
の困難を改善・克
服する意欲に関す
ること。
（3）集団への
参加の基礎に
関すること
（5）状況に応
じたコミュニ
ケーションに
関すること
ⅵ　項目と項目を関連付け　⇒　具体的な指導内容と項目の関連
ア　自己理解を通した日常生活の自己管理能力の向上を図る意図で（健）（2）（5）と（心）
（1）（3）と（人）（3）を関連付けて具体的指導内容を設定したものが、ⅶのア、
イである。
イ　会話の内容や状況に応じたコミュニケーション能力の獲得および人と関わる意欲の向
上を図る意図で（心）（3）（人）（3）（コ）（5）と関連付けて具体的指導内容を設
定したものが、ⅶのウ、エである。　
ⅶ　具体的な指導内容を設定する段階
ア　自立活動の時間の指導で、食事・睡眠・体調・精神状態等を自ら記録することを通し
て心身の変化を客観的に把握し、自己理解を深め、自己管理能力を向上させる。
イ　健康保持・心理的な安定に関わる事項を国語科の関連する内容から学び改善への意欲
をもつ。
ウ　自立活動の時間の指導で、A児との信頼関係を築き、語り合うなかで「食は命」や「摂
食障害」というテーマについて、自分の考えを持つことができる。
エ　特別活動の学級祭りなどの社会的活動に主体的に参加し、得意な活動（毛筆等）に意
欲的に取り組み自尊感情を高める。　
　②　時間割
　A 児の学習時間割は、表 2 のとおりである。院内学級の教育課程は、小学校学習
指導要領を基本としながら、特別支援学校の教育課程を取り入れて編成できることか
ら、教科の時間を調整して、自立活動の時間の指導を設定している。また、院内学級
では、学習者の病状、体力、集中力を随時観察しながら学習時間を設定することから、
表 2　個別の週学習計画
1 
 
 
金
1 9:15～9:45 自立 音楽 自立 音楽 自立 音楽 自立 音楽 道徳
2 9:45～10:15 国語
3 10:15～10:45 算数
4 11:00～11:30 家庭
5.6 13:30～15:00 外国語
６ 年 (　　　　　)さん個別週学習計画）
社会 社会 理科 理科
図工 図工 学活 総合
月 火 水 木
国語 国語 国語 国語
算数 算数 算数 算数
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1 コマの授業時間は、標準の 1 単位時間 45 分ではなく、午前中は 30 分を基本とし、
午後は 45 分 2 コマ続きの 90 分設定としている。（午後の授業では、必要な休憩等を
適宜設定している）
　指導方法においては、 1 週間の個別学習指導計画をたて 1 時間ごとの学習の計画
をたて評価していくところは通常学級と同じである。
　③　指導体制
　教師 1 名に対し、 6 年生（A 児）以外に他学年の児童 2 名、合計 3 名に対する
複式学級での指導。 1 単位時間内で、個別指導と用意された課題を児童が自立的に
取り組む形態。
　（5）指導の実際
　①　「健康記録」（指導計画ⅶのア）
月～木の 1 校時に自立活動を 15 分、
音楽科を 15 分と設定し、個別健康
観察と記録の時間を確保した。この
取り組みでは、図 1 の個別の健康
観察記録表を作成し、自分の日常の
バイタル・食事・睡眠・体調・精神
状態を継続して記録することで、自
分の心身を客観的に捉え自己管理の観点を身に付けてさせることを目標にした。
　精神状態の記録に当たっては「今日の気分は何番ですか。」との声掛けで表情図を
選ばせ記入させた。選んだ理由などを時々教師が尋ね、体調を自分の言葉で表現させ
ることで心の状態の自己理解を深めさせていった。（図 2 表情図）表情図を用いるこ
とで A 児をはじめほとんどの児童が、自分の気持ちを表現することに大変意欲を示
し、自己を客観的に見るおもしろさや自己表現する楽しさを感じていった。
　入級当時、A 児は、経管栄養の管を鼻につけたまま車
椅子で登校していた。表情の選択にも時間を要し、不安そ
うで活力がない表情をなんとか選んでいた。
　この学習を続け 2 週間ほどたった頃は、経口摂取がで
きるようになり、自立歩行で登校できるようになってい
て、色々な表情を短時間で選べるようになった。
　退院がみえてきた頃には、経口摂取も進み、体重も規定
体重に近づいていた。この頃は、私がスーパー笑顔と名付
けた表情を選択する時もあった。退院のころは、自分で表
情を創って記入していた。
　この記録の取り組みは、A 児の心身の自己理解を促し
図 1　個別の健康観察記録表
図 2　表情図
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ていったと考えられ、教師にとってもその状態を視覚的に把握できることでその日の
配慮事項を捉えやすく、指導上にも大いに役立った。
　②　「健康・心理に関する国語教材の学習」（指導計画ⅶのイ）
　自力歩行、経口摂取も進み健康記録には、笑顔マークが時々出てきた A 児の心理
的な状況から、毎日設定のある国語科において、健康の保持につながる学習設定を検
討した。 6 年生の説明文教材に、心と体の関係について、口角を上げて笑った顔を
するだけで脳が、自分は笑っていると錯覚をするという最新の脳科学の情報が提供さ
れているものがあった。健康保持・心理的な安定と関連させる良教材として選択し、
5 時間扱いの題材として設定した。同教材を使用することや進め方については、事
前に主治医に相談して計画を立てた。
　 1 時間目の学習において、A 児は「体を動かすことで心を動かすことができる所
にびっくりしました。血液が冷やされて楽しい気持ちが生じるといところはどんな風
に生じるのかが不思議に思いました。」との感想を書いた。  
　 2 時間目のノートには、心と体の関係を驚きをもって学んでいることが表情図の
挿入でより表現されており、感想文中にも「心と体がつうじ合う」という言葉を使っ
ていた。この学習を通じて、A 児は、「心は顔の表情に表れていること」を知り、心
は見えると考え、表情を作ることで脳を錯覚させれば、嫌なことを乗り越えられるか
もしれないと捉えていることがうかがわれた。この題材の学習を通じて、健康保持の
1 つの方法を意欲的に学び、改善への意欲をもつことができたと考えられる。後日
の学級祭りにおいて、「今日もいっぱい笑うんだ。」という A 児の言葉から、一過性
の知識・技能だけではなく習慣化に至っていると推察できた。
　③　「病気の理解に関する指導」（指導計画ⅶのウ）
　入級から 4 週を経た頃、病態は経口摂取が進み、体重の増加が着実に見られるよ
うになっていた。A 児は健康記録に笑顔やおどけたシンボルを記録するようになっ
てきた。ここで、日常の関わりの中で A 児と、病気に関することについて自然な会
話ができるようになったことを受け、学級活動の時間に替えて自立活動の時間として、
「食は命」や「摂食障害」について語り合う授業を行った。以下に、A 児との会話を
再録する。
教師　「どうして食べられなくなったの。」
A 児　 「最初は遊び感覚で始めたけど、そのうち本当に食べられなくなっていっ
たの。それで、友達が痩せていた私に『太ってるやん』と言ってきました。
それでごはんを減らして、おかずを減らして、味噌汁だけになっていき、
胃が小さくなっていきました。朝は食べられなくて、お腹がいたくなり
ました。給食は少したべたけど、そのうち呼吸困難で息ができなくなっ
てきました。きつさも楽しさもうれしさも感じなくなり気がついたら入
院していた。ということです。」
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教師　「『食は命』という言葉を知っていますか。・・・・・・略」
A 児　「今はよくそのことが分かります。・・・・・略」
教師　「また、いやなことに出会った時はどうする。」
A 児　 「なんで病気になったのか分からなかったけど、見た目とか友達の言葉と
か気にしすぎて自分の思いとか自分の考えなんてなくて、ただただ食べ
られなくなって。・・・いやなことや困ったときは、もっと自分の体や心
のことを考えたりや自分のやりたいことを見つめたりしないといけない
んだって思ったよ。そしたら、もどっても頑張れるかもしれない。」
A 児　 「それともう 1 つ。笑うから楽しいで習った言葉を思い出して鏡の前で
笑ってみるよ。脳が錯覚してくれるとうれしいです。」
教師　 「脳が錯覚するって、面白かったね。先生もやってみようと思うよ。自分
のやりたいことっていうのもいいねえ。」
　授業の中で、A 児は病気について素直に語ってくれた。病気になったことを、人
間関係の中でわけも分からず苦しんだのは、自分の自己認識の弱さにあったと捉える
ようになっていた。また、人間の心と体の関係を書いた国語科教材「笑うから楽しい」
の内容がとても A 児の中で新鮮な驚きであり今後の生き方にも影響していることが
分かった。この自己理解の授業の中で、A 児が摂食障害という困難を改善・克服し
ようとする意欲が膨らんできたことを実感した。
　④　「学級祭り」（指導計画ⅶのエ）
　入級から 6 週を経た頃、病態は経口摂取も進み規定体重に近づき退院がみえてき
た。A 児は健康記録にスーパー笑顔のシンボルをよく記録するようになってきた。そ
の頃、恒例行事の院内学級祭り（バザー）が予定されており、A 児には、得意の習
字を生かして看板やお祭りの横断幕に取り組ませた。その字形のすばらしさに参加者
からたくさんの賞賛の声をいただき、A 児は満面の笑顔を見せていた。
　売り子としてあいさつや商品の良さを買い手とやりとりする場面では、始めは躊躇
する場面が見られたが、コミュニケーションを重ねるごとに笑顔と会話数が増えた。
　また、買い手として、お気に入りの言葉をうちわに書いてもらえるコーナーでは、「今
日もいっぱい笑うんだ。」という言葉を注文していた。尋ねると国語の学習が心に残っ
ていたからだと話してくれた。A 児は、学習のまとめの作文にも「何かいやなとき
があったときは、『笑うから楽しい』ということを思い出して笑顔を作ってみようと
思いました」と書いていた。
　自立活動と学級祭りという学級行事（特活）と関連させて取り組む中で充実感や自
己効力感に満たされていることが A 児の生き生きとした表情から見て取れた。自己
効力感を高めたこの取り組みは自尊感情を高める大切な機会になったと考える。
　⑤　「毛筆書写」（指導計画ⅶのエ）
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　バザーが終わり、いよいよ退院がせまった頃、A 児は、健康記録にも算数科でも
国語科でも自分で創った表情図をよく使っていた。スーパー笑顔の変形もいろいろ
創った。自分の思いを何かで表現したいというエネルギーが湧いていた。そこで、国
語の授業で、題材を自由にした A 児の得意な毛筆の授業に取り組んだ。A 児は「心」
という文字を選択した。訳を尋ねると、「これからは、私にとって心が大切だと思う
からです。」と答えてくれた。
　自分の思いを表出させたことで、ストレスによる心の緊張感を和らげ心を開放させ
ることに効果があったと捉える。のびのびとした文字の勢いから A 児の意志が伝わっ
てきた。将来は、書道家になりたいという夢を語る A 児の瞳は力強かった。
　（6）指導のまとめ
　約 2 ヶ月間ではあるが、①日常的な自立活動の時間の指導の工夫や②自立活動と
関連付けた教科指導の工夫③自立活動の指導の目標・内容の設定の工夫を行った一連
の指導が、A 児の自己理解を深めることや自尊感情を高めることに有効であったと
考える。
　A 児は食への不安を払拭するきっかけとして、同病の子どもとの会話も大きかっ
たと振り返っている。治療効果に好影響を与えるものであったと思われる。
　総じて、院内学級という、意図的に児童とのかかわりを深める環境が、医療との共
同によって A 児のレジリエンスを高め、摂食障害の克服に向けて有効であったと考
える。
　退院後 2 ヶ月も経たない頃、A 児から運動会への招待状が届いた。地元校を尋ね
てみると、私の心配をよそに A 児はリレーの選手として活躍していた。組み体操で
はのびのびと演技し笑顔が輝いていた。担任の先生から「何事にも意欲的で算数も頑
張っていますよ。また、リレーは自分から希望してエントリーしましたよ。」とお話
いただいた。入院当時、歩けないほど衰弱し、経管栄養の管を付け車いすで登校して
いた頃を思い出した。しかし、退院の頃の A 児の生き生きとした表情も忘れられな
かった。お母さんも「退院後、少し太ったんですよ。」と笑顔で話された。A 児の回
復と活躍が心からうれしかった。
3　考察
　この事例の児童の病気である心身症などの行動障害は、日下（2015）によると、病
弱教育の対象児童生徒の内、重度・重複障害を除いた場合、2013 年では約 25％を占
めており、肥後（2016）が「病弱教育は、以前に増して心理的要因や行動面における
問題への対応が求められていると考えられる」というように病弱教育として基本的な
対象と言える。
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　教育支援資料（2014）では、心身症の内の摂食障害について「体重減少が続き徐脈
などが進行する場合、急激な体重減少が生じた場合、あるいは水の摂取さえ拒むよう
になった場合などには、入院治療の必要性を含め、家族と緊密な連絡を取り合いなが
ら医療の判断を仰ぐ必要がある。」とあり、A 児は、経口摂取ができなくなり、歩行
も困難な状態になっての入院対応であり、病弱教育の対象としても重症な事例に当た
ることがうかがわれる。
　武田（2006）は「心身症児に対する自立活動の場合：おもに心理的ケアが必要な心
身症児に関しては、目に見えない子どもの心をどう捉え、どのようにかかわりながら
『心理的な安定』領域の学習活動を構成・展開していくかという点に、行き詰まりが
集中している。」と指摘しているように、チームでの実践が可能な特別支援学校にお
いても、心身症児の自立活動の指導には困難さがある。
　そのような状況があった中で、本事例では児童が行動を改善し、健康を回復して退
院に至るまで、担当教師と望ましい関係性を構築し、心理的な安定を確保しつつ、自
己理解を深め、かつ自尊感情を高める適切な指導が重ねられた事例であり、病気療養
児への教育的支援のあり方を示したものといえよう。
　以下、本事例で求められた病弱教育の在り方にかかわる指導の特色と教師の指導力
について考察する。
　（1）指導の特色
　①　自己理解・自尊心を高める教育的支援の工夫　自己選択と適時性
　本事例の中心には、児童の自己理解・自尊心を高めるに当たって、自尊感情を損な
う、いわゆる指導的な「こうあるべき」というような関わりが見られないことがある。
事例の第 2 段階の心と体の関係にかかわる国語科の指導では、教材に触れた児童の
感想に自然な驚きが現れている。これについて担当教師は、この題材の学習を通じて、
健康保持の 1 つの方法を意欲的に学び、改善への意欲をもつことができたと考えら
れる」と分析している。これには、授業に当たって、児童の学習は自発によるものと
いう基本的な姿勢がうかがわれる。まず第 1 段階の健康記録を通じて自己理解を丁
寧に促し、それ以降の各段階の学習の提示が、適切な自己選択となるよう適時の対応
をとることができている。このような学習の連鎖を作り出したことが、自立活動が目
指す「知識・技能・態度・習慣」の習得へと至って、児童自身のレジリエンスを培う
ことにつながったと考えられる。
　②　時間割の工夫
　この事例の特色として、時間割上の工夫がある。院内学級では、治療のために、学
習時間の空白や学習中断が生じて、授業時間の確保や児童の単元意識や学習意欲を持
続させることが難しくなる場合が多い。そのために教科の学習は 1 週間を帯時間に
して学習計画をたてることを基本としているという。表 2 の時間割表に示されるよ
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うに、 1 から 3 コマまでは、ほぼ、帯状の時間割となっている。事例の教師は、試
行錯誤の中で、複数年かけて病気療養の必要な児童に適応する時間割を検討して、こ
の形に至ったと述べていた。このような、教育課程にかかわる工夫は、経験年数の浅
い教師には、難しいものがあり、経験者としての総合的な能力が発揮されているもの
といえよう。
　③　自立活動の時間の指導の設定
　時間割・教育課程の工夫の内容にも当たるが、病弱教育では、本事例でも課題にあ
げているように児童の学習の遅れへの不安に対応するため、治療の都合によって制約
のある指導時間の中で、学習空白の解消や遅れを最小限にとどめることへの対応が注
目される。このため、自立活動の時間の指導は、週当たり 1 コマ＋体育科の振り替
え 1 コマとなるケースが少なくない。もちろん、自立活動の指導の必要性を意識して、
例えば、年間総授業時数外とはなるが、日々の朝学活（朝の会）などの時間での指導
や、各教科等の中で、個々の自立活動の課題を意識した関わりは行われている。
　しかし、この事例のように単位時間を 15 分と短くはしているものの、ほぼ毎日行
う設定は、病弱児童の特性に対応した重要な工夫といえよう。
　また、事例の③にあるように、臨機に学級活動の時間を自立活動の時間に置き換え
る対応を行っていることも、特色のある指導といえよう。
　このような対応はどの学級でもきるものではないだろう。院内学級という制約下で、
特別な教育課程編成が可能であり、また、一人担任として時間割調整を自身で行える
環境ならではといえるものであろう。
　④　教科・他領域と関連した指導
　本事例でも、国語の題材で適切なものを指導の当初から導入したり、特別活動の指
導との連携を図ったりしていることは特色と言えよう。事例で取り上げた国語科の指
導について、事例の教師は、自立活動の指導計画策定の段階で回復段階を見通してこ
の単元の設定を構えていた。これらの背景には、長い指導経験に裏打ちされた、様々
な児童の学習のあり様を自立活動の指導と関連づける能力の存在がうかがわれる。こ
のような、各教科等における自立活動の指導を実施できることは、病弱教育担当教師
として、重要な能力と言えよう。
　（2）指導力
　この事例を担当した教員は、小学校の教職歴 30 年以上で、病弱・身体虚弱特別支
援学級（以下　院内学級）の担任としては、 5 年目である。松石（2013）の調査で
得られた病弱教育担当教員の 59％が 21 年以上の経験者で、53％は、病弱教育担当 4
年から 10 年という最も多いカテゴリーに当たる。
　所属の病院内学級は、 1 学級規模であり、同僚教師はいない。松石（2013）がい
うように、入院期間が短くなっていることもあり、院内学級を区市町村立の学校が、
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安定して設置することに困難がある。そのため、当該の教育委員会が、 1 ， 2 名の
病弱教育担当教員のために研修を実施することの困難さがある。このため、本事例の
担当教員は、県立特別支援学校や他地域の広域単位での研究会に自費で参加して研鑽
を重ね、児童の教育ニーズへの対応を図ってきている。　
　指導力の観点からは、指導環境の構成にかかわることも重要な視点である。院内学
級では、これまでも触れたように、治療スケジュールが優先する環境であり、時間の
制約が大きい。また、感染予防のための対策のための行動制限や生活規制があり、人
とのかかわりでは、院外の児童との接触に困難が大きく、教材・学習活動の選択にお
いても、動植物への接触制限や身体的負担の制限、院内で扱える大きさ等々様々な制
約がある。これらを踏まえた適切な指導計画を作成・実施する能力が求められる。
　環境面では、さらに、院内学級は複数の学年の児童で構成される複式学級である場
合が多いこと、少人数であることによる学習活動の制約への対応も求められる。
　こうした背景を踏まえて、この事例で発揮された指導力を考察すると、30 年を超
える小学校教員としてのキャリアによって、学習指導の基本的な在り方や児童心理の
洞察の力があり、また、他者（この場合は、医師・病院スタッフ、保護者）との連携
力が発揮されたことによって、病気による特別な教育ニーズを有する A 児に、適切
な対応をとることができたものといえる。これは、知的障害等他の障害との重複がな
い病弱単一障害にかかわる心理的な安定等の自立活動の指導に当たる基礎力は、通常
の教育で十分な経験を積んだ教師にも備わることを示す事例ともいえよう。言い換え
れば、自己理解の促しや自尊感情にかかわる指導は、自立活動の特別な指導ではなく、
通常の教育においても必要な指導ということである。
　自立活動に関連しては本事例では、入院当初ボディイメージ（自己像）を正しく捉
えられないという観点から、認知面での課題の設定が検討されている。これについて
は、治すことが期待できない障害というレベルではないことから、病気本体への対応
に主眼を置いた計画設定となったものの、ケースによっては、いわゆる発達障害によ
る認知面での偏りを有する場合もあり、そうした観点での自立活動に関する知識が必
要な場合もありえる。この点についても、インクルーシブ教育が求められる現在、知
的障害重複でない限り、通常の学級の教師として発達障害のある児童の認知特性への
対応は、通常の学級の教職キャリアにおいても備えておくべきものとなっているとい
えよう。
4　終わりに
　障害のある子どもの教育ニーズに対応する指導領域として自立活動が設けられその
指導実践が重ねられてきたものの、いまだその実施における課題は多い。そして、ほ
とんどの教師が被教育者として自立活動を学んだ経験が無いことを、その理由として
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挙げられることがある。要するに、特別支援教育に携わる教師は、他の教科教育の指
導法を身に付ける方法とは異なり、どこまでも、学校現場において教師自身が学び続
けることが求められるものであるということである。インクルーシブ教育の時代とし
て、全ての学校の教師は、特別支援教育の指導者として、自立活動の指導力を求めら
れる時代になったともいえる。本稿で示した、病弱児の自立活動の指導の在り方は、
その内容を実施するための課題として教師の指導力の育成等の課題を内包するもので
ある。
　院内学級の子ども達が、病気によって自分の存在の根源が否応なく押し潰されてし
まいそうな痛みとつらさを抱えながら、なお前向きに生きようとしている姿に、病弱
教育を担当する教師は、自らの襟を正して自身も学び続けるという。困難をかかえる
児童を支える教師たちにとって、互いの困難を支え合える体制が一層容易にできるよ
うな環境の実現を願いたい。
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Educational Support for Improving Self-understanding 
and Self-esteem of Health Impairment Students
― A Case of Self-reliance Activities (Jiritsu Katsudou) 
in Hospital Internal Class ―
Michiko ITOH　Hisayoshi SUGIMOTO
　In an area of educational support for students with health impairment, “ Self- reliance 
Activities (Jiritsu Katsudou)” is a critical part to maintain students’ health and psychological 
stability. However, with shortening of hospitalization periods, teachers and medical staffs have 
difficulty to ascertain the actual condition of their students’ educational needs for developing 
efficient self-reliance activities due to students’ diversification and severity of diseases and 
disorders. In addition, almost 80% of teachers working at hospital settings have less than 3  
years of teaching experiences for students with health impairment. Therefore, even though 
self- reliance activities are critical for educational support programs for hospitalized students, 
researches in this topic have been underdeveloped and highly awaited.
　In this paper, we examined a case of implementing self-reliance activities in a hospital 
internal class. A way of educational support to raise self - understanding and self - esteem of 
students with health impairment is discussed.
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保育者を目指す学生の『ピアノの弾き歌い』の指導法
に関する研究（ 1）
～本学学生への質問紙調査による実態と課題の把握について～
足立　広美　　大澤　のり子
1　はじめに
　日本の幼児教育・保育の現場では、ほぼ毎日のように音楽表現活動が行われている。
その中で乳幼児の音楽表現の中心となり、日常的な部分を占める活動は、歌う活動で
あるといえる。（庄司，2010）幼児教育においては、通例 4 月から翌年の 3 月まで
の 1 年間を単位として歌唱活動が行われ、年齢構成に即した保育計画を作成し、歌
の曲を用意しなければならない。（高橋，2005；仲野，2010）幼児教育・保育におけ
る歌には、「童謡」「季節の歌」「英語の歌」「アニメの歌」「流行歌」など様々な歌の
種類が存在し、「季節の歌」においては、一季節に 40 曲から 50 曲くらい必要で、四
季を通して 150 曲以上にもなるとされている。（高橋，2005）これらの歌唱活動では、
主にピアノの弾き歌いによる活動が多くを占めており、保育者を目指す学生は、この
『ピアノの弾き歌い』の修得が必須とされている。（平山，2017）また『ピアノの弾き
歌い』は、教育・保育現場に留まらず、東京都特別区幼稚園教諭採用試験や保育士試
験を皮切りに、地方における様々な幼稚園教諭や保育士採用試験の二次試験において、
試験課題が出されている。弾き歌いに関する研究では、歌唱教材の伴奏法の研究（伊
藤，2011）、簡易伴奏、学生による伴奏付けに関する研究（紙屋，後藤，2008）、保育
者養成校におけるピアノ教育における問題点についての研究（新海，2011）等があり、
とりわけ弾き歌いの指導法に関する研究では多くの研究者らが問題提起し論述してい
る。例えば、教員間での授業見学等を通して指導力の向上に努めなくてはならない。
レッスンは他の講義科目と違い、担当教員の指導次第という部分が大きいため、担当
教員の違いで学生の技術習得に差があってはならない。（諸井，2016）や弾き歌いは
テクニックも必要だが、最も大切な事は子ども達に寄り添い笑顔で演奏ができている
かどうかである。子どもたちの発達、日々の体調や気持ちを見極め、それに合わせら
れる柔軟で豊かな演奏ができることが重要であり、園児が音楽に親しみやすくなるよ
うに対応力や応用力を身につけた演奏が必要である。（馬杉他，2018）等である。こ
のように保育者養成校における『ピアノの弾き歌い』については、多面的な観点から
様々な研究が行われている為、保育者養成校の指導者にとって『ピアノの弾き歌い』
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の指導法については特に大きな関心事であると言える。同時に保育者を目指す学生に
おいて、『ピアノの弾き歌い』は保育者になるためのいわば必須課題とも言えるので
はないかと考えている。
　本研究は、『ピアノの弾き歌い』に対する指導法及び改善点について考察するため
の前段階の調査である。『ピアノの弾き歌い』に対する大きな関心事は本学において
も同様であり、指導法を確立するために、まずは本学学生による『ピアノの弾き歌い』
に関する質問紙調査を行い、学生の志向性や実態について把握していく必要がある。
これらの調査結果をもとに今後の指導法のあり方を検討するための考察を導き出して
いきたい。
2　本学学生における問題の所在
　「弾き歌い」とは、文字通り、ピアノを弾きながら歌うことである。これはピアノ
の技術のみならず、歌唱の要素が含まれるため、ピアノ技術の向上だけでは十分な学
習支援にはならない。（諸井，2016）弾き歌いは幼児一人ひとりを見守りながら弾き
歌いをし、幼児の音域に合わせて時には移調ができて、さらに身体表現においては、
その動きに合わせて即興的に演奏ができるといったものである。（宮脇，2001）すな
わちピアノが弾けるだけでも、『ピアノの弾き歌い』は成立せず、音程やリズム、歌
詞などの技術を確立すること、更に「弾き歌い」をする際、幼児の姿を想像しながら
行えることが、本来の『ピアノの弾き歌い』であると考えられる。
　では、このような「弾き歌い」に習熟するための本学の指導体制はどうなっている
のか。
　第一に、本学は保育者養成校ではないため、保育者になるための専門的な『ピアノ
の弾き歌い』授業は設けられていなかった。むろん、入学時にピアノの試験があるわ
けでもない。よって『ピアノの弾き歌い』については、初心者もしくは初心者に近い
レベルの学生が多くおり、ピアノの弾き歌い技術が現場に出られるまでのレベルに達
しておらず、そのまま卒業し、現場に立つことも珍しいことではない。
　第二に、保育者養成校と比べ、圧倒的に音楽の授業数が少ない。後述するように
2018 年度から新カリキュラムがスタートしたが、本論文の調査対象者である学生た
ちは、旧カリキュラム学生であるため、ピアノに関する授業は、「ピアノ入門」「音楽
基礎演習」「音楽演習」の 3 つで、各授業期間は 1 セメスタのみであった。さらに『ピ
アノの弾き歌い』を中心に行う授業は「音楽演習」のみにもかかわらず、保育者を希
望する学生に対しても選択履修科目であった。2018年度からスタートした新カリキュ
ラムにおいても授業数は増えていない。
　第三に、これまでのピアノ教科は、「弾き歌い」に特化していなかったため、ピア
ノ好きな小学校教員志望者が交じってしまい、受講者が多くなってしまっていた。結
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果として、授業形態は 1 人の教員が 8 人から 9 人の学生を担当することになる。よっ
て授業時間中に 1 人 10 分程度のレッスン時間しか確保できず、各学生のレベルに合
わせた丁寧な指導が行えない現状がある。しかも、演習ⅠⅡⅢⅣや、保育内容等の受
講生数から見ても、保育者を希望する学生は増加傾向にあるといえる。
　このようなこれまでの状況に対して、2018 年度にスタートした新カリキュラムで
は、教職課程の科目である「音楽総合A」「音楽総合 B」に加え、教職課程外の科目
として「授業のためのピアノ」が設けられた。これは 3 年次科目のため実際にスター
トするのは 2020 年度となるが、上記のような現状を改善するために、保育者養成の
ための『ピアノの弾き歌い』の訓練を目的とする授業として設定している。音楽実技
の授業数が少ないのは従前通りであるが、「授業のためのピアノ」が新設されたのは
前進であると感じる。
　以上のような本学における現状を踏まえ、新しい科目を最大限に活用するためにも、
これまでとは根本的に異なる革新的な『ピアノの弾き歌い』の指導法の確立が必須で
ある。短縮された授業の中で効率的に指導を行うと同時に、そのアプローチは、本学
の人間教育の一環をなすものでなければならない。本論文では、まず、『ピアノの弾
き歌い』が必要となる保育者を目指す学生の実態を把握することを主要な目的とする。
3　研究目的
　同前では 1 つ目に、保育者を目指す本学学生に対して、幼児教育・保育現場にピ
アノの弾き歌いが必要か否か、それに対する理由について調査を行い、弾き歌いに関
する志向性について考察する。これは、先行研究において保育現場に『ピアノの弾き
歌い』は必須とする傾向が見られたが、本学学生が『ピアノの弾き歌い』について実
際に抱く考えと、一般的な保育現場における『ピアノの弾き歌い』が必要とされてい
る現状と一致しているか否かについて調査を行うことは、ピアノや歌唱に特化する技
術面の指導の他に必要とされる、学生の心情に寄り沿える指導等のヒントが導き出さ
れる可能性が見えてくるためである。 2 つ目に『アイアイ』（相田裕美作詞 /宇野誠
一郎作曲 /木村充子編曲）『犬のおまわりさん』（佐藤義美作詞 /大中恩作曲 /木村充
子編曲）の楽譜を提示し、ピアノの弾き歌いをする際の「弾けない」「躓きそう」等
の難解なリズムや奏法について調査を行い、学生が難解と感じるリズムや奏法につい
て抽出し、どのようなリズムに躓き、どのような奏法が難解と捉えるのかについて把
握していく。この二曲を調査対象とした理由は、調査に使用する楽曲には、分散和音
やシンコペーション、付点リズム、強弱記号、奏法記号など『ピアノの弾き歌い』に
必要な基本的なリズム・奏法が明記されているとともに、東京都特別区幼稚園採用試
験（2018 年度）及び保育士試験の二次試験（2018 年度）の課題曲となっている為で
ある。これらの難解箇所を把握することは、音楽的な観点から指導法の確立に役立つ
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可能性があるからである。これらの 2 つの調査から今後の指導法のあり方を検討す
るための考察を導き出していく。
4　研究方法
・　調査対象者：
　　「保育内容音楽表現」「リトミック」「演習Ⅲ」「演習Ⅳ」を受講し、保育者志望が
視野に入っている 2 年生から 4 年生までの本学学生 78 名
・　回収者数：
　　59 名（回収率 75.6％）
・　実施期間：
　　平成 30 年 11 月から 12 月
・　調査方法：
　　本学学生に対する質問紙による質問紙調査
・　調査項目：
　　○ピアノの弾き歌いについて　○音楽歴（ピアノのみとする）について
　　○楽譜の難解箇所について等（別紙参照）
これらの調査結果から、『ピアノの弾き歌い』の指導法を検討するための実態及び課
題の把握をしていく。
5　質問紙調査結果
（1）『ピアノの弾き歌い』が必要か否かについて（表 1 参照）
　本学学生によるピアノの弾き歌いが必要か否かについては、59 名中 58 名の 98.3％
の学生が必要と回答しており、一般的な保育現場における『ピアノの弾き歌い』が必
須とされている現状と本学学生が抱く『ピアノの弾き歌い』に対する必要性が一致し
ていることが分かった。一方『ピアノの弾き歌い』が不必要と回答した学生は 59 人
中 1 人で 1.7％であった。
表 1　ピアノの弾き歌い必要性について
項目 人数（人） 割合（％）
必要 58 98.3％
不必要 1 1.7％
（ 2）『ピアノの弾き歌い』が必要及び不必要の理由について（表 2 参照）
　同前については、CDでは子どもの身体発達に合わせた伴奏ができない、子どもの
実態に合わせたテンポに働きかけができない、伸び伸びとした表現が乏しくなる等、
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CDとピアノとの比較から表れた理由や、ピアノのほうが絶対音感が身に付く、音楽
の感性やリズム感が養われる、温かみが増す、一斉での歌い出しが可能になる、途中
から歌い始めたり、繰り返し歌うことができる、集中力が増す、言葉や身体能力など
の幅が広がる等、ピアノによる音楽的な技術面や、子どもの様々な発達を促すために
は『ピアノの弾き歌い』が必要という意見がみられた。その他には、ピアノそのもの
が保育現場にあることによる保育環境の充実を図れる点や、保育者が弾き歌いするこ
とで安心感を与えられる、保育者と子どもとの信頼関係が生まれる、主体的、能動的
に発達を促進できる、保育の質につながる等、保育者が弾き歌いをすることによる子
どもへの影響から『ピアノの弾き歌い』が必要とする意見があった。また採用試験に
必要、インターンシップや教育実習に行き必要と感じたなど、実際の採用試験や保育
現場での経験から『ピアノの弾き歌い』が必要との意見がみられた。一方の『ピアノ
の弾き歌い』が不必要とした理由は、ピアノの弾き歌いではなくても音楽と関わるこ
とができるとする意見であった。
表 2　『ピアノの弾き歌い』が必要な理由 不必要な理由
・CDでは子どもたちの身体発達に合わせた伴奏ができない。
・CDでは目の前の子どもたちの実態に合わせたテンポに働
きかけができない
・CDを準備している間にピアノで 2 曲ぐらい歌えてしまう、
時間が勿体無い
・CDでは子どもの伸び伸びとした姿等の表現が乏しくなる
・ピアノのほうが絶対音感が身に付く
・ピアノのほうが音の楽しさが増す
・ピアノのほうが音楽の感性やリズム感が養われる
・ピアノのほうが協調性を育むことができる
・ピアノのほうが温かみが増す
・ピアノのほうが一斉に歌い出しが可能になる
・ピアノのほうが途中から歌い始めたり、繰り返し歌うこと
ができる
・ピアノのほうが言葉や身体能力などの幅が広がる
・ピアノのほうが集中力が引き出せる
・ピアノのほうが歌や音楽への関心を深めることができる
・幼児教育で初めてピアノに触れる子どもが多いため、生の
ピアノがいい
・ピアノが子どもに身近に感じられるために必要
・保育室にピアノがある環境で生活できること自体が学びに
なる
・幼少期から音楽が生き物であることがより実感できる
・保育者がピアノを弾くことで生活の時間（朝・昼・帰り）
等が把握できる
・保育者の弾き歌いにより子どもの様子を伺うことができる
・保育者が弾くことで安心感を与えられる
・保育者が弾き歌いすることで、保育者と子どもとの信頼関
係が生まれる
・保育者の演奏すること自体が教育的に大きな影響を与える
・保育者の弾き歌いにより、子どもの主体的、能動的に発達
を促進できる
・伸び伸び歌い、自分を表現するためには保育者の音楽性に
富んだピアノの弾き歌いが必要
・リズム感や歌唱力は保育者の援助があってこそ身に付くた
め、CDでは機械的で身につかない
・ピアノの弾き歌いが保育者の質の向上につながる
・幼児にとって身近な保育者がピアノの弾き歌いをすべき
・ピアノの弾き歌いではなく
ても音楽と関わることがで
きる
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・　公立、私立ともに採用試験に必要
・　インターンシップに行って必要性を感じた
・　教育実習に行きピアノ弾き歌いの必要性を感じた
（3）本学学生のピアノ歴について（表 3 参照）
　本学学生のピアノ歴については、 0 年～ 1 年未満が 59 人中 14 人で全体の
23.7％、 1 年～ 3 年未満は 17 人で、28.8％、 3 年～ 5 年未満は 2 人で 3.4％、 5
年～ 10 年未満は 15 人で 25.4％、10 年以上は 11 人で 18.6％であった。ピアノ歴が 10
年以上の 18.6％の学生に対し、0 年～ 1 年未満及び 1 年～ 3 年未満が 50％を越え、
初心者もしくは初心者に近い学生が全体の半分以上を占めていることが分かった。
表 3　ピアノ歴について
ピアノ歴 人数（人） 全体の割合（％）
0 年～ 1 年未満 14 23.7％
1 年～ 3 年未満 17 28.8％
3 年～ 5 年未満 2 3.4％
5 年～10年未満 15 25.4％
10年以上 11 18.6％
（ 4）「アイアイ」楽譜番号ごとの特徴及び難解箇所について＜複数回答可としてい
る＞（表 4 - 1 参照）
　「アイアイ」を弾き歌いする際に難解と感じている箇所の割合は表 4 - 1 の通りで
ある。全体の 3 割から 5 割程度難解としている箇所は、①、②、③、⑤、⑧であっ
た。①は右手 8 分と左手 4 分音符の組み合わせ、②はそれぞれ右手の 3 拍目に 1
拍分のシンコペーション、左手①と同様で、4 分との組み合わせである。①と②は「ア
イアイ」の前奏箇所である。④は、右手 2 拍分のシンコペーション、 1 拍分のシン
コペーションの特徴を含むメロディ、左手は分散和音である。⑤も右手が 8 分音符
と 4 分休符のメロディラインで左手が 2 拍分のシンコペーションが続く音形である。
⑧はト音記号の範囲内で右手と左手の和音を抑える箇所である。⑥と⑦は、 6 割、
7 割の学生が難解と感じていたが、⑥は右手がメロディラインをなぞっているもの
の、左手が 2 拍分のシンコペーションが 3 拍続き、 1 拍分のシンコペーションと
続いている箇所で、急にリズムを奏でる形態が半分になる感覚の箇所である。⑦はこ
の曲の後奏箇所である。左手の分散和音や、16 分音符、右手が 16 分音符から 8 分
音符に続いたり、スタッカートやタイ等の奏法も含めてやや忙しいリズム形態となっ
ている。このように譜面のみを見てみると、メロディラインをなぞる箇所や 4 分や
8 分が多い箇所よりも、メロディではなく、複雑化しているリズム形態に対して難
解と感じた学生が多かったことが分かった。
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表 4 - 1　「アイアイ」ハ長調 4 分の 4 拍子（楽譜 1 参照）の楽譜番号ごとの特徴及
び全体（59名）から見る難解箇所＜複数回答可とする＞
楽譜番号＜特徴＞ 人数（人）
割合
（％）
①　右：8 分休符、8 分音符
　　左：4 分音符、8 分休符、8 分音符 32 54.2％
②　右：8 分休符、8 分音符、シンコペーション
　　左：4 分音符、8 分休符、8 分音符　
　　奏法：シンコペーション
30 50.8％
③　右：4 分音符、8 分音符、8 分休符
　　左：8 分音符の分散和音　 14 23.7％
④　右：2 拍分のシンコペーション、8 分音符、付点 2 分音符、
　　　　1 拍分のシンコペーション
　　左：8 分音符の分散和音　
　　奏法：シンコペーション
25 42.4％
⑤　右：8 分音符、4 分休符
　　左：2 拍のシンコペーション
　　奏法：シンコペーション、臨時記号
31 52.5％
⑥　右：4 分音符、8 分音符、2 拍のシンコペーション、
　　　　付点 2 分音符
　　左：2 拍のシンコペーション、1 拍のシンコペーション、
　　　　8 分音符
　　奏法：シンコペーション、クレッシェンド、臨時記号
36 61.0％
⑦　右：2 分音符、4 分休符、16 分音符、8 分音符、8 分・4
分休符
　　左：8 分音符の分散和音、8 分音符、8 分・4 分休符、16分
音符
　　奏法：クレッッシェンド、スラー、タイ、スタッカート
43 72.9％
⑧　右：和音
　　左：和音
　　奏法：R.H< 右手>L.H<左手>
24 40.7％
（ 5）「アイアイ」のピアノ歴別にみる難解箇所について＜複数回答可とする＞（表
4 - 2 参照）
　ピアノ歴別に見る「アイアイ」の難解箇所については表 4 - 2 の通りである。①及
び②は「アイアイ」の前奏箇所であるが、Aのピアノ歴 0 年～ 3 年未満の学生の
8 割が難解箇所としているのに比べ、Bの 3 年～ 10 年未満及び Cの 10 年以上の学
生の難解箇所では、約 2 割から 3 割程度に留まっていた。③はAの学生が 5 割に
満たず、B及び Cの学生は 0 ％であった。④及び⑤は、ピアノ歴が長くなるにつれ
減少傾向にあった。⑥はAが 77.4％に対して、B47.1％ Cが 36.4％と経験年数によっ
て若干の減少傾向であった。⑦はA，B，Cともに 5 割をこえ、初心者から 10 年以
上の学生全てにおいて難解箇所とする確率が高かった。⑧は、Aが 6 割を超えてい
るのに対して、Bが 11.8％、Cが 27.3％であった。Aの初心者及び初心者に近い学生
は③を除き 6 割から 8 割の譜面に対して難解と感じていることや、A，B，Cと⑦
の後奏のリズム形態に対して難解と感じている学生が多数いた以外は、ピアノの経験
年数が長くなるにつれて難解箇所が減少傾向になっていることが分かった。
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表 4 - 2　「アイアイ」のピアノ歴別にみる難解箇所＜複数回答可＞
ピアノ歴
楽譜番号
A　0 年～ 3 年未満
（31人）
B　3 年～10年未満
（17人）
C　10年以上
（11人）
人数
（人）
割合
（％）
人数
（人）
割合
（％）
人数
（人）
割合
（％）
① 25 80.6％ 5 29.4％ 2 18.2％
② 22 71.0％ 5 29.4％ 3 27.3％
③ 14 45.2％ 0 0.0％ 0 0.0％
④ 19 61.3％ 5 29.4％ 1 9.1％
⑤ 22 71.0％ 7 41.2％ 2 18.2％
⑥ 24 77.4％ 8 47.1％ 4 36.4％
⑦ 26 83.9％ 10 58.8％ 7 63.6％
⑧ 19 61.3％ 2 11.8％ 3 27.3％
（ 6）「犬のおまわりさん」楽譜番号ごとの特徴及び難解箇所について＜複数回答可
とする＞（表 5 - 1 参照）
　「犬のおまわりさん」の難解箇所については表 5 - 1 の通りである。過半数に近い
学生が難解と感じているのは②と⑥で、②は、両手ユニゾンで奏する 4 分音符に短
前打音の装飾音符、 8 分音符のリズム形態であり、奏法はスタッカート、スラーに
臨時記号が記されている箇所であった。⑥は、 3 拍目の 1 拍分の三連符、臨時記号
がある他は 4 分、 8 分音符が並ぶリズム形態であった。全体の 3 割から 4 割が難
解と感じた箇所は、⑤と⑦及び⑧で、⑤は、右手メロディ、左手は三和音の組み合わ
せで、スタッカート、タイで奏する箇所であった。⑦は、 8 分音符、 8 分休符でメ
ロディをなぞり、そのメロディに左手がスラ－やタイで 8 分音符を刻み伴奏を行う
リズム形態であった。⑧は右手がシンコペーションを含むメロディライン、左手が三
和音、重音が記されている。またスタッカートやタイを奏する箇所であった。①、③、
④の難解箇所は 3 割を超えていなかった。これはユニゾンであること、メロディラ
インをなぞっていること、 4 分音符、 8 分音符が続く単純等のリズム形態であった。
表 5 - 1「犬のおまわりさん」ニ長調 4 分の 4 拍子（楽譜 2 参照）の楽譜番号ごとの
特徴及び全体（59名）から見る難解箇所＜複数回答可とする＞
楽譜番号＜特徴＞ 人数（人）
割合
（％）
①　右：8 分音符
　　左：8 分音符
　　奏法：f、スラー、スタッカート、デクレッシェンド
14 23.7％
②　右：4 分音符、8 分音符
　　左：4 分音符、8 分音符
　　奏法：装飾音符、スタッカート、スラー、臨時記号
35 59.3％
③　右：8 分音符、4 分休符
　　左：分散和音
　　奏法：mf、スラー
13 22.0％
④　右：付点 4 分音符、8 分音符、4 分音符、4 分休符＜十六分
音符＞
　　左：分散和音、4 分音符、4 分休符
17 28.8％
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⑤　右：4 分音符、8 分音符
　　左：4 分音符の三和音、8 分音符の三和音
　　奏法：mf、スタッカート、タイ、シンコペーション
19 32.2％
⑥　右：4 分音符、8 分音符、8 分の三連符、4 分休符
　　左：付点 2 分音符の三和音、4 分音符の三和音、8 分の重音、
8 分音符奏法：mp、クレッシェンド、デクレッシェンド，
臨時記号、連符、スラー
35 59.3％
⑦　右：8 分音符、8 分休符、2 分音符、4 分休符
　　左：8 分音符の三和音、8 分休符、8 分音符、2 分音符
　　奏法：mp、スラー、タイ
26 44.1％
⑧　右：2 拍分のシンコペーション、4 分音符、8 分音符
　　左：付点 2 分音符の三和音、4 分音符、4 分休符、8 分音符
　　奏法：シンコペーション、スタッカート、タイ、臨時記号
19 32.2％
（ 7）「犬のおまわりさん」のピアノ歴別にみる難解箇所について（表 5 - 2 参照）
　「犬のおまわりさん」のピアノ歴別に見る難解箇所は表 5 - 2 の通りである。M①
及び②は前奏箇所であるが、①のユニゾン箇所についてAのピアノ歴が 0 年 ~ 3 年
未満の初心者及び初心者に近い学生が 45.2％に比べ、Bの 3 年以上 10 年未満の学生、
Cのピアノ歴が 10 年以上の学生はともに 0％であった。②の装飾音符を奏する箇所
は、Aの学生が 77.4％と難解と感じている割合が高く、B及び Cの学生においても
3 割から 4 割で難解箇所としていた。③は、右手がメロディラインで左手が 8 分
の分散和音であるが、Aが 45.2％に対して、Bが 5.9％、Cが 0 ％であった。④は右
手がシンコペーションのメロディ、左手が③と同様の奏法であるが、Aが 54.8％、B
が 17.6％、Cに至っては 0 ％であった。⑤は右手メロディ、左手がスタッカート奏
法での三和音箇所であるが、Aが 54.8％、Bが 11.8％、Cが 0％であった。⑥は、 3
連符の入るメロディ、左手が三和音奏法であるが、Aが②に続いて難解としている
学生が多く、B学生においても 5 割を越え、Cも 27.3％の学生が難解箇所としていた。
⑦は、右手 8 分のメロディ、左手が三和音、アルペジオであるが、Aが 61.3％に対し、
B及び Cが 2 割弱から 3 割弱の学生が難解と感じていた。⑧は、右手がシンコペー
ションがあるメロディ、左手が三和音、重音が続く箇所だが、Aが 51.6％で Bが 5.9％、
Cが 18.2％と Bよりも Cが難解と感じる唯一の箇所であった。
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表 5 - 2　「犬のおまわりさん」のピアノ歴別に見る難解箇所＜複数回答可＞
ピアノ歴
楽譜番号
A　0 年～ 3 年未満
（31人）
B　3 年～10年未満
（17人）
C　10年以上
（11人）
人数
（人）
割合
（％）
人数
（人）
割合
（％）
人数
（人）
割合
（％）
① 14 45.2％ 0 0.0％ 0 0.0％
② 24 77.4％ 7 41.2％ 4 36.4％
③ 12 38.7％ 1 5.9％ 0 0.0％
④ 14 45.2％ 3 17.6％ 0 0.0％
⑤ 17 54.8％ 2 11.8％ 0 0.0％
⑥ 22 71.0％ 10 58.8％ 3 27.3％
⑦ 19 61.3％ 5 29.4％ 2 18.2％
⑧ 16 51.6％ 1 5.9％ 2 18.2％
6　本学の課題とその把握について
①　『ピアノの弾き歌い』に関する本学の授業実態について
　『ピアノの弾き歌い』に関する先行研究では様々な観点から論じられおり、とりわ
け『ピアノの弾き歌い』の指導法については多くの先行研究が行われていることを鑑
みると、保育者養成において『ピアノの弾き歌い』の習得が必要であること、またこ
の大きな関心事は、幼児教育・保育現場において盛んに『ピアノの弾き歌い』による
歌唱活動等の音楽活動がなされているという事実から論じられていることが考えられ
た。
　本学は保育者養成校ではないため、養成校と比べて「ピアノ」の授業が圧倒的に少
ない上、『ピアノの弾き歌い』に特化した授業が 1 コマしか設けられていなかった。
更に 1 人の教員が 8 人から 9 人の学生を担当するため、 1 人 10 分程度のレッス
ン時間しか確保できず、レッスンの質を向上させようにも、時間的な制限により、丁
寧なレッスンが施せていない。2018 年度からは「音楽総合A」「音楽総合B」に加え、
保育者のための『ピアノの弾き歌い』に特化した「授業のためのピアノ」が開始され
るが、（ 3 年次科目のため 2020 年度から開始）本学の現状から限られた授業の中で、
どのようなカリキュラムや手法で授業を進めるのかについて急ピッチで検討する必要
があると考えている。
②『ピアノの弾き歌い』に関する本学学生の志向性と学生の実態について
　本学学生による『ピアノの弾き歌い』が必要か否かに関する調査を行った結果、59
人中 58 人の 98.3％の学生が必要と回答しており、保育現場における『ピアノの弾き
歌い』が必要とされている一般的な現状と保育者を目指す 9 割以上の本学学生との
考えが一致していることが窺えた。この理由については前述の通りだが、この志向性
が確認できた事は、今後の授業外＜レッスン以外＞における学生自身の向上心や主体
的な『ピアノの弾き歌い』の学びを向上させる一助となり得ると考えており、学びの
－ 104 －
創価大学教育学論集　第 71 号：足立・大澤
モチベーションを持続させる上で有効な事である。
　本学の保育者を目指す学生のピアノ歴を調査すると、 5 割を越える学生がピアノ
歴 0 年～ 3 年未満と初心者及び初心者に近い学生であることが分かった。学生自身
の志向においては『ピアノの弾き歌い』は必要とされており、学生自身の主体性を軸
にしたピアノの授業が見込める可能性はあるが、現状を踏まえると、初心者に対する
丁寧なレッスンのカリキュラムを検討していくことに加え、『ピアノの弾き歌い』を
はじめとするピアノの指導法の改善等、確立していくことが急務であることが考えら
れた。
③「アイアイ」「犬のおまわりさん」の楽譜の難解箇所について
　全体から見る「アイアイ」「犬のおまわりさん」 2 曲について「弾きづらい」「難
しい」と感じる箇所については、シンコペーションや 16 分音符などの複雑なリズム
形態、装飾音符や連符などの奏法の箇所において難解とする回答数が多かった。難解
とする回答数が多くあったシンコペーションのリズムでも、それ自体が歌のメロディ
をなぞっているシンコペーションについては、難解としている割合が 3 割程度に留
まっている。このことは、メロディラインをなぞっているときは良いが、知らない音
に難しいリズム形態が出てくる箇所に苦手意識を感じる学生が多いことが考えられ
た。また前の小節の流れと異なるリズムが表れたときにも難解とする回答数が多い傾
向がみられた。
　次にピアノ歴別に見る難解箇所についての傾向性は、
　A　初心者もしくは初心者に近い学生が難解としている割合が高くても、 3 年以
上のピアノ歴があれば、少しの練習で弾き歌いができる可能性が見えた箇所　
　B　ピアノ歴が長くなるにつれて難解箇所が減少した箇所
　C　全体的に難解と感じている箇所
の 3 つの傾向性がみられた。「アイアイ」及び「犬のおまわりさん」は就職試験や保
育士試験等の課題で使用されており、この 2 曲を習得することは必要だと考えてい
るが、『ピアノの弾き歌い』のレッスンの際に、教員が楽曲の楽譜から学生の難解箇
所をあらかじめ把握する事は、ピアノ指導が効率的に行える可能性が見えてくる。「ア
イアイ」や「犬のおまわりさん」は比較的テンポが速く、リズムや曲想等、主にピア
ノの技術面を重視したアプローチが必要な曲といえる。これらの難解箇所を参考に今
後の指導法に役立てていきたいと考えている。
7　考察および授業の提案について
　保育者を目指す学生において『ピアノの弾きうたい』を習得するということは、技
術のみを向上させても意味が無く、「弾き歌い」の先には子どもたちがいるというこ
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とを念頭に置くと、技術面とともに幼児教育・保育に特化した『ピアノの弾き歌い』
の習得が必要であると考えている。したがって次のような『ピアノの弾き歌い』の習
得事項が必須であると考える。
　○ピアノの技術の向上＜運指・リズム形態・奏法等の基礎基本＞　
　○歌唱技術の向上＜椅子座り発声法＞
　○幼児教育・保育で使用される子ども曲の把握＜使用目的・季節・歌詞等＞
　○模擬年間計画の作成　
　○弾き歌いのあり方＜楽譜から目を離し、幼児を見る等＞
など 5 つが挙げられた。しかし上記の 5 つを習得するためには、ある程度の授業時
間数が必要であり、今後どのような形態で何に重きを置きレッスンを施すのか、検討
していく必要があると考える。本学における現在の課題から、保育者に特化した『ピ
アノの弾き歌い』授業が行われつつあるとは言え、本学の授業を担当する教員が 3
人しかいない事、初心者及び初心者に近い学生が 5 割を超えること等を考慮すると、
カリキュラムや授業体制の抜本的な見直しが必要であると考えている。本学の現状か
ら考えれば、短時間且つ少数の教員でも弾き歌いの習得ができるような授業体制を整
えていく必要があるということである。そのためのいくつかの授業の提案をしていき
たい。
①　授業自体のコマ数を増やし、一人の教員が担当する学生数を 5、 6 名程度の少
人数編成で尚且つグループごとによる授業が行えることが望ましいと考えている。こ
の授業形態は、今までのマンツーマンのレッスン形態に加え、一斉指導が可能なリズ
ムや運指等の習得をグループレッスンにしていく事で、効率の良い習得が可能となる。
つまり個別指導と一斉指導とに分け、用途に合わせた授業を展開することにより、「幼
児・子どもの歌」及び「小学校共通教材」の課題曲がクロスしていた事による時間的
なロスの軽減が見込まれる。更に、具体的な学生の状況を教員が把握することが容易
となり、レベルに応じた授業が可能となる。またグループ内での相互の学び合いによ
り、モチベーションの向上が期待されると考えている。
②　授業毎に学生の進捗状況等を記録し、毎回異なる教員が担当したとしても、その
記録から、学生の状況が明確に把握でき、課題を進められるようにしておくことが必
要であると考える。レッスンの共通カルテ化を図ることで、あらかじめ教員が学生の
状況を把握することができ、レッスン効率が良く、スムーズに授業が進められるメリッ
トがあると考えている。
③　『ピアノの弾き歌い』に特化した授業を行うことが必要と考えている。2018 年度
では前述の通り、「授業のためのピアノ」が 2020 年度から開始されるが、ピアノの授
業自体を『ピアノの弾き歌い』に重きを置いたカリキュラムにシフトする必要がある
と考えている。『ピアノの弾き歌い』に特化した内容といっても、旧カリキュラムの
授業始めは、教則本等によるピアノの基礎・基本習得後に「弾き歌い」が行われてい
－ 106 －
創価大学教育学論集　第 71 号：足立・大澤
たが、時間が限られた中で教則本もやり、弾き歌いも行うことで、どちらも目標レベ
ルまで到達できなくなってしまう可能性が出てくる。『ピアノの弾き歌い』をやりな
がら、運指やリズム形態を把握させ、基礎的な面においても同時に習得していく指導
法を確立する等、「弾き歌い」を中心とした内容に大きくシフトしていくことで、効
率性の良い授業展開が見込めると考えている。
④　保育者志望と小学校教員志望とそれぞれに「弾き歌い」の課題曲を分け、授業の
スタート時から、「幼児の歌」と「小学校共通教材」とを提示し、授業を行う体制が
必要であると考える。旧カリキュラムでは、保育者を志望する学生と小学校教員を志
望する学生とが混在する中で授業を進めているため、授業で行う弾き歌いの課題曲が
クロスしている状況である。このクロスしている状況を解消するためには、それぞれ
志望ごとの課題曲を提示し、授業開始から保育者と教員用で曲目を分ける事で、効率
的に課題がクリアでき、より多くの曲を弾き歌いできるようになる可能性が見えてく
ると考えている。
⑤　初心者と上級者とのグループ編成をし、個別指導の待ち時間や授業外の練習の際
の学生どうしのサポート体制を構築する必要があると考えている。前述した通り、本
学の保育者を目指す学生のピアノの経験年数では、初心者及び初心者に近い学生が
5 割を超えていることや、「アイアイ」と「犬のおまわりさん」 2 曲の難解箇所を調
査した結果、初心者及び初心者に近い学生に向けて、より丁寧な指導が必要であると
考えている。授業数や受講する学生数等により、教員のみの指導で初心者に向けた丁
寧な指導を施すことや、難解箇所を克服する事は物理的に難しい状況にあることが考
えられ、その上、初心者のみならず中級者や上級者についても個別に各学生の状況に
合わせた授業を行う必要がある。そこで、レベル別の少人数制によるグループの他に
もう一つ初心者と上級者とを組ませたグループ編成を行い、学生同士の相互の学び合
いの中で、共に『ピアノの弾き歌い』の向上を目指すことが大切であると考えている。
⑥　『ピアノの弾き歌い』を目指した基礎技能等の習得法や、更には『ピアノの弾き
歌い』に必要な総合的な学びが目指せる指導のシステム化等、具体的な指導法の確立
が必要であると考えている。「アイアイ」や「犬のおまわりさん」はテンポが速い上、
シンコペーションや奏法等、複雑なリズム形態が多い曲目である。この 2 曲に芸術
性は求められないかもしれないが、これらのリズム形態を習得できなければ、豊かな
表現表出の基盤は構築できないといっても過言ではないと考えている。これらのリズ
ム形態を習得するためにどのようなアプローチで指導をしていくのか等、指導方法に
ついての検討が必要だと考えている。
8　今後の展望
　『ピアノの弾き歌い』とは文字通り、ピアノと歌唱をミックスさせる上に、同時に
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両手と口と異なる動きを伴う奏法である。つまりピアノだけ弾けても歌だけ歌えても
『ピアノの弾き歌い』は成立しない。ピアノ及び歌唱に伴い、幼児を見て歌うこと、
歌詞の意味を考慮したうえでの表現表出など、『ピアノの弾き歌い』を行う事は同時
にいくつかの作業や動作が要求されるものである。本学学生のピアノ歴については初
心者、初心者に近い学生が多くおり、このことは、ピアノを弾くことに必要な読譜力
などの音楽基礎能力の乏しい学生が多いと予想される。ピアノを弾くことだけでも運
指やリズム理解等、様々な基礎的能力が必要にもかかわらず、それに加えて歌唱面に
おいても考慮しなければならないとすると、現在のピアノの授業数だけでは到底、現
場に出られるまでのレベルに達することは不可能であろう。この現状を打開するため
に 6 つの提案を行ったが、総じていえば ‘ ピアノしか教えられない指導 ’ ではなく、
ピアノの基礎基本から、歌唱面までカバーでき、総合的に指導するシステム等、指導
する側の改革が求められていると感じている。そして指導する側の改革だけではなく、
学生自身が自主性を持って練習に励む等、指導される側の姿勢も重要となる。当然の
事ながら、練習意欲を掻き立てられるような指導も大切になってくる。このような指
導する側と指導される側の協同的な学びのもとでピアノの授業を行っていくことが、
より効率的に『ピアノの弾き歌い』の技術的な向上を図るとともに、人間教育の根幹
となるような、能動的な学びを促進することが可能となると考えている。今後はこの
質問紙結果をもとに、初心者の学生を選出し、『ピアノの弾き歌い』のレッスンを実
際に行う。そして「難解」と思われる箇所についてどのように指導し、習得させるこ
とができたかについてレッスン過程を記録し、これらを基に授業改善を行っていきた
い。
資料 1　弾き歌いに関する質問紙調査
・幼児教育・保育におけるピアノの弾き歌いは必要と思いますか？その理由も答えて
ください。
　ア　必要　　　　　　イ　不必要
　理由
・あなたの音楽歴を教えてください。＜例ピアノ歴 39 年など＞
・あなたの将来の希望職種について聞かせてください。＜ 2 つまで可＞
　ア．　幼児園教諭　　イ．保育士　　ウ．子ども園保育者　　エ．小学校教諭
　オ．その他教育関係　　カ．一般企業　キ．その他＜迷っている＞
・あなたがピアノの弾き歌いの練習をしようとします。プリント裏の楽譜を見て、練
習中につまづきそう、難しそう、弾けなさそう、無視しそう、等の難解＜リズムや
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奏法＞と思われる箇所を下記の例のように挙げて下さい。＜複数回答可＞その際、
難解箇所が無い場合は無回答で大丈夫です。
　　○「アイアイ」について＜例　①のみ　②と③　全部　なし等＞
　　○「犬のおまわりさん」＜例　⑧のみ　全部　なし等＞
・あなたは今後「アイアイ」「犬のおまわりさん」のピアノのレッスンの協力の意思
はありますか？
　ア．協力してもいい＜受講したい＞　イ．協力しない　　ウ．その他
資料 2「アイアイ」（相田裕美作詞 /宇野誠一郎作曲 /木村充子編曲）南曜子・今村
方子・今川恭子『心を育む子どもの歌』61頁，教育芸術社（2011）より一部を引
用
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資料 3『犬のおまわりさん』（佐藤義美作詞 /大中恩作曲 /木村充子編曲）南曜子・
今村方子・今川恭子『心を育む子どもの歌』76頁，教育芸術社（2011）より 1
部を引用
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Piano Hiki Utai Instructional Methods for Students 
Aiming to Become Childcare Workers [ 1 ]: 
A Questionnaire Survey
Hiromi ADACHI　Noriko OSAWA
　　This study considers the form of instructional methods used to teach piano hiki utai from 
the perspective of the circumstances and issues faced by students at this university, based on a 
questionnaire survey concerning ( 1 ) the intentionality of the students and ( 2 ) points of 
difficulty in teaching two children’s songs that are widely used in Japanese early childhood 
education and childcare.
　　Since singing activity in the form of takes place on a daily basis in Japanese early 
childhood education and childcare, mastering piano hiki utai is essential for students aiming to 
become childcare professionals. As the characters used to write it in Japanese suggest, piano 
hiki utai refers to “singing while playing the piano for the sake of children,” and simply being 
able to play the piano or being able to sing a song are not enough—a high degree of skill is 
needed. However, because more than 50% of the students at our university are beginners, or 
over 50% if one includes those close to beginner-level, and because this is not a childcare 
professional vocational school, specialized classes in piano hiki utai are not provided at this 
university; the reality is that there are far fewer classes related to the piano than at a vocational 
school. Accordingly, innovative reform is necessary in order to provide efficient instruction in 
a limited number of classes. As well as improving piano fundamentals and vocal skills, it is 
also necessary for these classes to promote an attitude of independent learning; mutual 
interaction between teachers and students and cooperative learning are key to improving 
singing while playing piano. 
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いじめ防止と道徳科の重点指導項目に関する調査研究
―小学校教員の意識を中心に―
田中　健一　　水野　正幸　　加藤　秀男　　鈎　治雄
1　問題と目的
　今日いじめ問題は依然として学校教育における最重要課題のひとつであり、特に近
年のいじめ問題は低年齢化の傾向にあり、小学校でも児童間のいじめが大きな問題と
なっている。
　そうした中で、小中学校の新学習指導要領では新たに「特別の教科　道徳」の設置
が明示されることになった。文部科学省は小学校において 2018 年度（平成 30 年度）
から完全実施となった「特別の教科　道徳」に対して、いじめ問題解消への重要な手
立てとして大きな期待を寄せている。その上でいじめの問題への対応を一層充実した
ものにするために、授業内容も児童生徒の発達段階を踏まえた体系的なものにし、内
容の改善や問題解決的な学習や体験的な学習を取り入れるなどの工夫を図ることを強調
している 1）。こうした指摘はいじめ問題への対応に関して、とりわけ道徳教育に対し
てより実効性のある教育を求めていることのあらわれであるといえる。
　既に文部科学省は全国の小中高等学校等において、2016 年度のいじめの認知件数
は過去最多の 32 万 3808 件に及んでいることに言及している。2016 年度のいじめの
認知件数は、前年度と比べて 9 万 8676 件も増加したことになる。
　このようないじめの認知件数の増加の背景には、2017 年 3 月に同省が「けんか」
や「ふざけ合い」もいじめと捉えるように方針を改めたことが大きく関係している。
こうした背景をふまえて、学校現場は積極的にいじめを認知するにいたり、件数の増
加につながったと考えられる。中でも小学校におけるいじめの認知件数は 23 万 7921
件となっており、前年度と比較して 8 万 6229 件も増加している。小学校におけるい
じめの認知件数の増加は、中学校の 1 万 1309 件、高等学校の 210 件の増加数と比較
してみても、きわめて高い数値となっている 2）。
　「けんか」や「ふざけ」といった行為は、いわば小学生に特徴的な行動特性でもあ
ることから、小学校におけるいじめの認知件数が増加傾向にあるのは、ある意味で当
然の帰結であるといえる。しかし、この数値からは広義の意味でのいじめの実態をう
かがい知ることができるという点では、今後のいじめの対応に向けての重要な資料で
あることに違いはない。
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　その一方で、より重視すべき点として「いじめ防止対策推進法」で定める被害者の
生命や身体の安全が脅かされるなどの「重大事態」が、小中高全体で 400 件以上にの
ぼっていることである。これらの数値はあらためていじめ問題の根深さをあらわして
いるといえよう 3）。
　いじめ問題への予防と対応に向けて、これまで「道徳」の時間はどのような役割を
果たしてきたのであろうか。
　従来の「道徳」の時間が、正式に教育課程の中に位置づけられたのは、1958 年（昭
和 33 年）の小中学校の学習指導要領においてのことである。この年、一例として、
小学校教育課程では、①「各教科」（国・社・算・理・音・図・家・体）、②「道徳」（週
1 時間配当）、③「特別教育活動」（児童会活動、学級会活動、クラブ活動）、④「学
校行事等」（儀式・学芸的行事、学校給食等）の 4 領域が正式に位置づけられ、今日
の教育課程の基盤が作られた 4）。
　しかしながら、半世紀以上を経た今日においても、児童生徒の学力向上に社会の期
待が集中し、各教科にかかわる教育内容が重視され、教科への比重が高まる一方で、
週 1 時間配当の「道徳」の時間や今日の「特別活動」の時間は、常に軽視される傾
向にあった。こうした背景の中で、これからの「道徳教育」をより一層充実したもの
にし、いじめ問題への対処を可能にしていくためには、大要、以下の 3 点の課題を
克服していくことが求められる。
　第 1 は、既に述べてきたように、教科教育偏重の教育課程にあって、人格形成や
学校、学級の生活基盤としての道徳や特別活動のもつ意義について、何よりも社会や
学校関係者の意識を高め、心豊かな人間関係に根ざした学校生活づくりを目指してい
くことである。
　第 2 に、従来の「道徳」の時間における授業内容や展開の面での課題があげられる。
これまでの道徳の授業の課題のひとつは、ともすれば教材の心情理解のみに偏った形
式的な指導に陥っていたことにある。児童生徒に教師が望ましいと考える紋切型の答
えを要求したり、記述させる授業が中心になるあまり、授業の進め方や内容そのもの
が単調になり、創意工夫に欠ける傾向がみられた 5） 。
　第 3 に、今後は「道徳」の授業とその他の教科、とりわけ、「特別活動」との連携
を視野に入れた取組が求められるということである。「道徳」を通して得られた知識
や学習内容を、学校生活や家庭生活の中で、どのように具体的な行動や実践へと移行
し、結実できるかということが大きく問われている。
　そうした意味では、道徳教育の中核をなす「特別の教科　道徳」の授業内容の新た
な取組みと展開が強く求められている。今回の新学習指導要領において、これまでの
「道徳」の時間が、一歩踏み込むかたちで制度上「特別の教科　道徳」として教科化
されたことは、戦後の教育課程の変遷からみてきわめて大きな意義があるといってよ
い。「道徳」の教科化の背景には、既に見てきたように、いじめ問題に象徴される児
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童生徒の倫理観や道徳心の欠如、人間関係の希薄化といった問題が潜んでいる。
　これからの道徳教育を充実したものにし、児童生徒関係の歪みの象徴としてのいじ
め問題への対応を可能にしていくためには、とりわけ、道徳教育の中核をなす「特別
の教科　道徳」の意義や内容、展開の仕方について検討し、理解を深めることを通し
て、その役割と責任を明確にしていく必要がある。
　そこで、本研究では、道徳教育の中核としての「特別の教科　道徳」の指導内容、
中でも学習指導要領で明示されている「道徳」の重点指導項目に着目する。その上で、
「特別の教科　道徳」が、いじめ問題への解消のための重要な手立てとなるためには、
まず授業の体現者である教師自身が、これらの重点指導項目のどこに着目し、重視し
ているのかを明らかにしていく必要がある。その理由は、教師自身のいじめに対する
認識や道徳観が、「道徳」の授業目標や内容、構成に及ぼす影響がきわめて大きいと
考えられるからである。
　既に文部科学省は、「特別の教科　道徳」の授業に際して計 22 の内容項目を挙げて
いる 6）。このうち、今回の小学校学習指導要領の一部改正に伴い、いじめ問題への対
応等の観点から、小学校第 1 学年から第 6 学年の重点項目として、新たに内容項目
を追加している 7）。
　具体的には、小学校第 1 学年及び第 2 学年で「個性の伸長」「公正、公平・社会
正義」「国際理解、国際親善」、第 3 学年及び第 4 学年で「相互理解、寛容」「公正、
公平・社会正義」、第 5 学年及び第 6 学年で「よりよく生きる喜び」の重点項目を
新たに追加した 8）。小学校の教育課程では、これらの重点項目をふまえて、児童の発
達段階を考慮しつつ、よりよい授業改善に資するとともに、実効性のある道徳教育の
推進を図ることが期待されることとなった。
　「特別の教科　道徳」（道徳科）で重視している内容項目の検討の中で、とりわけ「い
じめ」に係る記述があるのは、次の 2 項目であると考えられる。
　 1 つ目が「相互理解、寛容」9） である。この内容項目では、いじめを生まない雰
囲気や理念を醸成するとともに、互いの違いを認め合う理解や他者を尊重する態度が
期待されている。つまり、価値理解を通して他者理解、自己理解を深めることが求め
られている。
　 2 つ目は「公正、公平、社会正義」10）である。ここでは、差別や偏見の心を持つ
という人間の本性や弱さに積極的に立ち向かい、公正、公平な判断力を育み、正義と
は何かについて考え、自覚を新たにしていくことが求められている。こうした視点は、
いじめ問題に対処していく上で、きわめて重要な視点であると考えられる。いじめを
抑止していく上では、こうした 2 つの内容項目はもとより、「特別の教科　道徳」で
示された全 22 の内容項目が、道徳科の授業だけにとどまらず、児童の日常生活に生
かされることが重要である。
　ところで、「特別の教科　道徳」の実施に伴い、検定教科書を使用することになっ
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たが、平成 30 年度から使用されている道徳科の教科書の発行元（教科書会社）全 8
社が取り上げた、「いじめ防止に関する内容を扱った教材内容」に関係する内容項目
は以下のとおりである 11）。小学校において、それぞれの内容項目が全 8 社中、何社
で取り上げられているかを上位から順に示すと、以下のようになる。
（ 1 ）小学校低学年で取り上げた教材の内容項目
　「善悪の判断、自律、自由と責任」 8 社、「親切、思いやり」「公正、公平・社会正義」
4 社、「友情、信頼」 3 社、「節度、節制」 2 社、「生命の尊さ」「個性の伸長」「希
望と勇気」「努力と強い意志」 1 社。
（ 2 ）小学校中学年で取り上げた教材の内容項目
　「信頼、友情」 8 社、「公正、公平・社会正義」 6 社、「個性の伸長」「善悪の判断、
自律、自由と責任」 4 社、「相互理解、寛容」「よりよい学校生活、集団生活の充実」
3 社、「規則の尊重」「正直、誠実」 1 社。
（ 3 ）小学校高学年で取り上げた教材の内容項目
　「公正、公平・社会正義」 8 社、「善悪の判断、自律、自由と責任」 5 社、「友情、
信頼」「相互理解、寛容」 3 社、「親切、思いやり」「個性の伸長」「生命の尊さ」「規
則の尊重」 2 社、「礼儀」「勤労、公共の精神」 1 社。
　低学年の新しい「道徳」の教科書では、「善悪の判断、自律、自由と責任」「親切、
思いやり」「公正、公平・社会正義」が上位を占め、中学年では「信頼、友情」「公正、
公平・社会正義」が上位を占め、高学年では「公正、公平・社会正義」「善悪の判断、
自律、自由と責任」が上位を占めていることがわかる。また、低中高学年に共通の内
容項目は、「公正、公平・社会正義」であった。
　以上のことから、低学年では「自分の好き嫌いにとらわれないで接すること」、中
学年では「誰に対しても分け隔てをせず、公正、公平な態度で接すること」、高学年
では「誰に対しても差別をすることや偏見をもつことなく、公正、公平な態度で接し、
正義の実現につとめること」を指導目標として、計画的、発展的に指導するとともに、
「生命の尊さ」や「善悪の判断、自律、自由と責任」「友情、信頼」「相互理解、寛容」
などの指導内容との関連を図りながら、指導をすすめる必要性があることがわかる。
　さらに、これまでの小学校教員の「道徳」における幾つかの具体的な授業実践事例
では、どのような内容項目を意識して、道徳の授業を展開しているのであろうか。ち
なみに、「特集『いじめ』を乗り越える道徳授業づくり」12）で取り上げられた授業実
践に関する記事や指導案、授業記録をみると、以下の計 10 の内容項目をもとに、授
業が行われていることがわかる（一部、内容項目の記述のないものについては、記述
された内容から筆者らが判断した）。
　「道徳の時間を中心に（執筆者：田村直美）」（内容項目：「誠実」）、「親子愛を通し
て生命尊重の道徳教材（執筆者：増尾敏彦）」（内容項目：「生命の尊さ」）、「道徳で学
ぶ仲間意識（執筆者：井上貴子）」（内容項目：「友情、信頼」）、「なんとなくではなく、
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しっかり分かり合える友達になろう（授業者：中里真一）」（内容項目：「友情、信頼」）、
「自作資料でいじめの構造を考えて（執筆者：若山大輔）」（内容項目：「公正、公平・
社会正義」）、「いじめの見方がこの二冊で変わる（執筆者：高田保彦）」（内容項目：「公
正、公平・社会正義」）、「中学年の『思いやり』の資料を高学年で（執筆者：本郷一毅）」
（内容項目：「親切、思いやり」）、「小さな勇気が大きな勇気に（執筆者：渡辺由美子）」」
（内容項目：「善悪の判断、勇気」）、「見方を変えたら味方がふえる～だから～（授業者：
勝又明幸）」（内容項目：「才能、努力」）、「心の叫びが聞こえますか（授業者：土田暢
也）」（内容項目：「勇気」）。
　こうした実践事例は、いずれも「道徳」の授業を通して、いじめ防止に対する改善
工夫がうかがい知れる貴重な教育実践であり、各授業実践が、それぞれ異なった内容
項目をふまえて展開されていることがわかる。
　しかしながら、これらの一連の教材はいずれも新しい教科書で取り上げられている
いじめの内容や、一部のいじめにかかわる授業実践内容と「道徳」の内容項目との関
連についてみたものであり、教師自身の意識や考え方についてみたものではない。そ
の意味では、授業の担い手である教師自身の意識に目を向け、いじめ対応との関連に
おいて、「特別の教科　道徳」の重点内容項目のどの点を強く意識し、注目して授業
を展開しようとしているのかを明らかにすることは、これからの道徳教育のあり方を
考える上で、きわめて重要となるであろう。
　そこで本研究では、いじめの抑止に向けて、「特別の教科　道徳」の授業を実施す
る際に重視すべき内容項目に関する教師の意識について、小学校教員を対象に調査的
検討をおこなう。
2　方　　法
（1）調査内容：
　 1 ）調査Ⅰ： 「平成 30 年度から完全実施される道徳科の授業で、特に重視すべき内
容項目は何だと思いますか。学習指導要領で示された 22 の内容項目
は、それぞれ相互に関連し合う内容ですが、とりわけ、いじめ防止に
関連して重要であると考えられる項目を 7 つ選び、重視すべき順に
1 ～ 7 の番号を付けてください」との教示のもとに、22 の内容項目
の中から 7 つの内容項目を選択させた。
　 2 ）調査Ⅱ： 調査Ⅰで、いじめ防止に関連して、道徳科の授業で重視すべき内容項
目を 7 つ選んだ理由について、自由記述で回答を求めた。
（ 2 ）調査期日：2016 年（平成 28）年 10 月
（ 3 ）調査対象： 東京都 W 市内の計 20 校に勤務する小学校教員 246 人（男性 116 人、
女性 130 人）
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　年齢別内訳は、20 代（男性 24 人　女性 45 人）、30 代（男性 45 人　女性 33 人）、
40 代（男性 21 人　女性 28 人）、　50 代（男性 23 人　女性 21 人）、 60 代（男性 3 人　
女性 3 人）であった。
　W 市は東京西部に位置する中核都市である。2014（平成 26）年 6 月には、W 市
いじめ防止基本方針が策定されている。また「平成 29 年度　学校教育指針」の中で、
健全育成の推進において「いじめの防止」を位置づけ、「子どものいじめ防止条例」「子
どものいじめ防止基本方針」及び「学校いじめ防止基本方針」に基づき、道徳教育と
人権教育の充実に努めている。
（ 4 ）分析方法：本研究では、上記の 2 ）調査Ⅱで得られた自由記述の内容を、KJ
法で分析し、いじめ防止に関連して、小学校教員が道徳科の授業で重視すべき内容項
目を選択した理由を整理し、検討した。
3　結　　果
　自由記述欄において、「いじめ防止について道徳科の授業で重視すべき内容項目 7
項目を選んだ理由」について、分析し、整理をおこなった。分析方法については、
KJ 法（川喜田，1970）を参考にして、分類・カテゴリー化を行った 13）。分類・分析
をおこなう際には、著者 3 名で実施した。なお、「内容項目を選んだ理由」について
の分析であることから、明確に理由や根拠が記載されている回答のみを分析の対象と
した。
　分析の結果、年代や性別による差異が認められた。なお分類に際しては、道徳科の
内容項目にみられる道徳性を、大きく「父性性」と「母性性」の 2 つの観点に分類・
整理することで検討をおこなった（図 1 ～ 10）。
（1）父性性としての「生命の尊厳」の重視
　今回の分析から見えてきた小学校教員の意識の特徴の 1 つは、まず第一に、父性
性の面では、「D. 生命の尊厳」が、いじめ抑止との関連の上で重視されていることで
あろう。父性性としての「D. 生命の尊厳」を重視する傾向は、30 代、40 代男性教員
と 20 代、30 代、50 代女性教員でいずれも顕著に認められる。
　たとえば、20 代女性教員では、「生命は一番大切なものだから」「相手や自分の尊
厳を大切にすること」「生命より大切なものはない」、30 代男性教員では、「生死に関
する感覚が児童に大きな開きがある」「命を尊ぶことはすべての価値項目につながる」、
30 代女性教員では、「仲良くすることや相手の命を大事にすることは最重要」「命の
尊さを知れば、自分自身を大切にする気持ちが大きくなる」「命の尊さがわかれば、
生命を軽視しない」「自分の命はもちろん、他人の命の大切さを感じとらせたい」な
どの記述が認められた。同様に、40 代女性教員でも、「命の大切さを伝えたい」「生
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命を尊重してほしい」「命の大切さや誰もが平等であることを伝えたい」、50 代男性
教員では、「命の尊さは大前提」の記述がみられた。
　大半の教員は、男女を問わず、一貫して、「特別の教科　道徳」の授業実施に際して、
いじめが自殺という最悪の結果をも招きかねないという事態をふまえて、「D. 生命の
尊厳」要因を最も重視したと考えられる。本稿では、「D. 生命の尊厳」項目を父性性
に分類したが、心理学でいう「父性性」には、「物事を判断する」「厳しく鍛える」「（悪
を）断つ」「（悪を）切断する」「正邪を区分する」といった意味が含まれている。そ
うした点では、「D. 生命の尊厳」が選択された背後には、「かけがえのない生命を断
じて守り抜く」「命の大切さを誰よりも強く心に刻み込む」ことのできる、生命力に
溢れる児童を育てたいという教師自身の父性的な意思を感じ取ることができる。多く
の教員がいじめ問題に対処していく上で、道徳科の授業で何よりもかけがえのない「生
命の大切さ」を重視している点は、きわめて示唆に富むといえよう。
　既に述べてきたように、筆者らはいじめを抑止していく上で、「道徳科」の授業の
重点項目として、「相互理解、寛容」と「公正、公平、社会正義」の 2 つが、とりわ
け重要であることに言及したが、今回の調査で得られた小学校教員の「D. 生命の尊厳」
重視の傾向は、児童が「いじめは絶対に悪いこと」「かけがえのない命は、何にも増
して大切にしなければならい」ということを実感し、子どもたちが相互に共有できる
「道徳科」の授業を目指す必要があるとしている点では、「公正、公平、社会正義」の
中の、「社会正義」という視点とも深く関連すると考えられる。
（2）母性性としての「他者との関わり」、「他者への思いやり」の重視
　今回の分析から見えてきた今一つの特徴は、多くの教員が重視する項目として、母
性性としての「他者との関わり」、「他者への思いやり」、そして「自尊感情」「自己肯
定感」をあげることができる。
　まず「他者とのかかわり」では、20 代男性教員で「コミュニケーション能力が低
い児童が増えているから」「規律を守り、友だちとの距離感をある程度保つことを伝
える」「人とのかかわりの中に人の生き方があるから」などの声が寄せられ、30 代女
性教員では、「人と人が関わりあって生きていくことの大切を教える」「子ども同士の
かかわりが、学校生活では主になるから」という指摘がなされた。また、50 代男性
教員からは、「人とかかわり合う力が育っていない子どもたちが多い」などの意見が
出された。
　結果では、「他者とのかかわり」と深く関連する今ひとつの要因として、「他者への
思いやり」を指摘することができる。本研究では、「他者への思いやり」と共に、「他
者受容」が「他者とのかかわり」の中の一つの重要な側面であることが指摘された。
　この「他者への思いやり」について、20 代女性教員では、「相手を思う態度は言葉
としてあらわれる」「自分と人、どちらも同じように大切にする心を学ぶ」などの意
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見が寄せられた。とりわけ、50 代教員では男女共に、他者を思いやる「道徳」の授
業の必要性が示唆された。具体的には、「相手の気持ちになって考える想像力を培う」
「今の子どもは相手への思いやりが欠如している」「自分のことだけで汲々としている」
といった指摘がなされた。
　母性原理の特徴は、「いたわる」「包み込む」「抱きかかえる」「養い育てる」という
点にあるが、今回の結果を通して、多くの教員が年齢を問わず、いじめ問題を克服し
ていくための重要な手立てとして、他者愛や愛他心を育む授業を「道徳科」に求めて
いることがわかる。
　さて今回の結果では、多くの教員が「道徳科」の授業において、子どもの「自尊感
情」や「自己肯定感」の育成を重視していることも明らかになった。ここでは、こう
した「自尊感情」や「自己肯定感」を、“ 自己を受容できる力 ”“ 自身をいたわる力 ”
という観点から、母性性の中に含めて考察した。以下、「自尊感情」と「自己肯定感」
を一括りにして、その具体例を示しておきたい。
　まず 20 代女性教員では、「自分を大切にできなければ、人を大切にできないことを
自覚する」（自尊感情）、30 代男性教員では「自分には素晴らしいところがあること
を自覚させる」（自己肯定感）、50 代女性教員では、「自分に対する肯定感を育む」（自
己肯定感）、60 代女性教員では、「個を確立することの大切さを自覚する」「自分自身
の生命を大切にする」（自尊感情）等の意見が出された。こうした一連の結果の背景
には、多くの教員が今日の子どもたちの自尊感情や自己肯定感の低さを憂慮している
ことが考えられる。
（3）男性教員に特徴的な父性原理
　今回の調査結果で得られた今ひとつの特徴として、男性教員のすべての年代と、20
代、30 代の女性教員で、「善悪の判断」や「規範意識」「集団での規律」といった「ルー
ルの順守」について重視している傾向が顕著に認められたことがあげられる。
　具体的には、20 代男性教員の場合、「自律によって善悪の判断をおこなうことが重
要である」「全員が規律を守り、生活できないと他人を思いやれない」等の考えが、
30 代男性教員では、「善い悪いがわからないといけない」「善悪の判断をつけること
で相手を傷つけない」、40 代男性教員では、「自律がまず何よりも大切」「我慢すること」
等の意見が、50 代女性教員では「自分の価値判断で適切な言動がとれること」「すべ
ての人や事柄を公平に見ること」等の考えが強く見られる傾向にあった。とりわけ、
60 代の年配男性教員では、「『ならぬものはならぬ』といった絶対的な考えを教える
ことが不可欠」「『悪いことは悪い』と判断し、行動できる」力を育むことを重視して
いることがより顕著に認められた。これらの一連の結果から、男性教員の多くが、“ 父
性原理 ” に根ざした道徳性を重視していることが読み取れる。
　なお、こうした年代以外の教員では、前述したように 40 代の中堅女性教員で、道
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徳科の授業に際して、「他者との関わり」をとりわけ重視しており、加えて「生命の
尊厳」という点に重きを置いた回答も目立った。とりわけ、50 代、60 代の女性教員
では共に、「“ 自分自身 ” や “ 他者 ” の尊重」という点を重視する回答が多く見られた。
既に触れてきたように、男性教員では、すべての年代において「ルールの順守」といっ
た “ 父性原理 ” に根ざした回答理由が見られたのに対して、女性教員では、授業で重
視する内容として、年代が上がるに伴い、「ルールの順守」から「他者の存在や生命
の尊重」、そして「自他ともに尊重する」といった視点を重視する傾向へと次第に変
化しつつあることが示唆された。
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図 1 20 代男性教員の重点項目に関する意識（24 人） 
他律はいずれ崩れる、自律によって コミュニケーション能力が低い児童が増えている
善悪の判断を行う 規律を守り、友達との距離感をある程度保つこと
全員が規則を守り、生活ができないと 相手の気持ちを考え行動できるようになるため
他人を思いやれない
正しいことは何か理解するのは自分
周囲とのかかわり方を学ばせていく
相手への距離感
生命や他者との関わり 人との関わりの中に人の生き方がある
生命の尊さの指導が必要
命の大切さに触れること
お互いの個性を理解し、受け入れること
周りの人とのより良い関係について考えさせる
相手の気持ちを考え、相手の立場に立って行動すること
一人一人の個性の伸長と自己肯定感を高める
周囲とのかかわりの中で善悪の判断、思いやりの心を育む
B他者との関わり
A他者受容
C規律意識
A生命の尊厳
父性性 母性性
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 20 代女性教員の重点項目に関する意識（45 人）
善悪の判断がつかずに心無い言葉が出る 生命は一番大切なもの
相手の自分の尊厳を大切にすること
生命より大切なものはない
規則を守って落ち着いて学校生活をすること
自分の気持ちと相手の気持ち双方を考えさせる 相手を好きでいられる距離感を見付けること
他者との違いを理解し、受け入れる心が大切 人と関わりながら生きていくために必要
相手の気持ちを理解し、分かってあげること 相手のことを思いやる気持ちが欠けている
集団や人との関わりの中で自分がどう生きるか、関わるか 人とコミュニケーションをとる必要
今の子どもたちは主体的に人との関わりの幅を広げていない 意図的に異質な存在を理解する
どんな相手も自分なりに受け入れることや折り合いをつけること 人への感謝の気持ち
一人では生きていけない。他の人々との関わりの中で生きる 相手のことをまず知ること
親切、思いやりの心を持つことが一番大切 自己肯定感を高めることも大切
人への感謝の気持ち 誠実さや正直さ
友だちを大切にする心を育むこと
相手を思う態度や言葉として表れる
自分は周りの人から助けてもらっているという気持ち
充実した学校生活があって、そのうえで自分自身で考えたり判断できる
善悪の判断を児童に身に付けさせることが必要
自分自身の気持ちに打ち勝てる判断力が大切
自分と人、どちらも同じように大切にすること
相手の立場に立ち行動できる思いやり、親切
人と関わることの中で相手を理解したり、相手を認め受け入れたりすること
自分を大切にできなければ人を大切にできない
「自分はかけがえのない存在」があってこそ
自己を振り返ってからでないと他人を考えられない
善悪の判断 生命の尊厳
安定した学校生活
母性性
父性性
B他者への思いやり A自尊感情
A善悪の判断 D生命の尊厳
C安定した学校生活
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図 3 30 代男性教員の重点項目に関する意識（45 人） 
命の尊さが何より大切
生死に関する感覚が児童に大きな開きがある 善悪をしっかり教えることが大切
生命の尊さを知り、相手のことを考えていくこと 善い悪いが分からないといけない
命を尊ぶことはすべての価値項目につながる
公平・公正の考えはいじめと逆だと思う
勇気をもって行動すること 人生の分岐点には勇気が必要
個人と集団の両方を成長させること 自分自身、他人、家族などのバランスよく育てる必要
自分自身や他人、社会や集団、自然との関わりの社会的実践力
自己肯定感を高める 自分のこと、相手人との関わり
自分は素晴らしいところがあることを自覚させる 互いの理解
相互に理解することが相手を思いやる
自分は家族から愛されていることを気づかせる 互いに思いあえる
家庭生活の充実
家庭で愛されているかが大事 他者に対して寛容であること
相手を理解し寛容の心で
接すること
善悪の判断をつけることで相手を傷つけない
「なぜ人をいじめてはいけないのか」「なぜルールを守らなければならないのか」の疑問を伝える必要がある
正しいことを正しいと言える社会の縮図が学校
D生命の尊厳 A善悪の判断
正しいということを考える
社会との関わり
A自己肯定感 B他者理解
他者受容
C家族から愛されているか
父性性
母性性
 
図 4 30 代女性教員の重点項目に関する意識（33 人） 
仲良くすることや相手の命を大事にすることは最重要
生命の尊さを知れば、自分自身を大切にする気持ちが大きくなる
生命の尊さが分かれば生命を軽視しない
自分の命はもちろん、他人の命の大切さを感じ取らせたい
友達の良さ、信頼することされることの良さを感じること
自分勝手な見方ではなく、公正公平に見ること
決まりを守る心の大切さは集団生活では必要
善悪の判断と自律できるなら自分の悪い考えを制することができる
ダメなことを自分や友達がしたときも正直に話すことができるといい
人と人が関わり合って生きていくこと 周囲への関心、気づかい
人との関わりで他者への思いを考えさせたい 自分と相手の両者を大切に思うことが大切
相手がどのような気持ちなのかを感じること
子供同士のかかわりが、学校生活では主になる 相手の立場に立ってものを考えること
相手を受け入れることや相手への礼儀が大切 寛容さをもって相手を受け入れられる力
いじめをしてしまう側に心の充足がないから
愛されている、愛する気持ちが大事
心の充実、満たされている感が大事
感動することで心が豊かになり、自尊心も高まる
人との適切な関わり方や学校生活の充実が効果的
B他者との関わり
A正しいことを考える
A充実感・充足感
D生命の尊厳
父性性
母性性
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図 5 40 代男性教員の重点項目に関する意識（21 人） 
個々が自立すること 相手との友情、信頼の在り方を学ぶことが大切
善悪の判断
自分の中での正義で抑止 立場が違う相手のことを考慮する気持ちが足りない
他者理解
勇気
正しい判断ができる心
規律や規則の尊重
集団生活での抑止
自律がまず大切
我慢すること
自分で判断して行動することが大切
お互いを理解し、寛容な態度と思いやりの心が大切
自分の周りを大切にすること
A価値判断
C規律・規範意識
C自律心
父性性 母性性
B他者を理解すること
 
 
 
 
 
 
 
図 6 40 代女性教員の重点項目に関する意識（28 人） 
命の大切さを伝えたい 人との関わりを考えていく時間を取りたい
生命を尊重してほしい 人との関わりを大切にしたい
自分の命がどれだけ尊いか 自分にも他人にも誠実になることが大切
同じように相手の命も大事 相手の気持ち、立場、行動を理解すること
自由をはき違えている 相手も一人の人間という意識
悪いことは悪いと伝えたい 相互理解
一人一人の善悪の判断が何より大切
自分を大切にできるからこそ
相手のことも大切と思える
お互いの良さ苦手な面などを理解すること
価値観の違う人を排除するのではなく理解する
他者を大切に思い、自己も他者も高めていく
命の大切さや誰もが平等であることを伝えたい
D生命の尊厳 B他者との関わり
C相互理解
Cルールの順守
父性性 母性性
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図 7 50 代男性教員の重点項目に関する意識（23 人） 
命の尊厳 集団・人との関わり
「生命の尊さ」は大前提 まず人との関わりが大切
人と関わり合う力が育っていない子供たちが多い
自分の価値判断で適切な言動を取る 人間性・社会性を身に付けさせていくことが大切
正しい判断
他を思いやること
一人一人を大切にすること
相手の気持ちになって考える想像力
周りの人を大切にする気持ちが重要
相手の立場になって考えることが重要
他者を受け入れていくための自己受容
気持ちのゆとり 自己肯定感の養成
思いやりの心や友達と関わり合う心が必要全ての人や事柄を公平に見ることが大事
B他者との関わりD生命の尊厳
A判断できる力
B他者への思いやり
C自己受容
母性性父性性
 
 
図 9 60 代男性教員の重点項目に関する意識（3人） 
優れた人としての生き方や他者へのまなざしが問われる
「悪いことは悪い」と判断して行動する
「ならぬものはならぬ」といった絶対的な考え
父性性
Dルールの順守
 
図 8 50 代女性教員の重点項目に関する意識（22 人） 
集団との関わりが大事 周りの雰囲気に流される子が多い
望ましい集団ではいじめは起こりにくい
自分に対する肯定感
一人一人の個性の尊重 自分自身に関することが大切
相手についてその考えや行動を受け入れる 自分に対する心のゆとり
相手への思いやりがない
「寛容さ」が足りなくなっている
一人一人がかけがえのない存在と心から感じること
自分の事だけで汲々としている
C集団との関わり
A個々の受容
A他者への思いやり
A自己肯定感
母性性
 
 
図 10 60 代女性教員の重点項目に関する意識（3人） 
よりよい生き方を考える
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4　考　　察
　ここで改めて、W 市の小学校教員を対象にしておこなった研究結果（KJ 法による
質的分析）から浮き彫りになった、いじめ問題の対応と道徳科の内容項目に関する教
師の意識について、観点別に振り返っておきたい。
　観点「A　主として自分自身との関わり」で示された道徳科「内容項目」は、「善
悪の判断」「正しいことを考える」「自律」「自尊感情」「自己肯定感」「自己受容」「充
実感・充足感」「我慢」「判断できる力」である。本研究結果では、これらの「A」の
観点のうち、いじめ問題への対応等の上から、とりわけ、多くの教員が重視したのは、
「自尊感情」と「自己肯定感」であった。こうした結果は、多くの教員が、今日の子
どもたちの自尊感情や自己肯定感の低さを憂慮していることを裏付けるものであろ
う。
　観点「B　主として人との関わり」で示された道徳科の「内容項目」は、「他者理解」
「他者受容」「他者への思いやり」である。本研究結果では、これらの「B」の内容の
うち、いじめ問題の対応等の観点の上から、とりわけ、多くの教員が重視する内容と
して、母性性としての「他者への思いやり」、そして「他者との関わり」があがった。
母性原理の特徴は、「包み込む」「抱きかかえる」という点にあるが、今回の結果を通
して、多くの教員が年齢を問わず、いじめ問題を克服していくための重要な手立てと
して、こうした他者愛や愛他心を育む授業を「道徳科」に求めていることがうかがえ
る。
　観点「C　主として集団や社会との関わり」では、「ルールの順守」「規律・規範意識」
「安定した学校生活」「家族から愛されている」「多様なものを受け入れる」があげら
れた。
　今回の結果の特徴的な傾向は、いじめ抑止の視点から、男性教員のすべての年代と
20 代、30 代の女性教員で、「善悪の判断」や「規範意識」「集団での規律」などの「ルー
ルの順守」を重視していることであろう。男性教員の多くが、授業においても、「悪
いことは悪い」、「ならぬものはならぬ」といった父性原理に根ざした道徳性を重視し
ていることがわかる。
　また、観点「D　主として生命や自然、崇高なものとの関わりに関すること」では、
多くの教員が、「生命の尊厳」をいじめ抑止との関連の上で重視していることが明ら
かになった。「生命の尊厳」を重視する傾向は、20 代女性教員、30 代女性教員、30
代男性教員、40 代男性教員、50 代女性教員でいずれも顕著に認められた。
　上記の分析の結果をふまえつつ、観点 A の中で重視された「自己肯定感（自尊感
情）」、観点 B で重視された「他者への思いやり」、観点 C の中で重視された「ルール
の順守」、そして、観点 D で重視された「生命の尊厳」の計 4 つの内容項目をもとに、
児童のいじめ問題の対応等の観点から、道徳性の相互作用が図られるよう、以下の
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1 ～ 5 つの活用例を示しておきたい。
1　分析結果を活かした道徳教育の全体計画の活用例
　全体計画の意義は、「小学校学習指導要領解説　総則編」において「人格の形成及
び国家、社会の形成者として必要な資質を場として学校の特質や実態及び課題」に対
応した道徳的展開や「学校における道徳教育の重点目標を明確にして推進する」こと
を明示するとともに、全体計画の内容としては、基本的把握事項の中に「学校や地域
社会の実態と課題、教職員や保護者の願い」などを考慮することが明示されている 14）。
○道徳教育全体計画の活用例
（ 1 ）学校教育目標
　人権尊重の精神に基づき、これらの社会に主体的に対応し、国際社会に貢献できる、
心身ともに健康で人間性豊かな児童の育成を目指す。この目標を達成するために以下
のような児童像を設定する。
○考える子　◎思いやりのある子　○元気な子　◎ルールを守る子（◎印は重点項目）
（ 2 ）学校の道徳教育の目標
　自らの課題をもって生活を切り開き、友達との関わりをもとに互いに尊重し、いじ
めのない学校生活を向上させようとする心豊かな児童の育成を目指して、以下の項目
を重点とする。
①生命の尊厳を重視し、いじめのない健康で安全に気をつける子ども
②善悪の判断をもって、自分と異なる意見や立場を尊重する子ども
③ルールをよく守り、よく考えて行動し、規律ある生活をする子ども
（ 3 ）道徳科の目標
① 自他の生命の尊厳を重視し、いじめのない健康で安全に学校生活が送れるようにす
る。
②自ら善悪を考え、友達の意見をよく聞いて、正しく判断し実践できる態度を養う。
③ きまりを守り、差別や偏見をもたず、友達への思いやりをもって行動できるように
する。
○ 道徳教育全体計画をもとにした道徳の年間指導計画により、学級の一人一人の児童
の道徳的判断力を高め、検定の教科書及び指定の道徳教育教材集を活用しながら、
道徳的心情を豊かにし、道徳的態度と実践意欲の向上を図ることによって道徳的実
践力を育成する。
○各教科や特別活動で行われる道徳教育を明確化し、補充・深化・統合を図る。
（ 4 ）各学年の内容項目の指導の重点
①低学年
○ よいことや悪いことを区別し、よいと思うことを進んで行う。［A　善悪の判断、
自律］
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○ 幼い人や高齢者など身近な人に思いやりの心で接し親切にする。［B　親切、思い
やり］
○ 生きることを喜び、生命を大切にする。［D　生命の尊さ］
②中学年
○ 正しいと判断したことは、自信をもって行う。［A　善悪の判断、自律、自由と責任］
○ 相手のことを思いやり、進んで親切にする。［B　親切、思いやり］
○ 約束や社会のきまりを守り、公徳心をもつ。［C　規則の尊重］
③高学年
○ 誰に対しても思いやりの心をもち、相手の立場に立って親切にする。［B 親切、思
いやり］
○公徳心をもって法やきまりを守り（中略）、協力して責任を果たす。［C　規則の尊重］
○ 生命がかけがえのないものであることを知り自他の生命を尊重する。［D　生命の
尊さ］
　上記の学校の道徳教育の目標、道徳科の目標、各学年の内容項目の指導の重点を生
かしながら、いじめ問題への対応等から学校の実態や児童の実態、教師や保護者、地
域の住民の願いを基にして道徳教育全体計画に適切に配置したい。
2　分析結果を活かした道徳科の年間指導計画の活用例
○ 道徳科の各学年の年間指導計画 35 時間（ 1 年は 34 時間）のうち、重視すべき A
～ D までの 4 つの観点の内容項目を多く配置したい。
○年間指導計画の活用例
　第 1 ・ 2 学年は 19 内容項目（時間）＋［A　善悪の判断、自律、自由と責任］ 2
時間＋［A　個性の伸長］ 2 時間＋［B　親切、思いやり］ 2 時間＋［B　友情、信頼］
2 時間＋［C　規則の尊重］ 2 時間＋［C　公正公平、社会正義］ 2 時間＋［D　生
命の尊さ］ 2 時間＋［D　自然愛護］ 2 時間＝ 35 時間
　第 3 ・ 4 学年は 19 内容項目（時間）＋［A　善悪の判断、自律、自由と責任］ 2
時間＋［A　個性の伸長］ 2 時間＋［B　親切、思いやり］ 2 時間＋［B　相互理解、
寛容］ 2 時間＋［C　規則の尊重］ 2 時間＋［C　公正公平、社会正義］ 2 時間＋［D　
生命の尊さ］ 2 時間＋［D　よりよく生きる喜び］ 2 時間＝ 35 時間
　第 5 ・ 6 学年は 19 内容項目（時間）＋［A　善悪の判断、自律、自由と責任］ 2
時間＋［A　希望と勇気、努力と強い意志］ 2 時間＋［B　親切、思いやり］ 2 時間
＋［B　相互理解、寛容］ 2 時間＋［C　規則の尊重］ 2 時間＋［C　公正公平、社
会正義］ 2 時間＋［D　生命の尊さ］ 2 時間＋［D　よりよく生きる喜び］ 2 時間
＝ 35 時間
　上記の内容項目を生かし、いじめ問題への対応等から学校の実態や児童の実態、教
師や保護者、地域住民の願いを基に、A ～ D までの 4 つの観点の内容項目を適切に
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配置する。
3　分析結果を活かした道徳性の評価
　学習指導要領の「第 3 章　特別の教科　道徳」の「第 3 　指導計画の作成と内容
の取り扱い」の 4 において、①児童の学習状況や道徳性に係る成長の様子を継続的
に把握し、指導に生かすよう努める必要がある。②数値などによる評価は行わないも
のとする。また、「個々の内容項目ごとではなく、大くくりのまとまりを踏まえた評価」
を求めている。つまり、道徳性の評価は、「個性の伸長」「友情、信頼」「相互理解、
寛容」など、内容項目一つひとつについて評価するものではないということである 15）。
　指導方法の評価の観点としては、例えば、自分との関わりで考え、自己の生き方に
ついての考えが深められるものであるか。道徳的価値についての理解を深めるための
方法は、児童の実態や発達段階にふさわしいものであったかなど、学んだことや気づ
いたことなどが挙げられる。これらの評価としては、問題の課題に取り組ませること
によって評価するパフォーマンス評価や、学習の過程で生まれた作品などを時系列で
計画的に収集・蓄積した資料集を基に評価するポートフォリオ評価など、児童の変容
や成長に関する評価が求められる。
　いじめ問題への対応の観点から分析結果を活かした道徳性の評価を例示するなら
ば、
A 　主として自分自身との関わりとしては、いじめ問題の対応等の観点から、「自分
との関わりから考え、自他をともに尊重し、自尊感情が高められたか」
B 　主として人との関わりから、他者との関係性としては、「他者との関わりで、他
者を理解し、他者への思いやりや感謝の気持ち深められたか」
C 　主として集団や社会との関わりから、集団との関係性として、「約束やきまりの
意義を理解し、多様なものを受け入れ、安定した学校生活が過ごせるようになった
か」
D 　主として生命や自然、崇高なものとの関わりとしては、「生命のつながりの中に
あるかけがえのないものであることを理解し、生命の尊厳の大切さを深めることが
できたか」
などが考えられる。いじめ問題への対応の観点から、児童の変容や成長に関わるエピ
ソードを蓄積するとともに、児童による自己評価や相互評価を活用していくことが重
要である。
4　分析結果を活かしたいじめ防止教育全体計画の活用例
○生活指導計画のうち安全教育指導計画の活用例
　いじめ防止教育全体計画作成のための生活指導計画のうち安全教育指導計画の活用
例を、小学校のいじめに関する A ～ D の観点ごとに分類し、例示したい。
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生活指導全体計画では、生活安全、交通安全、災害安全の取組で考慮したいこととし
て、
A：自他ともに尊重
・通学路の意味を知り、通学途上における安全な歩行について知る。
・上級生の自覚をもち、登下校の安全に心がけ、共に下級生の世話をする。
・校内外の遊具の正しい使用について知る。
・雨の日、風の日の危険と安全な服装、持ち物の工夫をする。
・誘導なしで身の安全を守るための行動を取る。
・冬の日の休み時間や放課後のけがの防止に努める。
・遮断機のある踏切、ない踏切の渡り方について知る。
・校区内の危険な場所を知り、安全な対応をする。
B　他者理解
・飛び出しの危険を知り、車道へ出る時の一時停止と安全確認をする習慣を身に付け
る。
・「いかのおすし」（いかない、のらない、おおきな声で呼ぶ、すぐ逃げる、しらせる）
の確認をし、不審者への対応をする。
・公共の乗り物の安全な乗り方、降り方をする。
・雨の日のドライバーから見た注意事項を確認し、安全な雨の日の歩き方をする。
・自転車事故の被害者、加害者にならないための対応をする。
C　ルールの順守
・学校のルールを知り、危険を予測して行動を選ぶ。　
・通学路の標識を一人一人が確認をし、安全に歩行する。　
・プールでのルールを守り、安全に気を付けることを知る。
D　生命の尊厳
・水泳等における事故防止に努め、自らの命を守る。
・通学路を守り、安全な歩行について理解し、自らの命を守る。
・火災発生時の身を守るための行動をとり、自らの命を大切にする。
・地震の災害に対応できる避難体制を取り、自らの命を守る。
　上記のそれぞれの安全に関する項目をもとに、いじめ防止の対応等との関連を図り
ながら、学校や地域の実態を考慮し、時期・日時・内容等を低学年、中学年、高学年
ごとにいじめ防止教育全体計画に位置付け、保護者・地域にも周知徹底を図ることが
重要であろう。
5  　いじめ問題への対応の観点から分析結果を活かした小学校におけるいじめ防止
基本方針策定の基本認識と考え方に関する活用例
　G 小学校における「いじめ防止基本方針」をもとに、筆者が基本的認識と考え方に
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基づいて A ～ D の観点をもとに、以下のように整理した。
（ 1 ）いじめの基本的認識
A：自他ともに尊重
・いじめは、人権侵害であり、人として決して許されない行為である。　
・「いじめは人間として絶対に許されない」という認識をもたせる。
・いじめられている児童は徹底して守り通し、いじめによって被る不利益がないよう
にする。
B：他者理解
・いじめは、学校、家庭、地域社会が一体となって取り組む問題である。　
・いじめは、教師が人としての手本を示し、きちんと指導していくことが問われている。
C：ルールの順守
・いじめは、その防止のルールを徹底し、ルールを守らない行為によっては、暴行、
恐喝、強要等の犯罪として扱われる。
D：生命の尊厳
・いじめは、いじめを受けた児童の生命の尊厳及び人権を脅かす重大な問題であるこ
とを理解する。
（ 2 ）いじめ問題への基本的な考え方
　学校は、「いじめ対策委員会」を設置し、校長、副校長、生活指導主任、特別支援
教育コーディネーター、特別支援教室主任、当該学級担任、スクールカウンセラー、
特別支援教室専門員及び校長が指名した者、及び PTA 会長、学校評議員、民生児童
員等を招集し、校内組織を構成する。ここでは G 小学校のいじめ問題への基本的な
考え方について、筆者が A ～ D の観点をもとに整理した。
A：自他ともに尊重
〇 学校は、道徳科の時間、学級活動、児童会活動による自主体的な取組を通して、児
童に「いじめは絶対に許されない」ことを自覚させ、行動するよう促す。
〇 学校は、いじめに関する情報を教員や保護者等に伝えた児童など、いじめ防止に向
け勇気をもって行動した児童を守り、また児童会活動における児童の主体的な取組
を支援する。
〇 学校は、児童及び保護者を対象としたいじめ防止のための、ふれあい「いじめ防止
強化」月間への取組、学校朝会における校長講話、学校便り等の啓発活動を推進す
る。
B：他者理解
〇 学校は、「いじめ防止教育プログラム」をもとに、いじめに関する情報やいじめの
兆候を確実に受け止め、いじめられた児童が安心して学校生活が送ることができる
よう保護者等とも連携を強化し、いじめられた児童を組織的に守るようにする。
〇 学校は、いじめの未然防止、早期発見・早期対応を図るために、教職員にいじめを
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察知し、的確に指導できる力を身に付けさせ、組織的な取組を迅速に行い、いじめ
の解決を図る。
C：ルールの順守
〇 保護者は、児童がいじめを行うことがないよう、学校が策定したいじめ防止のルー
ルをもとに話し合い、児童にいじめは許されない行為であることを十分理解させる
とともに、規範意識を養うよう指導に努める。
〇 学校、保護者、地域住民及び事業者は、学校の「いじめ防止教育プログラム」をも
とに、いじめ防止のルールを共有し、連絡、相談を密にし連携協力していじめ防止
等に取り組む。
D：生命の尊厳
〇 学校は、児童の生命の尊厳を守るためにも、道徳科の時間を要とした教育活動全体
で行う道徳教育（生命尊重、規範意識、思いやりを重点）や人権教育を一層充実さ
せる。
〇 学校は、児童の生命に及ぶようないじめの重大事態が発生した場合、当該重大事態
に係る事実関係を明確にするための緊急の調査組織を設置し、校長を責任者として
教育委員会指導主事、副校長、主幹教諭、生活指導主任、通級指導主任、及び教育
相談員、警察等の関係機関と連携し、速やかに対策を講じる。
　上記の A から D の 4 つの観点をもとに、学校は教育委員会と連携して、「未然防止」
「早期発見」「早期対応」「重大事態への対処」の 4 つの段階に応じて、いじめ防止等
に向けた効果的な対策を講じていくことが重要である。
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Study on Prevention of School Bullying and Items of 
Moral Education
― Primary school teachers’ perspectives ―
Kenichi TANAKA　Masayuki MIZUNO　Hideo KATO
Haruo MAGARI
　Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) announced that 
the number of reported bullying incidence in 2017, was the largest ever, (which increased by 
91235 compared to 2016). School bullying has been one of the critical issues in school 
education, and it must be solved by an entire society. This study focused on prevention of 
bullying and key items of teaching in moral education. 
　In the study, school teachers were asked to choose 7  items from 22 key items of “Dotoku 
(moral education)”, which were described in the national curriculum guideline in 2018 as 
mechanisms to prevent school bullying. In total 246 (116 male and 130 female) primary school 
teachers from Tokyo, participated in the study; investigations were carried out in October 
2016. The study used KJ method to analyze teachers’ free descriptive answers which were 
related to their reasons to choose the key items.
　The results showed that participants in all generations (from 20s to 60s) had a tendency to 
choose “respecting oneself and others”, “understanding others”, “keeping rules”, and “dignity 
of life” as key items. These answers correspond to the key areas of curriculum guidelines, 
which was described in the national curriculum guidelines for moral education (2017 Edition). 
For example, the area A “relation to oneself” corresponds to “respecting oneself and others”, 
the area B “relation to others” corresponds to “understanding others”, the area C “relation to 
group and society” corresponds to “keeping rules”, and the area D “relation to life, nature and 
the sublime” corresponds to “dignity of life”.
　Considering these four key areas of the curriculum guidelines and its items, the authors 
made some recommendations on anti-bullying education in terms of an overall plan of moral 
education, an annual guidance plan of moral education, an assessment of moral education, and 
anti-bullying education.
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夏目漱石「夢十夜」総合的解釈の試み
―第一夜を中心に―
五味淵　高志　　鈎　治雄
1 　はじめに
　本稿では、分析心理学の手法を主として用い、夏目漱石の「夢十夜」の総合的解釈
を試みた。先ず、「第三夜」と共に重要であるとされる「第一夜」の解釈を行った。
その結果、「第一夜」の神秘的な女性像は、《大文字の自己》の原型への移行を含むア
ニマ原型であると思われた。ついで、第一夜の女性像とダンテ・アルギエーリの「神
曲」におけるベアトリーチェ像との類似性を論じた。次に、他の「夢十夜」のそれぞ
れを解釈した上で、総合的解釈を試みた。概要を述べれば、第八夜を除けば、死その
ものや死を連想させるモチーフが繰り返し現れるが、それぞれのニュアンスは全く異
なっており、少なくとも顕在的な一貫したテーマが存在しているとは思われないこと
を示し、また、「第一夜」と「第三夜」を上下の極として、その中心に大文字の自己
が存在する球面上に、他の「夢十夜」のエピソードがバラバラに位置するいわば空間
的モデルを提案し、あわせて「夢十夜」全体の解釈には、現実的解釈、還元的解釈と
ともに、《大文字の自己》と言われるものへの一定の理解と探求が必須であることを
提言した。
2 　　方　　法
　「第一夜」を、分析心理学の夢分析の手法に従い、呈示部、展開部、急転部、終結
部に分ち、夢要素を拡充法、連想法により概念の拡大を行い、家族歴、病歴、時代背
景を考慮し解釈した。ついで「夢十夜」全体の解釈を試み、精神病理学的考察を述べ
た。論文中の年号は元号と西暦を併記した。
3 　　結　　果
　「第一夜」を呈示部、展開部、急転部、終結部に分け、それぞれの夢要素について
自由連想法、拡充法等を行う。
　呈示部では、仰向きに寝た女が静かな声で繰り返し、死にますと言う。頬には血の
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色がさし、唇は赤く到底死にそうには見えない。
　「第一夜」は時刻も場所も設定されていない。そのような場に、やや古風なタイプ
の美しいと感じられる女性が横たわっている。男性の夢や空想に現れる女性像を、ユ
ングはアニマと名付けた。アニマとは元々は魂の意味であるが、ユングは「自我と無
意識」でアニマ像が形成される材料として、現実の女性、男性自身の持つ女性性、男
性の無意識に存在する遺伝的な集合的イメージをあげている（注1）。現実の女性には原
則として母は含まれず、母原型もアニマ原型とは区別されるが、しばしば両者の像は
混淆している。一例をあげれば、「人間と象徴」ではアニマには四段階があるとされ
るが、第三段階のアニマを聖母型としており（注2）、発展するに連れて母原型と区別が
出来なくなるのである。
　男性の身体の女性性は明らかに発生学的起原を持つが、プシュケーにおいても同様
であることが推測される。
　遺伝的な集合的イメージとは集合無意識に存在する女性像と言い換えることが出来
るが、誤解を受け易い概念であり男性のプシュケーがアプリオリに持っている女性イ
メージを創り出す傾向性と理解すべきであると思われる。私見では原型とはこのイ
メージを形成する傾向の性質そのものであり、特定の具体的イメージをさすのではな
い。現象学的には個々の原型像には無数のバリエーションがあり、また時間とともに
変化していくのである。
　「第一夜」に現れた女性像の現実的起原は、母千枝と三兄夏目和三郎直矩の嫂の水
田登世であろう。
　漱石は生後間もなく里子に出されるが、ほどなく生家にもどされ一年足らずで塩原
昌之助の養子となる。養父の浮気が原因で、一時養母と生家に戻り、九才の時、養父
母の離婚に伴い、塩原姓のまま養母とともに正式に夏目家に引き取られる。十四才の
時、実母千枝死去。実母千枝は、漱石誕生時、四十一才であり、末子の漱石がひとき
わ可愛かったに相違ないが、共にいられたのは乳児期の数ヶ月と少年期の数年間であ
る。少年期の数年間は養母が同居しており、母子関係が成立しているのは事実上乳児
期の数カ月でしかない。乳児期のこのような母子関係が、漱石の内的な女性像の一つ
の源泉であることは明らかであろう。このことは後段でやや詳しく述べる。
　嫂水田登世は三兄の二番目の妻であり、明治 21 年（1887 年） 1 月、漱石が本家に
復籍し一高英文科に入学した時期、水田家と夏目家は交流がはじまり、登世が明治
23 年（1890） 7 月 28 日に死亡するまでのほぼ 3 年間、漱石と登世との間には接触
があったとされる。明治 23 年は漱石が官費給付生として東京大学英文科に進学した
年であり、漱石の将来が開けはじめた時期でもあった。江藤淳が「登世という嫂」（注3）
で詳細に述べている関係が両者にあったとすれば、世俗的成功の希望と愛情の対象喪
失の絶望が、同時期にあったことになる。幼時期から青春期に繰り返された死別と生
別による対象喪失が、漱石の内的女性像の形成に深い影響を与えたのは当然であろう。
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呈示部の女性が死のうとしていることの現実的起原は明らかにここにある。しかし、
呈示部の女性は、半ば自ら死んでいこうとしているように見えること、その顔容は青
春の盛りを思わせる生色をたたえ、死と生が同居し新たな生への変容を予示している
ように見えること等から、現実の体験には容易に還元出来ない部分を含んでいると思
われる。
　次に展開部と急転部前半を示し、解釈を行う。
　「死にます」と繰り返す女の眸は、一面に真っ黒で自分の姿が鮮やかに浮かんでいる。
女は「死んだら埋めてください。大きな真珠貝で穴を掘って。そうして天から落ちて
くる星の破片を墓標に置いて下さい。又会いに来ますから」（「第一夜」）と言う。い
つ逢いにくるのかと聞くと「百年待っていて下さい」と言う。待っていると答えると、
黒い眸の中にあざやかに見えた自分の姿がぼうっと崩れ、静かな水が動いて写る影を
乱したように流れ出したと思うと、女の目は閉じ、もう死んでいた。女の眸は一面に
真っ黒と表現される。「黒は練金術では第一物質を表す。又子宮、愛を象徴し、ダイ
アモンドと関係があり永遠を表す」（注4）。
　「第一夜」の女の眸は、黒いダイアモンドを思わせる永遠性と、宇宙的な広がりを
感じさせる黒である。その眸に自分の姿が鮮やかに写っている。母親が乳児を抱きそ
の眸を覗き込む姿は現実にも絵画にもよく見られるものであるが、母親の眸には乳児
の姿が映っているはずである。おそらく人は、このようにして自身の姿をはじめて見
るのである。又母の眸に映った自身の眸には母が映っているはずであり、その小さな
母の像の眸には、さらに微細な自身の姿があるはずである。
　ジャック・ラカンの鏡像は、やがて社会へと開いてゆく間主観性を持った対人関係
の原像であるが、この言わば合わせ鏡にあらわれる無数の母と子の姿は、それ自体で
完結した原体験と言うべき鏡像である。このような体験が漱石の潜在記憶にあり、
Oedipus complexの一部を形成していると考えられる。短期間ではあるが、濃密であっ
たろう母子関係は「原体験としての鏡像」の起原となり、漱石の内的女性イメージの
特徴に決定的な影響を与えていると思われる。
　「原体験としての鏡像」体験は、通常は意識されないある深みにおける母との合一
体験であるが、「第一夜」においては、この「原体験」の意識化が無意識のさらに深
層の女性イメージを励起したといえるのではないか。つまり「第一夜」の女性像は、「原
体験としての鏡像」に象徴される母の像と、男性の無意識から現れる永遠の女性と言
うべきアニマ原型の性質を併せ持っていると考えられる。
　展開部で女は、「大きな真珠貝で穴を掘って埋めて下さい」そして、「天から落ちて
くる星の欠片を墓において下さい」（第一夜）と言う。真珠貝は、日本ではアコヤガ
イをさすことが多い。西欧ではカワシンジュガイから真珠を採取したとされるが、牡
蠣等も真珠を産する。貝は一般に、その形態から女性の象徴であり母の象徴でもある。
真珠は、貝の体内で生成される宝石であり、宝石の女王とされる。世界各地で宝飾品
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や薬として古代より珍重された。
　象徴学では、「牡蠣は世界、ないし海の象徴であり、真珠は「神秘の中心」を意味
する。「また不浄である牡蠣は、月光をうけ月の雫である真珠を生むとされ、聖母マ
リア（マリアは人間であるから半ば不浄である）と胎内のキリストに対応する」、ま
た「牡蠣を海の象徴とするならば、真珠は海の女神であるイシス、アフロディテ等に
対応する」（注5）。ボッチィチュリの絵画「ビーナスの誕生」では、アフロディテは貝
に乗っている。真珠は女性美を象徴する宝石であると共に、キリスト、海の女神の象
徴でもあるわけである。真珠のゆたかな象徴性はこれに尽きるものではないが、展開
部の真珠貝は、「第一夜」の女性の本質と変容の可能性を暗示していると考えられる。
　星は、月と太陽以外の天空面に光るものの総称であり、古来、農耕や航海において
時刻や方位を知らせるものであった。象徴学では闇黒と戦う霊であり、知識、英知を
表す。また、純潔、希望の象徴でもある。「四芒星はマルタ十字の起原であり、五芒
星はエジプトではホルスの紋章である。ピタゴラス派では、完全、宇宙、人間を表す。
六芒星は、両性具有と対立物の統一を表す。また海の星を表す。七芒星は循環的進行、
つまり螺旋を表す。また神の霊、精霊の贈り物、惑星、金属を表す。八芒星はセム族
にとっては天の女王である金星とビーナスを表す。また再生の象徴としての昇りゆく
太陽を表す」（注6）。
　「第一夜」の展開部の星は墓標であるから、埋葬された女性が何者であるかを示し
ていると考えられる。真珠貝と星の象徴性をあわせ考えると、「第一夜」の女性は神
聖をおびた海の女神等を生む母であるとともに生まれるものでもあり、神秘の中心、
キリスト、再生する太陽、対立の統一等の性質を持っていることがわかる。真珠貝と
星の象徴に共通する女神の特質は、美の女神であるビーナスである。また、《大文字
の自己》の象徴が明らかに現れているように思われる。これは真珠が虹色の光沢を持
つ球状の宝石であること、星の欠片が丸いと表現されることからも裏づけられる（球
ないし円は、《大文字の自己》の象徴として知られている）。
　つまり「第一夜」の女性は、聖なるものを生む母の側面と女神、特に美の女神であ
るビーナスの性質を併せ持ち、さらに《大文字の自己》につながる変容の可能性をは
らんでいると言えるのではないだろうか。
　「第一夜」の女性は、百年後の再会を約して死んで行く。百年は「第三夜」の解釈
で示したように、永劫と感じられる時間であろう。この意味深い場面は、アニマ自身
が美の原型がやがて意味の原型である《大文字の自己》に置き換わっていくことを暗
示しているように思われる。
　次に、急転部後半を示し、解釈を行う。自分は言われたとおり、真珠貝で穴をほり、
墓の上に星の欠片を墓標として置く。そして、傍らにすわり百年を待っている。唐紅
の太陽が東に昇り西に落ちてゆく。自分は一つ二つと数える。勘定してもしつくせな
い赤い日が頭の上を通り過ぎてゆく。自分はだまされたのではないかと思い出す。
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　「赤はエジプトではセトに関係する色である。セトはホルスの敵対者であるが太陽
の船は赤く塗られており太陽を運ぶものでもある。ギリシャでは赤い神はホルス、バッ
カス等の太陽神である。錬金術では「賢者の石」を「赤彩」と呼ぶ。又黒とともに地
獄の色でもある」（注7）。
　太陽は最も地球に近い恒星であり、地球のほぼあらゆる物質とエネルギーの起原で
ある。太陽は西洋では一般的に男性の象徴であるが、「古代オリエントでは太陽は女
神であったとされる。又本邦の主神であるアマテラスは女神でありヒンズーの太母は
太陽神である。古代アラブ人の間では太陽は女神アトラルであり、スルはイギリスの
太陽の女神である」（注8）。
　唐紅と、ことさらに赤が強調される太陽は、普遍的な男性である太陽神の象徴であ
り、おそらく女性神としてのニュアンスを併せ持つ。前に述べたように、太陽は事実
として万物を産んだのであるから、太陽神が女性（母）の特質を持つのはむしろ自然
である。このような太陽が数えきれないほど昇り、沈んでいき、いわばその影響下で
「第一夜」の女性は墓の中で変容していくのである。「第一夜」の女性は、美神として
の側面を持つわけであるが、赤い太陽はより上位の女神の特質を持つはずである。
　「変容の象徴」で、ユングはエジプトの最高神トウムの再生の神話を説明しているが、
「女神メフニトの目は子宮の象徴であり眸に写る子イシスは母の胎内で再生する神で
ある」（注9）としている。前に述べた「原体験としての鏡像」は、母神の胎内で再生す
る神という神話原型に連なるのである。
　眸に写った自分の姿は消えていき、同時に女性は死んで埋葬され永劫の時間を経て
変容していく。眸の中に消えた写像も女性とともに変化して行くと考えるのが自然だ
ろう。「原体験としての鏡像」に象徴される Oedipus complex の中核にある永続的な
近親相姦からの解放が用意されていると言って良い。解放をもたらすのは内的な女性
像と自己像の変容である。
　ここで明治 36 年（1903 年） 8 月から 12 月にかけ書かれた英詩について若干考察
する。明治 36 年、漱石は、英国留学から帰った直後で一高と東大に出講していたが、
2 回目の病勢憎悪期にあり、 6 月ごろからは被害妄想から物を投げる等の異常行動
が続いた。7 月には、妻は子とともに実家に戻り、漱石は駒込の借家に独居状態であっ
た。同年 8 月 15 日の日付のある詩は、Dawn of Creation（創造の夜明け）（注10）と題
されている。「天は彼女の最初の悲しみのうちに言った」と歌い出されるこの詩を要
約すると、天は女性、地は男性であり劫初まどろみのうちに一つだった天と地が雷鳴
とともに分かれることをもって創造の夜明けとし、以後、天と地はまみえることがな
いとリフレインしている。最後は天と地の再会を妨げているのは、地の罪深さである
と詠嘆をもって結んでいる。
　前にあげた女神メフニトに関わるエジプトの神話の讃歌に、「あなたの母である天
があなたに両手をさしのべる」（注11）という言葉があり、また別の箇所で、「あなたは
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母である天と合一する」（注12）という詩句があることをユングは指摘している。従って、
象徴的な母の胎内で再生しようとして果たせない男性の魂の物語として、この詩を読
むことが出来るのである。ここで問題になっているのは、損なわれた心の再生であっ
て失われた恋の記憶ではない。
　精神疾患の憎悪期にときおり見られる一時的な恋愛感情の亢進は、このようにも説
明できる。実際に求められているのは母神としての母であって、現実の女性ではない。
このような（恋愛）がしばしば無惨な失敗に終わるのは、一つにはこの理由による。
　次に、同年十一月二十七日の日付がある無題の英詩を紹介し、考察する。“I looked 
at her as she looked at me．” で始まるこの詩（注13）は、ロマンチックな愛を歌った叙
情詩と解されることが多い。
　江藤淳は、第二節の the primrose path を（花野の道）と訳しているが（注14）、the 
primrose path は一般に享楽の生活の意味であり、同義の the primrose way は華や
かな生活の謂いである。従ってこの詩で歌われているのは、ありふれた快楽原則と現
実原則の相克であり、必ずしもロマンチックなものとは言えない。快楽（愛）と成功
を求めて得られない状態は、この時期の漱石の生活そのものであろう。
　注目すべきは、Dawn of Creation での「永遠の女性」との分離のテーマが現実的
な欲望との関係において繰り返されているように思えることである。この問題は後に
述べる。ここで歌われているのは内なる女性との分離にまつわる悲嘆と不安であり、
まだ「第一夜」の美にかかわるアニマ像は現れていないと見てよい。
　漱石は、明治 38 年（1905 年） 1 月より「我が輩は猫である」を「ホトトギス」に
連載し、翌年 4 月には「坊ちゃん」を同じく「ホトトギス」に発表し好評を得る。
その後も「草枕」「野分」等の好短編を発表し、漱石は作家として認知されていく。
明治 40 年（1907 年） 2 月には、朝日新聞社契約作家として招聘され、 3 月に入社
の決意をしている。
　同時期、漱石は東大英文科教授就任の内示を受けており、文部省は漱石の作家への
転身を止めようとしていたと考えられる。「猫」等で文名があがっていたとはいえ、
思い切った決断という以外にない。この時代、職業作家の社会的地位は必ずしも高い
とは言えず、朝日新聞社が呈示した年収は当時としては高額な 2400 円であるが、（書
けなくなった）作家を出版社がどう扱うかは明白であろう。事実、漱石はこの時期か
ら死にいたるまでの九年間、文字通り、死闘というべき創作活動を続けなければなら
なかったのである。つまり、名誉欲、金銭欲が作家への転身の主たる理由とは思われ
ず、重大な内的動機があったと私は考える。
　結論から言えば、「第一夜」に見る如き圧倒的なアニマ像が布置された場合、人生
の岐路における現実的な選択に決定的な影響を及ぼすことがあるのである。このよう
なアニマ像の影響下で創作されたのが「虞美人草」であると私は考える。
　「虞美人」は、周知の如く項羽の身勝手とも言える想いをうけ、毒杯を仰ぐ悲劇の
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美姫である。「虞美人草」の女性主人公藤尾も、小野の道徳の仮面をかぶったエゴイ
ズム故に服毒自殺を遂げる。虞美人草が藤尾の比喩であるのは明白である。しかし、「紅
を弥生に包む昼酣なるに、春を抽きんずる紫の濃き一点を、天地の眠れるなかに、鮮
やかに滴したるが如き女」（注15）等と言う藤尾の描写は空疎という以上のものであり、
「虞美人草」が漱石の職業作家としての第一作である故の失敗した美文であるという
理由だけでは説明が出来ない。漱石がかくの如き作家生命にもかかわりかねない文章
を書かざるを得なかったのは、描写しがたいものを描写しようとした故であると私に
は思われる。
　次に終結部を示し、解釈を行う。
　星の破片である石の下から自分の方に青い茎が伸びてきて、自分のあたりまで来て
止まった。すらりと揺らぐ茎の頂に心持ち首を傾けていた蕾が開き、真っ白な百合が
骨にこたえるほど匂った。自分は冷たい露の滴るはなびらに接吻した。遠い空を見る
と、暁の星がたった一つ瞬いていた。この時「百年はもう来ていたんだな」と始めて
気がついた。
　百合は百合科百合属の一年草の総称であり、世界で 70 種、本邦では 15 種が知られ
る。
　「神話学的には Lily（ユリ）はシュメール・バビロニアの女神リリスの花であり本
来はこの女神の強大な生殖力を表す lilu（ハス）であった。リリスはあらゆるものを
生む大地母神であり典型的な太母原型である。又リリスは血の供犠の主催者でもあり
「紅海」はリリスの祭儀によって血に染まった海であるとされる」（注16）。象徴学的に
はユリは太母原型であり、おそらくリリスが怪物とも交わって子を成したことが人間
を必要としない受胎（精霊による受胎）へと変化し、キリスト教以前にリリスは処女
母と関係づけられていた。 受胎告知の絵図で天使ガブリエルが手にしているのはユ
リであり、マリアの処女懐妊の象徴である。多くの受胎告知の絵図で、天使ガブリエ
ルは一茎の三弁の白百合を先端に戴いた王錫をマリアに差し出している。
　注目すべきことに、「第一夜」終結部で百合の花を言わば差し出されるのは「自分」
である。つまり漱石は何ものかを受胎したと言えるのではないだろうか。受胎させた
ものはリリスの如き名状しがたい多義性を持つ太母原型であり、女神メフニトであり、
美神の要素を持つ天の女神である。また、リリスの象徴であるユリは、ハス（蓮華）
と類縁関係にあり、蓮華はエジプト、インドでは聖なる華であり、仏教では代表的な
曼荼羅象徴である。つまり、《大文字の自己》の原型が潜在的に現れている（胎内に
ある）と言えるのではないか。前に述べた通り、かくの如きものが描きがたいのは当
然である。
　終結部は明らかに性的なニュアンスを持っているが、これを失われた（例えば登世
との）恋の願望充足であり、作中の女性や百合の花を禁止された性の昇華された姿と
のみ解釈するのは早計である。私見では、《大文字の自己》の一部、或は個性化へと
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向かうリピドーの一部が性的なのである。この問題は後にやや詳しく述べる。
　前に述べたとおり、受胎告知においてマリアに差し出されたユリは、マリアを受胎
させたものの象徴であり、受胎させたものとは神そのものと考えられる。マリアの胎
内に宿ったのはキリストであるから、ここに現れているのは人間であるマリアを介し
ての神の再生であるといってもよい。
　マリアの精霊（神）によるキリストの受胎は、このようにも解釈できる。これは人
間（マリア）による神の救済と言い換えることができる。つまり、漱石の受胎したも
のは多義性を持った神の像、すなわち、《大文字の自己》の原型と言えるのではない
か（創価大学教育学部論集第 69 号で、「第三夜」で描かれる自分の子が自己の象徴で
ある可能性を示した）。
　「第一夜」の末尾で暁の星の光のもとで、自分は「百年はもう来ていた」と気づく。
「第三夜」では、最後に百年前の自身の殺人が恐ろしい認識の光のもとに明らかになる。
この一見対照的と感じられる 2 つの物語は、「百年」という永劫と感じられる時間に
おいておこるという共通点を持っており、また「第一夜」の異様な美しさと、「第三夜」
の強迫的な恐怖は人を引きつけるという点では同じである。「第一夜」と「第三夜」は、
《大文字の自己》の光と影の面を反映していると私には思われる。
　次に、ダンテ・アリギエーリ（以下ダンテと略）の「神曲」におけるベアトリーチェ
像の変容を、「第一夜」との関係において簡単に論ずる。
　ダンテは、1265 年フィレンツェで、下級貴族の子息として産まれた。母は生後間
もなく死亡し、父も 9 才頃に死亡したとされる。1274 年 9 才のダンテは宴席で、
8 才のベアトリーチェと出会い忽ち魅了される。一説によれば、このときダンテは
気を失ったという。1283 年、ベアトリーチェと橋上で出会い会釈をかわすが、ダン
テは彼女の会釈に「福祉のあらん限りを見極め」陶然となる。この時期、今日に伝わ
る最初のソネットが書かれ、詩人として認知されるようになる。1290 年 6 月、ベア
トリーチェ死去。1293 年頃、「新生」発表。1301 年、フィレンツェの内紛をおさめる
ため教皇ボニファキウス 8 世に使いするが、1302 年、ローマよりの帰途、フィレンツェ
政府より追放刑の宣告を受け、以降、生涯続く放浪の生活となる。この放浪の間に書
かれたのが「神曲」である。
　「新生」末尾に、「このソネット（新生）の後、一の不思議な異像が私に現れた。そ
してそのうちに数々の物を見たので、私はこの福なる婦人のことをこの上歌わずに、—
中略—私の齢がなお幾年か保たれるならば私はどの婦人についても歌われた例のない
ことを歌おう」（注17）との記述がある。ベアトリーチェと幼児期に失われた母を現実的
起原とする太母原型のニュアンスをおびたアニマ原型が、ベアトリーチェの早生を契
機として布置されたと想定することは難しくない。
　「神曲」におけるベアトリーチェの出現に先立って、浄火篇第三十曲十九節に、「来
るものよ汝は福なり。百合を手に満たして撒け」（注18）という記述がある。「来るもの」
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は百合によって象徴されるのである。作中のダンテは、荘厳な美の形容とともに現れ
る女性を、初めベアトリーチェとは気付かない。あらゆる憧れと希望とおそれ、「走
りてその母にすがる幼子の如き心」をもって近づくダンテに、女性は自らがベアトリー
チェであると告げる。
　浄火篇第三十曲は、天堂篇へと向かうための根源的な善と悪が歌い出される部分で
あり、ベアトリーチェは美の化身であるとともに裁断者としての側面を持つ。つまり、
ベアトリーチェは美のアニマと、意味の（善と悪の判断にかかわる）アニマ、母の原
型の性質を併せ持つ内的存在であるといえるのではないだろうか。
　象徴としての百合については前に述べたとおりであり、《大文字の自己》にかかわ
る変容が用意されているといってよい。
　天堂編において、ベアトリーチェは英知といや増す美をあい備えた輝かしい存在に
変化してゆく。作中ダンテの愛と信頼と期待が極点に達しようとした時、天堂篇第
十八曲十九節で、ベアトリーチェは「我が眸の中にのみ天堂あるにあらざればな
り」（注19）と言う。天堂編二十三曲七十節では、「汝わが顔のみいたく慕いて、クリス
トの光の下に花咲く美しき園を、かへりみざるや」（注20）と同主旨の言葉を繰り返した
後、「かしこに薔薇ありこはその中にて神の言葉肉となりたまえるもの。かしこに諸々
の百合ありこはその薫りにて人によき道をとらしめしもの」（注21）と、やがて現れる天
堂のありさまを予示し、百合の化身である自らを数ある百合の一つであると相対化し
た上で、本来の役割を示している。「第一夜」の「百合が骨のこたえるほど匂った」
と「その薫りにて」との表現には、見まごいようのない類似性があるが、前に述べた
通り、「第一夜」終結部のこの表現は、「はなびらへの接吻」の描写とあわせて、明ら
かに性的ニュアンスを持っている。目的論的には、魅惑し引きつける力として性的魅
力は最も力強いものの一つであろう。引きつけるものは、百合に象徴される多義性を
もったアニマ原型である。天堂篇第三十一曲一節で、天堂は「純白の薔薇の形となり
て」（注22）現れる。そのあまりも輝かしいありさまに、作中のダンテは「そのいずれの
ところにも目を据える」ことが出来ない。つまり、その意味を読み取ることが出来な
い。問いに答えるのはもはやベアトリーチェではなく、さらに輝かしい姿をとった聖
ベルナルドである。聖ベルナルドの教導のもとに天堂のありさまとその意味が明かさ
れ、ダンテ自ら我が詩才の限界を嘆じて「神曲」は終わる。
　「神曲」における天堂のありさまは、天国には神自身とキリストしかいないという
当時のローマカソリック教会の公式教義と完全に矛盾する。これは、つまり「神曲」
の天堂が最後の審判後の天国であるか、伝統的な天国像とは全くことなる天国観をダ
ンテが提示したことを意味する。「神曲」の天堂は、神の象徴である薔薇を中心として、
キリスト、マリア、ベアトリーチェ、キリスト教の聖人、古代の賢人、あるいは庶人
までもが居並ぶ動的な曼荼羅と見ることができる。これを《大文字の自己》の象徴と
見るのは容易だが、私には地獄篇、浄火篇、天堂篇よりなる「神曲」全体が、美醜、
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利害、善悪等の葛藤の統合という、ほとんど望みのない内的闘いに生きる外になかっ
た一人の人間の魂の記録のように思われる。
　このようなただならぬ運命に男性を導いて行くのが、前に述べた多義性をもったア
ニマ原型といわれる集合無意識に存在する人格コンプレックスなのである。この段階
では、性的魅力はいわば道具として使われる。《大文字の自己》の性的側面については、
天堂篇に現れる白薔薇が浄化された性的リピドーの象徴であることを指摘するにとど
める。
　次に、「夢十夜」の全体の解釈を試みる。先ず「第一夜」「第三夜」をのぞき、「第
二夜」以下を解釈する。頁数の関係から拡充法の記載は原則として行わず、解釈のみ
を簡潔に述べる。
　「第二夜」は、豪壮な寺の一室で禅の公案（無とはなにか）に命がけで挑むが、ど
うしても悟りが現前せず「そのうちに頭が変になる」話である。精神医療に携わるも
のにとってこの夢は不気味である。祈祷精神病に類する状態に夢見者があると思える
からである。事実、明治 27 年（1894 年）12 月の鎌倉円覚寺での参禅体験を契機とし
て、漱石は統合失調症の急性期症状を思わせる 1 回目の病勢憎悪期を経験する。時
計が間をおいて 2 度チーンと鳴るのは、事態が切迫していることを裏付けているよ
うに思われる。
　「第四夜」は、浅黄色の服の腰に瓢箪を下げた爺さんが数人の子供と自分に、「今に
手ぬぐいが蛇になる」「今になる蛇になる、きっとなる笛が鳴る、」「深くなる、夜に
なる、真直ぐになる」という呪文のような言葉を唱えつつ、河の中に消えてゆく夢で
ある。
　祭りや縁日の香具師は、子供の目には魔術師のようにも見える。無意識から浮かび
上がる形象は謎を呈示はするが、答えを出さず又無意識の中へと消えてしまう。童話
を思わせる内容と素朴な構成から、人生早期の夢が再構成されたものと思われる。
　「第五夜」は、夢における古代化の好例である。神代の英雄を思わせる大将の前に
引き据えられた自分は、死と引き換えに一目思う女に会うことを望む。女は白馬に乗っ
てやってくるが、鶏の声に驚いた馬もろとも深い淵に吸い込まれてしまう。鶏の鳴く
まねをしたのは天探女である。「永遠の女性」との分離のテーアが繰り返されている
といってよい。天探女は「古事記」で天皇に使いした者を妨げる神である。天皇は太
陽神の子孫であるから、「永遠の女性」が太陽神と関係があることが分かる。しかし、
夢全体で印象的なのはむしろ古代の英雄を思わせる大将の堂々たる風貌である。この
ような男性イメージは、漱石の他の作品には見ることができない。しかも自分は、大
将の前で屈服することを拒み死を選ぶのである。夢のテーマは「死にも屈しない勇気」
であって、「想う女」に会うことはその副産物にすぎない。この夢は、漱石の作品世
界を含めた意識生活の補償の夢であると見ることができる。漱石に欠けていた勇気が
どのようものであるかはこの夢からは読み解くことが出来ないが、おそらく大きな決
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断の時期の夢と思われる。
　「第六夜」は、運慶が仁王像を彫る有様を見物し自分も仁王像を彫ろうとして果た
せない夢である。
　運慶は鎌倉期を代表する仏師である。鎌倉期は大陸文化の受容と同化の時期が終わ
り、日本固有の芸術、思想、宗教が産まれた時代である。運慶はその担い手の一人で
ある。
　明治は西欧文化の受容が国是とされた時代であり、漱石はその重責を国家から課せ
られた一人であった。新たな日本文化を創造するというさらに過酷な宿命のもとに
あった漱石が、同一視する対象として運慶はいかにもふさわしい。しかし、作中「よ
くああ無造作に鑿を使って、想うような眉や鼻が出来るものだな」という自分の疑問
に対する若い男の、「なに、あれはー中略—あの通りの眉や鼻が木の中に埋まってい
るのを、鑿と槌の力で掘り出すのだ」等という答えは、言い古された俗論と言ってよ
く、これに先立つ若い男の発言とあわせて、「猫」等で嘲弄的に描かれる軽薄なイン
テリの言動を連想するのは私だけではあるまい。自分は若い男の発言に感化されて木
から仁王を掘り出そうとするが果たせず、「明治の木には仁王が埋まっていない」こ
とを悟る。明治の世には鎌倉期のごとき日本固有の文化が存在せず。従って内なる運
慶は死ぬことが出来ないと漱石は感じている訳である。明らかに小説家として歩み出
した時期の夢であるが、後半はいかにも理におちており、原形となった夢はもっとプ
リミティブなもの（例えば前半の鎌倉期の護国寺の門前で運慶が仁王を彫っているの
を明治の人々が見物している等）であったと思われる。
　「第七夜」は西にゆく大きな船が舞台である。この夢の現実的起原は、明らかに英
国渡航時の船上体験であろう。先行きの不安とインド洋の炎熱に苦しめられた航海は、
漱石にとって決して楽しいものではなかったようである。
　船の乗客は大部分が異人（西欧人）で、ムンクの絵を連想させるようなそらぞらし
さを感じさせる。自分はいいようのない疎外感の中で、死の誘惑にかられている。一
人の異人が金牛宮の頂にある七星の話をする。そして星も海も神の作ったものである
と言い、神を信仰するかと尋ねる。金牛宮は、西洋占星術では物欲と世間的成功にか
かわる星域である。神への信仰と世俗欲との習合は当時のプロテスタントの一般的な
ありかたであり、漱石は英国留学時にそのありさまを見聞きし違和感を感じていたで
あろう。
　船を社会の比喩とすれば、西欧化の波の中で奇怪に変容してゆく日本（江戸）の状
況であり、船を自我の象徴とすれば、知的エリートとして避け難く西欧化の先端に立
たねばならなかった漱石の意識のありようを、船内の情景は表しているように思われ
る。自分は船から身を投げ、無限の後悔と恐怖を感じながら闇黒の海に落ちてゆく。
　前の解釈は、漱石の置かれた現実的環境に力点をおいたものであるが、このような
ことを漱石は十分意識していたであろう。つまり、目的論的には夢が同じ内容を繰り
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返す必要はないとも考えられる。
　船内の人々の異様なそらぞらしさから来る疎外感と闇黒の海が象徴する凄絶な孤独
感は、一般的な孤独とは明らかに異質である。内因性精神病の病勢憎悪期にみられる
内的孤独とはおそらくこのようなものであろう。統合失調症の現実感喪失はその代表
的な例であり、内的実感としては現実そのものが失われるのである。これは神経症の
離人感とは性質の異なるものであり、しばしば更なる病状悪化の契機となる。
　「身を投げる」ことは形の上では自死であるが、漱石は半ば能動的に夜の海（内因
性精神病状態）に落ちていったと言えるのではないだろうか。これが漱石が内因性精
神病状態にありながら、社会人（小説家）としての生を全うした要因の一つだと思わ
れる。
　「神曲」地獄篇第一曲一節に「われ正路を失ひ、人生の旅半ばにあたりてとある暗
き林の中にありき」（注23）とあり、十節には「われ何によりてかしこ（暗き林）に入りや、
善く説きがたし、真の路を棄てし時」（注24）とある。第三曲七節にある如く、「ここに
入るもの一切の望みを棄て」（注25）ねばならない状況を、ダンテは「真の路を棄てた」
ことによって、自ら選び取ったと言っているかのようである。
　美神ミューズは古代ギリシャの詩神ムーサイが起原であるが、ムーサイには詩人と
なるべき運命にあるものを狂気と死をもたらしかねない荒野へと導くというもの、と
いう側面がある（注26）。ダンテにおける「美神」が誰人に投影されていたかは言うまで
もないだろう。心理学的には無意識に布置された人格コンプレックスはプシュケーの
一部であるから、このような「人生の決断」は半ば無意識的（強制されたもの）であ
り、半ば意識的（能動的）である。
　「女性なるもの我を引きていかし」めた結果、ダンテは人生の苦難の荒野で真の詩
人となり、漱石は闇黒の海にただよう如き内因性精神病の壮絶な孤独の中で、日本最
初の（おそらくは最後の）近代文学を産んだのである。
　「第八夜」は床屋で散髪をしつつ、鏡に映る市井の有様を眺めている夢である。女
を連れた庄太郎も頬のはれた豆腐屋も色つやの悪い芸者も、生き生きとはしているが
全て鏡像である。餅屋の杵をつく音はするが姿は見えない。夢の情景でじかに見られ
ているのは金魚と金魚売りだけであるが、金魚売りはじっと動かない。
　夢の要素となっている市井の情景は、漱石の見た東京そのものであろう。しかし異
様なことに、そのような情景は全て鏡の中にある（鏡の中にしかない）のである。こ
のような外界の見え方を、精神病理学では外界精神の離人とする。文字どおりガラス
を通して見るように外界が見られる症状であり、他に自己身体の離人と自己精神の離
人がある。いずれもその領域の疎隔体験があること、あるいは疎隔体験そのものを言
う。神経症、うつ病、統合失調症等で観察される場合がある。
　夢に離人体験を思わせる情景があらわれるということは、目的論的に解釈すれば漱
石には慢性的な外界との疎隔があり、しかもそのことに（当たりまえすぎて）漱石が
－ 146 －
創価大学教育学論集　第 71 号：五味淵・鈎
気付いていないと言うことである。言い換えれば、外界の影響から特有な脆弱さを持
つ自我を守る防衛機制が常に働いていたということである。私の知るかぎり、このよ
うな外界の見え方は統合失調症において良く認められるものである。
　「永日小品」の不思議な安堵の光のもとに浮かびあがる日常と、「第八夜」の鏡に映
る市井の情景には大きな隔たりがあるように感じられる。病勢憎悪後の緩解期に平凡
な日常生活が貴重に思われることは、よくあることである。「永日小品」は、そのよ
うな時期に書かれたのではないか。一方「第八夜」は、不完全緩解期に見られた夢の
ように思われるが確証はない。金魚と金魚屋のみがじかに見られているのは江戸期の
なごりの東京の風物で、金魚ほど無害に感じられるものはないという理由によるもの
であろう。あるいは個人的記憶（例えば幼時の記憶）が起原かもしれない。
　「第九夜」は、若い母と三つの子を残して動乱期を思わせる世間に出て行った父が、
母の百度参りのかいなく、とっくの昔に浪士のために殺されていたという夢である。
　漱石の実父夏目小兵衛直克は高田馬場周辺一帯を治めていた名主で、没落しかけて
いた夏目家を維新の動乱期に再興した人である。五男三女を成し、明治 30 年（1897 年）
死去。前年に漱石は貴族院書記官中根重一長女鏡子と結婚し、熊本第五高等学校教授
となっており、末子の漱石が一応世に出たのを見届けたとも言え、かならずしも不幸
な死とはいえないであろう。従って「第九夜」の父は実父の記憶の直接的反映ではな
い。
　「第九夜」全体に漂うのは行方の知れぬ父親の無事をいのる若い母と、幼い子のあ
りようがもたらす哀切感であり、父は最後まで姿をあらわさない。幼い子は漱石自身
と考えられるから、この夢に Oedipus の物語（母との共生と父の死の願望）を読み
取ることは難しくない。三才時、漱石は塩原昌之助夫婦のもとで暮らしており、「暗
闇の中で、細帯の丈のゆるす限り、広縁の上を這い回っている」等という情景は現実
の記憶であるように思われるが、養母との関係は夢の如き親密なものではなかったろ
う。その意味では、この夢は明らかに前に述べたとおり願望充足の夢である。
　注目すべきは、この「悲しい物語」が夢の中で母によって語られていると表現され
ていることである。このような克明な記憶が三才の子によるとするのは不自然である
という創作上の配慮は当然であるが、夢における「他者」の語りは、必ず深い意味を
持つ。「浪士によって殺された父」は、漱石の幼時における父の不在を意味するばか
りでなく、明治という時代における父の死、指導原理としての父権の死を意味するの
かもしれない。一見著しく男性的に見える明治の時代精神は、本質的な部分で「浪士
（維新）によって殺された」父性の反動形成なのかもしれないのである。実父の死亡
よりほどない時期の夢と考えられる。
　「第十夜」は「第八夜」でちらりと鏡の中に姿を見せる庄太郎が主人公の夢である。
「第八夜」で庄太郎はパナマ帽をかぶり女を連れており、いわゆる「遊び人」の趣が
ある。このような存在を受容する文化が江戸期にはあったと考えられるが、「第十夜」
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では庄太郎は女に荒野に連れ出され谷底に飛び込むか豚に舐められるかの選択を迫ら
れ、無数の豚の襲来を、瓶老樹のステッキというおよそ武器にはなりそうもないもの
で防がねばならない状態に陥る。七日七晩豚をたたき続けた庄太郎は、遂に力尽きて
豚に舐められてしまい倒れてしまう。健さんの発言とあわせ考えれば、豚は女性に関
わる際限ない欲望の意味であり、谷底は性の深淵というほどの意味であろう。パナマ
帽をかぶった（開化期の）遊蕩児を待つのは、破滅の運命しか無いということである。
現実に漱石の兄達は、遊蕩の中で夭折するか生活破綻者となっていくのである。漱石
の中にも遊蕩児の血は流れていたであろう。漱石の刻苦勉励の連続とも言える生活は、
このような内的衝動に対する反動形成であると考えられる。The primrose  path の
詩は、性的対象としての女性は「永遠の女性」と現象的には混淆して現れるというこ
とであり、それ故に危険なのである。
　パナマ帽を手に入れる健さんとは漱石自身だろうか、それとも例えば鴎外の如き存
在なのだろうか。夢からは読みとることが出来ない。「第八夜」の夢シリーズであり、
長兄の死の時期、明治 20 年（1887 年）頃の夢と考えられる。
4 　 考　　察
　「夢十夜」それぞれの解釈を要約すると、「第一夜」は多義性を持ったアニマ原型の
（大文字の自己）への変容。「第二夜」は参禅を契機とした病勢憎悪の危機。「第三夜」
は《大文字の自己》の闇黒面の顕現。「第四夜」は無意識の謎を提出する性質を象徴
する人格像の顕現と消失。「第五夜」は勇気に関わる英雄像の出現。「第六夜」は明治
期における日本固有の文化創造の試みと挫折。「第七夜」は（開化）期への拒絶と精
神病状態の能動的受容。「第八夜」は現実感覚の疎隔の暗示。「第九夜」は母との共生
への願望と、明治期における象徴的な父性の死ないしは不在。「第十夜」は開化期の
遊蕩児の運命と開化期に生き残るものの暗示ということになろう。「第八夜」を除き、
死や死に関わるモチーフが繰り返し現れるが、それぞれのニュアンスは全く異なって
おり、一貫したテーマがあるようには思われない。試みに夢の出現時期を前記の推測
に従って時系列上に配すると、「第四夜」（おそらく幼年期）。「第十夜」明治 23 年（1890
年）長兄の死去の後、恋愛感情亢進の時期。「第八夜」明治 27 年の病勢憎悪期の前駆
期、明治 24 年（1891 年）から明治 26 年（1893 年）頃。「第二夜」明治 27 年（1894 年）
の参禅体験直後。「第九夜」明治 30 年（1897 年）父直克死去の時期。「第七夜」明治
35 年（1902 年）英国留学時の病勢憎悪期。「第六夜」明治 38 年（1905 年）「我が輩
は猫である」等の習作期。「第五夜」明治 40 年（1907 年） 2 月頃、職業作家への転
身の時期。「第一夜」明治 40 年 5 月頃、「虞美人草」執筆の時期。「第三夜」明治 41
年「夢十夜」執筆の直前ということになるが、無論これは推測である。しかし「夢十
夜」を通読すれば、感情価の高い夢が主として前半に配され、合間にややユーモラス
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な夢が（息抜きのように）挿入される創作上の配慮が見てとれ、上記の推測とあわせ
て、「夢十夜」が夢の出現時期の順に著述されたものでないのはほぼ確実である。ま
た夢シリーズと辛うじて言えるのは「第八夜」と「第十夜」のみであり、内在的テー
マの連続性が明らかなのは、言うまでもなく「第一夜」と「第三夜」である。しかし
「第一夜」から「第十夜」に、いわば直線的な顕在的テーマの流れがあるとは思われ
ない。前に「第一夜」と「第三夜」は《大文字の自己》の明暗両面の現れではないか
と記したが、「第一夜」と「第三夜」を球体の両極とし、球面上に他の七夜がバラバ
ラに位置する立体的モデルを、「夢十夜」の総合的理解のために提案したい。この球
体ないしは球の中心を《大文字の自己》とすれば、「夢十夜」全体のなにがしかの意
味が浮かび上がってくるように思われる。このような理解のありかたをユングは布置
（コンステレーション）と名付けた。このような理解は同時に布置されたもの（原型）
への一定の理解でもある。
　《大文字の自己》の本質とは何かを問い続けることは、「夢十夜」の解釈に必須のこ
とのように思われる。解釈とは主として人間の部分的機能である思考の領域にあるが、
避けては通れない路である。思索もまた、個性化の過程の一部と思われるからである。
注
（ 1 ）C．G ユング『自我と無意識』思索社 1990 p.105-p.109
（ 2 ）C．G ユング『人間と象徴』河出書房新社 1982 p.48
（ 3 ）江藤淳『決定版 夏目漱石』新潮文庫 2016 p.468-p526
（ 4 ）アト．ド．フリース『イメージシンボル辞典』大修館書店 1999 p.65-p.66
（ 5 ）同上 p.488
（ 6 ）同上 p.603
（ 7 ）同上 p.520- p.521
（ 8 ）バーバラ．ウオーカー『神話伝承辞典』大修館書店 1992 p.761
（ 9 ）C．G ユング『 変容の象徴』筑摩書房 1988 p.395
（10）江藤 淳『決定版 夏目漱石』新潮文庫 2016 p.483
（11）C．G ユング『変容の象徴』筑摩書房 1988 p.397
（12）同上
（13）江藤 淳『決定版 夏目漱石』新潮文庫 2016 p.37
（14）同上 p.490
（15）夏目漱石『現代日本文学全集 4 』文芸春秋社 1966 p.457
（16）バーバラ．ウオーカー　『神話伝承辞典』 大修館書店 1992 p.440-p.441
（17）ダンテ．アリギエーリ 『新生』 岩波文庫 1997 p.129
（18）ダンテ．アリギエーリ 『神曲（中）』岩波文庫 2011 p.188
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（19）ダンテ．アリギエーリ『神曲 （下）』 岩波文庫 2011 p.116
（20）同上 p.149
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（22）同上 p.195
（23）ダンテ．アリギエーリ『神曲（上）』岩波文庫 2011 p.13
（24）同上
（25）同上 p.25
（26）懸田 克躬編　『現代精神医学大系総論 1 』中山書店 1979 p23
参考文献
夏目漱石『日本文学全集 夏目漱石 1 － 5 』文芸春秋社 1967
C．G ユング『自我と無意識』思索社 1990
C．G ユング『変容の象徴』筑摩書房 1998
C．G ユング『人間と象徴』河出書房新社 1982
C．G ユング『原型論』紀伊国屋書店 1999
クルト．シュナイダー『臨床精神病理学序説』みすず書房 1989
江藤淳『漱石とその時代第一部より第五部』新潮選書 2013
江藤淳『決定版 夏目漱石』 新潮文庫 2016
ダンテ．アリギエーリ『神曲（上中下）』岩波文庫 2011
ダンテ．アリギエーリ『新生』岩波文庫 1997
アト．ドフリース『イメージシンボル辞典』大修館書店 1992
バーバラ．ウオーカー『神話伝説辞典』大修館書店 1992
懸田 克躬編『現代精神医学大系総論 1 』中山書店 1970
大熊輝雄『現代臨床精神医学』金原出版 1989
ジェーン．ギャロップ『ラカンを読む』岩波書店 1990
ジャック．ラカン『精神分析の四基本概念』岩波書店 2000
－ 150 －
創価大学教育学論集　第 71 号：五味淵・鈎
A Tentative of Comprehensive Interpretation of 
‘Ten Nights with Dreams’ by Soseki Natsume
―Centering around‘ The First Night’
Takashi GOMIBUCHI　Haruo MAGARI
　This is comprehensive analysis of ‘Ten Night with Dreams’ by Soseki Natsume using the 
methods of analytic psychology.
　First, we interpreted “the First Night “ which is considered as significant as ‘the Third Night’ 
is anima archetype.Next, we discussed the similarity between the female figure in ‘The First 
Night’ and the image of Beatrice in ‘La Divina Commedia’ by Dante Alighieri.
　Then, after interpreting each one of other stories of ‘Ten Nights with Dreams’,the 
comprehensive analysis of these stories is discussed. In short, except for ‘the Eight Night’,the 
motifs of death or those related to death appear repeatedly. However, the nuances of each story 
are quite different and it is hard find a consistent theme that clearly exists throughout these 
episodes.
　We propose a kind spatial model in which ‘the First Night’and‘the Third Night’are located 
at the top and the bottom respectively, and the Self is at the center. Other episodes of‘Ten 
Nights with Dreams’are, so to speak, randomly located on this spherical surface.
　We also suggested that, in order to understand the whole of ‘Ten Nights with Dreams’,it is 
necessary to understand and explore what is called ‘Self’ as well as factual and reductive 
interpretation. 
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豊かな人間関係の中で培われる幼児の創造性
小野沢　美明子
1　はじめに
　本稿の目的は、幼児が教師や周りの友人と関わりながらどのように創造性を培って
いるか、具体的な保育事例を通して、その実態を明らかにすることである。
　AI（人工知能）の進歩が著しい中、人間の約半分の仕事がコンピューターの自動
化により失われるリスクがあるという衝撃的な論文が衆目を集めて数年経つ。論文の
著者であるオズボーン等は、これまでコンピューター化は、明示的なルール及びパター
ン認識に基づく日常業務に限定されてきたが、非日常的な認知課題に対しても代替の
可能性が増していると指摘する（Osborne ＆ Frey，2013，p.44）。一方で「創造的で
社会的な知性を必要とする仕事はコンピューター化の影響を受け辛く、創造性や社会
性を修得する必要がある」（Osborne ＆ Frey，2013，p.45）と結論付けている。
　日本では野村総合研究所（NRI）がオズボーン等との共同研究により、日本国内の 
601 の職業に関する分析を行っている。その結果、日本の労働人口の約 49％が、技
術的には AI やロボット等により代替できるようになる可能性が高いと推計している
（NRI，2015，p.1）。それは「必ずしも特別の知識・スキルが求められない職業に加え、
データの分析や秩序的・体系的操作が求められる職業」（NRI，2015，p.2）であると
指摘する。他方「創造性、協調性が必要な業務や、非定型な業務は、将来においても
人が担う」として、「芸術、歴史学・考古学、哲学・神学など抽象的な概念を整理・
創出するための知識が要求される職業、他者との協調や、他者の理解、説得、ネゴシ
エーション、サービス志向性が求められる職業は、人工知能等での代替は難しい傾向
があ」（NRI，2015，p.2）ると主張している。
　これらの研究結果から、成熟社会を迎えた我が国において、AI が躍進を遂げるこ
とにより、社会構造や労働環境が大きく変化したとしても、これから 21 世紀を生き
ていく子どもたちに必要なのは、未来を創っていくことのできる社会性であり、創造
性であると考えられる。創造社会においては、いわゆる一般化可能な知識及び技能を
修得し、活用するにとどまらず、それを自ら再構築し、更新させ創造していく力が重
要になってくると言えよう。秋田はそれに関して次のように述べている。
　創造力は知識基盤社会において社会のイノベーションの役割を担う。また、
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新たな発想や創意工夫は、私のもう一つの可能性を生み出す。この意味で創
造力の育成は社会にとって有効であると同時に、個々人が自ら力を伸ばし発
達していくためにも有意味な意味を持っている。（秋田，2014，p.52）
　秋田は、創造力は、社会にとって有効であるし、個々人にとっても有意味であると
主張している。すなわち、創造力とは決して個人内に停留している能力ではなく、社
会において意味付けられ広がっていくと解釈される。社会的に構成された世界で培わ
れる創造力は、社会的に媒介されて、留まることなく開かれているのである（Lave
＆ Wenger，1991）。
　創造力とは、個人に内在しているわけではなく、個人がその一部になっている社会
の中にあると考えられる。創造力は、個人が社会的実践に直接関わる過程で、培われ、
発達していくと捉えられる。創造力は、参加の軌道の中で培われるのである（Lave
＆ Wenger，1991）。
　創造力を参加の軌道に沿って解釈するということは、参加のプロセスに焦点を当て
ることを意味する。社会的に構成された世界の中で、参加のプロセスへ焦点を当てる
一つの見方は、活動に参加している人間同士の関係の生産、変容、変化として捉える
ことであると考えられる（Lave ＆ Wenger，1991）。
　このように考えるならば、創造性は、個人が社会的実践に参加している限り、活動
の文脈に依存し、絶えず生産、再生産され、進化し、更新していくものと考えられる。
その創造性の進化、更新を支えているのは「社会的かつ文化的に構造化された世界の
中の、世界と共にある、また世界から沸き起こってくる、活動に従事する人々との関
係」（Lave ＆ Wenger，1991，p.51）である。
　そこで、本稿では、創造社会の担い手である幼児が、周りの人々とどのように関わ
りながら、どんな活動に参加し創造性を培っているのか、具体的事例を通して明らか
にしたいと考える。次章では、子どもの創造性を培うために欠くことのできない「主
体的追究過程」を、レイヴ・J. とウェンガー・E.（Jean Lave ＆ Etienne Wenger）
の「正統的周辺参加」（Legitimate Peripheral Participation）論に依拠し解釈する。
3 章では、「主体的追究過程」を保障するための教師の役割を明らかにする。 4 章で
は、東京学芸大学附属幼稚園小金井園舎の事例を、子どもの人間関係と創造性に関し
て「教材へのアクセスの保障」「教材の透明性」「参加の文脈に依存する創造性」「参
加の保障と創造性の発達」の視点から分析し考察する。終章では本稿のまとめと今後
の課題を提示する。
2　子どもの創造性を培うための「主体的追究過程」
　本章では、子どもの創造性を培うために必要不可欠であると考えられる「主体的追
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究過程」に関して、「正統的周辺参加」論に依拠し、解釈する。
（1）　子どもの創造性を培うための「主体的追究過程」の尊重
　子どもの創造性を培うためには、教師が子どもの自由な精神活動を基調とした追究
過程を尊重することが重要であると考える。それは、子どもが自ら主体的に活動に参
加し、課題を追究していくことであると考えられる。仮に、教師が一方的に課題を提
示し、その課題を解決するための方途を指示した場合、子どもはまず、教師に指示さ
れたことを忠実にこなすことに集中するであろう。子どもにとっての活動の意味付け
は、教師から認められることであり、そこには試行錯誤しながら新たに何かを創造し、
目標に向かおうとする志向性は存在しない。創造性とは、子どもが興味を抱き、主体
的に対象と関わり、問題を追究していくプロセスにおいて培われるものであり、教師
の指示的教育から育むことは困難な側面があると考える。
　教え込むことの弊害についてレイヴ等は次のように述べている。
　正しい実践はかくあるべしという形での指示的教育（directive teaching）
が（学校での）実践のある制限された形態を生み出し、学習の機会の正当な
根源としての、進行中の実践への参加を先取りしてしまうことで、教える側
で課する要求に従うことを目標にするということが、本来意図されたのとは
異なる実践を生み出してしまうのである。（Lave ＆ Wenger，1991，p.96-97）
　教師が正しいと考える実践を子どもに指示し一方的に教え込むことは、実践の多様
な発展の可能性を制御することになる。共同体は進行中の実践への様々な参加形態を
受け入れることにより、相互の関係性の中で変化を遂げていく。その要となる参加方
法を教師が先取りして限定することは、共同体の変化を固定化し、矮小化することに
なると思われる。教師の教え込みによる指示的教育は、権威の在所を教師自身に内在
化されたものとして誇示するものであり、教える行為を中心と化した偏狭的な見方を
増長する。それは結果的に学習者である子供の視点を無視し、子どもの包括的な見通
しを閉ざすことになる。
　子どもは、自ら見通しを持ち活動に参加する中で、自分で考えたり、その考えを修
正したりしながら、新たに創造することが可能となる。このような参加のプロセスこ
そが、子どもの「主体的な追究過程」であると言えるだろう。子どもの創造性を培う
ためには、「主体的追究過程」を保障することが不可欠であると考えられる。
　次節では、創造性を培うための必須要件である「主体的追究過程」を「正統的周辺
参加」論に依拠し解釈する。
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（2）　「正統的周辺参加」論から解釈される「主体的追究過程」
①　「正統的周辺参加」論の分析的視座
　「正統的周辺参加」論は学習を分析的に見る一つの見方を提供するものである。レ
イヴ等によれば、学習は知識の伝達や技能の習得としてではなく、実践共同体への「正
統的周辺参加」として特徴付けられる。実践共同体とは、広く活動に対する共通理解
があるシステムへ参加している者の集合体を意味する。そこでの学習は自己充足的な
個人内行為として規定されるのではなく、社会的相互作用を伴う共同参加過程の中に
位置付けられる。
　「正統性」（legitimacy）とは、ある特定の実践共同体への参加が保障されているこ
とである。「参加を保障すること」とは、成員としての何らかの役割を与えられて、
その役割を演ずることを認められている状況を示す。
　「周辺性」（peripherality）とは、成員の実践共同体における参加過程そのものを表
すものである。成員は、自分以外の様々な役割を演じている他の成員との相互交流を
図りながら参加の位置や形態を変化させていく。他の成員との関わり方は、時には接
する程度かもしれないし、またわずかな局面を交差させたり、結合させたり、あるい
は融合したり、反発することもあったりと多種多様である。その参加のプロセスは常
に動的であり、可変的である。
　そして「周辺的参加」は社会的世界に位置づけられているという。社会的世界とは、
人や物、事象相互の関連性により意味付けられた世界である。これら諸関係の体系は
社会的な営みの中で生産され、発展させられるのである。「正統的周辺参加」論は、
実践共同体における事物や事象の具体的な関係を、多元的な社会的相互作用の視点か
ら探究する試みである。それは我々に歴史的、文化的背景を含めた相互結合関係の豊
かさから導かれる学習の一つの見方を提示するものである。
　以上、「正統的周辺参加」論について、「正統性」と「周辺性」を解釈し、分析的視
座を示した。
②　「正統的周辺参加」論から解釈される「主体的追究過程」
　「正統的周辺参加」論によれば、「主体的追究」とは、学習者が単に自ら行動すると
いうような、学習者からの一方的な振る舞いを意味するのではなく、アイデンティティ
を持って実践共同体に参加することであると解釈される。個々の成員は孤立して各々
存在するのではなく、絶えず他者と自分、共同体と自分、そして共同体を包含する社
会的世界の中にいる自分との関係性を意識し、活動に参加するのである。アイデンティ
ティは個と他者との相互関係性において存在し得るものであると捉えられる。
　レイヴ等は学習におけるアイデンティティの形成について次のように述べている。
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　私たちはアイデンティティというものを、人間と実践共同体における場所、
及びそこへの参加との、長期にわたる生きた関係であると考える。従って、
アイデンティティ、知るということ、および社会的成員性は、互いに他を必
然的に伴う。（Lave ＆ Wenger，1991，p.53）
　アイデンティティとは、人と共同体における実践の場であり、そこに参加をするこ
とにより構築されていく様々な関係性であると言う。社会的実践にアイデンティティ
を持って参加するということは、共同体の成員としての自己の役割を、他者及び共同
体との関係において認識し、かつ他者からも認められているということである。すな
わち、アイデンティティとは、自己の存在証明であると同時に、他者の存在証明をも
意味することになる。更に、アイデンティティは、参加過程において常に新たに更新
されている様々な関係性（それは人間同士であったり、モノとの関係性であったり、
様々な事象との関係性であったりするのだが）の文脈に依存して、変化をし続けるの
である。アイデンティティとは決して物象化可能な固定概念ではなく、社会的世界の
関係性の中で動態的文脈に沿って変化し、発達し続けると考えられる。
　このように考えるならば、「主体的追究」とは、単なる学習者の一方的な行動を示
唆するのではなく、実践共同体において他者及び共同体との関係性の中で、個のアイ
デンティティが認められている状態である。個の主体性は、全体との関係性において
成立するのである。そして、「主体的追究過程」もまた、アイデンティティの発達と
同様、固定化された既定のコースをたどるのではなく、新たな関係性が構築され続け
るのに伴い、常に更新され、発展していくと考えられる。「主体的追究過程」は個人
内及び社会的世界内に閉じられているのではなく、絶えず新たな道筋を開拓し続けて
いるのである。
　次章では、本章で解釈した「主体的追究過程」を尊重するために教師はどのような
役割を演じたら良いかを明らかにする。
3　「主体的追究過程」を尊重するための教師の役割
　本章では、「主体的追究過程」を尊重するための教師の役割を、未経験者である子
どもたちにとっての可能な参加の保障及び、教材へのアクセスの保障の 2 つの視点
から提示する。
（1）　未経験者である子どもたちにとっての可能な参加の保障
　子ども達は、参加しようとしている内容に関して未経験者であることが多い。未経
験者である子ども達が、見通しのない盲目的な選択を課せられることがないようにす
るために、教師は子どもにとって可能な参加の場を保障することが重要であると考え
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られる。
　レイヴ等は、未経験であることに関して次のような示唆を与えている。
　正統的な周辺性は「建設的にナイーブな」見通しとか疑問が発達していく
ために重要である。この観点から言えば、未経験というのは開拓されるべき
資産である。ただし、それはその限界を理解して役割を評価してくれる経験
ある実践者によって支えられているという参加の文脈でのみ役に立つもので
ある。（Lave ＆ Wenger，1991，p.104）
　未経験であるということは、成員が活動の未来像をスケッチし、自らの疑問点を動
機付けとして課題を追究していくというプロセスでは未知数の可能性を秘めている。
しかし未経験者が興味・関心に基づいた課題を、自らの思考や判断のみに依拠し、発
展させていくことには限界があるということを認識する必要がある。未経験者である
子どもの限界を見極めた上で、子どもにとって「可能な参加の場」を提供できるのは
他ならぬ教師である。子どもにとっての「可能な参加」とは、子どもが活動に対する
全体像が描けることであり、共同体内において自分ができる範囲の役割を認識し、演
ずることであると考えられる。
　子どもの「主体的追究過程」を保障するためには、教師は子どもに役割を与え、参
加できる共同体の場を提供する必要がある。無限定、無制限な主体性は、「主体性」
という名の強制にすぎない。「主体性」は、子どもに一方的に内在するものではなく、
教師や自分を取り囲む周りの人間、そして社会との関係性の中で成立するからである。
　子どもは、自分で為すべきこと―すなわち役割と責任を認識してこそ、実践共同体
の成員として「主体性」を発揮すると考えられる。子どもは、豊かな参加の場が保障
された共同体の中で、自己のアイデンティティを認識し、社会的世界との相互作用の
過程において「主体的追究」が可能となる。このように「主体性」もまた、子どもと
子どもを包み込む全てのモノや人との豊かな関係性の文脈に依存し「社会的世界に位
置づけられている」（Lave ＆ Wenger，1991，p.36）ことの一側面を提供するもので
ある。
（2）　教材へのアクセスの保障
　教材が、単なる事物や事象として存在するのではなく、子どもの自由なアクセスを
可能にするためには透明性を有することが重要であると考えられる。教材の透明性と
は、一方では道具の仕組みや使用法のわかりやすさ、成員の活動状況のわかりやすさ
などを意味する。もう一方では「特定の参加形態を含むプロセス」（Lave ＆
Wenger，1991，p.85）を意味する。「特定の参加形態」とは、実践共同体への「正統
的周辺参加」が為されている状況を指す。それは成員にとって活動の意味が明確であ
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り、未来を見通した文脈の中で、見たり聞いたりしながら情報を収集し、コミュニケー
ションを取りながら実践に参加している状態である。このように透明性の概念には、
共同体の実践として視覚的に確認が可能な可視性と、実践への参加に伴って副次的に
生じる視覚的には確認できない不可視性の二元性が備わっている。
　ここで留意すべきなのは、活動は教授行為へのアクセスによって成立するのではな
く、教材が持つ潜在的可能性に対しアクセスすることによって成立するということで
ある。活動への関与は、当然のことながらその活動に包含されている教材へのアクセ
スを意味するものである。しかも、その教材は瞬間的に実践に適合する存在として固
定化されたものではない。子どもがアクセスする方法や形態の違いによって、またそ
れに伴う状況の変化に応じて、教材としての固有性や有意性が変わっていくのである。
それが教材の持つ潜在的な未知数の可能性であると考えられる。
　アクセスについてレイヴ等は次のように述べている。
　アクセスは操作されやすく、それが正統的周辺性をアンビヴァレントな状
態にする。すなわち、アクセスの組織化に依存して、正統的周辺性は正統的
参加を促進するか、妨げるかにわかれる。（Lave ＆ Wenger，1991，p.103）
　レイヴ等によれば、教材へのアクセスを操作することは、教師にとって比較的容易
である。教師の設定した状況や環境によって、子どもの教材に対するアクセスの機会
は、促進されることもあれば妨げられることもある。
　教師は、共同体内で発生した無意味であると思われる規範や制約によって、子ども
のアクセスが制限されたり消去されたりすることがないよう注意を払う必要がある。
そのためには、子どもの様々なアクセスの形態や方法を保障できる、参加しやすい環
境を設定することが肝要である。このような、アクセスに対して開かれた状況は子ど
もたちの主体的な参加による学習を促進することにつながると考えられる。未経験者
である子どものアクセスが認容されている限り、共同体は相互交流による再生産を繰
り返し、更新していくのであり、活動の可能性は限りなく広がっていく。そういった
意味で、子どもが教材へ自由にアクセスできる環境を設定する教師の役割は重要であ
ると言えよう。
　以上本章では、子どもの「主体的追究過程」を尊重するために、教師は子どもにとっ
て可能な参加の場を保障すること、さらに教材へアクセスする環境を整えることが重
要であることを論じた。
4　事例「なかまとチャレンジ！こままわし」を通して培われる創造性の検討
　本章では、東京学芸大学附属幼稚園小金井園舎の「なかまとチャレンジ！こままわ
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し」の実践を通して、子どもたちが周りの教師や友だちと関わりながら培っていく創
造性に関して検討し、考察する。
（1）　本園を分析の対象として選定した理由
　本園の選定理由としては、教師が、子どもの「主体的追究過程」を尊重した保育を
実践している点が挙げられる。教師は日常の園児の様子から、子どもたちが何に興味
を示し、どんな活動をしたいと願っているかを把握し、子どもが追究できる環境を設
定している。子どもの教材へのアクセスを保障しているということである。
　教師は毎朝「〇〇ちゃんは、今日は〇〇をするのかな」と声をかけ、子どものやろ
うと考えている活動を確認する。その後、子どもがその活動に取り組む際に必要にな
ると思われる道具を用意し、あらかじめ保育室の、子どもが確認しやすい場所に置い
ておくのである。教師はその時に決して、「道具を使うように」という指示はせず、
静かに置くだけである。
　更に教師は、子どもが自ら設定した活動への参加を保障している点が挙げられる。
教師は必ず子どものやりたいと願う活動を認め、そこに躓きが認められた場合は、子
どもにどうしたいか意向を確認し、少しのアドヴァイスをするのである。少しのアド
ヴァイスというのは、躓きの解決策を手ほどきするのではなく、解決の糸口を提案す
るということである。子どもはその提案にヒントを得て、活動の未来に対する見通し
を持って参加することが可能になるのである。
　以上の教師の日常保育の姿から、子どもの「主体的追究過程」を尊重していると判
断し、分析の対象に選定した。
（2）　「なかまとチャレンジ！こままわし」の事例を通して培われる創造性の検討
　 1 月に入り、幼稚園では、お正月に因んだ活動が連日繰り広げられていた。園庭
では凧揚げにしのぎを削り、室内では中旬に開催されるこま大会に向けて、子どもた
ちは夢中で自分のこま作りに精を出し、こままわしの技術を少しでも磨くことに必死
になっていた。以下は、そんな年長クラスの子どもたちの様子である。なお、子ども
の氏名は全て仮名である。T は教師を表している。
【場面 1 　こままわしへの参加の始まり　－子どもの「主体的追究過程」の始ま
りと教師の教材へのアクセスの保障－】
亜矢：山田先生、こまやってもい～い？
山田 T：いいよー。
里奈：わたしは今日、こまやろうと思ってるんだけど、今日一緒にやる？
萌絵： 里奈ちゃんにジャンプするところ見せたい。でも、山田先生がいないとで
きないの。ジャンプしてポンって、こまが下りるの。
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里奈：じゃあ、一緒にこまやる？
　　　ただ、まわすだけしかできないんだけど、い～い？
萌絵： 今日は畑仕事をしないと。そのかわりメンバーが集まらないと。その前に
こままわそうかな。
萌絵：里奈ちゃーん、（こまのひもの巻き方）上手だね。
里奈：うん、ありがとう。
萌絵：山田先生とまわせば、絶対まわせると思うよ。
里奈：わたし、まわせるんだ。
萌絵：隼人君、そろそろまわせるかもよ。
（筆者の観察記録より一部抜粋，2013.1.11，下線部筆者）
　子どもたちが、活動を始める際に、こままわしをやりたいという意志を教師に伝え
る場面である。教師は亜矢にやっても良いかを尋ねられて「いいよー」と、こままわ
しへのアクセスを認容している。里奈も亜矢に続き、きょうは自分がこままわしをし
たいと考えているという意志表明をする。子どもたちが、やりたいという気持ちを持っ
た時が活動への参加の始まりであり、「主体的追究過程」の始まりであると考えられる。
　萌絵は「山田先生がいないと（こままわしが）できないの」「山田先生とまわせば、
絶対まわせると思う」と、山田教諭へ絶対的な信頼を置いている様子が読み取れる。
それは、山田教諭が、日頃から萌絵のこままわしの知性的技能の状態を察知し、萌絵
の活動への参加が成立するように適切な援助をしていることの表れであると捉えられ
る。
　また、子どもたちはお互いの友人のこままわしの状況にも気を配っている様子が読
み取れる。萌絵は里奈の「ただまわすだけしかできない」「わたし、まわせるんだ」
という言葉を聞き「隼人君、そろそろまわせるかもよ」と、里奈と同程度の技能を保
有する友だちの名前を挙げていることから、友だちの参加の位置を認識していること
がわかる。
　年長の子どもたちと言えども、 6 歳児にとって、紐付きのこまをまわすのは相当
な技術を要することがこの場面から察することができる。
【場面 2 　こまの色塗り　－教材のアクセスの保障と透明性－】
こま大会に向けて、園児が集まって、自分のこまの色塗りをしている場面である。
里奈：みんな、（こまの色塗りをするために椅子にすわる場所）ここでもいーい？ 
萌絵：なんでみんな笑うの？
孝也・由宇：ちょっとおもしろい。どこがって、みんなおもしろい。
萌絵； 前、付け髭セット付けたんだけど、みんな、それ笑えた？鼻に髭付けたや
つ。
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孝也：ぬれたぞー、見て。そのまま塗っちゃっても楽しい。
恵理： 奈美ちゃんも塗りたい時、前塗った上から塗ればいいんだよ。絵の具の上
は無理だけど、クレヨンとか。
里奈：みんなもドットだね。孝ちゃんドット？
隼人：萌絵ちゃんたちー、隼人君ねえ、くるみ落ちてたの見つけたの。
萌絵：ねえ、じゃましないでくれない？じゃまになっちゃう。
萌絵：青が固まっちゃって困ってるんだけど、山田先生―！
山田 T：ちょっとずつ出さないとすぐかたまっちゃう。
萌絵：緑もみんな、あんまり使ってないの？
子どもたち：使ってる。
萌絵：焦ると、絵の具がお洋服につくよ。
恵理：恵理、薄い色しか使わない。
由宇：ねえ、ギリギリセーフでつかない。　
（由宇は、軸を持ってこまをまわしながら色を塗る。それを見た他の子どもたち
も真似をし始める。）
萌絵：ねえ、みんな見て！これどーお？
里奈・由宇・孝也：きれーい！かわいい！
由宇：そうだ！乾いてから塗ろ。
里奈：乾いてから（下の方）やろ！
里奈：今のうち、やっちゃお。
萌絵：赤、使ってない？
恵理：恵理、赤、一回も使ってない。
萌絵：見て！みんな！
孝也：よーし、これでー、できたー！
由宇：あそこで乾かしておくんだよ。
恵理：由宇っち（由宇）、いっしょに遊ぼう！
萌絵：できた、乾いたら、上塗ろ！
（筆者の観察記録より一部抜粋，2013.1.11，括弧内及び下線部筆者）
　子どもたちは円になって机を囲み、お互いの様子を見ながら色を塗っている。これ
は、教材へのアクセスが保障されていると同時に、子ども相互が教材への関わり方を
認め合えるという、教材の透明性が保障されていることを示している。子どもたちが
色の塗り方について言葉を交わしたり、あるいは友だちのこまの持ち方を見たりしな
がら自分のやり方に取り入れていく姿から、実践の文化を学び、知性的技能を発達さ
せていく様子が読み取れる。
　子どもたちの会話は実に愉快である。こまの色を塗っているメンバー同士は積極的
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にコミュニケーションを図っている。子どもたちは個人対個人で会話をするのではな
く、「みんな」に向けて発信しているのである。事例 2 では「みんな」という言葉が
7 回出てくる。更にみんなに対して「見て」という言葉も 3 回出てくる。それによっ
て、居合わせたメンバーにとって、教材の透明性が一段と際立つようになる。
　更に、こまの色の付け方はそれぞれ個性的である。萌絵は「付け髭セット」を付け
たと言い、里奈他数名はドット柄である。また、恵理は重ね塗りの技法に関して、「絵
の具の上に塗る時はクレヨンで塗ればいい」と情報を発信している。
　教師の介入を求めたのは萌絵である。「絵の具が固まって困る」という訴えに対し
て山田教諭は「少しずつ出すと良い」と助言している。
　また、「焦ると上手くいかないこと」や「こまの軸を持ってまわしながら色を塗る
と塗りやすいこと」「乾いてから別の色を塗れば混色にならず、にじまないこと」な
どの技能を、参加の文脈に依存し学んでいくのである。そして萌絵のみんなへの「こ
れどーお？」との問いかけに対して、「きれーい！かわいい！」と応答していること
からも、それぞれの参加の仕方を認め合い、豊かな友人関係を築けている様子がうか
がえる。
【場面 3 　こままわしへの熱望による参加　－技に関する創造性の宝庫－】
子どもたちは最初、積み木で遊んでいたのだが、ついこままわしに目が行き、積
み木を放り投げてこままわしを始めてしまった。
亜矢：わー、「きのこまわりー」。（こまが逆さになる。）
朝日：まわった！この上（積み木の上）に上ったら。
良太：「おさんぽ」できたよ。
朝日：糸がくっついたままだから「おさんぽ」。
朝日：「タイヤまわり」！ 10 メートル位は飛んだぞ！
朝日：15 メートル位、横に行くのは「横まわり」！（こまの側面でまわる。）
　　　 15 メートルより短いと、「タイヤまわり」っていうの。ぼくのは 10 メー
トル位行ったよ。
朝日：「障害物よけきのこまわり」！
良太：ぼく、連続 2 回。
誠也： さっきの、「ゴミまわり」だよ！ただねえ、こまをいっぱいやってた時、「ゴ
ミまわり」ってできるよ。
朝日：あー！「観覧車まわり」！
　　　今、「急ぎきのこまわり」になったよ！
良太：ヒント、教えてあげよっか？こうやって、外にやるとできるんだよ。
朝日：「きのこまわり」を簡単にやる方法知ってるよ！こうやるの！
　　　（逆さにして放り投げる。）おー！いすの下で回ってるよ。
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朝日： あー！「だっこまわり」！（朝日が投げたこま。）「だっこまわり」なんか
難しいよ。
朝日：「変格まわり」！
朝日：「最強パチンコきのこまわり」！必殺だ！コンコンコンコンって。
　　　（いろいろな所にぶつかりながらまわる。）
良太：ぼくと朝日君の秘密にしない？
朝日：オー！「モチスロットのタイヤまわり」だー！
朝日：オ―！もしかしてまわったぞー！
朝日：あー！はじいた！「はじきまわり」！「はじきまわり必殺」！
（筆者の観察記録より一部抜粋，2013.1.11，括弧内及び下線部筆者）
　子どもたちが積み木の片付けをせず、ついこままわしを始めてしまったというのは、
「どうしてもやりたい」という強いジレンマに駆られてのことである。そんな子ども
たちのこままわしへの参加は積極的であり、次々と技が飛び出し、白熱した展開とな
る。
　子どもたちは絶え間なくこまを投げ続け、その一つ一つに技の名前を付けている。
それは、「日本こままわし協会」の認定している技とは異なる、自分たちでこまのま
わり具合を判断し命名した技である。子どもたちが、投げたこまを見て瞬時に判断で
きるのは、こままわしの実践に参加する過程で、共通理解を得て自ら命名した技だか
らである。 6 歳児の子どもたちにとって、投げこまをまわすことは至難の業である。
一般社会で認識されている、更に変化した高度な技を修得することはより困難なこと
である。そこで子どもたちは自分たちの参加を可能にする実践共同体を創り出すので
ある。そこにおける活動は、子どもたち相互の関係性によって意味付けられ、発展し
ていく。それはまさしく、子どもたちの創造性の発展のプロセスを表すものであると
捉えられる。
　この場面中に登場したこままわしの技は全部で 14 個である。その一つ一つに意味
が付与されている。その技は、子どもたちの社会的世界において、子どもたちが関わ
り合うことによって生産され、再生産され、そして更新していくことが可能である。
それは、こままわしの実践が、常に変化する社会的文脈の中に位置付けられているこ
との証であり、共同体の個別的特長や、即興的行為（improvisation）、あるいは相互
作用（interaction）、さらに定式的過程には還元できない創発的過程（emergent 
processes）の軌道に沿って発展していくと捉えられる。
　子どもたちは社会的世界において意味付けられたこままわしの技をお互いに教え合
い、あるいは一部「秘密の技」にして知性的技能を修得していくのである。子どもた
ちの熱気を帯びたやり取りから、興奮度が高まっている様子が伝わってくる。
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【場面 4 　教師の活動への関わりと子どもの創造性の発達　－参加の保障－】
隼人： おお！「地球まわり」！（回転する。）前ね、パパが投げたこまが、隼人
の頭でまわったんだよ。
朝日：レディー！「おもちつき」！
直哉： 3 回まわした人は「マスター」だよ。
＜遊戯室で＞
朝日：「空中まわり」！（空中でまわる。）空中まわりはなかなか難しいんだよ。
俊太：せっかく色塗ったのにまわらない。
朝日：「必殺ブランコまわり」もあるよ！
朝日：今のは「巨大タイヤまわり」だ！
朝日：あ！まわったー！（ジャンプしながらまわした。）
田代 T：わたし、出来ない人を出来るようにするのが上手なの。
　（田代 T の援助により、博人がまわせるようになる。）
博人：まわった！まわったー！
田代 T：他にできなくて、泣いている人いない？
朝日：ぼくの本番見てて。
田代 T：見てる。
朝日： ねえ、俊太君、あのプロペラに 10 メートル位上に当たって、下りて来て
まわったよ（きのこまわり）。ぼくって、プロだよ。
朝日：こまに衝撃！
朝日：今、誰かはじいた？
隼人：おれ。
朝日：おーーー！ぶつかっても少しはまわってる。
康太：まわったーーーー！（田代 T が見てあげる。）
彰人：あーん、難しすぎる。
博人：まだまだ続くーまだ続くーー（歌いながら）。（こまがまわり続けている。）
隼人：心がおじいさんになってきたのかね？こまがね。
朝日： おじいさんになって、「もうまわせなーい」って。おじいさんだから、お
年寄りだー。　
朝日：あっ！いっしょに糸もまわっちゃったよー。
朝日：雄太君の頭で、横で、ぐるぐる回ってた！（雄太が寝転がっている。）
朝日：あー！なんだ、この模様？これ（名前シール）が模様になってるんだよ。
朝日：こまもおじいさんになったんだよなあ。
健一：こまのバカ！（ひもでたたく）
朝日： 巨大な「タイヤまわり」より、けっこうまわり方が細かいんだよ。本当の
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名前はねえ、「車まわり」！
朝日：オ―――――！俊太君にぶつけようと思ったら、まわった！
希美：スライングしてから立った！（朝日のこまを見て）
あいこ T：最後にまあるくなって、みんなでやってみましょう。
田代 T： これじゃあ、ぶつかっちゃうよ。みんなで、いっせーのーせっ！でやる
から、紐巻いて。
田代 T：もう一歩、後ろに下がろうか。
あいこ T：うーしーろ！いっせーのーせっ！
（みんな、一斉に投げる。）
あいこ T：はーい、じゃあ、今日はこれで練習を終わりにします。
（筆者の観察記録より一部抜粋，2013.1.11，括弧内及び下線部筆者）
　場面 4 では、場面 3 に引き続き、更に 6 種類の新たな技が登場する。隼人の「パ
パが投げたこまが、隼人の頭でまわった」という言葉から、家庭でも家族と共にこま
まわしを楽しんでいる様子がうかがえる。
　そんな中、田代教諭は「出来ない人を出来るようにするのが上手なの」とアピール
する。博人はそんな田代教諭の言葉に支えられて、初めてこままわしが成功する。「ま
わった！まわったー！」という博人の歓声から、その喜びが伝わってくる。教師は経
験者として子どもの限界を見極め、一人ひとりの子どもにとって可能な参加の場を保
障する役割を担う。これは、教師自らが実践に参加しているからこそ可能になること
であり、教師が実践の中で語ることがいかに重要であるかを示している。教師が子ど
もの参加を保障する、すなわちその子どもの参加の仕方を認めることによって、初め
て成員として参加の軌道に加わることが出来るのである。朝日の「ぼくの本番見てて」
という発言にも見られるように、子どもは自分の参加の仕方を認めてほしいのである。
まず、自分の参加を保障されることによって、子どもは様々な参加の仕方を発展させ
ていくことが可能になる。そこに創造性が生まれ、培われていくと思われる。「ぼくっ
てプロだよ」と、朝日は自信をのぞかせている。そのような自己肯定感が育つことも、
創造性の基盤となる重要な要素であろう。
　そして、隼人の「心がおじいさんになってきたのかね。こまがね」との言葉は、こ
まを人間に見立てた擬人法による表現である。これは、こまが長くまわり続けること
により徐々に勢いを失っていく様子を例えたと考えられるが、子どもの創造の世界が
広がっている場面であると解釈される。
　子どもたちは参加の文脈に依存し、相手の技術を確認したり、時にはアドヴァイス
をしたり、情報を交換したりと、相互に関わり合っている姿が認められる。さらにあ
いこ教諭の「まあるくなって、みんなでやってみましょう」との提案は、活動に参加
しているメンバー全員の関わり方を認め合う絶好の機会となっている。教材へのアク
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セスの保障と共に、教材の透明性を担保し、子どもたちの創造性が磨かれていく環境
が提供されているのである。
　以上、本章では、こままわしの実践を通して、幼児が周りの教師や友だちと関わり
ながら培っていく創造性に関して「子どもの『主体的追究過程』の始まりと教師の教
材へのアクセスの保障」「教材の透明性」「熱望による参加の文脈に依存する創造性」「教
師の参加の保障と子どもの創造性の発達」の 4 つの視点から検討し、考察した。
5　おわりに
　本稿では、創造社会の担い手である幼児が、周りの人々と如何に関わり合いながら、
どのような活動に参加し創造性を培っているのか、レイヴ・J. とウェンガ ・ーE. の「正
統的周辺参加」論に依拠し、具体的保育事例を通して明らかにした。 1 章では、本
研究の目的及び問題の所在を述べ、 2 章では子どもの創造性を培うために欠くこと
のできない「主体的追究過程」を解釈した。「主体的追究」とは、学習者が単に自ら
行動するというような、学習者からの一方的な振る舞いを意味するのではなく、アイ
デンティティを持って実践共同体に参加することであると解釈される。3 章では、「主
体的追究過程」を保障するための教師の役割は、子どもにとって可能な参加の場を保
障すること、そして教材へアクセスする環境を整えることであることを明らかにした。
4 章では、東京学芸大学附属幼稚園小金井園舎の事例を、子どもの人間関係と創造
性に関して「教材へのアクセスの保障」「教材の透明性」「参加の文脈に依存する創造
性」「参加の保障と創造性の発達」の 4 つの視点から分析し、考察した。その結果、
子どもの創造性は、実践への参加の文脈に依存し、豊かな人間関係の中で絶えず生産、
再生産され、発達していくことが明らかになった。
　21 世紀を生きていく子どもたちにとって、如何なる社会へ変貌を遂げようとも、
やはりそこで自分を活かせるのは、豊かな創造性であると考える。子どもの創造性を
支えるのは、指示的教育ではなく、教師が子どもの参加を保障する環境を提供するこ
とであろう。子どもは、自身の参加を保障されることにより、いろいろな人々との関
係性を更新させながら、創造性を培い、社会的世界を広げていくのである。創造性は
子どもの「主体的追究過程」の文脈に依存し、絶えず進化していると考えると、これ
からどんな社会が創られていくか楽しみである。
　今後は、更に他の事例を、創造性に関して分析し、検討することを今後の課題とし
たい。
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Creativity of Children 
Cultivated in Rich Human Relations
Miako ONOZAWA
　Even if social structures and labor environments drastically change with AI making a leap 
forward in Japan that has entered a mature society, what is necessary for children living in the 
21st century is considered to be sociality and creativity which can create the future. Thus, the 
purpose of this article is to clarify, through concrete examples, how children, who are bearers 
of a creative society, are involved in people around them, what kind of activities they 
participate in, and cultivate creativity.
　Firstly, “subjective inquiry process”, which is indispensable to cultivate children’s creativity 
is interpreted based on “Legitimate Peripheral Participation” theory. It is interpreted as 
participating in a community of practice with identity, not meaning unilateral behavior of a 
learner, such as the learner acting merely by himself/herself. Furthermore, it is clarified that 
the role of the teacher in respecting children’s “subjective inquiry process” is to guarantee an 
opportunity for them to be able to participate in and to arrange an environment to access 
educational materials.
　Based on these, scenes of activity where child’s creativity is cultivated are analyzed and 
examined through concrete childcare examples.
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保育経験年数が乳幼児への言葉かけと語彙選定に関す
る伝達・非伝達経験の重要性と割合についての認識に
与える影響
―現職保育者と保育者志望学生の比較を通して―
戸田　大樹　　濱川　喜亘　　岸　正寿
榊原　久子　　舘　秀典　　高橋　健司
　飯塚　汐里
1 問題と目的
　近年、幼児教育・保育界では新採保育者による早期離職の問題が深刻化している。
この保育者の離職要因には処遇など様々な要因が複合的に絡んでいるが、乳幼児への
言葉かけの力量不足に関する悩みも含まれている。保育教諭養成課程研究会（2016）は、
新採保育者と保育者志望学生（以下、学生とする）が在学中に学んでおくべきであっ
た内容として、言葉かけの技法に特に注目して報告している。この結果から、保育者
養成校（以下、養成校とする）は学生の乳幼児に対する言葉かけの技法を高め、新採
保育者の早期離職を減少させる責務がある。しかし、小川（2006）によれば、養成校
の保育の知が実習生を通して、その知がどのように習得され、保育の実践に生かされ
ているのかという保育の知の有効性を確かめる機会、連携、蓄積が欠如していること
を指摘している。よって、養成校が学生の言葉かけの力量不足に関する問題を解決に
導くためには、保育経験が浅い学生の言葉かけの能力向上に関して「どのような」経
験を「どれだけ」積ませるか、という「経験内容」の精選と「量」の保障に関する視
点が重要である。本研究では、学生の言葉かけの能力向上に関して重要な経験内容は、
乳幼児に対して自身の言葉かけが「伝達」・「非伝達」する経験とする。戸田（2018）は、
保育者の乳幼児への援助である言葉かけに伴う感情に着目し、保育経験年数が保育者
の乳幼児への言葉かけに関する「自信」「不安」に影響を及ぼすことを報告している。
このことから、学生は乳幼児への言葉かけが「伝達」する経験から自信を得ることに
加え、「非伝達」する経験から不安や困難を抱く繰り返しの中でより確かな自信を得
ると考えられる。ここでの「伝達」とは、「保育者の乳幼児に伝えたい事柄が、言葉
かけと語彙によって適切に伝わる」ことを指し、「非伝達」は「保育者の乳幼児に伝
えたい事柄が、言葉かけと語彙によって適切に伝わらない」ことを指す。
　保育経験が少ない学生の場合、保育実践において間接的援助よりも言葉かけによる
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直接的援助の比重が大きくなる傾向にある。しかし、学生は言葉かけレパートリーも
十分に獲得していないことから、乳幼児に対して伝達可能な語彙選定に困難が伴う（戸
田，2015）。後藤（2015，p.104）によれば、言葉かけとは「保育者が幼児に対してこ
とばを通して行う援助のあり方の一つ」であり、その効果として「保育者が幼児に言
葉をかけることによって、共感や励ましを受け信頼関係が結ばれる、アイデアや知識
の提供を受ける、漠然とした思いが明確になる、イメージが豊かにふくらむ、ほかと
の関係が広がる等の教育的な作用を及ぼす」ことが挙げられている。ただし、「幼児
は保育者のことばから多くのことを敏感に察知するので、指示・命令のことばは少な
くし不用意なことばも慎みたい」との注意点も示されている。また、語彙選定とは、
保育者が「幼児の身近にある」「教育上指導しておきたい」という両者の視点を重ね
合わせ、語の単位で指導する言葉を選定することを指す（福沢・池田，2004）。よって、
学生の力量不足による困難さを補うために、養成校には、実践知の向上に大きく関与
している乳幼児への言葉かけに加え、語彙選定に関する指導内容も改善する必要性が
ある。ここでの実践知とは「学問的理論や知識の単なる適用ではない，個別具体的な
状況で発揮され更新される実践者独自の暗黙の知識や思考様式，方略の総体」（砂上・
秋田・増田・箕輪・中坪・安見，2012，p.252）と定義されている。
　このことに関連して、文部科学省は、近年における保育者の質の低下を鑑み、質の
高い幼稚園教諭養成に向けて「幼児と健康・幼児と人間関係・幼児と環境・幼児と言
葉・幼児と表現」を新規科目として設けた。これは、保育内容 5 領域の理論部分に
該当する。一方で、従来の保育内容「健康」から保育内容「表現」までの科目は、指
導法に関する演習の科目として位置づけられた。学生は、新設された保育内容 5 領
域の理論を学んだ上で、従来の科目を通して、保育実践中に見られる保育者の援助の
意図が達成されている乳幼児の望ましい姿や、その逆のより配慮が必要な姿に対する
適切な指導法を獲得することが期待されている。この動向を踏まえ、保育内容の指導
法に関して、幼児教育・保育に関連する保育内容「健康」の指導法（高橋・戸田，
2017ab）や保育内容「人間関係」の指導法（岸・戸田・荒木，2017；岸・戸田・荒木，
2018）、保育内容「言葉」の指導法（山本，2018）などの研究が開始されており、本
研究は、保育内容「言葉」の指導法に位置づけられる。
　保育内容の「言葉」の指導法に関する先行研究は、山本（2018）をはじめいくつか
見られる。しかし、保育者や学生を対象とし、乳幼児への言葉かけと語彙選定が「伝
達」・「非伝達」する経験内容に関する研究はない。この点について、諏訪（2000）「保
育の質」が保育者の専門性に関する概念図の中軸に「保育者の意識」を立てているよ
うに、保育者の成長プロセスに伴う「感情」に着目することが重要である。新採保育
者や学生は、乳幼児が登園してから降園するまでに示す喜怒哀楽など様々な感情の姿
に対して適切な言葉かけと語彙選定を試みる。そして、新採保育者や学生は、自身の
言葉かけや選定した語彙が乳幼児に対して「伝達」・「非伝達」する経験を積み重ねる
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過程において、自信や不安などの楽観的または悲観的な感情を抱いていると考えられ
る。特に、経験の浅い新採保育者や学生は、乳幼児への言葉かけ以前に、語彙選定に
も困難を示す傾向にある。なぜなら、新採保育者が経験してきた実践の大半は、学生
時代のボランティアやインターンシップ、保育実習や幼稚園実習であり、保育経験年
数が限りなく短いのが現状だからである。この短い保育経験年数では、学生の乳幼児
への言葉かけと語彙選定に関する「伝達」・「非伝達」する経験が、十分に保障されて
いるとは言えない。したがって、養成校は学生が経験するべき適切な「伝達」・「非伝
達」経験の「量」を検討する必要性がある。
　経験の量を検討する上で、区切りとなる保育経験年数は 5 年であると考えられる。
その論拠として、保育教諭養成課程研究会（2016）は悩みを抱えつつ幼稚園教員とし
ての力量が育つには 3 年から 5 年かかると報告している。さらに、戸田（2018）に
よれば、保育経験 5 年以上保育者は、保育経験 5 年未満保育者に比べ、乳幼児への
言葉かけに関する「自信」が高いことを明らかにし、保育者の成長に必要な経験年数
は 5 年であることを示唆している。
　また、「伝達」経験と「非伝達」経験のバランスも重要である。現職保育者は自身
の乳幼児への言葉かけと語彙選定に自信や手応えを感じつつも、同時に悩みや不安、
困難を抱くだろう。一方で、保育経験が浅い学生は、現職保育者よりも強い悩みや不
安、困難を抱くと推測される。保育者は日々の保育実践の最中、保育者の援助の意図
が達成されている乳幼児の望ましい姿や、その逆のより配慮が必要な姿など複数の姿
に対して、工夫しながら適切な言葉かけや語彙選定を行う。これを可能とする要因は、
「成功」と「失敗」に裏付けられた豊富な保育経験である。特に重要なのは、自身の
乳幼児に対する言葉かけや語彙選定における悩みや不安、困難という「非伝達」経験
を粘り強く積み重ね続けた経験であり、このプロセスはまさに保育者の熟達化である。
また、保育者は単に保育経験を積み重ねていることに終始しているのではなく、経験
に裏付けられた鋭い省察力を駆使して、自身の言葉かけや語彙選定が乳幼児に「伝達」・
「非伝達」した要因を両側面から分析し、翌日の保育実践に向けて改善を図る中で自
身の成長を促す。つまり、保育者を目指す学生は自身の言葉かけや語彙選定が乳幼児
に「伝達」する経験ばかりではなく、「非伝達」する経験をバランスよく積むことが
その成長に重要であると考えられる。
　しかし、現職保育者を対象とし、言葉かけや語彙選定の能力向上に最も寄与すると
考える「伝達」・「非伝達」経験の割合に関する実証的な知見はない。先にも述べたよ
うに、わずか 1 ヶ月程度の実習では、学生の言葉かけや語彙選定が乳幼児に対して「伝
達」・「非伝達」する経験が十分に保障されている根拠にはならない。むしろ、保育経
験が浅い学生は、自身の言葉かけや語彙選定が乳幼児に対して「伝達」できていると
高く評価してしまい、「非伝達」である状態に気付けず、「非伝達」経験の重要性を感
じることが困難であると考えられる。その論拠として、西山（2005）は短期大学の 1・
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2 年生は新任保育士よりも保育者効力感が高いことを示しており、加藤・浜崎・寺園・
森野（2008）はその理由について、短大生は現実の保育経験が少ないため、その保育
者効力感は自らの保育能力とは関係ない、主観的な保育者効力感である可能性を示唆
している。また、中村（2006）は、養成校に通う学生の保育者効力感は保育者への憧
れを基盤として形成されたものであり、「夢見る保育者効力感」であると指摘している。
この点に対し、加藤他（2008）は、憧れを基として形成された保育者効力感の場合は、
自らの見込みが現実に即していないことから、実際に保育を行うことで、見込みとは
異なり失敗経験を重ねる可能性が高いため、保育者効力感を大きく低下させる要因と
なりうると述べている。したがって、養成校は乳幼児に対する言葉かけと語彙選定の
「伝達」・「非伝達」経験に着目し、学生の主観的で現実に即していない「夢見る保育
者効力感」から、現職保育者同様に客観的で現実に即した「確かな保育者効力感」に
導く必要がある。ここでの保育者効力感とは、「保育場面において子どもの発達に望
ましい変化をもたらすことが出来るであろう保育的行為を取ることが出来る信念」（三
木・桜井，1998，p.203）を指す。この保育者効力感は Bndura（1977）が提唱した自
己効力感を発展させたものであり、また、Gibson & Dembo（1984）が教師効力感に
ついて保育者を対象として提唱した概念である。
　以上を踏まえ、本研究では、養成校における学生の乳幼児への言葉かけと語彙選定
に関する指導内容の改善に向け、保育経験年数が保育者及び保育者志望学生の「伝達」・
「非伝達」経験に関する重要性の認識に与える影響を明らかにすることを目的とする。
具体的には、①「伝達」・「非伝達」経験を積むことの重要性と、②能力向上に最も寄
与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合についての認識を明らかにする。
2 調査
1．目的
　保育経験年数が、一斉保育場面での乳幼児への言葉かけ及び語彙選定の「伝達」・「非
伝達」経験に関して、それぞれを重要視する程度や、割合の認識に及ぼす影響を明ら
かにすることが本調査の目的である。
2．方法
（1）実験計画
①重要視得点に及ぼす保育経験年数の影響について
　保育経験年数の 1 要因について「 5 年以上保育者」と「 5 年未満保育者」、「実習
経験済学生」、「実習未経験学生」の 4 水準の差を調べる、 1 要因 4 水準の被験者
間計画である。
②能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の重要度の割合について
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　最も能力向上に寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合について、上述の
4 水準の差を調べる計画である。
（2）調査時期
　2018 年 9 月～ 11 月。
（3）調査対象
　調査対象者は、 5 年以上保育者 58 名（男性 1 名、女性 57 名）、 5 年未満保育者
25 名（男性 1 名、女性 24 名）、実習経験済学生 35 名（男性 16 名、女性 19 名）、実
習未経験学生 60 名（男性 3 名、女性 57 名）であった。
（4）調査内容
①質問内容
　質問内容は、以下の通りである。なお、 5 年以上保育者と 5 年未満保育者に対し
ては、実際に担当した年齢の乳幼児に対してのみ回答するように求めた。また、実習
経験済学生に対しては、実習先で実際に担当した年齢の乳幼児に対してのみ回答する
ように求めた。
1 ）重要視得点に及ぼす保育経験年数の影響についての質問
　 「あなたは実際に保育者になって、学生時代に行った一斉保育（幼稚園や保育所で
の部分実習や責任実習）の時のご自身の「言葉かけ / 語彙選定」が乳幼児に「伝わ
る経験 / 伝わらない経験」を積むことは、新採保育者になってからの乳幼児への「言
葉かけ / 語彙選定の能力向上」に重要だと思いますか」
　 「言葉かけ / 語彙選定」と「伝わる経験 / 伝わらない経験」に関する 4 つの質問に
対する回答は、「 5 ：とても重要だと思う、 4 ：やや重要だと思う、 3 ：どちらで
もない、 2 ：あまり重要だと思わない、 1 ：まったく重要だと思わない」の 5 段
階評定尺度とし、自由記述で回答の理由を求めた。
2 ）能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合についての質問
　 「あなたは実際に保育者になって、学生時代に行った一斉保育（幼稚園や保育所で
の部分実習や責任実習）の時のご自身の「言葉かけ / 語彙選定」における「伝わる
経験 / 伝わらない経験」は、新採保育者になってからの乳幼児への「言葉かけ / 語
彙選定の能力向上」においてどのくらいの割合が重要だと思いますか」
　 「言葉かけ / 語彙選定」に関する 2 つの質問の回答は、「伝わる 10 割：伝わらない
0 割」～「伝わる 0 割：伝わらない 10 割」の中から一つ選択するよう求めた。
②倫理的配慮
　本調査は、創価大学・人を対象とする研究倫理委員会の承認を得て行った。調査対
象者には、研究の意義、目的、研究への参加は任意であること、匿名性の保持の方法
について文書で説明し、同意書の提出をもって調査協力への同意とした。
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（5）手続き
　現職保育者については、幼稚園や保育所の保育者及び保育者養成校の教員に調査を
依頼するとともに、質問紙の配布・回収を行った。保育者志望学生については、筆頭
著者が依頼し、質問紙を配布・回収した。質問紙は計 200 名に配布し、178 名分を回
収した（回収率 89％）。
3 結果
（1）重要視得点に及ぼす保育経験年数の影響について
　「言葉かけ・語彙選定」それぞれに対する重要視得点について、 4 水準の平均値と
標準偏差を算出した（表 1 参照）。
　その結果、表 1 の通り、保育経験年数が乳幼児への言葉かけと語彙選定に与える
影響に関係する重要視得点は、「言葉かけ・語彙選定」「伝達・非伝達」の全ての質問
で、 4 水準全てにおいて、概ね 4 を上回っていた。つまり、どの水準においても全
ての経験が重要視されていると言える。よって、経験年数によらず自身の言葉かけや
語彙選定が乳幼児に伝わる経験も伝わらない経験もともに積むことが、新任保育者に
なってからの言葉かけと語彙選定の能力が向上する上で重要であると見なされている
と言える。
表 1　保育経験年数が乳幼児への言葉かけと語彙選定に与える影響に関係する重要視得点
の平均値と標準偏差
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表 1 保育経験年数が乳幼児への言葉かけと語彙選定に与える影響に関係す
る重要視得点の平均値と標準偏差 
 
 
  n M SD5年以上保育者 58 4.34 0.11
5年未満保育者 25 4.36 0.16
実習経験済学生 35 4.51 0.13
実習未経験学生 60 4.72 0.08
合計 178 4.51 0.06
5年以上保育者 58 4.36 0.10
5年未満保育者 25 4.12 0.19
実習経験済学生 35 4.11 0.17
実習未経験学生 60 4.58 0.08
合計 178 4.35 0.06
5年以上保育者 56 4.00 0.11
5年未満保育者 25 4.16 0.18
実習経験済学生 34 3.94 0.15
実習未経験学生 59 4.54 0.08
合計 174 4.20 0.06
5年以上保育者 57 4.02 0.10
5年未満保育者 25 4.04 0.19
実習経験済学生 34 3.94 0.16
実習未経験学生 58 4.36 0.11
合計 174 4.12 0.06
言葉かけ「伝達」
言葉かけ「非伝達」
語彙選定「伝達」
語彙選定「非伝達」
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（2）能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合について
　言葉かけと語彙選定の能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の
割合についての認識が、水準間でどのように異なるのかを明らかにするために、調査
対象者から得られた回答に対してχ2 検定を行った。なお、ここでは 5 年以上保育者
と 5 年未満保育者を「保育者」としてまとめている。
①「言葉かけ」能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合
　表 2 で示すように、有意傾向が見られた（χ2（ 4 ）=9.29， p<.10）。残差分析の結
果（表 3 参照）、保育者の言葉かけの能力向上において、「伝わる 6 割：伝わらない
4 割」の割合が有意に少なく（p<.01）、「伝わる 5 割：伝わらない 5 割」の割合が
多い傾向（p<.10）が見られた。また、実習未経験学生の言葉かけの能力向上において、
「伝わる 6 割：伝わらない 4 割」の割合が有意に多く（p<.05）、「伝わる 4 割：伝
わらない 6 割」の割合が有意に少ない傾向（p<.10）が見られた。実習未経験学生に
ついては、「言葉かけ」能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の
割合に有意差は見られなかった。したがって、保育経験が多いほど乳幼児への言葉か
け「非伝達」経験を重要視する一方で、少ないほど、「伝達」経験を重要視する傾向
にあると言える。
②「語彙選定」能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合
　表 4 で示すように、有意傾向が見られた（χ2（ 4 ）=9.27， p<.10）。残差分析の結
果（表 5 参照）、保育者の語彙選定の能力向上において、「伝わる 6 割：伝わらない
4 割」の割合が有意に少なく（p<.05）、「伝わる 5 割：伝わらない 5 割」の割合が
多い傾向（p<.10）が見られた。また、実習未経験学生の語彙選定の能力向上において、
「伝わる 6 割：伝わらない 4 割」の割合が有意に多い（p<.01）ことが明らかになっ
た。実習経験済学生においては、「言葉かけ」能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・
「非伝達」経験の割合に有意差は見られなかった。したがって、保育経験が多いほど
乳幼児への語彙選定「非伝達」経験を重要視する一方で、少ないほど、「伝達」経験
を重要視する傾向にあると言える。
表 2　乳幼児への言葉かけ能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割
合（N＝174）
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表 2 乳幼児への言葉かけ能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝 
達」経験の割合（N＝174） 
 
 
 
 
表 3 乳幼児への言葉かけ能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝 
達」経験の割合に関する残差分析の結果（N＝174） 
 
 
**p<.01， *p<.05，＋ p<.10 
  
伝わる6割以上・伝わ
らない4割以下
伝わると伝わらない5
割ずつ
伝わる4割以下・伝わ
らない6割以上
保育者 25(31.3％) 33(41.3％) 22(27.5％) 80
実習経験済学生 16(45.7％) 10(28.6％) 9(25.7％) 59
実習未経験学生 33(55.9％) 17(28.8％) 9(15.3％) 35
合計 74(100％) 60(100％） 40(100％） 174
経験の割合
合計
伝わる6割以上・伝わ
らない4割以下
伝わると伝わらない5
割ずつ
伝わる4割以下・伝わ
らない6割以上
保育者 25(31.3％) 33(41.3％) 22(27.5％) 80
‐2.78** 1.73＋ 1.31
16(45.7％) 10(28.6％) 9(25.7％) 59
0.43 ‐0.82 0.43
33(55.9％) 17(28.8％) 9(15.3％) 35
2.56* ‐1.13 ‐1.74＋
合計 74(100％) 60(100％） 40(100％） 174
経験の割合
合計
実習経験済学生
実習未経験学生
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4 考察
　まず、重要視得点に及ぼす保育経験年数の影響について分析した結果、保育経験の
年数によらず、自身の言葉かけや語彙選定が乳幼児に伝わる経験も伝わらない経験も
ともに、自身の言葉かけと語彙選定の能力が向上する上で重要であると見なされてい
ることが明らかとなった。
　保育者志望学生も現職保育者と同様に重要視しているという結果は、加藤他（2008）
が指摘しているように、保育経験の浅い学生の保育者効力感は自らの保育能力とは関
係なく、主観的な保育者効力感である可能性を示唆している。一方で、現職保育者は
保育経験を重ねる中で、乳幼児への言葉かけと語彙選定において成功と失敗を繰り返
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しながら自らの実践を省察する。つまり、現職保育者の重要視得点は、自身の言葉か
けと語彙選定の伝達の成否を、高い基準で客観的に自己評価していることを反映して
いると考えられる。したがって、養成校は学生に「伝達」・「非伝達」経験の場を提供
する上で、「非伝達」経験について現職保育者と同様に省察し、客観的に自己評価で
きるように努めることが重要であると言える。
　次に、能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合について分
析した結果、言葉かけと語彙選定ともに、保育経験が多いほど乳幼児への言葉かけ「非
伝達」経験を重要視する一方で、少ないほど、「伝達」経験を重要視する傾向にある
ことが明らかとなった。
　この結果は、実習未経験の学生は、自身の実践知の試行経験が少ないことから、将
来の実習における失敗を想定し、事前に成功経験を多く積むことで実践知を深めたい
と考えていることを示しているのでないだろうか。実習経験済みの学生については、
言葉かけと語彙選定の双方で、保育者や実習未経験の学生のような傾向性が認められ
なかった。このことから、非伝達経験の重要性について、現職保育者ほどには理解で
きていないものの、実習未経験の学生よりは理解できていると言える。実習経験済み
の学生は 1 、 2 ヶ月程度の保育実習の経験を通して、理論と実践を融合することへ
の自信や不安という両側面の感情を抱くため、「非伝達」経験について実践的に理解
し始めた段階にあると言えるだろう。
　以上を踏まえると、養成校は学生の言葉かけと語彙選定の能力向上を意図し、乳幼
児への「非伝達」経験についての省察と自己評価の機会を確保するとともに、「伝達」
経験よりも「非伝達」経験をより多く保障することが重要であると言える。
5 まとめと今後の課題
　本研究は、養成校における学生の乳幼児への言葉かけと語彙選定に関する指導内容
の改善に向け、保育経験年数が保育者及び保育者志望学生の「伝達」・「非伝達」経験
に関する重要性の認識に与える影響を明らかにすることを目的とした。具体的には、
質問紙調査によって、「伝達」・「非伝達」経験を積むことの重要性と、能力向上に最
も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合について、保育経験年数の 1 要
因について「 5 年以上保育者」と「 5 年未満保育者」、「実習経験済学生」、「実習未
経験学生」の 4 水準の差を調べる、 1 要因 4 水準の被験者間計画で調査した。
　その結果、養成校が学生の言葉かけと語彙選定の能力向上について、言葉かけと語
彙選定ともに、「伝達」経験よりも「非伝達」経験をより多く保障することの重要性
が明らかとなった。「非伝達」経験を増すことで、乳幼児に対する言葉かけと語彙選
定の成否に対する省察と自己評価の客観性が増し、主観的で現実に即していない「夢
見る保育者効力感」から、現職保育者同様に客観的で現実に即した「確かな保育者効
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力感」につながると考えられる。ひいては、学生の理想と現時のギャップ感の溝を埋
め、親採保育者の早期離職者数の減少につながるだろう。従来、養成校は保育経験の
少ない学生に対する言葉かけなどの指導は、演習を通した実践よりも理論面に偏って
いた。本研究の成果は、養成校における学生の言葉かけと語彙選定の能力向上に関し、
「非伝達」経験の「量」的保障の必要性という新しい知見をもたらしたと言える。こ
の点で、本研究の結果には社会的意義があると言えよう。しかしながら、本研究では、
能力向上に最も寄与すると考える「伝達」・「非伝達」経験の割合について、どのよう
な考えのもとで重要性が認識されているのか、理由を明らかにしていない。現職保育
者と学生のそれぞれで、経験の違いなどから理由は少なからず異なるはずである。両
者の差を分析することで、学生に対する「非伝達」経験の保障の在り方について、具
体的にデザインすることができるようになると考えられる。
　今後の課題は、自由記述やインタビュー調査などでこの点を明らかにすることであ
る。それによって、現職保育者のように、客観的で現実に即した認識へと学生を導く
ための方法論を養成校に提供することが可能となるだろう。
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Effect of Child Care Experience in Years 
on Recognition of Importance and Percentage of 
Communication/Non-communication With Infants and 
Toddlers through Speaking to Them and Selection of Vocabularies
― Comparison of Current Child Care Providers with Students of 
Training Schools of Child Care Providers ―
Daiki TODA　Yoshinobu HAMAKAWA　Masatoshi KISHI
Hisako SAKAKIBARA　Hidenori TACHI　Kenji TAKAHASHI
Shiori IIZUKA
　The objective of this study was to clarify the effect of years of child care experience on 
recognition of the importance of communication/non-communication with infants and toddlers 
through speaking to them and selection of vocabularies in the setting of all in one group of 
child care. 
　Two points became clear as a result of a questionnaire. First, regardless of the experience of 
child care providers, they consider that speaking to infants and toddlers and selection of their 
vocabularies are very important in developing their skills since they started their career as 
child care providers, even if those words can or cannot be recognized by infants and toddlers. 
Secondly, the more experiences child care providers have, the more focus is placed on the 
experience of non-communication with infants and toddlers through both “speaking to” and 
“selection of vocabularies”. Whereas the less experience child care providers have, the more 
focus is placed on the experience of communication. 
　Based on these results, schools providing training to child care providers should focus more 
on teaching students to objectively evaluate themselves when the schools provide opportunities 
for their students to experience communication/non-communication, emphasizing more on 
observation of non-communication similar to that of experienced child care providers. 
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「主体的・対話的で深い学び」を実現する 
算数科学習指導（３）
－アクティブ・ラーニングを取り入れた
効果的な問題解決型学習を通して－
鈴木　詞雄
1 　研究のねらい
　2020 年に施行される新学習指導要領における大きな指針の 1 つは、中央教育審議
会答申に盛り込まれた「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）」で
ある。溝上慎一（2014）が提唱している「アクティブラーニング」や松下佳代（2015）
が提唱している「ディープ・アクティブラーニング」の考え方を基盤にしながらも、
より限定的な形で「主体的・対話的で深い学び」という文言を用いている。では、算
数科の授業における「主体的・対話的で深い学び」とは、どのような授業の中で、ど
のように行われるものを指すのであろうか。小学校教員と連携しつつ考えた授業のポ
イントと指導案を示す。
　ベースとするのは、子どもが自ら課題ととらえ、自力解決し、集団で考えを練り合
い、よりよい解決にしていく問題解決型授業である。子どもたちは自ら課題を設定し、
解決することで、わかる喜び・できる楽しさをより強く味わうことができる。それが
「主体的・対話的で深い学び」になるには、子どもの気づきや考えを大切にし、子ど
もの言葉で授業を創る必要がある。そして小集団交流を取り入れることで、より多く
の子どもたちが内化と外化を繰り返すことができ、効果を高めることができる。
　例として、第 5 学年の単元「四角形と三角形の面積－面積の求め方を考えよう－」
の授業（第 10 時）を提案する。
2 　研究の方法
 （ 1 ） 工夫点と期待する効果
　前回までの論文で課題としてきた、協同学習の手法である「ラウンド・ロビン」と
「ジグソー」を教材に合わせて使い、検証を行う。
　①　工夫点 1 　小集団交流を取り入れた問題解決型学習
　「問題提示→めあての設定→見通し→自力解決→小集団交流→全体共有→まとめ」
－ 183 －
創価大学教育学論集　第 71 号：鈴木　pp. 183 ～ 190
という学習の流れを基本とすることで、問題解決能力を高めると共に「主体的・対話
的で深い学び」を実現する。
　②　工夫点 2 　魅力ある教材
　身近な問題や算数的活動を必要とする問題などを設定することで、子どもの意欲を
高めると共に、必要感をもたせる。
　③　工夫点 3 　既習事項を基にした問題提示と解決の見通し
問題提示の際、既習事項との共通点や相違点を考えさせることで、解決の見通しが立
ち、「主体的な学び」ができる。
　④　工夫点 4 　子ども自身によるめあての設定
　問題を理解させた後、前時の問題との比較などを通して、子どもたち自身にめあて
を考えさせることで、「主体的な学び」ができる。
　⑤　工夫点 5 　自力解決の充実
　子どもたちが自分の考えを自由に表現でき、すぐに共有できるように作戦名（○○
作戦）や求め方を書き込めるワークシートを用意する。ワークシートの上半分には方
眼紙にかかれた図、下半分には作戦名や求め方（式・説明など）を記入するようにす
る。時間を短縮することにより、内化と外化を繰り返す時間を確保する。
　⑥　工夫点 6 　小集団交流
　協同学習の手法である「シンク・ペア・シェア」や「ラウンド・ロビン」の考え方
を取り入れ、意図的にグループ編成したペア・トリオ・カルテット学習を行う。自分
の考えとの共通点や相違点を考えながら意見を交流することで、「対話的な学び」が
実現する。
　⑦　工夫点 7 　子どもの言葉をつなぐ全体共有
　全体共有の場面では、友達が考えた式や図を読み取り、説明する活動をすることで、
友達の考え方に主体的に関わっていくことができるようになる。また、様々な考え方
を共有することで、「深い学び」が実現する。
　⑧　工夫点 8 　教材に合わせた話し合いの視点
　算数科の学習には、オープンエンドのものとクローズエンドのものがある。オープ
ンエンドのものは多様性を評価し、クローズエンドのものは一般化と簡潔明瞭を評価
する。今回はオープンエンドで広がった子どもたちの考え方を、クローズエンドで公
式に収束させる必要がある。多様な考え方から共通する考え方を抽出し、公式を導き
出す過程を通して「主体的・対話的で深い学び」を実現する。
　⑨　工夫点 9 　子どものモチベーションを高めるジグソー
　 4 ～ 5 人のグループ（生活班）で分担した、求め方ごとのグループ（専門家グルー
プ）を作る。専門家グループで深めた内容を生活班で互いに教え合う。全員がモチベー
ションを高めた状況で外化でき、「主体的・対話的で深い学び」を実現できる。
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3 　研究の内容
（ 1 ） 単元計画
　「研究の方法」で述べた 9 個の工夫点を用いた授業を提案する。単元は、第 5 学
年「四角形と三角形の面積－面積の求め方を考えよう－」（教科書『新しい算数 5 』
東京書籍）である。単元計画を載せておく。
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1 
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（ 2 ） 提案授業
　提案する授業は、前述の単元計画の第 10 時である。「ひし形の面積を求める公式を
つくり出し、それを適用して面積を求める」ことが、目標である。次ページにねらい
と展開例を載せておく。
2 
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4 　考察
（ 1 ） 成果
　具体的なデータは掲載できないが、以下の 9 個の工夫点は概ね期待する効果を生
む可能性があることが分かった。
　①　工夫点 1 　小集団交流を取り入れた問題解決型学習
　「問題提示→めあての設定→見通し→自力解決→小集団交流→全体共有→まとめ」
という学習の流れを基本とすることで、問題解決能力を高めると共に「主体的・対話
3 
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的で深い学び」を実現する可能性がある。
　②　工夫点 2 　魅力ある教材
　身近な問題や算数的活動を必要とする問題などを設定したことで、子どもの意欲を
高めると共に、必要感をもたせることができた。
　③　工夫点 3 　既習事項を基にした問題提示と解決の見通し
　問題提示の際、既習事項との共通点や相違点を考えさせることで、解決の見通しが
立ち、「主体的な学び」ができた。
　④　工夫点 4 　子ども自身によるめあての設定
　問題を理解した後、前時の問題との比較などを通して、子どもたち自身にめあてを
考えさせることで、能動的で「主体的な学び」ができた。
　⑤　工夫点 5 　自力解決の充実
　子どもたちが自分の考えを自由に表現でき、すぐに共有できるように作戦名（○○
作戦）や求め方を書き込めるワークシートを用意した。時間を短縮することにより、
内化と外化を繰り返す時間を確保することができた。
　⑥　工夫点 6 　小集団交流
　協同学習の手法である「シンク・ペア・シェア」や「ラウンド・ロビン」の考え方
を取り入れ、意図的にグループ編成したペア・トリオ・カルテット学習を行った。自
分の考えとの共通点や相違点を考えながら意見を交流することで、「対話的な学び」
が実現した。
　⑦　工夫点 7 　子どもの言葉をつなぐ全体共有
　全体共有の場面では、友達が考えた式や図を読み取り、説明する活動をすることで、
友達の考え方に主体的に関わっていくことができるようになる。また、様々な考え方
を共有することで、「深い学び」が実現する可能性がある。
　⑧　工夫点 8 　教材に合わせた話し合いの視点
　今回の教材は、オープンエンドで広がった子どもたちの考え方を、クローズエンド
で公式に収束させるものであるため、多様な考え方から共通する考え方を抽出し、公
式を導き出した。「主体的・対話的で深い学び」を実現する可能性がある。
　⑨　工夫点 9 　子どものモチベーションを高めるジグソー
　専門家グループで深めた内容を生活班で互いに教え合うことができた。多くの子ど
もたちがモチベーションを高めた状況で外化でき、「主体的・対話的で深い学び」を
実現できる可能性がある。
（ 2 ） 課題
　・ この授業の緻密なデータ収集と分析をすることにより、より多くの成果と課題を
残すことができると考える。
　・ 協同学習の他の手法である「特派員」などを教材に合せて使うことで、大きな効
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果を発揮する可能性がある。検証を行う必要がある。
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Study Guidance in Elementary Mathematics 
Aimed for Realizing “Self-directed, Interactive, 
and Deep Learning”(3): 
Through an Effective Problem-based Learning Strategy Integrating 
Active Learning
Norio SUZUKI
　One of the main principles presented in the new government curriculum guideline coming 
into effect in 2020 is “self-directed, interactive, and deep learning,” which also is illustrated in 
the report submitted by the Central Education Council. The author, by receiving support from 
elementary school teachers, conceptualized an instructional strategy which enables “self-
directed, interactive, and deep learning” in elementary mathematics. The author proposed total 
nine strategic points for pupils’ achieving “self-directed, interactive, and deep learning” In 
addition, the author exemplified a five grade class math lesson plan dealing with the area of a 
quadrangle and triangle.
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“ 地域を材にした授業実践 ”その見直しと教育的意味
―創価教育学の視点からの再解釈を通して―
寺林　民子
はじめに
　教育現場には巨大な力がある 1）（重松）。授業実践を分析する。解釈する。洞察す
ることは、その時点での分析者の見方、考え方が反映される。教師の専門性を高めて
いくということは、各人の教育観、児童観、教材観などの更新が起こることであると
もいえよう。したがって実践の解釈もまた見直され、新たな意味を見いだす。
　本稿の「地域を材とした授業実践」とは、筆者が 16 年前に小学校の総合的学習の
時間で取り組み、一定の評価を得たものである 2） 3）。しかしその後、海外発表の機
会を得たことが契機となり、これまでの自己の解釈を根本から見直すことになった。
他国の文化圏の人々にどう伝わるのかー反響の大きさにも新たな省察の必要と自己内
対話を迫られた。
1　研究目的
　本稿の目的は、自己の授業実践をどのように見直したかその過程をたどり、創価教
育学の視点からの再解釈によって「地域を材とする学習」には、どのような教育的意
味があるかを実践事実から明らかにすることである。
　本稿では先ず、省察の見直しと研究方法について述べる。次に、実践事例の概略を
述べる。次に創価教育学の視点からの再解釈の過程と考察を述べる。最後にそこから
見いだした地域学習の教育的意味と自己の省察のあり方について総合的に考察する。
（＊註　本稿では「郷土」を現代的な意味の「地域」と同義で使用する）
2　省察の見直しと研究方法
　（1）再解釈と新たな視点の必要性
　筆者はこれまで、他国との実践報告で共感しやすい教科は「算数・数学や科学・理
科」との先入観があった。ローカルな実践はむしろグローバルな汎化や共感は得られ
難いと思っていた。しかし海外でローカルな地域の実践に大きな反響があることを経
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験した。それはなぜだろうか。
　マレーシアの報告後「すばらしい。何故このような子どもが育ったのですか」と質
問された。これは、どう実践に取り組んだかだけでなく、原因を求めてのことだった
と思う。このような経験を契機に、地域学習の国際性について考えたり、自己省察の
視点を振ったりするようになった。
　（2）省察の視点を振り返る
　Ⅰ　何を目指しどうしたか「目的と手段の関係」の省察はできたが、何故そのよう
になり、どう評価したか「理由と帰結の関係」の省察は不十分だった。
　Ⅱ　子どもの経験から出発した帰納的実践を、新たな教育理論で演繹的に考察する
試みをする必要がある、新たな知見から解釈するためには、新たな教育理論の
リサーチが必要である。
　Ⅲ　研究方法の検討
　　　以前はアクションリサーチの方法で、授業改善のために取り組んだ。
　　　今回はオートエスノグラフィーの方法で、自己の背景にある教育的な考え方を
見直し、実践を再解釈する 4）。（表 1）
　（3）何をどう見直すか
　地域を材とした実践報告をまとめるのは骨が折れる。その地域の複雑な要素が入り
込むからである。これまでの解釈ではとらえきれなかったのは次の点である。
　Ⅰ　地域社会も含む複雑な全体構造の把握
　　　　次々に起こった出来事とその事態にどう対応したか流れの説明はできたが。
複雑な地域社会を含めた総合的、全体像はとらえられていない。
　Ⅱ　心情の涵養はどのようになされたのか
【表 1　研究方法の見直し】
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　　　　なぜ子どもは困難な出来事に何度も会いながら、強いエネルギーをもってリ
サイクル活動をやり抜いたのか。曖昧な「心情の涵養」とそれを促す教育的要
素が明確にならなかった。
　Ⅲ　帰納的な実践を考察するための新たな視点の必要
　　　　筆者の環境教育の分野の文献調査の中では、部分的説明はできるが本実践の
全体を説明すると煩雑になった。
　　　　その中で最も本実践に適った理論と思われたのは、池田大作の環境の論考「持
続可能な地球社会の大道」を初めとする考え方であった。池田の考え方は、牧
口常三郎の『人生地理学』『教授の統合中心としての郷土科研究』『創価教育学
体系』を背景にしている。さらに現代的に地球的に世界市民教育の視野から展
開している。そこで本稿においては「創価教育学の視点」の概念を、池田・牧
口の教育の考え方を含めた教育的な思考の意味で使用する。
Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを踏まえ次の様に進めた。
　　　まず創価教育学の視点と考え方を理解し構造化し新たな知見を得る。
　　　次に、授業実践の事実を吟味検討し、新たな知見から考察する。
3　授業実践の概要
　小学校 4 学年の総合的学習の時間　環境（愛知県の公立小学校）
テーマ「みんなで守ろう一つの地球」
　（1）卒業記念の絵
　写真は、この実践に取り組んだ児童達が 6 学
年となり小学校の卒業記念に描いた作品である。
　給食牛乳パックの絵と干潟の鳥の絵が描かれ
ている。卒業記念になぜこのような絵が描かれ
たのか。そこには子ども達の強い思い出が見て
取れる。地域の干潟の観察から自然を守りたい
と考えた子ども達が取り組んだ行動に「給食牛
乳パックのリサイクル活動」があった。この活動はその後、この地域の公立小中学校
120 校のリサイクルシステムをつくる契機となった。
　以下は取り組みの概要である。
　（2）全体の流れと展開
Ⅰ　4 学年の「総合的学習の時間」のカリキュラムにおいて、子ども達は地域の学
習から、グローバルな問題意識をもち、環境に焦点をあて「みんなで守ろう一つ
の地球」というテーマを決めて追究した。
Ⅱ　子ども達は、「無駄にする生活」という問題が「環境の荒廃」に与える影響につ
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いてフィールドワークや給食牛乳パックのリサイクルから追究した。
Ⅲ　子ども達は思い通りにならない問題にぶつかる度に、自分達の本気（本心）を試
された。
Ⅳ　子ども達が問題に立ち向かって行くことで、子ども達の生き方の可能性が開かれ
ていった。
Ⅴ　学習のサイクルを通して、子ども達は問題の本質への理解を深めていった。そし
て地域から、国へ世界へと視野を広げていった。
Ⅵ　学習に向かうダイナミックなエネルギーは、 4 年間続き引き継がれ校内のリサ
イクルシステムを生み出した。この学校の子どもの伝統となり現在まで続いてい
る。
　　子ども達はテーマの追究をあきらめなかった。この姿が大人を動かしこの地域の
リサイクルシステム（公立小中学校 120 校）のルートを実現する契機となった。
　（3）学習活動の構造
　次の図は、この学習活動の構造を示している。
　　図 1 学習活動の構造とサイクル
4 つの学習活動のサイクルを通して学習を深めていった。
・「知る」：地域に出かけて観察する
・「考える」：観察から認識、意味、　
価値等について整理し考える。
・「自己と対話する」：
本音、勇気、自分の選択、生き方等
ふりかえる。
・「行動する」地域に出かけて行動　
する。地域の人と交流する。
次に 4 つの活動の核となる場面
を取り上げる。
　（4）学習展開の特色ある場面
　①　地域に出かけて観察する
　　出発点は「地域の干潟」の観察であった。干潟はこの地域の歴史（過去、現在、
未来）の縮図の様な場所である。塩田から埋め立て地へ、わずかな現在の干潟はゴ
ミが捨て場となっている。しかしここは渡り鳥の飛来地であり地球を 7000㎞も渡
る鳥がいた。この小さな渡り鳥の決死の姿に心を動かされ、その後何度もこの地を
見に来ている。
　　○他の見学地：汚水処理場、ゴミ焼却場、郷土博物館、地域の自然
　　○知る活動：地域の栄養士さんの会合での聞き取り
【図 1　学習活動の構造】
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　　　　　　　：海外からの訪問者から多様な価値観を聞く
　　　　　　　：地域の役所の環境課から、経済とリサイクルの関係を知る
　②　観察事実の意味を考える
　　観察の事実から、子ども達は　自然環境を守る大切さ、人間の生活と自然の関係
について考えはじめた。「ゴミを何処に捨てても地球にすてるのと同じ」「いいこと
を言っても何もしなければ、自然はまもれない」、生活の無駄をなくし、各人が考
える活動が始まった。給食牛乳パックのリサイクルの取り組みは、日常的に取り組
める活動であった。テーマ「みんなで守ろう一つの地球」を決定した。しかしその
矢先、子ども達の本音があらわになる事件が起こった。
　③　困難と出会い「自己の向き合い方」を考える
　　 3 つの場面での様子から
　Ⅰ「焼却された事実に本音が吹き出し、自己をふりかえる」
　　リサイクルに回されていたと思っていたパックが 2 度にわたって、焼却場に送
られていた事実を知って、次の様な本音が噴出した。
　　「意味が無い」「無駄な努力だった」「協力しない仲間もいた」
　　「環境課はひどいことをする」「やる気がなくなった」。
　　自己との向き合う契機は、児童が取材した「燃やされた理由」の報告だった。「再
生するには繊維が短い、回収数が少なく業者に利益がない。製紙工場に運ぶルート
がない」できない理由があり、経済の仕組みがあり、集積から再生紙までになるま
での仕組みについて現実を知ったことであった。ここから子ども達は自分をふりか
える行動を起こしていった。
　　・数が少ないなら、先ず 10000 個のパックを集める。
　　・他の学校の 4 年生に呼びかけてリサイクルを広げる。
　　・環境課に任せるのではなく自分達でもっと仕組みを調べる。
　その後この行動を実行し、牛乳会社・環境課の人を招待し、フォーラムを定期開催
することになった。
　Ⅱ　リサイクルする自分達が例外と知っても活動を止めない。
－ 195 －
“地域を材にした授業実践 ”その見直しと教育的意味
　　地域の栄養士さんが一同に会する機会に聞き取り調査をした。分かったのは、給
食牛乳パックのリサイクルに取り組んでいたのは、自分達だけ 1 校であり、他校
のパックは 1 日に 6 万個燃やされている現実であった。
　　こうした状況を知った時、行動を続ける意味を失うのではないか？と思ったが、
リサイクル活動を止める子は一人もいなかった。「なぜ？他の学校は取り組まない
のだろう」「これは愛知県というより日本の問題なのでは」と問題意識を高めながら、
活動を低学年まで広げて着実に取り組んでいった。このエネルギーはどこからくる
のだろうか。
　Ⅲ　海外の多様な価値観にゆさぶられ視野を広げる
この学校は海外からの視察訪問が多い。その機会を利用してインタビューを行った。
「地球人インタビュー」の活動である。
「給食牛乳パックのリサイクルをしてますか？」の児童の質問に応答があった。
　中でも衝撃的であったのはボリビアの話
であった。「あなたたち日本の子どもにとっ
てゴミはリサイクルする物でしょう。ボリ
ビアの子どもには、ゴミではなく生きる糧
なのです」言葉が出て来ない子ども達。「善
いこと」の価値観が揺さぶられた場面だっ
た。
自分達の取り組みがあるから世界に目がい
き、また世界の価値観から自分達の取り組
みを見直し考えたのである。
　④　地域に飛び出し地域の人と交流する
　Ⅰ　フォーラムを開催し地域の人と協働する。
　　児童は牛乳会社と役場環境課の人を招きフォーラムを年に 1 回開催した。すぐ
に問題解決するわけではないが、それぞれの立場の違いを認め、互いの思い、自分
にできる事、進捗状況と困っている事を聞き合う会を定期的にもつことは、悪者を
見つけるのではなく、地域の自然と生活について冷静に主体的に協働して考える場
となっていった。
　　第 1 回目には各人が次の様な準備をして臨んだ。
　・児童は 1 万枚の牛乳パックを集めて展示した。
　・牛乳会社の人は、再生紙を実現している学校のビデオを紹介した。
　・環境課の人は、隣町に協力的な古紙回収業者を見つけてきて報告した。それぞれ
の立場でできる行動をして臨む構えが協働につながった。
　Ⅱ　地域に飛び出し訴え、地域の人から学んでくる
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　　「みんなで守ろう一つの地球」のテーマは、自分にできる活動に自己満足してい
るだけでは達成できない。地域の人に訴える行動に取り組んだ。
　　表 2 は、地域で行動した場所、対象、方法である。
　行動した児童は出かけた先で逆に「地域の人から学ぶ体験」をしていた。老人ホー
ムでは、物を再利用する老人の智慧に驚き、公園では数年前からゴミ拾いをしてい
た障害者の方の行動を見る。公民館では、海外旅行経験豊富な婦人達から海外のゴ
ミ事情を学ぶ。保育園 5 歳児の理解と実践の能力の高さに感心するなどである。
【表 2　地域の中で行動する（場所・対象・方法）】
場所 対象 方法
老人ホーム 入居者の方 人形劇・紙芝居
　　駅 通勤客 朝の通勤時に　ちらし配布
近隣小学校 4 学年 ポスタープレゼン・ビデオ作製と郵送
保育園 園児・5 歳児 紙芝居、クイズ、体験活動、
郵便局展示室 一般客 干潟模型・学習資料展示　解説
公園の休憩室 一般利用者 学習資料展示・解説
公民館 婦人利用者 実物ゴミの展示、プレゼン
児童館 親子の利用者 ポスター説明
商店街の店舗 一般利用客 ポスター、ちらし、解説
　⑤　子どもから子どもへ受け継がれる伝統と社会の変革
　進級した児童は、委員会を立ち上げ活動を発展させた。校内に全校の収集システム
を作り環境課と連携する。
　新 4 年生は先輩の姿を見て総合学習の時間に
活動を受け継ぎ取り組む。こうして子どもの手
でリサイクルの伝統が校内生まれ、現在まで続
いている。
　地域の 120 校の給食牛乳パックのリサイクル
開始の公文書の配信
　活動の開始から 4 年を経て、地域でのリサイクル開始の公文書が届いた。
牛乳会社の人による各教育委員会の説得、協力を取り付け、山梨県の製紙工場までの
ルート開発の努力があった。
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4　授業実践の見直しの手順と分析の視点
　（1）本実践の全体構造をどう把握するか
　・池田の考え方を整理し構造化する
　・本実践の事実と比較検討し、本実践の全体構造を考察する。
　（2）子どもの行動のエネルギーと心情は、地域学習によってどのように涵養され
たのか
　・地域学習の教育的役目の関係について池田、牧口の考えを整理する。
　・その構造と本実践の事実を比較し考察する
　　　「学習活動の構造」と「内容の分析」から比較する
　　　学習内容の分析では牧口の「外界と精神の交渉」5）の 8 つの視点によって分
析する。
　（3）「地域で育つ共存の生命感覚」はなぜ「地球市民の自覚」につながるのか。
　　　本実践の帰結は、児童の変容の姿に表れると着眼
　　　児童の変容の姿を個と学級集団の様子から分析する。
　　　「文化的人格の 6 つ方向」6）を分析の視点とした。
　　　本実践にこの 6 つの文化的方向が表れていれば、地球市民の自覚の萌芽とと
らえることにした。
5　結果と考察
　（1）全体構造の把握（考察 1）
①　最も着目したのは、池田の環境教育の提言「持続可能な地球社会の大道」（池田）
の考え方である。池田は、牧口の洞察を踏まえ、ESDの 10 年から新たな枠組みへと
続く活動の中で「地域」を足場にした教育を進めるために、今後ますます重要になる
と思われる三つの観点を提起 7）をしている。
「一、地域の風土や歴史を知識として学ぶだけでなく、そこに生まれてきた郷土を愛
し大切に思う心を受け継ぐための教育。
　一、地域の人々の生産や経済活動を含め、自分を取り巻く環境がもたらす恩恵を胸
に刻み、その感謝の思いを日々の行動に還元することを促す教育。
　一、これから生まれてくる世代のために何を守り、どんな社会を築けばよいか、地
域の課題として共に考え、自身の生き方の柱に据えていく為の教育。
　この取り組みを学校教育の場だけで進めるだけでなく、あらゆる世代や立場の人々
を含める形で、「地域を舞台に共に学び合う機会」を社会で積極的に設けることが必
要でしょう。
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　それがそのまま、地域全体を巻き込む形で、さまざまな人々の思いを共有し合う場
となり、世代から世代へと思いを受け継がせていく「生涯学習」の場になっていくと
思うのです。また子どもたちが主役となって地域の自然環境を守り、持続可能な地域
づくりを進める活動を定期的に行い、大人の目線では見過ごしがちな課題問題点を洗
い出し、率直な指摘や改善のための提案を行う場を設けることも有益でしょう。」
　池田はさらに、郷土で日々培う「共存の生命感覚」が世界市民意識を大きく育む源
泉になると述べている。
　筆者はこの考えを構造化し模式図に整理した。（図 2）
②本実践からの考察
　本実践の内容から整理したのが（図 3）である。
　池田の考えと全く同じではない。しかし本授業の複雑な要素を関連づけている。全
体像をほぼ説明することができると判断した。
このようにすっきりと、時間的にも空間的にも広がりのある実践の構造化を試み、そ
の煩雑さに比べすっきりと全体を納めて表現できることに率直に驚いた。
【図 2―池田の持続可能な教育の構造の模式化】
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この構造図の整理と比較から、
　地域の小さな干潟の観察にはじまり、地域は豊かな学びの教材の資源を提供してい
る。干潟と野鳥を中心にした自然、干潟の土地利用の歴史、環境問題と生活、行政、
経済活動の現実などである。
　故郷の自然を守るために、子どもだけでなく地域の人々と交流し、話し合い、訴え、
現在と未来のために自然を守る活動について共に考えている。子どもが交流した人々
は、幼児から、児童、中学生、成人、老人、工場の人、役場の人、外国の人、栄養士、
公的施設で働く人々に及んでいる。
　それらの活動の主体は児童たちであり、計画と実行に取り組んできた。こうした活
動に定期的に参加した牛乳工場や役場の方々が、他の市町村教育委員会との説得や話
し合いに動きだし、回収ルートの開発の工夫を試み、公立学校 120 校のリサイクルシ
ステムのために力を注いで実現の道筋ができた。
　このように池田の教育の考え方を参考にして本授業の全体構造を把握できた。
　（2）心の涵養はどのようになされたのか（考察 2）
地域学習（郷土の学習）はどのような教育的働きをするかについて整理する。　　
①　地域学習と育つ能力、教育の役割の関係
　子どもにどのような能力を育てるのか。またそこにはどのような教育的役割がある
のだろうか。このことを、牧口常三郎の『人生地理学』8）の緒論、『教授の統合中心
としての郷土科』）9）池田の提言「万人の尊厳平和への大道」10）　等から、地域を材
とする学習の特性について考え、整理したのが（図 4）である。
【図 3―本実践の構造】
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　牧口は『人生地理学』の緒論の中で次の様に述べている。
外界と人間の精神交渉について述べている。その交渉を「経験」と「交際」の二つに
分けている。第一に、自分との関係性から環境と関わる経験は「目を開く知識」とな
る。その経験の要素は細分化し 5 つ（知覚的、利用的、科学的、審美的、道徳的）
に分類している。
　第二に、他者との相互の交際の関係性から双方向の交流の中で育まれる「心情の涵
養」について述べている。この経験は 3 つの要素に細分化している。（同情的、社会
的、宗教的（生命的経験）に細分化している。本稿では宗教的経験は「生命的経験」
と置き換えてとらえることとする。第一で知識、第二で心情、この両方の育ちが起こ
るととらえている。
　　　　　　　　　外界と人間の精神的交渉　（牧口）
　　　　　経験：（知的交渉）　　　　　　　交際：（情的交渉）
　　　　知覚的交渉（ 1）　　　　　　　　　同情的交渉（ 6）
　　　　利用的交渉（ 2）　　　　　　　　　公共的交渉（ 7）
　　　　科学的交渉（ 3）　　　　　　　　　宗教的交渉（ 8）　
　　　　審美的交渉（ 4）　　　　　　　　
　　　　道徳的交渉（ 5）　　　　　　註）：（参照　参考文献　末尾）
　ここに池田の教育の 2 つの役割を重ねて考えた。第一の教育の役割は、自分自身
の行動がもたらす影響を正しく見定めながら、自分にも周囲にもプラスの変化を起こ
す力を磨く役割を挙げている。
　これは、自分との関係性から、様々な事象の関係を知ることである。池田は牧口の
【図 4　地域学習と教育の二つの役割：（牧口・池田】
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貢献的生活 11）のすすめからこのことを述べている。
　第二の教育の役割は、困難に直面してもくじけることなく行動する勇気を発揮して
いく為の学びの場としての教育の役割である。
　前頁の図 4「地域学習と教育の二つの役割」は、上下二つのグループ群に分かれる。
上は、生きた「知識を得る」働きを、下は「心情を育てる」働きを示す関係が分かっ
た。
②　本実践からの考察
Ⅰ　学習活動の構造の分析
図 5 は学習活動の構造に二つの働きがある
ことを示す。斜線の右上の活動、地域に出
て「知る」「考える」が主として「知識」を
育てる働きに対応し、左下の活動「自己と
の対話」「地域で行動する」が、主として「心
情を育てる」働きに対応したと考える。
Ⅱ　具体的内容の構造の分析
　さらに具体的に、実践内容を「経験」と「交際」について 8 つの視点から分析し
たのが（表 3）である。
【図 5　活動の構造と二つの働き】
【表 3 － 1　知識となる経験の要素と具体的内容】
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この分析から次のことがわかった。
・本実践には牧口が示した経験と交際の 8 つの要素のすべてが入っていた。
・児童が学んだ知識は知覚的、利用的、科学的、審美的、道徳的な側面から地域社会
の人々とありのままの現実社会の出来事の交流によって、児童は思いのままになら
ない現実と向かい合う姿がでてきた。
・宗教的交際をここでは「生命的交際」ととらえる。
　ここに池田の「地域が育てる共存の生命感覚」が推察される。　
・この実践において「共存の生命感覚が育つ」姿を次の様にとらえた、
　　　小さな野鳥が懸命に生きる姿に感動することであり、
　　　干潟の生態系、また人間の暮らしとのつながりを理解すること
　　　大昔から続く生命の営みを発見し尊さを感じる心
　　　ここから故郷の尊い環境を守りたいと勇気の行動をする姿
　と考えた。
（3）世界市民の自覚への萌芽（考察 3）
①　地域で育つ共存の生命感覚は、世界市民の自覚につながるか
どのようにつながるのだろうか。
牧口は「教授の統合中心としての郷土科」の目的を次のように述べている 12）。
「郷土に於ける自然界、人事界の複雑多方面なる勢力、関係に影響されて吾等が
成長発育しものなることを明瞭に自覚するように、四周天然人為の森羅万象を観
察せしめ、その各事物、相互間に於ける美妙なる関係を認識せしめ、それ等の各
要素が互に相分散し、統合して吾等を警戒し、喜ばしめ、患いしめ、怒らしめ、
【表 3 － 2　心情的交際の要素とその内容】
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努力せしめ、慰安せしめ、それでもって礦石の如き自然体であった人間を熔解陶
冶し渾然円満なる文明的人間となし、忠実敬虔に造化の法則を遵法し、至誠熱烈
に社会に同化し、貢献するように、即ち吾等が自己を育成し上げた此の親愛なる
郷土を理解し愛護し、以て彼等が喜んで郷土の恩恵に報ゆるように被教育者を造
るにありと、私は、郷土科の目的を確信するものであります。
これはやがて尚ほ社会の為め、国家の為め、人類の為に同情し、貢献する高尚な
る品性の萌芽をなすものであるからであります」
　
　郷土科によって文明的人間となり、郷土の恩恵に報い貢献していこうとする被教育
者は、やがて社会、国家、人類のために同情し、貢献する高尚なる品性の萌芽になる
と考えている。池田の洞察の方向と同じである。
　牧口は文化的人格の方向を次の 6 つで示している。13）14）
①感情の理性化（衝動を制御し分別を身につけること）
②自然の価値化（生来の素質を向上させ価値をもたせること）
③個人の社会化（社会生活にふさわしい行動様式を習得すること）
④依人の依法化（人を基準にするのではなく、道理に即して判断し行為すること）
⑤他律の自律化（受動的ではなく、自主的に判断し行為すること）
⑥放縦の統一化（無秩序の状態を規則あるものに整えること）
　これらの 6 つの指針に基づいて教育することで、生まれてから何も教えられてい
ない「自然の個性」から「文化的人格」を育成することができるとした。「文化的人格」
とは、いかなる環境に置かれても、自分の力で価値を創造できる人格のことである。
　この方向は、文明的人間の成長、世界市民の萌芽とつながることが推測される。
②　本実践からの考察
　世界市民の萌芽は見られるのだろうか。以下の点から考察する。
・個人と学級集団の変容の方向を分析し、その方向が「文化的な人格の 6 つの方向」
に向かっているならば、世界市民の自覚の萌芽とみる。
②―Ⅰ　帰結としての「子どもの変容」の姿に着目
　子どもはこの授業を通して、一人ひとりに変化する姿がみられた。（表 4）（表 5）
はその変容の姿である。
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　帰結としての「子どもの変容」の姿の中に、文化的な人格が育っていることがわかっ
た。このことから世界市民につながる萌芽ととらえた。
【表 4　児童の個人の変容の姿】
【表 5　学級集団の変容】
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6　総合考察
　（1）理由と帰結の説明
　　本実践の困難な状況に直面しても活動を推進していった子ども達のエネルギーは
どこから来たのか。その理由を次の様に説明する。
　「学習構造」と「内容の構造」がしっかりとしており、外界と精神的交渉を促す要
素（知覚的、利用的、科学的、審美的、道徳的、同情的、公共的、生命的）の 8
つを偶然にも備えていたからであろう。これによって児童は客観的な知識と心情の
涵養の両面からの育ちがあり、それが活動のエネルギーとして表出したと考える。
　　また帰結として、児童は個人や集団の変容として 6 つの文化的人格の方向へ向
かう成長の姿があった。
　（2）地域を材とする授業実践の可能性
　　地域を材とする学習は、地球市民の自覚の萌芽につながる可能性がある。身近な
郷土には「共存の生命感覚」を育てる豊かな資源と教育的働きがある。知識だけで
は不十分である。感覚をともなった生命感覚こそ人類に共通する基底であり、生き
方の探究の起点となると考える。
　　郷土とは、広く社会や世界を動かしている様々な原理が身近に展開される集約的
な場所。自分がくらし、歩き、様々な出来事を直接見聞し、その一つ一つに胸が動
かされる場所。今現在の立脚点であり未来の起点である。郷土の教育的意味が明確
になった。
　（3）自己省察の過程
　　実践経験から生まれた暗黙知は、明確な分析の視点、明確な観察点が見えて初め
て自覚された。その視点は創価教育学の教育理念から学んだ。その過程は実践事実
から理論への往還の作業でもあった。
　「想うに郷土科の必要なることは何人も容易に首肯すべき所従つて此れにに対
する方案として抽象的、理想案は夙に発表されて居ても、実地に適応する具体的
方案が確立されて居なかったのに、主として原因するのであります。即ち郷土観
察の実際的方面と其の各方面に於ける観察点とが十分研究されなかった原因では
あるまいか」
　「郷土科の研究対象が既に最も卑近な日常になれた所であり、研究の目的が此
の卑近な材料を幼少の児童に直観せしむる着眼考究するにある」
　この児童に直観させる着眼点こそ、知識の宝庫を開く鍵であり、国を超えた世界の
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実践家と分かち合うことのできる価値なのではないかと思う。
また、牧口の視点に新たな評価のクライテリアとしての働きを発見した。
　（4）池田・牧口の教育理論との新たな出会いに感嘆
　　100 年前の郷土科の先見性は今こそ生かされる。池田が現代的に展開した考え方
に出会い、足下の実践事実を新たな意味から読み解くことができた。時を経て、子
どもの深い探究の実践から生き生きと読み解く経験をした。
　（5）今後の課題と追究
　①子ども主体の優れた授業実践について複数の省察の再考を重ねて検証する。
　②明らかになった視点から、日本以外の文化圏での授業実践を試み、地球市民育成
の教育について研究する。
終わりに
　何故、創価教育の視点でここまで再解釈ができたのだろうか。この実践が先で、理
論の思索は後であった。そこで思い至ったのは、そもそも創価教育学は実践から生ま
れたという事実であった。筆者は実践家の立場からこのことの意味を深く味わう。
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註）本稿 p201　　　「外界と精神の交渉」（牧口）
各種の精神交渉は、各々其の方面を異にするによりて相互に区別せらるれども、一方
より観れば是等の総ては外界の事物を自己と対峙せしめて、単に経験の材料となし。
事物を自己と全く異なれる客体となし、虚心冷静之に接し、之を観察し、之を判断す
る点に於いて一致す。而して此の一致点は軈て他の一大方面の精神的交渉と区別せら
るべきものなり。彼の経験の一語はよく此種の交渉を言ひ表はすものの如し。
　吾人の精神は他の一方面に於いて外界の事物を自己と等しく世界の一部と見做し、
自己も等しくこれらの事物と共に、世界の一部を為して生存する者と観じ、自己の生
存に対しては視密の関係を有するものとして外界と交渉なすをみる。世間は此種の相
関的交渉を交際と名けて経験と対せしむ。
　此意味に於ける経験は主として知的交渉を表はし、交際は主に情的交渉を表すに似
たり。されば吾人は経験によりて知識を拡め、交際によりて心情を涵養するなり。然
らば即ち、前期の同情的、公共的、宗教的の三種交渉はこの中に包括せらるるものな
るを見るべし。（下線は筆者による）
＊牧口常三郎「人生地理学」牧口常三郎全集　第 1 巻　第三文明社、1983、pp34-35　
 （緒論　第三章　いかに周囲を観察すべきか）
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Reflection on a Local Community Practice
 and Educational Meaning
―A Reinterpretation through the Perspective of Soka Education―
Tamiko TERABAYASHI
The objective of this paper is how I reflected on a local community practice through the 
Perspective of Soka Education, and I researched how this reflects meaning of education for the 
local community study. This Practice is for fourth grade children's integrated study of public 
elementary school. That is Environment learning in the local community.
  This study have the entire structure that is connected to raise global citizenship awareness 
within the study of the local community, the children “coexist with the sense of life,” everyday. 
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教育学部の学生を対象にした放射線教育実践
－構内線量測定と原子炉の問題の考察から－
桐山　信一
1 　はじめに
　本稿のタイトルに興味ある読者のために、本稿の概要を示しておく。本学キャンパ
ス構内で周囲よりもやや高くほぼ同じ線量（0.15 ～ 0.20µSv/h 程度）を示す 2 地点
がある。一方は自然放射線、他方は原発事故による放射性 Cs 由来の放射線が原因で
ある。身近な場所での線量測定と上述の両者の違いを理解させる実践は、学習者（学
生）が放射線について関心と知識を深めることができると考える。また、原子力の
4 つの困難（プルトニウム、最終処分場、放射能汚染、廃炉）を学習者一人一人の
論理で困難度の順に並べ替える実践では、複数存在する論理（尺度）と結果として出
てきた並べ替えにある程度の一貫性があり、“ フクシマ “ を自分の問題として考える
きっかけを与えると考える。以下、問題の所在、実践内容、結論を述べる。
　教育学部選択科目「理科実習（理科実験）」では、15 回の授業の 1 回分を放射線
量の測定にあてている。内容は、実験室の外に出ての線量測定、室内での土壌簡易測
定、自然放射能の簡易測定（40K）である。使用する試料は福島土壌（民家付近で採取、
Cs は 800Bq/kg 程度）と、硫酸カリウムが主成分の肥料である（40K のγ線成分は
1300 Bq/kg 程度）。福島原発事故後は、 1 m 線量（線量計を地上 1 m の高さに置い
たときに示す値）では 0.2µSv/h 程度、地表面線量（線量計を地面に置いたときに示
す値）では 0.6µSv/h 程度にもなる地点があった。現在は、その 3 ～ 4 分の 1 程度
の自然放射線レベルに低下していて、線量の高いところでも、それが自然放射線由来
か原発事故由来かの区別がつきにくいレベルになっている。
　福島原発事故後のキャンパス構内の線量測定については以下のようである。まず、
土壌汚染に関する状況把握のために行う実例があった 1）。また、放射線へのリテラシー
促進のため、自然放射線を測定して教材化しようとする報告が見られた 2）。さらに、
自然放射線を測定する初年次学生対象「基礎セミナー」において、福島から遠いゆえ、
原発事故による放射性物質の観測は難しいとして、自然放射線を測定させる実践が報
告されている 3）。キャンパス構内以外の自然放射線測定については、福島原発事故前
後にわたり教育を視野に入れた多くの報告がある。熊本と東京での測定例が示された
文献 4）5）は、それらの標準的な一例である。
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　理科教育実践としての線量測定は、その値によりソースの違い（自然放射線由来か
原発事故由来かの区別）のおおよその判断はつくものの（岩石ではない土壌の上で
0.3µSv/h 程度になれば自然由来とは考えにくい）、理科の学習との整合性を考えると、
ソース（この場合は閃ウラン鉱などの放射性鉱石、それらを含む地層など）がはっき
りしている自然放射線に向かうというのは教育的な自然な流れではある。また、ソー
スさえあれば測定場所を選ばないという利点もある。しかし、自然放射線測定だけで
は原発事故による放射性物質に目を向けさせることが恣意的となることも否めない。
そうした教育的葛藤から、「理科実習（理科実験）」におけるキャンパス構内線量測定
をそのまま続けている。自然放射線由来のものと原発事故由来のものを同時に学べる
方法はないものだろうか。ちなみに、原発事故による土壌調査、線量測定などは、研
究・教育機関のみならず市民団体なども精力的に行っていて、市民向けの冊子も作ら
れている 6）7）。それらを活用して児童・生徒向けの放射線指導資料を独自に作成する
など放射線教育を実施することも教育的ではあり、実際に行われてもいる 8） 。
　一般に、教育現場では、自然放射線に学習対象を限って原発事故を軽く扱ったり、
文部科学省の放射線教育資料を使い、原子力発電所やその事故にほとんど触れず、医
療方面における放射線の活用など利点を中心に理解させようとするような指導がある
が、公教育における価値中立の理想からは程遠い実践であるといえよう。こうした指
導には、教育現場のみならず教育方法学の方面からも痛烈な批判がよせられている
9）10）。学習者が、原子力の基本的知識を通して原発がかかえている問題を個々に理解
するだけではなく、少なくとも自分たちの問題として意識するためには、どのような
指導があり得るだろうか。そうした問題をいくつかに整理して示すだけでは、問題は
学習者の外にある。問題の所在を学習者自らの生き方に再構成していくための教育的
支援をデザインしなければならない。そのデザインには単独な解などありはしないこ
とは明白であるが、ここでは、ひとつの試論といくつかの試行を経て得た暫定的な結
論を示したい。
2 　キャンパス構内線量測定
（ 1 ） γ線スペクトルの比較から
図 1 　両地点の近景
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　本学キャンパス構内で、周囲よりもやや高く、ほぼ同じ線量を示す 2 地点がある。
次のような場所である（図 1 ）。
　ア）タゴール像の近辺
　イ）短期大学駐車スペース近辺の側溝
どちらも地表面線量は、0.15 ～ 0.20µSv/h 程度であった。タゴール像は花崗岩や大理
石などの岩石で作られていると考えられ、像の周囲の地面も岩石である。イ）は上方
や周囲から雨水に交じって土壌なども流れてきて溜まる場所である。これら 2 地点
のγ線スペクトルを取った（野外測定）。器具は次のとおりである。
　線量計：クリアパルス A2700
　MCA：クリアパルス A2702
　 2 つのγ線スペクトルのソースの違いを見積もるため、理科実験室にあるリン銅
ウラン石（化学式は Cu（UO 2 ） 2 （PO 4 ） 2  ･ 8  - 12 H 2 Oであり Cu は 2 価）のス
ペクトルを事前に測定した（図 2 ）。測定は厚さ 4 mm の鉛を貼った箱の中で行った
（環境のγ線は 3 / 8 程度に逓減する）。リン銅ウラン石については、そのγ線スペク
トルのデータを取り教材化した研究があり 11）、γ線スペクトルの同定に役立った。
本試料において、214Bi や 214Pb の特徴的なピークがはっきりと認められた。
　 2 地点の野外測定の結果を図 3 に示す。野外測定なのでバックグラウンド値は示
さない。図 2 のピークをもとに、図 3 のア）イ）を比較したところ、線量への寄与
は、ア）は自然放射線由来、イ）は原発事故由来の 137Cs であることがわかった。理
図 2 　リン銅ウラン石のγ線スペクトル
図 3 　タゴール像近辺（右）と短大駐車スペース近辺の側溝の結果
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由としては、
①ア）では、リン銅ウラン石と同様に、自然放射線由来の 214Bi（609）のピークがはっ
きりと見られ、分解能が低いため分かりにくいが、214Pb（242）のピークもほぼ見ら
れる。一方、原発事故由来の 137Cs（662）のピークがない。
②イ）では逆に、214Bi（609）などのピークが見られず、原発事故由来の 137Cs（662）
のピークが鮮明である。
　「理科実習（理科実験）」の線量測定後に、この実例を知らせることにより、自然放
射線と原発事故による人工放射性物質による放射線を比較することができるのではな
いかと考えられる。 2 地点がほぼ同じ線量であることから、「ああそうか」ではなく
さらに疑問をもたせることができるだろう。原因が異なるが同様に見える事実を知る
ことにより、批判的思考が育つのではないだろうか。小豆川によって、都内の敷地内
測定で、同様の実例が紹介されている 12）。ちなみに、この場合の自然放射能は 40K で
ある。こういう教材化がこれまでできなかった原因として、
・事故の 1 年後は、両者の線量に違いがあったこと（タゴール像近辺：0.2 ～ 0.3µSv/
h、短大駐車スペース近辺の側溝：0.5 ～ 0.6µSv/h）
があげられる。このとき、上述の可能性を予測したが、
・当時は MCA がなく測定による裏付けができなかったこと
により、筆者もそのまま比較して進めるという発想を持てなかった。今から考えれば、
タゴール像近辺にも放射性セシウムの付着があった可能性が示唆される。なお、
A2702 は半導体ゲルマニウム検出器のような高価な装置ではないため、波長と放射
能の定量には無理があるが、学校の予算でも購入可能であり教育機器としての価値は
高い。
（ 2 ） レポートの記述から 
　線量測定後のレポートでは、実験室内外測定のデータと結果および、原発事故後
7 年経過しての影響を調べてまとめる課題（事故の事実と感想）を課している。こ
こでは、事故の事実を調べた内容を除いた感想（テキスト）を分析した結果を示す。
テキストマイニングには kH コーダーを用いた 13）。理由は、エクセルベースで筆者の
ような質的分析の初心者にも使いやすいこと、頻出語などのつながりが可視化できる
こと、研究にも使用されているフリーソフトであることがあげられる。以下、感想の
概要、感想における福島への関心の深まりと構内放射線測定を経験したことの関連、
頻出単語（キーワード）における対応分析の結果について述べる。
1 ） 分析結果
　提出者 21 人の内訳は、関東出身 4 人（東北出身者はいなかった）、関東以外出身
17 名、男子 5 名、女子 16 名である。男性、関東出身者は少ない。感想文は A 4 用
紙 1 枚にまとめる簡単なものだが、その記述には、原発事故に対する自分の無知、
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福島への思い、今も残る避難者生活のこと、当時 18 歳以下だった子ども約 200 人に
発生している甲状腺癌のこと、卒業後に教育者になる者としての未来へ語り継ぐ必要
性、等々さまざまな内容が見られた。
　次に、頻出語抽出の上位のいくつかを示す。
名詞：原発（46）、事故（41）、放射線（28）、放射能（25）、自分（13）、地震（10）
サ変名詞：影響（28）、理解（ 8 ）、測定（ 7 ）、実験（ 6 ）、存在（ 6 ）
　ここでは、単語「測定」の KWIC（keyword in context）機能で文脈を見て表題に
関連すると判断した代表的な文節を 4 例示す（ほぼ原文ママ）。同義語の「計測」は
「測定」と同じと判断し、文脈における keyword 付近にアンダーラインを付けた。
・今回の実験で構内の放射能を計測したことにより、本来大気中にはほとんどない放
射能が、東日本大震災で原発事故が起きたことが原因で、（中略）放射能の濃度が高
くなっていることを数値化して初めて具体的に知ることができた。【女・関東】
・レポートを通して、福島原発事故での影響は 7 年というときが経過しても変わら
ず存在していることを改めて実感した。（中略）そして、今回の実習で放射線を学内
で測定し、放射線が意外と身近なものであると感じた。【男・関東】
・（前略）福島原発について学ぶこともなく大学生になった。この構内放射線測定の
機会を通して、初めて福島原発について知ろうとした。なぜ放射線を測るのか、自分
なりに考えたことは、（中略）自分に問題意識を与え、その問題解決に向けて自分に
何が出来るか常に問い続けていくためである。【女・関東以外】
・今回、構内の放射線量測定をとおして福島の現状や被曝の影響などにも目を向ける
ことができた。この測定をする前は、ニュースでよく流れている放射線の数値の程度
をよくわかっていなかったため、学ぶことができてよかった。【女・関東以外】
図 4 　対応分析結果
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　最後に、対応分析による結果を図 4 に示す。対応分析の外部変数には性別（男、女）
と出身（図中、 1  は関東、 2  は関東以外）を用いた。
　図 4 では円の大きさは頻出語の出現数を示し、出現パターンの似通った語が互い
に近くに配置される。一例として、単語「恐ろしい」は女性の近辺にあるが（右上に
位置する）、頻出回数は 8 でその内訳は関東出身男子 1 名、関東以外出身女子 7 名
である。
　本データでは、男性、関東出身者は少ないのでそれらの周囲に配置されている単語
も少ない。しかし、関東出身者では「地震」「意識」「薄れる」のやや具体的な単語が
近居していることが見て取れる。また、男性の近辺では、「放射能」「影響」「人々」
といった、これといって特徴的な表現は見えないが、女性では「恐ろしい」「放射線」
「苦しむ」「調べる」「知る」などリアルな表現が見られた。
2 ） 結果の解釈
　上記の解釈には幅があることを確認した上で結論を述べる。まず、「測定」の
KWIC からは、構内放射線測定の経験をさせることにより、学生の福島への関心は
ある程度深まったと言える。したがって、原発事故後数年を経過するとはいえ本実践
のような身近な場所での線量測定を実施することは教育上意味のあることであると考
えられる。次に、対応分析の結果からは、外部変数（男女、出身）による原発事故の
受け止め方に違いがあることが示唆されたが、男女比などのサンプル比が一定でない
ため、またサンプル数が少ないため明言はできない。なお、本事例のように 21 サン
プルなら直接読んで kJ 法などの図解的手法が役立つと思われるが、サンプルが多く
なれば図 4 のような概要・傾向をつかむ方法も現実味を帯びてくると思われる。
3 　学習者による原子炉に関する問題の捉え方から
（ 1 ） 原子炉に関する問題の整理
　一般に、原子力発電には、ウラン鉱石の採掘から燃料棒完成までの過程で莫大な放
射性廃棄物が出るため様々な被曝の危険性がある。一例を挙げるならば、インドのジャ
ドゥゴダ周辺においてウラン鉱石の採掘などによる深刻な放射能被害が生じているこ
とを伝えたのは、2000 年地球環境映像祭で大賞を受賞した映画「ブッダの嘆き」で
ある 14）。こうした問題のほかに、原子炉そのものに関する問題については、桐山は
次のような 4 項目（ 4 つの困難）に整理することができ、これらが解決できない限り、
今後の発電戦略として火力発電などと比較することもできないとしている 15）。
1 原子炉でプルトニウム（長崎型原爆の材料）が生成される。
　原子炉では、235U の核分裂とともに 238U の中性子捕獲によりプルトニウムが生成さ
れる。日本の保有量は 2016 年の段階で 47 トン（原爆 6000 発分程度の量）である。
2 核廃棄物処理技術がなく最終処分場もない。
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　放射性崩壊を制御する技術がないので、対策は廃棄物をどこかに貯蔵するだけであ
る。福島県双葉町に中間貯蔵施設が計画されているが用地の買収が進まない。
3 事故による放射能は広範囲の生態系を長期間汚染し人体を被曝させる。
　原発事故後に食品の流通に関する暫定基準値（米、野菜、肉類などで 2011 年は
500Bq/kg、2012 年 4 月以降は 100 Bq/kg）が出たことは記憶に新しい。暫定基準値
は 2018 年 12 月現在も解除されていない。
4 廃炉には 40 年以上の年月とともに莫大なコストとエネルギーがかかる。
　廃炉とは、必要なくなった炉を停止させて炉とそれに関連する設備を解体すること、
あるいは危険がない程度に整理し、その状態のまま放棄することである。経済産業省
は福島原発事故の処理費用（廃炉を含む）を 21.5 兆円と試算している 16）。言うまで
もないが、化石燃料がなくなれば廃棄物処理を含む廃炉はできない。
（ 2 ） 学習者の原子炉に関する問題の捉え方
　通信教育部で担当している「理科概論」の授業では、4 つの困難を他者の問題（福
島の問題）として知るだけではなく、受講者の方に自分たちの問題として受け止めて
ほしいとの願いから、 4 つを困難度の順に並べ替える課題を課している。その際、
なぜその順位になるのかという論理（ロジック）を記述してもらう。こうすることに
よって、 4 つの困難の「困難性」を自分で考えて並べてみる必要性にかられ、自分
の問題として考えないわけにはいかなくなると考えた。また、論理的思考を育成する
一助となる可能性があるとも考えた。ここでは、こうした教育的有効性の検証までは
できないが、学習者がどのような順位付けをしているか、その背後にどのような論理
を付けているか、順位付けにはまとまった傾向が見られるか、といった事実について
報告してみたい。また、その際のロジックについても考察してみたい。このようなデー
タは次のような数列（困難度の順に上述の 4 つの番号が並ぶ）になる。
受講者 1 　　 1 － 3 － 2 － 4
受講者 2 　　 3 － 1 － 4 － 2
　・
　・
　一例として、受講者 1 では、最も困難度が高いと判断した項目はプルトニウム、
次に放射能汚染、次に最終処分場、最後に廃炉となる。一般に、順位データは数値の
順列となる形をとるが、その分析方法の主流となる方法は見当たらない。クロス集計
によるグラフ化やアイテム間の相関行列を調べる方法 17）、エクセルベースでフリー
ドマン検定（χ 2 検定）を用いた順位の出方を調べる方法は紹介されてはいるが 18）、
SPSS を用いた分析方法の文献でも順位データの分析方法の記述は見られない 19）。こ
こでは、フリードマン検定を行った後、順位データを 2 値データに書き直して数量
化Ⅳ類による分析を試みた。分析の実行にはエクセルベースで公開されているものを
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用いた 20） 。データは次のように書き直した。
受講者 1 　　 1 － 3 － 2 － 4 　→　1000,0010,0100,0001
受講者 2 　　 3 － 1 － 4 － 2 　→　0010,1000,0001,0100
　・
　・
　以下、それぞれの分析方法において、順位データの分布、フリードマン検定結果、
数量化Ⅳ類による結果を順に示していきたい。
1 ） 順位データの分布
　 4 つの項目がどのような順位になっているかを図 5 に示す。受講者の有効回答者
数は 71 名である（セメスター別に、 6 月は 25 名、 8 月は 16 名、12 月は 30 名）。
図 5 の棒グラフ中に示した数値は人数である。 1 位が最も多かった順では、放射能
汚染、プルトニウム、廃炉、最終処分場となる。逆に、 4 位が最も多かった順では、
廃炉、プルトニウム、放射能汚染、最終処分場となる。また、最終処分場は、 2 、 3
位が多く（79％）、廃炉は 1 、 4 位が多い（63％）。このように、項目による順位の
分布には不均一が見られ（ 4 つの項目がほぼ同数にならない）、順位を判断する論理
には一定の傾向のようなものがある可能性が示唆される。
2 ） フリードマン検定結果
　それぞれの項目の順位平均は下記のとおりである。
　プルトニウム≒ 2.4、最終処分場≒ 2.6、放射能汚染≒ 2.2、廃炉≒ 2.7
1 ）での見通しをもとに、フリードマン検定を行った。フリードマン検定は、 2 要
因によって分類された繰り返しのない二元配置データを用いて要因ごとに水準間に差
がないという仮説を検定するものである。結果、セメスター間、男女間には差はなく、
4 項目（ 4 水準）には有意差までは出ないものの有意傾向が見られた（有効数字 2
桁）。
　χ 2 ＝ 7.5（df ＝ 3 ）、p ≒ 0.057
ここでも、 4 つの項目の順位平均がほぼ同じにならないことから、項目による順位
図 5 　順位データの分布
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の分布には不均一が見られることが示唆される。
3 ） 数量化Ⅳ類による分析結果
　数量化Ⅳ類とは、n 個の個体の間に相互の親近性が与えられたときに、n 個の個体
を r 次元（r ≦ n）ユークリッド空間内の点として表し、その分布の形状から種々の
知見を得ようというものである 21）。71 人の順位データ（上述の 2 値データ）から項
目ごとの類似度行列を求め、それを親近性（類似性）と見なして分析にかけることに
なる。 4 項目にそれぞれ 1 ～ 4 位まで考えると 16 項目になる。そのうち一つの項
目が 1 位となるような 2 値データから類似度行列を求める。一例として、プルトニ
ウム 1 位の 2 値データの場合は次のようになる。プルトニウム 2 、 3 、 4 位の 2
値データはすべて 0 になるのでそれらを除き、プルトニウム以外の 1 位項目（ 3
つある）も意味がないので除くと、計 10 項目となるため、類似度行列は 10 行 10 列
になる。 9 個の固有値が求められるので、最大固有値に対応する固有ベクトルを第
1 軸とし、次に大きい固有値に対応する固有ベクトルを第 2 軸として、10 項目をプ
ロットする。一例としてプルトニウム 1 位となる 2 値データの結果を図 6 に示す。
　図中の記号は、p（plutonium）はプルトニウム、f（final disposal site）は最終処分
場、e（environmental radioactive contamination）は放射能汚染、d（decommissioning 
furnace）は廃炉を示す。また、p、f、e、d はそれぞれ 4 種（ 1 、 2 、 3 、 4 位）
あり、p 1 、p 2 ・・・・・d 3 、d 4 までの 16 項目からの抜粋で 10 点のプロットに
なる。p 1 はプルトニウム 1 位の選択、p 2 はプルトニウ 2 位の選択・・・・・
d 3 は廃炉 3 位の選択、d 4 は廃炉 4 位の選択である。互いに近いプロットは類似
度が高い。そして、類似度の高い系列（順位選択のルート）は選択理由の論理性も高
図 6 　順位データの分布（ 2 ）
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い可能性がある。
　図 6 は p 1 （プルトニウム 1 位）の 2 値データの結果であるが、f 1 （最終処分
場 1 位）、e 1 （放射能汚染 1 位）、d 1 （廃炉 1 位）の 2 値データについても同
様に分析し図を作ることができる。
①順位付けの傾向から
　図 6 などから原則として以下のように順位選択のルートを調べた。一例として
d 1 の場合を述べる。d 1 に最近接（距離が最小） 2 位を、p 2 、f 2 、e 2 から選ぶ
と f 2 （最終処分場 2 位）であった。次に、f 2 に最も近い 3 位を、p 3 、e 3 から
選ぶと e 3 （放射能汚染 3 位）であった。その結果、p 4 （プルトニウム 4 位）が
決まる。p 1 、f 1 、e 1 の場合も同様にして順位選択のルートを求めた。下記の結果
では、左から順に 1 、 2 、 3 、 4 位を示す。
　p 1 ルート：プルトニウム　→　最終処分場　→　放射能汚染　→　廃炉
　f 1 ルート：最終処分場　→　廃炉　→　放射能汚染　→　プルトニウム
　e 1 ルート：放射能汚染　→　プルトニウム　→　最終処分場　→　廃炉
　d 1 ルート：廃炉　→　最終処分場　→　放射能汚染　→　プルトニウム
f 1 ルートと d 1 ルートは 1 、2 位が逆である。また、p 1 ルートと d 1 ルートは 1 、
4 位が入れ替わっている。e 1 ルートは独特で他のルートとは異なる。どのような論
理でこのような特徴的なルートができるのか興味深い。
② 1 位選択の理由の記述から
　p 1 、f 1 、e 1 、d 1 の選択例から、いくつかの理由の記述を示す（ほぼ原文ママ）。
記述には順位選択のルートと関連する論理が現われている可能性がある。
ア）p 1 の記述から
・原発によって原爆の材料が発生することが根本の問題である。
・核兵器廃絶は人の心に根ざした深い問題であり最終核戦争の危機を高めている。
・生命第 1 の視点から最も危険な物質が最も深刻である。
・事故が起きなければ、最終処分場や放射能汚染は問題ないので順位は低い。
イ）f 1 の記述から
・原発を作るときにどうして廃棄物処分と廃炉を考慮しなかったのか。
・核廃棄物処理技術と処分場がないのになぜ作るのか。
・廃棄物処理が見定まらないうちに稼働し福島の事故が起きた。
ウ）e 1 の記述から
・生命へのリスクが高いものは困難度が高い。
・人体に影響を及ぼす放射能汚染は人々や生物にとって最も困難度が高い。
・時間や技術、お金で解決できないものほど困難度が高い。
・プルトニウムは人々の核廃絶への意識次第であり、残り 2 つ（廃炉と最終処分場）
は技術やコストの問題である。
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エ）d 1 の記述から
・廃炉には時間もお金もかかり処分する場所もない。
・かかるコスト、エネルギーは莫大であり、化石燃料がなくなれば廃炉はできないため、
早急に行動する必要がある。
・原子力によって利益を得る人間、なくなったら困る人間が多数存在し、廃炉に進む
と困る人間が多数いるため。
③順位選択のルートと記述の関連について
　 4 項目の順位付けは全部で 24 通りある。①で示した 4 つのルートはその一部に
過ぎない。比率でいうと 17％である。ところが、71 名でこの 4 つのルートを選択し
た割合は 37％であった（正確には 24 通りのルートの出現頻度分布を見る必要がある
が、71 名という少ないデータであり、ここでは割愛する）。この数値は偶然をはるか
に超える頻度の発生を意味する。したがって、この 4 つのルートには類似した論理
が背後にあると考えられる。
　次のように、①で示した 4 つのルートと、②における p 1 、f 1 、e 1 、d 1 の選択
例の記述を突き合わせてみたい。
ア）p 1 ルート：プルトニウム→最終処分場→放射能汚染→廃炉 ⇔ p 1 の選択例の
記述
　プルトニウムは、核戦争の危機をもたらす核兵器の材料になり、生命に最も危険な
物質であるという考えが、事故の有無に関わらずプルトニウム生成が根本の問題であ
るとする論理になっていて、困難度の物質面が前に出ている。 3 位がなぜ放射能汚
染なのか（物質面では、廃炉がノミネートされるはず）、疑問が残る。　 
イ）f 1 ルート：最終処分場→廃炉→放射能汚染→プルトニウム ⇔ f 1 の選択例の記
述
　最終処分場を 1 位にもってくる選択は少なかった（図 4 で 5 人）。最終処分場と
廃炉が 1 、 2 位でつながるのは、どちらも廃棄物の処分という共通点があり、その
廃棄を考えずに原子炉を作るのが誤りであるという “ そもそも論 ” の論理もあると考
えられる。事故前はこのような指摘や論理が反原発の論調であった。また、放射能汚
染を回復させるための除染も最終的には廃棄物処理につながっていくという論理も見
え、ここも困難度における物質面が強調されている。 4 位のプルトニウムも核兵器
の材料というよりは核廃棄物の一つとしてとらえられている可能性がある。
ウ）e 1 ルート：放射能汚染→プルトニウム→最終処分場→廃炉 ⇔ e 1 の選択例の
記述
　生命や暮らしへの現実的リスクが、コストやエネルギーで解決できそうな課題より
も、最も困難な課題であるという論理であり、困難度における被曝（生命への影響）
の側面が強調されている。 2 位がなぜプルトニウムなのか疑問の残るところである
が、p 1 選択例の記述にも、生命に最も危険な物質であるという考えが見られ、共通
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項があるのかもしれない。
エ）d 1 ルート：廃炉→最終処分場→放射能汚染→プルトニウム ⇔ d 1 の選択例の
記述
　廃炉に必要なコストやエネルギーは莫大であること、廃炉と化石燃料の関連で早急
性を要す、など物質的側面から困難度を決めるという論理であり、最終処分場が 2
位にきている。そして、原子力で利益を得る多くの人間が存在することが廃炉をさら
に困難にする（廃炉を進めれば原子力も衰退し、ひいては利益が得られなくなる）と
考える。このような考えは、最近いくつかの原発で原子力規制委員会による再稼働が
認められたことの影響かもしれない。
④数量化Ⅳ類による分析の結論
　③で示したように、順位選択のルートと記述には、関連を想定することが可能であ
るという結論が、それぞれのルートで得られた。このことは、図 5 の分布だけでは
見えなかったことでもある。しかし、解釈には幅があることも事実である。
　また、放射能汚染の 1 位（e 1 ）は、他の 1 位（p 1 、f 1 、d 1 ）が物質面の判断
であるのに対し、生命への影響の判断である（p 1 にもこの要素はあるが）。こうし
た論理の異なりが、e 1 ルートが p 1 、f 1 、d 1 のルートとは異なって見えた理由で
あると考えられる。
　以上、学習者に 4 つの困難を順位付けさせる実践は、
・学習者が自分なりの基準で論理（尺度）を作り
・その論理（尺度）にそった順位付けを行う
傾向を生み、したがって原子炉の問題を自分たちに引き付けて考えている可能性がう
かがえた。このわずかな教育的前進が、 4 つの困難について理解を深め、人間とし
ての真正性を育む可能性を増加させると考えたい。
4 　おわりに
　一般に、 1 で述べたように、公
教育における価値中立とはいえな
い実践や、逆に原発事故による放
射性物質による土壌汚染のデータ
を見せて原発事故の深刻性だけを
強調するというような一方的な実
践も長続きしない。学習者（児童・
生徒・学生）の保護者には多様な
職責（原発を推進する立場や、逆
に避難を余儀なくされたなど）の 図 7 　科学教育における配慮事項
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人達がいること忘れてはならない。
　公的な放射線教育の実践では、次のようなことに留意しないわけにはいかない。
ア）原子力に関する事実と知識を適切に構成するなど、公教育における価値中立を保
持しようと努めること。一例をあげるならば、原発事故由来の線量上昇を実際に測定
しながら、あるいは市民団体の測定データも活用しながら、自然放射線の測定も行っ
て、放射線についてバランスよく理解すること。
イ）原子炉の問題を他所の問題として認識するのではなく、自分たちに引き付けて考
え、学びを学習者自らの生き方・在り方に再構成していけること。
そして、上述のア）イ）を実現するためには、科学教育の教材や実践における配慮事
項が必要であるように思える。その配慮とは筆者の高校と大学の教員経験からではあ
るが次の 3 点である（図 7 ）。
　 1  正確（学問的正しさ、事実認識の妥当性など）
　 2  理解（教育的視点、分かりやすさ）
　 3  現実（生きる意味を育てる学び、現実とつなぐ学びにすること）
　その点、本稿 2 で示した実例は、放射性鉱石による自然由来の放射線、原発事故
による放射性物質由来の放射線を同時に理解できる可能性のある教材であり、関東や
東北ではこのような測定が十分可能である。そして、身近な場所での線量測定は、学
習者が “ フクシマ “ を自分の問題として考えるきっかけを与えると考える。教育の場
で、冷静に悲惨な歴史を振り返る経験は必須である。
　次に、もう一つの実例として、本稿 3 で示した原子力の 4 つの困難を学習者一人
一人の論理（尺度）で困難度の順に並べ替える実践も、論理と結果として出てきた並
べ替え（順位選択のルート）にある程度の一貫性があり、論理も複数存在することが
分かった。このことから、学習者は、はじめは他所の問題であった原子炉の問題を自
分たちに引き付けて考えている可能性が示唆された。また、順位データへの数量化Ⅳ
類による分析も一歩進めることができたと考えている。
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Radiation Education Practice for Students of Faculty of 
Education
－ Dose Measurement in University Campus and Consideration of 
Nuclear Reactor Problems －
Nobukazu KIRIYAMA
　There are two points on the campus where the dose is somewhat higher than around. Doses 
at 2  points are nearly equal about 0.16µSv/h. One is natural radiation, and the other is due to 
radiation derived from radioactive Cs caused by nuclear accident on March 11, 2011.Dose 
measurement in university campus and practice to think about the difference between the 
above two will enables students to deepen their interests and knowledge about radiation.
　And there are four characteristics (plutonium, final disposal site, radioactive contamination, 
decommissioning furnace) in nuclear power. Students rearranged these four in order of 
difficulty. There was some consistency in their results and reasoning of their rearrangement.
　Therefore, these practices give students the opportunity to think “Fukushima” as a problem 
of  themselves.
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The Transfer: The Change in Category from Disabled 
to Healthy Child and the Mother’s Perception
Maki TSURUTA
Abstract
In this note, I focus on a child (Taro) in a Japanese elementary school who switched from 
special support classes to regular classes. Primarily using interview data, I examine how 
Taro and his mother understood this transfer and the view that Taro “has a disability.” The 
results of this examination show that the way in which a child is positioned in the school 
education system can change the way people understand the child, as well as the way in 
which the child understands him- or herself. Moreover, Taro’s mother was constantly 
aware of the fact that her son “has a disability.” In view of Japan’s current system of 
support for people with disabilities, such awareness may serve as a strategy when 
considering Taro’s future “independence.”
Introduction
　　The concept of “special educational needs” used in Japan follows an international 
trend for inclusive education, as seen in the Salamanca Statement by UNESCO (1994). 
Japan’s Ministry of Education, Culture, Sports, Science, and Technology (MEXT) has 
introduced the policy of “the construction of an inclusive educational system” (MEXT 
2012) following the launch of the “special needs education regime” in 2007. While an 
emphasis is placed on inclusive education, regular education for the majority serves as the 
basis for special needs education in Japan, and inclusive education is a system in which 
children receiving special needs education are excluded from regular education and 
supported by the provision of “special support” according to their disabilities (Kanazawa 
2013). Consequently, while the ideal of inclusive education that “people in a variety of 
situations [including children with/without disabilities] learn together in the same place as 
much as possible” is emphasized, the reality is that an increasing number of children are 
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excluded from regular education and receive educational support in schools or classes for 
special needs education. This appears to go against the ideal of inclusive education. In 
other words, for children with disabilities in Japan, the decision on where they are placed in 
the school education system has tremendous importance. This is because the quantity and 
quality of support that teachers give the children are determined by the place of learning. 
Furthermore, if a child is assigned to the special needs education class in his/her primary 
education, he/she is most likely to be placed in the class for special needs education at the 
secondary education stage. The placement at the beginning of primary education 
determines how the child proceeds through the school system (Sakai and Tanigawa 2017). 
As a result, the educational consultation at the beginning of primary education is a major 
concern for the parents (Kaitsu 2017), and the child’s placement is related to the degree to 
which the parents accept the child’s disability. 
　　On the other hand, McDermott and Varenne (1998) have illustrated through the 
observation of Adam, a child with a learning disability, that when a child’s disability 
manifests itself, it is accompanied by a context that states that “disability is a problem” and 
determines the place in which the child is educated. Furthermore, people around the child, 
such as teachers and other children, are involved in creating this context. In other words, 
disability is not inherent in an individual’s mind or body but is a “cultural construct,” an 
institutional fact that emerges as a necessary consequence of the category the educators 
use vis-à-vis the children’s behavior through institutional procedures. In addition, some 
researchers have pointed out that special needs educational support can lead to the 
management, monitoring, and disempowerment of children with disabilities (Allan 1996; 
Mortier et al. 2011; Veck 2012). The children are further constructed as “children with 
disabilities” by being placed in the special needs education system and receiving 
educational support designed for children with disabilities. Consequently, children who 
start their schooling in classes or schools for special needs education are understood 
within the framework of special needs education and as children with disabilities who need 
special support. 
　　Drawing from the discussion above, this note focuses on a child (Taro) who has 
transferred from a class for special needs education to a regular class in a public 
elementary school in Japan. It illustrates changes in the perception of the child and people 
around him from the transfer to the present, based mainly on interviews. “Transfer” refers 
to the process in which a child’s registration moves between a regular class and a class for 
special needs education. Usually, “transfer” denotes a movement from a regular class to a 
class for special needs education. In the majority of cases, children who start their 
schooling in a regular class have experienced difficulties and transfer as “children who 
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should receive special needs education.” Schools are good at finding problems and 
difficulties that are linked to the disability of a particular child and producing a “child with a 
disability.” However, this note focuses on the case of a reverse transfer: a case in which the 
child started his primary education in a class for special needs education and then was 
transferred to a regular class at the teacher’s recommendation. Below, for future research, 
I examine the ways in which the child and his mother have understood the transfer and 
whether their perception of “having a disability” has changed.
The Special Needs Education System and
The Start of School (Enrollment) in Japan
　　Special needs education in Japan is defined as “providing appropriate educational 
support to each student with a disability according to his or her individual educational 
needs.” Since the special needs education system started in 2007, places for students with 
disabilities have been, in principle, decided according to the “severity” of their disabilities. 
These places are in schools for special needs education, classes for special needs 
education, and regular classes, including resource rooms for special instruction (Takeuchi 
2010).
Schools for special needs education
Schools for special needs education provide education for children with visual impairment, 
aural impairment, intellectual disability, physical disability, or health impairment (including 
those in poor health). In schools for special needs education, there are four levels: 
kindergarten, elementary, lower secondary, and upper secondary. Tuition by home visit is 
provided to students with a severe disability or multiple disabilities who cannot attend 
school. 
Classes for special needs education
Classes for special needs education focus on students with relatively mild disabilities and 
are established in regular elementary and junior high schools (in principle, the classes are 
established according to the type of disability). The types of disability supported in this 
category are intellectual disability, physical disability, poor/impaired health, amblyopia, 
hearing difficulties, linguistic disability, and autism/emotional disorder. 
Special instruction given in resource rooms
Students with a mild disability who attend regular elementary/junior high schools may 
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receive special instruction according to the type of disability in a place for special 
instruction (resource rooms) for a period.
 (MEXT 2016)
　　When students with disabilities start school, the educational committee decides where 
they should attend school from a comprehensive perspective, taking into account the 
status of the disability, the necessary educational support, the situation of the educational 
system development in the community, and so on (MEXT 2016). In the current special 
needs education system, which is based on the ideal of inclusive education, there is some 
flexibility in choosing the type of school to attend. Consequently, while in principle it was 
difficult to transfer from a class or school chosen at the start of schooling to another class 
or school, transfers are reportedly more readily available now that take into consideration 
the children’s development and their adaptation. This should mean that, even when the 
child is placed in a school or class for special needs education at the start of school, it 
should be possible for them to change the type of school when they move from elementary 
to junior high school or from junior high to high school. However, in reality, many of those 
who are placed in a school or class for special needs education at the start of their schooling 
will remain in a similar type of school or class when they move to junior high school. Many 
of them will move to the upper secondary education stage when they leave junior high 
school but, depending on the local authority, many move to schools for special needs 
education. Furthermore, many will attend evening classes or take correspondence tuition 
when they move to high school. In other words, the place where children in schools or 
classes for special education needs find themselves at the junior high school or high school 
stage is determined largely by the choice made when they start school. This means that 
the choice of place at the start of school exerts an important influence on their subsequent 
educational career (Sakai and Tanigawa 2017).
A Brief History of Taro’s Life So Far
　　Taro was born in 2003. His family consists of his father, mother, and grandmother, a 
sister ten years older than Taro, and a brother seven years older than Taro. His mother 
says she started to feel uneasy about Taro’s development when he was an infant. When 
Taro was six or seven months old, he did not display typical infant behavior toward his 
mother: he did not lean on her when she embraced him, for example, and she “had a 
feeling that we were not completely connected.” Gradually, Taro’s mother started to feel 
the same unease about Taro’s delayed speech development. She says Taro spoke jargon 
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but could not hold a conversation.  
　　When Taro was about two years old, his mother’s anxiety about his development grew. 
In addition to Taro’s delayed speech, his excessive resistance to unfamiliar places made his 
mother anxious. She tried to reduce Taro’s anxiety when they were visiting a place for the 
first time by telling him about it in advance and showing images taken from the Internet. 
　　Taro’s mother says that she realized Taro’s development was very delayed when she 
compared his behavior to that of a video of his sister and brother at the same age. Her 
friend told her about a help desk regarding child development, and she immediately phoned 
for an appointment. From that moment on, things proceeded smoothly. They had a 
consultation on development at the local public health center, and Taro and his mother 
began attending the parents-and-children’s class offered by the support unit for infant 
development at the local welfare center for the disabled. Taro’s mother also obtained Taro’s 
disability certificate as soon as they began attending class at the children’s consultation 
center, when Taro was three years old. The classification was intellectual disability 4  
(without autism). 
　　After the diagnosis, Taro’s mother searched for information and arranged for him to 
attend two treatment facilities to provide a treatment environment that was suitable for 
Taro. When Taro turned three, he started to attend kindergarten: on weekdays, he 
attended kindergarten in the morning and treatment facilities in the afternoon three days a 
week. He also began Kumon lessons. His mother always accompanied Taro1 and was 
occupied with coordinating Taro’s schedule. Taro enrolled in the class for special needs 
education when he started compulsory education and transferred to the regular class when 
he went into fourth grade. He graduated from elementary school and moved to the regular 
class in a junior high school: he is now in the third grade of junior high school. 
　　Below I would like to examine Taro’s case from the start of school until the present in 
more detail, based on interviews2 with Taro, his mother, and the teacher in charge of the 
class for special needs education at the elementary school. 
Analysis of Interviews
The Elementary School Period
　　The initial judgment for Taro’s enrollment was that he was “appropriate for regular 
class.” Usually, the majority of children with this judgment would enroll in the regular 
class. However, Taro’s mother rejected this judgment.
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Interviewer: [I heard that] Taro was told he would be fine in a regular class when 
he started elementary school.
Mother: The judgment of the enrollment consultation is, after all, […] not based 
on whether the child can learn properly. Children who would cause trouble are 
sent to the special class. Those children who would cause trouble are then 
judged, and because they can take turns in the resource rooms, they should be 
fine if they receive special instruction in the resource rooms. Or because they 
cannot listen to the teacher at all and need an adult constantly, they should be 
sent to schools or classes for special needs education. Well, I did not trust it. I did 
not want to go along with the judgment, because I thought the judgment was 
made for the sake of the school rather than for the child, so I did not trust it very 
much. 
Taro’s mother fundamentally mistrusted the enrollment judgment because she thought 
those making the judgment, including the education committee, would focus on whether 
the child would cause trouble for others rather than on whether the child (Taro) could learn 
properly. At his mother’s insistence, Taro joined a class for special needs education, 
although he was told that the regular class was appropriate. However, the fact that the 
regular class was deemed appropriate at the start of school would later influence the 
judgment of the teacher (Taro’s homeroom teacher in elementary school)3 about his 
transfer. 
From the Encounter between the Teacher and Taro until the Recommendation for Transfer
The teacher: Then, before he enrolled, he had a kind of interview.
Taro’s mother: Oh, yes. There was something. Something like an enrollment 
consultation…
The teacher: When you came for the consultation, we met. At that point, the 
principal who attended the session said, “the regular class judgment but 
somehow, they really wanted to agree to this,” that’s how it started […]. Because 
[Taro] could do everything other kids did, everything. […] Because it was so 
right from the beginning. “Really, are you sure you want this place?” I said 
something to that effect.
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Taro was a “well-performing child” right from the moment he enrolled in elementary 
school and “was, in fact, supposed to enroll in the regular class.” The teacher 
recommended a transfer when Taro was in third grade, and Taro enrolled in the regular 
class starting in fourth grade. In articulating the reasons why she recommended transfer, 
the teacher says that if Taro had stayed in the class for special needs education, it would be 
“a pity,” and he would be “hidden.” 
The teacher: Still, it was a pity […] If he had stayed here, as a well-behaved boy, 
he would be hidden from the world, I thought.
In fact, the teacher had started to look for an opportunity to suggest the transfer when Taro 
was in first grade. In her words: “For a long time, from the time he was in first grade, I was 
thinking about when I should bring this up.” Taro’s former homeroom teacher was actively 
pursuing Taro’s transfer. She explained her judgment as based not on Taro’s abilities but on 
whether he would make trouble in the classroom. “Well, what makes the child suitable [for 
the regular class] is, basically, I think, whether he/she disturbs the class or not.” 
　　The teacher explained that her perception had been formed by her experience of 
spending time in the regular class with students from the class for special needs education 
who wanted to go to the regular class. It was not a transfer, but the students spent time in 
a regular class accompanied by the teacher.
The teacher: In the same grade, there were three [students who wanted to go to 
the regular class]. OK, then, these three were in the same grade, so why don’t 
we try lessons in the regular class, and I accompanied them. […] We attended 
the arithmetic lesson for the fourth grade. […] These three, when one of them 
did something strange, would say, “What are you doing? It’s noisy.” How can I 
explain it? It could be because of preparation at the receiving end. Well, they 
started to talk noisily and loudly there and then. How can I explain it? Well, they 
could not blend in. They could not blend in easily because they had something. 
[…]. Well, the homeroom teacher [of the regular class] kept complaining about 
how long they were going to stay.  
Based on this experience, unlike these students, Taro, who “is not forgiven as such but is 
helped by other children if he does something completely wrong,” would not disturb the 
class as a group, she thought, and she felt that he could transfer. 
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　　On the other hand, Taro’s mother described her reaction when the teacher 
recommended Taro’s transfer:
The mother: Yes, that’s right. It was out of the blue, sort of… […] During the 
interview, the homeroom teacher suggested it, and I was asked what I thought. 
So in the end, I replied that it was like spectacles: you can see well, but if the 
spectacles are removed, you cannot see well, and although Taro was doing well 
because he was in the class for special needs education, I was not sure whether 
he could do just as well in a regular class. That’s what I said. 
Taro’s mother was initially mistrustful of the teacher who had suggested Taro’s transfer, 
but in the end, she went along with the teacher’s recommendation and agreed to the 
transfer.
Taro after the Transfer
　　After the transfer, Taro’s school life turned out to be largely trouble-free, although 
there were minor issues, as his mother mentioned:
The interviewer: So Taro attended the regular class in his fourth, fifth, and sixth 
grades, and there was no problem?
The mother: Yes, that’s right.
The interviewer: Does it mean he had no problems with interpersonal 
relationships or academic work?
The mother: Yes, there were a few problems for which I was summoned to the 
school, but they were not caused by Taro; rather, he was dragged in.
Taro then moved to a regular class at a public junior high school. 
The interviewer: Does the junior high school know Taro’s history so far?
The mother: Well, I think probably some information has been passed on by the 
elementary school. […] Yes, that’s right. We have been so fortunate: things have 
been developing in the right direction.
[…]
The interviewer: So Taro has not been in major trouble since he moved to junior 
high school? 
The mother: Yes, that’s right.
－ 234 －
創価大学教育学論集　第 71 号：鶴田
Not only that, Taro got the second highest grade on the end-of-exam in second grade in his 
junior high school, and he is certainly among the top performers. 
Taro’s view of the transfer and junior high school
The interviewer: Do you remember how you felt when you were a fourth grader 
and started attending regular class?
Taro: Well, somehow, I had quite a few friends in the regular class at that time. 
[…] Well, because I had quite a few friends, I don’t think I was too worried. […] 
Rather than being worried, I was curious how things were there. Yes, I was 
curious, I think.
Taro was not too worried about the transfer and, aided by his friends, he was integrated in 
the regular class without problems. He joined the badminton club in junior high school and 
built a close relationship with the supervising teacher. He is just a “regular” boy who trains 
hard to improve his badminton skills. As mentioned above, he is among the top academic 
performers in the school, and he is rather dissatisfied with his current public junior high 
school. 
Taro: I am not saying it is not enough. Well, the lessons I take are, well, like 
revision. Revising what we did in the first grade. I think we should be making 
much more progress at this point. Well, maybe this is because it is a public 
school. Well, I do not know, but the pace of lessons is, well, somehow normal, or 
rather a bit slow. Well, it feels like lessons are focused on revision. This may 
sound a bit funny, but the reason for it, well, is that because people chat a lot 
during the lesson, and, well, the teacher spends time lecturing us, or rather 
warning us, and we waste a lot of time because of it. 
Taro is in the second grade at the junior high school and is thinking about the entrance 
exam for high school. He compares what he is doing at school with the curriculum his 
sister and brother followed in their private schools and is worried that he is attending a 
public junior high school that is progressing relatively slow academically. 
Taro: Well, I think the private schools […] go much faster. It is totally different. 
In the case of the public school, well, it is wrong to say that it is not advancing, 
but well, there is still a gap with the private schools. 
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All the interviews were conducted by three interviewers, and all the interviewers formed 
the impression that Taro was a problem-free, rather clever boy who would articulate his 
views to the interviewers, whom he was meeting for the first time. It felt as if the Taro 
who his mother told us about earlier was totally different from the Taro whom we met. We 
did not see any disability in Taro’s behavior. It appears that our impression of Taro is 
similar to what his current homeroom teacher at the junior high school has to say about 
Taro. 
The mother: The homeroom teacher misunderstood Taro somewhat. He thought 
Taro was being standoffish, or rather, he was keeping his distance from others, 
while others wanted to be with him. But Taro was deliberately keeping his 
distance. 
The homeroom teacher accused Taro of being standoffish because he spent break periods 
on his own. His mother, on the other hand, regarded the teacher’s perception as a 
misunderstanding stemming from his ignorance of Taro’s disability, and she sought to 
remedy it. 
The mother: I then spoke to the school’s counselor and asked the counselor to 
tell the homeroom teacher [that Taro had difficulties in communication]. Then, 
“Ah, I see,” and the misunderstanding was resolved. 
She attributed the fact that Taro cannot try to resolve such misunderstandings to his 
“intellectual disability.” 
The mother: Taro often remains silent [about what he is told by the teacher], or 
rather, he just accepts it. So I think there are many cases in which people with 
borderline intellectual disability are falsely accused of crime, and I understand 
why that is the case, really.
Taro’s Mother’s Perception: Justification of Taro’s Disability
　　There are many instances in the interviews where Taro’s mother linked Taro’s 
behavior with a disability. For example, the fact that Taro is leading a problem-free life in 
the regular class at the junior high school is understood by his mother as the outcome of 
the medical treatment that was offered to him: “I did not expect [Taro] to go to university, 
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but if his university education cost 10 million yen, until he turns ten, we should try 
whatever can be bought with money” (interview with Taro’s mother). Consequently, when 
Taro, now in junior high school, said, “I want to go to X University” (one of the top 
universities in Japan):
The mother: When he heard that the therapist at the treatment center was from 
X University, he said he also wanted to go to X. I thought it must be the kind of 
dream when kindergarten kids say they want to become a pilot, that kind of 
dream. So then, I quickly rejected it. I said “If you want to go to X, you have to do 
at least twenty Kumon sheets [worksheets of the Kumon tutoring program] each 
day starting today. Otherwise, I do not think you can be accepted to X.” Then he 
said, “Then, let’s forget about it.”
Here, Taro’s statement, “Then let’s forget about it,” was treated not as Taro’s rejection of 
his mother’s almost reckless suggestion that he had to complete twenty Kumon 
worksheets every day but as Taro’s lack of consideration. Furthermore, she told Taro, “You 
have to master what normal kids will learn quickly and naturally by training hard,” and she 
commented on his “particularity,” which is linked to his disability. 
  However, Taro’s mother tried at one stage to change her approach of associating Taro 
with intellectual disability. This can be seen when she considered changing the way she 
dealt with and instructed Taro after witnessing how Taro blossomed after he started his 
first grade at elementary school: 
I discussed [with the therapist at the treatment center] how to rethink and 
change the ways I, as a parent, deal with and instruct Taro, having witnessed his 
remarkable progress since he started elementary school. [As a result,] I have 
confirmed again that Taro still needs support and consideration while developing. 
(Excerpts from the note written by Taro’s mother to the homeroom teacher of 
the class for special needs education when Taro was in first grade at the 
elementary school)
It is not that Taro’s mother’s perception associating Taro with intellectual disability did not 
fluctuate when he was growing up. However, the expert in the treatment system guided 
her back to the context of “disability.” 
　　Furthermore, she said that Taro’s development, as a result of the treatment system, 
has led to other difficulties specific to intellectual disability, because it can be classified as 
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“mild” or “borderline.” In elementary school, when Taro’s transfer was decided, she aimed 
to put her son in “the elite among children with disabilities,” but she was worried that her 
son would be positioned at the lower end of the regular class, a representation of 
“mainstream society.”
The mother: Well, I was worried. I was worried more about what would become 
of him. I still have the same worry. I can say I was aiming to put him in the elite 
among children with disabilities to an extent; I was thinking of making him a child 
with a disability who can work; someone with a disability. But if he transfers to a 
regular class, because there are many hurdles in the regular class, or rather, 
mainstream society, to reach the level where he can work, work as a regular 
employee, I was worried that he would have to overcome all these hurdles. 
Furthermore, Taro obtained the disability certificate when he was three years old and still 
holds it. However, if he took the developmental test, he would not be certified as disabled. 
This could lead to the rescinding of the disability certificate, which would mean that he has 
to live as a “healthy adult.” About this possibility:
The mother: He will probably not be issued with the disability certificate. On the 
other hand, it is unlikely he could become what is called a ria-ju [living the life]. 
At the end of the day, though there aren’t many things he cannot do, he probably 
has more worries than normal people. A slight change in the environment could 
lead to a withdrawal, withdrawal from society. If he is bullied a bit in one social 
group, usually he would just have to find another group and try again, but I am 
afraid he could become withdrawn because of that. It feels like I have been 
thinking all along how to avoid such a situation. 
As seen above, Taro is consistently classified as “disabled” by his mother. She understands 
that removing the framework of being disabled would make Taro’s life in society difficult. 
Conclusion
　　As we have seen, Taro’s mother understands and interprets Taro’s behavior in the 
context of “disability,” even after Taro’s transfer. Taro, on the other hand, does not actively 
contradict his mother’s perception, and it appears he accepts his mother’s story. For 
example, Taro is still attending the treatment center because of his mother’s instructions, 
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and he is told to have “a chat” with boys and girls of his age there who come to receive 
treatment in the same time slot. However, Taro does not have anything in common with 
them to chat about. He does not have a problem with his friends at junior high school 
because “they hit it off,” but he finds it difficult to have “a chat” with the friends at the 
treatment center because they are “difficult to relate to” and because he feels he “does not 
get on with them.” Taro said, “I know it contributes to my development if have a chat, but 
it is a bit of a pain.” For his mother, this is evidence of his “difficulties in communication.” 
　　As described above, Taro and his mother see things differently. However, today’s Taro, 
who is dissatisfied with the academic level of his public junior high school, who is 
performing well academically, who has many friends, and who dreams about going to 
university in the future, would not have existed if he had not been given the opportunity to 
transfer. If he had stayed in the class for special needs education, as was his mother’s wish, 
he would have continued to be a “low-maintenance” subject of special support, “the elite 
among the disabled,” and “a good boy who is a model for those in the class for special 
needs education.” The junior high school homeroom teacher’s “misunderstanding” that 
Taro was being standoffish stemmed from the fact that Taro was outside the framework of 
those “having an intellectual disability.” In other words, the identity of children with a 
disability can change depending on where they are placed in the school education system, 
the system’s understanding of them, and their own understanding of themselves. Who 
Taro is considered to be and whether he is treated as a subject of educational support 
depends on the category that is applied to him. One of the points Taro’s case suggests is 
that institutions produce children with a disability as well as healthy children.
　　We should not forget his mother. Taro’s mother has consistently maintained the 
perception that he “has a disability,” that he “is disabled.” This perception is not produced 
solely by the actions of the medical treatment experts. It can be seen as a strategy she has 
worked out, taking into consideration the system of support for the disabled in Japan today 
and Taro’s independence in the future. 
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Notes
1 ）Taro’s father is busy at work, and Taro’s mother is in charge of childcare. Taro’s father, 
in principle, accepts all of Taro’s mother’s decisions about Taro’s education. 
2 ）So far, seven interviews have been carried out. In this note, I will examine four 
interviews between 2015 and 2018. In addition, Taro’s mother has provided me with 
the correspondence notebook used for the treatment center. 
3 ）The teacher we interviewed has worked as a homeroom teacher of the class for 
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special needs education since Taro enrolled in elementary school. She strongly 
recommended transfer when Taro was in the third grade. By the time she met Taro, 
she had worked as a teacher for fifteen years and had looked after several classes of 
special needs education.
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転籍：カテゴリーの移動と母親の認識
鶴田　真紀
　本研究ノートでは、今後の研究の足がかりとすべく、これまでのインタビューデー
タの整理を目的として、小学校時代に特別支援学級から通常学級へと転籍した児童に
焦点をあて、転籍を通して「障害」という認識を児童自身や保護者がどのように変容
させていったのかを検討した。本研究ノートから明らかとされたことは、学校教育制
度のなかで特別支援学級か通常学級のいずれかに位置づけられるかは、児童自身や（そ
の児童に対する）周囲の理解のあり方に大きな影響を及ぼし得るということである。
また、インタビューにおいて、当該児童の母親は、「彼には障害がある」という認識
を一貫して維持していたが、それは現在の日本の障害者支援制度を考慮し、児童の将
来の「自立」を考えた場合の戦略として理解できる。
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主体的・対話的で深い学びを促す振り返り：
協同教育の視点からの一考察
関田　一彦　　森川　由美
1  はじめに
　本稿は第一筆者（以下、筆者）が、大学の授業で取り入れている振り返り活動の効
用について論考するものである。まず、今次の指導要領改訂に際し強調される「主体
的・対話的で深い学び」における、主体的な学びと対話的な学びを結ぶ「振り返り」
について述べる。次に、筆者が行っている振り返り活動について解説する。その上で、
そうした活動が学生にとっていかなるものか、グループインタビューに基づいて、第
二筆者（以下、森川）が検証する。最後にまとめとして、協同教育の視点から特に対
話的な学びとしての振り返りについて、その指導（取り組み）の要点をまとめる。
　なお、文科省が示す主体的な学びとは「学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャ
リア形成の方向性と関連付けながら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習
活動を振り返って次につなげる」学びのことである。同様に、対話的な学びとは「子
供同士の協働、教職員や地域の人との対話、先哲の考え方を手掛かりに考えること等
を通じ、自己の考えを広げ深める」学びのことである。この捉え（定義）自体に疑義
もあろうが、ここではいったん受け入れた形で論を進める。
2  気になること（問題の所在）
　最近、「主体的・対話的で深い学び」の具体化に向けた研修会の講師を依頼される
ことが増えている。その際、主体的
な学びと対話的な学びの関連につい
て、説明を要することが多い。例えば、
以下のスライド 3 枚は筆者が研修講
師として伺った、ある中学校の研究
推進委員会がまとめた研修資料の一
部である。まずスライド 1 を見てほ
しい。対話の形式と目的を明確化す
ると記されているが、おそらくこれ
スライド1
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は、話し合いの規模（サイズ）と機能（あるいは効用）と表記するのが適切であろう。
　そもそも「対話」とはどのような言語活動を意味するのかこの資料では不明である
が、少なくとも「対話的な学び」はその形式において統一できるもの（すべきもの）と、
この中学校の先生たちは考えているようである。対話（dialogue）と会話（conversation）
の質的な違いを考慮せずに、「的」の字をつけることで様々な話し合い活動を一括り
にしているように思われる。（さらに厳しく言えば、この学校では生徒同士の協働に
よる学びイコール対話的な学びであり、「対話の形式」にはない教科書や地域の方か
ら学ぶというような学習活動は想定外のように見えて心配である。ただし本稿では、
「生徒同士の協働」による学びを対話的な学びと仮に限定して話を進める。）
　ペアも含め、複数の人間が課題に取り組む場合、まず課題に関する認識（情報）の
共有が必要になる。その際、取り組む課題に対して、どのように理解し、どのような
考えを抱いているのかを伝えあうことになる。相手の持つ情報や考えを聴き（時には
聞き出し）、共通点や相違点を吟味しながら自らの持つ情報や考えを応答として語り
返す中で、対話的な学びは進んでいく。ここでは、聴き手の聴く力・態度がその学び
の質（あるいは成否）を左右する。
　スライド 2 では、ペアワークの目的が自分の意見を述べる、すなわちアウトプッ
トすることと捉えている。しかし実際は、アウトプットをどのように受け止めるか、
聴くこと、聴きあうことを主な目的にしないと対話は生まれにくい。
　確かにペア（ 1 対 1 での話し合い）では、相手の発言に正面から向き合うことが
自然に促される。一方、話し合いの規模が大きくなれば、それだけ多様な交流チャン
ネルが開かれる。相互交流の組み合わせが複雑になればなるほど、当事者間の対話は
難しくなる。そもそも一般に、グループでの話し合いは討議（discussion）と呼ばれ、
対話（dialogue）とは区別されている。討議では課題遂行のための意見提示・情報共
有や課題解決のための合意形成あるいは選択肢の提案・選定が主な目的となる。その
ため、いかに適切に、効率よく情報を共有するか（伝え合うか）がペア場面より重要
になる。
　さらにスライド 2 では、グループ
になることで「より多様な意見を求め
ることができる」としている。しかし
「求める」というより、むしろグルー
プの構成員すべてに意見表明の責任が
生じると捉えておく方が、問題解決に
向けての話し合いに適っている。また、
この中学校ではグループと班を人数構
成によって分けて考えている。その意
図はわからないが、構成員の数が増え
スライド 2
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ると発言の機会が少なくなる、と短絡的に考えているように見える。発言の機会が少
なくなるのは、構成員の数に比して、話し合いの時間を十分にとらないことが主要因
である。グループ（ 3 ～ 4 人）でしっかり討論できるスキルが本当にあれば、班（ 5
～ 6 人）でも課題に応じた適切な時間配分をすることで、必要な発言を行う機会は
確保できよう。
　討議・討論に比べると多くの場合、対話は聴くことで自己内対話が生じ、自身の思
考や行動の変容が促される。そこでは、学習課題の解決あるいは正解を得るかどうか
ではなく、納得解を紡げるかどうかが
カギとなる。言い換えると、仲間から
正しい答えを教えてもらい、それを覚
えるような学びではない。「なるほど」
と納得できるかどうかが大事であり、
対話的な学びを通じて納得感が高ま
り、「わかる」という感覚によって有
能感を満たすような学びである。自己
変容・相互変容に向かう話し合いを通
じた（あるいは、そうした話し合いが生起する）学習が対話的な学びのあるべき姿と
考える。したがって、スライド 3 で「対話の目的」としているところは、前述した
ように話し合いの目的あるいは機能と表記すべきであろう。
　このような捉えから見ると、この中学校が取り組む「対話的な学び」は本来の対話
的学びと異なるものと映る。 2 人組、 4 人組、 6 人組と構成メンバーの数が増える
につれ、そこでの話し合いに期待される効果や成果は異なることもあるだろう。しか
し、対話の目的は人数に関わりない。構成員の多寡によって対話の目的を整理するこ
とは誤解を招く。話し合いに関わる頭数で、その話し合いに特定の機能を割り当てて
しまうと、活動は硬直化し、実際に生じるメンバー間のやり取りと乖離し混乱するだ
ろう。アクティブラーニングにあたかも特定の技法や型があり、それを用いることが
大切だと錯覚する教員があまりに多いために、文科省は改めて「主体的・対話的で深
い学び」という概念を提示せざるを得なかった、という話もある。この中学校では、
同じ轍を踏む気だろうか。形だけの「対話的な学び」を求めても、本来期待されてい
る学びに至ることは難しい。
　生きて働く知識をどのように身につけ、実際に働かせるのか。子どもたち（学習者）
に実際の学習活動の中でそうした機会を提供し、そこでの体験を学び続ける態度にま
で錬成する（あるいは昇華させる）ことが求められている。課題解決に向けて話し合
いが必要となれば、ペアやグループを単位とする学習活動が必然的に生じてくるだろ
う。その際に「答え探し」以上に「答え探し」のプロセス自体から学ぶことを大切に
することで、そこで交わされる話し合いは対話的な色彩を帯びていく。言い換えれば、
スライド 3
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知識は社会的に構成されていくという前提に立てば、社会的に構成するプロセスが重
要であり、「対話的」とはそのプロセスの有り様を表していると捉えておきたい。
3  振り返りを重視した対話的活動の工夫
　対話的な学びを具体化する方途は様々あろうが、本節では協同教育の視点から取り
組む学習の振り返りについて、その効用を解説する。その際、大学の事例ではあるが、
筆者の取り組みを参考に（授業デザイン全体については、関田（2018）を参照）、「主
体的・対話的で深い学び」を具現化する方法について論じ、小中学校での実践の可能
性を考える。
　筆者は、対話的な学びは日々の学習活動の積み重ねの中で少しずつ豊かさを増し、
安定して広がっていくように思う。教員の立場で言えば、正解・不正解が気になる学
習課題ではなく、仲間と取り組むこと自体に価値のある課題を用いることで、対話的
な学びは具現化させやすいと考える。そうした課題の工夫は色々あるが、筆者の授業
では振り返りに重きをおく課題をいくつも繋げることで、学生に自らがこの授業とど
のように向き合っているのかを意識させている（表 1 ）。
表 1 　振り返りを促す課題群
実施時期 振り返り学習課題 課題を通じて気づかせたい問い
学期はじめ 学び始めシート 自分は何を学ぼうとしているのか、そしてそれは何のためか
通常の授業時 対話ジャーナル 自分は何を学んだのか、そして仲間は何を学んでいたのか
学期の中ほど 中間振り返りシート 自分はどのように学んできたか、そしてどのように学んでいくのか
学期終わり リフレクションシート 自分は何を学んできたか、そしてそれはどのような意味があるのか
学期終わり ポートフォリオと学びの相互点検
仲間は何をどのように学んできたのか、そしてそこ
から何を学び、これからの学びに向き合うのか
　学期を通じたコースデザインとしては、まず、学び始めシートを使い、振り返りの
起点をつくる。次にほぼ毎回の授業で対話ジャーナルを使って振り返る。そして、学
び始めに対し、学期途中の状態を点検する中間振り返りを行う。最後に、ポートフォ
リオを使った学期終わりの振り返りによって、自己評価・相互評価を促す。以下、そ
うした学習課題について解説する。
（ 1 ） 対話ジャーナル
　授業で学んだ知識でも、使われない知識、使い方がはっきりしない知識は容易に忘
却されてしまう。そこで筆者は、忘れないうちにそれらを関連付けて、所定のシート
に書き残すことを学生に課している。その際、共通部分を探す、違いを対比する、合
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わせて（繋げて）まとめ直す、などの作業を通じて新たな疑問やアイデアを生みだす
こと、あるいは全体を捉え直すことを「関連付け」と呼んで奨励している。そして、
学生たちが書き留めた学びの痕跡を、授業の冒頭に前時の振り返りとして活用してい
る。このように学生が授業に関して書いた要約や考察を互いに見せ合い、相手の書い
たものにコメントし合うペアワークが対話ジャーナルという手法である註1。
①対話ジャーナルの効用
　対話ジャーナルには複数の効用あるいは機能がある。ここでは大きく 4 つに分け
て説明する（表 2 ）。
【効用 1 】　自身の学びを振り返り、文字化することで、知識の定着を図ることがで
きる。一般に、復習と呼ば
れる作業の一種である。こ
の時、何について、どのよ
う に 振 り 返 ら せ る か に
よって、知識や気づきは変
わる。この点、単なる既習
事項の再生・反復ではな
い。むしろ、後日の振り返
り資料として、当該授業に
おける学習経験を自ら価
値づける機会となる。
【効用 2 】　自身の振り返
りに対して、ペアからの
フィードバックを受けることで（他者視点を借りて）、自身の学びを点検できる。何
に焦点を当てた振り返りを行うかによるが、自分がどのように授業内容を受容したか、
そしてその知識構築はどのような意義があったのか、他者がそれらをどのように受け
止め、評価しているのかを知ることで、学び直しが促される。
【効用 3 】　まずは上記二つの効用が期待できるが、筆者は相互にコメントを記入さ
せるだけでなく、その後さらに、 1 分程度の短い時間ではあるが、相手からのコメ
ントに対する感想を述べあう時間を設けている。相手のジャーナルにコメントするこ
とだけでも、疑似的な対話（筆談）から本当の対話に向かう一歩になるであろう。少
なくとも、自身が書いたペアへのフィードバックに対し、相手からの口頭でのコメン
トをもらうことで、他者の学びに自らが影響・貢献していることを感じることができ
る。
　相手の思考（あるいは学び）に対して肯定的な意図をもって働きかけること自体が、
社交辞令のような表面的な会話から、相手の変容に向けた対話へと向かう行為である。
表 2 　対話ジャーナルの効用
【効用 1 】 授業の振り返りを通じて、知識の定着や理解の
確認が進む。
【効用 2 】 同じ授業に参加した仲間（ジャーナル交換相手）
の学びを参考に、自らの学びをもう一度振り返
り、理解の深化（あるいは、気づきの広がり）
が進む。
【効用 3 】 相手の書いたコメントに対し感想を述べること
で、互いに相手の学びを気遣うことができる。
その結果、
　　　　　　→ 学びのパートナーとしての互恵的な関係性
が高まる。
　　　　　　→ 互いの学びを励まし合うことで、対人関係
力が高まる。
【効用 4 】 どのような内容のコメントであれば望ましいの
か、互いに尋ねることで相手の学びに役立つ視
点や情報を考えるメンター的な観察力・分析力
が磨かれる。
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ここで、どのような働きかけ（フィードバックあるいはコメント）が適切であり、効
果的なのか、教員がコメントの仕方を指示し、あるいはフィードバックすべき焦点を
指定することで、他者の学びへの関わり方を意識させることができる。
【効用 4 】　（通常の授業でこの活動を行うことは稀だが）相手に向けたコメントにつ
いて、その効果を相手に直接問うように指示することで、相手の学びに対する自身の
関わり方を再度考えることができる。具体的には、「私のフィードバックやコメントが、
あなたの学びにどのように役立っているのか、さらに役立つためにはどのようなコメ
ントが必要か、そもそも私のフィードバックはあなたにとってどんな意味があるのか」
といった、コメントをもらう側のニーズを探る問いかけである。これを筆者はワンス
テップダウンポジションでかかわる、と称している。ここまでくると、対話ジャーナ
ルを通じた学びの意義づけがだいぶ変わってくる（あるいは、広がってくる）。効用
3 までは、相手の学習成果に関するフィードバックが前面に出ているが、この段階
では、相手の学び、あるいは知的変容に立ち会う一人の仲間として、自分がどうあり
たいのか、内省が促されてくる。
　このように、対話ジャーナルという活動には、少なくとも上記 4 つの効用が期待
できるが、教員はどの働きを期待して対話ジャーナルを用いるのか、自覚しておくと
よい。求める（意図する）ものに応じて教員からの指示あるいは介入を行う必要が生
じるからである。
（ 2 ）各種振り返りシートと形成的な振り返り活動
　筆者は、対話ジャーナル以外にも複数の振り返りの道具と、それを使った振り返り
活動を行っている。以下、主なものを紹介する。
①学び始めシートとその活用
　まず、振り返って自身の変化・成長に気づくためには、スタート地点の意識化・明
確化が必要になる。スタート時の意欲・決意や目標・計画など、自身の取り組みを振
り返る上で必須情報である。そのため、学期初めに学生自身に履修目的や学習計画を
書き記させておく道具が、学び始めシートである。残念ながら学期初めの最初の課題
であり、きちんとこちらの意図を汲んでシラバスを読み直したり、教科書の目次を眺
めたりして、この授業のねらいや学習内容を確かめながら書く学生は少ない。
　したがって、ただ書かせるだけでは、学生自身の学びが他人事のように表面的・形
式的なものになりやすい。そこで、学び始めシートをペアあるいはグループで発表し
合う機会を設けている。（強い言い方をすれば、自分の決意や目標を公表し合わせる
ことで、自他に対して宣言することになる）。単位のために履修した、良い成績を取
るために頑張る、といったおざなりな言葉で書かれたもの（課題として出され、書け
というから書いたという反応）であっても、履修目的や学習目標を仲間同士で語り合
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うとき、それは自身のものとして自己受容されていく。さらに筆者は時間が許せば、
互いの目標達成に向けた支援・協力を考えさせ、互いのスタートを称え励まし合う機
会を設け、実際に声を掛け合うように指示している。
②中間振返りシートとその活用
　従来の大学授業では、学期終わりに授業アンケートなどで学期中の取り組みを振り
返らせるのが精々であり、仮に反省点や改善方法が見えても後の祭りになることが多
かったと思う。学期中に何回振り返るのが適当か、正解はないと思われるが、少なく
とも改善試行する機会がなくなった段階で振り返ってもあまり有益とは思えない。そ
こで、筆者の授業では学期の半ば、15 回の授業なら 7 ～ 9 回目あたりに一度、中
間振り返りシートを使った振り返りを課している。何をどのように振り返させるかは、
科目が目指す学習成果や指導上の狙いによって変わるが、学び始めシートに書いた決
意や目標が、どの程度達成されてきたのか、その達成具合やこれまでの取り組み状況、
さらにはその過程での学びや気づきについて確認することは大切である。
　筆者は PDCA という生産管理用語を教育に用いるのは好きではないが、振り返り
を次に生かすプロセスを意識することは学習者にとって重要である。いわゆる Check 
& Act の局面である。中間振り返りは形成的なものであり、定量的指標を扱う必要
はないが、振り返りの結果、新たな目標を立てる際には何らかの数値目標を考えさせ
ることは有効だと感じている。
　学び始めシートを使った交流にはペアを使うこともあるが、中間振り返り段階では
4 人前後のグループを使う。ペアで互いの学びを語り合う関係が築けたら、次はよ
り大勢の仲間と語り合うスキルや態度を育てたい。言い換えると、参照他者を増やす
ことで相互評価に慣れる練習として、 4 人前後のグループが適当であろう。むろん、
安心して自らの学びや取り組みについて語れる仲間づくりが前提であり必須である。
自己開示に伴う恐れ（不安）より、自己開示による仲間からの受容・支援を得る歓び
や安心感を味わえるような、振り返り活動の工夫がまず大切である。
　 1 回ごとの振り返りか
ら数回まとめての振り返り
へ、チャンクアップするこ
とで、仲間との関わりのプ
ロセスや自身の学習上の変
化が見えやすくなる。また、
もしルーブリックなどを併
用すれば、点検（評価視点）の枠組みを借りたアドバイスの仕方、有効性に気づかせ
る機会にもなる。
図 1 　中間振り返り活動とその効用
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③リフレクションシートとポートフォリオを使った相互評価
　学期の終わりには、学期を通じての取り組みや成果を振り返ることになる。筆者は、
学期を通じて産み出される学習成果物をファイリングさせ、ポートフォリオを作成さ
せている。この作成作業を通じて、自身の取り組みを振り返らせる作業に使うのがリ
フレクションシートである。この作業を通じた振り返りに際し、対話ジャーナルを時
系列に読み返し、そこから自身の学びを振り返るように指示する。一定数の学生は自
分の今の学び（理解・習得度合）は自分だけで成し得なかったことに気づいていく。
　ポートフォリオは最終プロダクトであり、ポートフォリオを用いた相互評価は総括
的評価の色合いが増す。良くも悪くも自分の作品を人前に晒す緊張感が生じる。確か
にポートフォリオはその授業の成果物として位置づけられるが、それは彼／彼女のほ
んの一部（学期中に履修している複数の科目の一つとしてのこの授業）であることは
仲間が一番よく知っている。特に大学の教員にとって、その学生との接点はその授業
だけであり、授業外の姿は通常知る由もない。そうした教員から向けられる評価の眼
差しと、仲間から向けられるそれとでは、ずいぶんと感じ方が違うであろう。成績に
はおそらく影響しないであろう仲間の前で無理に繕う必要性は低い。自然体で自己開
示することで得られる一体感や受容感の方が心地よいと感じるなら、人前で自らの取
り組みや成果を語る緊張感は軽減されるだろう。筆者の授業では実際、学期を通じて
様々な機会に、様々な振り返りの道具を使って互いの学びを参照し合っており、緊張
感から十分な自己開示が行えない学生は、いたとしても少ないと思われる。
4  対話ジャーナルの効果検証
（ 1 ）グループインタビューによる検証
　対話ジャーナルの効用について 3 （ 1 ）①で述べたが、そうした効用を果たして
学生はどのように感じ、自身の成長として受け止めているのか、グループインタビュー
を試みて効果検証を行った。インタビュー対象は共通科目「思考技術基礎」を 2018
年秋学期に履修した 1 、 2 年生 13 人である。内訳は男子 6 人、女子 7 人、学部は
文学部 7 人、教育学部 4 人、法学部 2 人である。この授業は LTD註2 と呼ばれる教
育手法を中心に、毎回、なんらかの協同学習を取り入れた初年次教育科目である。ま
た、13 人のうち 3 人が対話ジャーナルを用いた授業をこれまでに受講したことがあっ
た（受講したのは 3 人とも教育学部の「保育内容総論」）。
　インタビューは表 3 のとおり、 5 つの質問を尋ねる半構造化インタビュー方式を
採用した。担当教員への遠慮や教員からの誘導的な質問を排除するためにインタビュ
アーは筆者や森川ではなく、学内の PASS（Peer Assessment Support Staff）註3 の学
生が行った。PASS 1 人につき 4 ～ 5 人の受講生になるように受講生 13 人を 3 グ
ループに分け、フォーカスグループインタビューを約 15 分間行った。なお、このイ
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ンタビューはチームで思
考する技術を身につける
ために対話ジャーナルと
いう課題が自分たちに
とってどの程度有効だっ
たのかを考えさせる学習
活動の一部として、最後
の授業時に行った。以下、
学生の発言を紹介しなが
ら対話ジャーナルの効用
について検討するが、発
言者を識別するために所
属グループを A、B、C で、
グループ内の識別番号を
数字で表す。
①　知識の定着【効用 1 】
　どのグループにおいても、インタビュー項目 2 「対話ジャーナルを行っていて気
づいたことがありますか？」への回答として、授業内容は時間が経つと忘れることが
挙げられ、グループメンバー全員が同意していた。「すぐ対話ジャーナル書かないと
対話ジャーナル書くときに、『内容なにやったっけ』って、わかんなくなっちゃうから、
授業後にすぐ書く必要があるなって思いました」（C 4 ）というように、対話ジャー
ナルを授業後のなるべく早いタイミングで行う必要性を多くの学生が痛感していた。
しかし、それを実行できた者と、頭ではわかっているが実行できずにいた者に分かれ
ていた。
　また、インタビュー項目 4「対話ジャーナルは、授業内容の理解を深めるのに役立っ
ていますか？」も 13 人全員が「はい」と答えている。対話ジャーナルを用いた授業
を初めて受講した A 2 は「そのときの授業で自分が気づいたこととか学んだことと
かをメモすることができたから、一つ一つの授業を濃い内容にできたかなと思います」
と答えている。こうした対話ジャーナルの効用を、B 1 は授業で学んだ内容を自分で
「確認できるっていう意味があったのかな」と述べている。C 4 は対話ジャーナルを
毎回行うなかで、「前にやったことが一応頭にある」状態や、授業では「前の授業で習っ
たことをちょっと入れられたりというのがあった」という状態を体験し、その後は「や
る意味が感じられた」という。さらに、対話ジャーナルにより「授業で前にこんなこ
とやったなという関連づけみたいなことをできたので、これ、めっちゃ役に立つや
表 3 「思考技術基礎」インタビュー項目
本授業で用いている「対話ジャーナル」についてうかがいま
す。あなたが感じたこと・考えたことを教えてください。
1. 対話ジャーナルを使用する授業を他にも受講したことが
ありますか？ はい　　　いいえ
　→はい、の場合　科目名
2. 対話ジャーナルを行っていて気づいたことがあります
か？ ある　　ない
　→　ある、の場合　どんなことに気がつきましたか？
3. 対話ジャーナルを行うときに相手へのコメントの仕方に
ついて教員からどんな指示があったか覚えていますか？
 はい　　　いいえ
　→ 「はい」の場合、教員からの指示はどんなことでしたか？
4. 対話ジャーナルは、授業内容の理解を深めるのに役立っ
ていますか？　（もしくは）対話ジャーナルはあなたの学び
や成長に役立ちましたか？
はい、の場合、どのように役立ちましたか？
いいえ、の場合、役立たなかった理由は考えつきますか？
5 ．対話ジャーナルは、どこをどのように変えるとさらに
学生の学びがより深くなると考えますか？
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ん、ってなって」（C 2 ）という声もあった。このように人によって効果の程度にば
らつきがあるものの、対話ジャーナルによる知識の定着効果を 13 人全員が感じ取っ
ていた。
②　自身の学びの深化【効用 2 】
　対話ジャーナルは知識の定着だけでなく、自身の学びを深化させることにも役立つ
【効用 2 】。他人からコメントをもらうことにより「客観視してもらえる」（B 2 ）、「視
野が広がる」（B 4 ）、「次回の目標設定につながる」（B 3 ）という自身の学びの深化
や広がりに関する気づきが設問 2 への回答で述べられていた。より具体的には、「他
の人との意見の違い、考え方の違いが形に見えるから、それが助かる」（C 4 ）とい
う発言にみられるように、それぞれの視点や意見の違いを共有し、つまり、他人の力
を借りることで自分の立ち位置が明確化したということである。こうした効用を他の
学生たちはこう語っている。
対話ジャーナルって、みんなで学んだことを振り返るっていう面で、対話的な学
びを通じて一つのテーマについてしっかりと学んでいけるという取り組みだっ
た。（C 2 ）
友達の関連付けだったり、その友達の振り返りっていうところが、自分が気づい
ていないだけで自分も当てはまるなって思ったときに、そこも次に取り入れてみ
ようって思って、対話ジャーナルをやったりしました。（A 1 ）
これらの回答は、他者との比較による学びの広がりに気づいたことを示している。
　さらに、毎授業継続して書き残していくことで、自身の学びの点検が促されること
も語られていた。B 1 は「次こんなこと頑張りたい」と書き残すと、「次の授業をや
るときにもちゃんと文字に残っているので」「意識しやすい」と述べている。さらに、
B 1 は「対話ジャーナルを書くごとにちゃんとつながって残って。で、今回ポートフォ
リオをまとめたときに、それがちゃんと残っていてくれるということが、自分が成長
できているなということが感じられる」と語っていた。
③　関係性の向上【効用 3 】
　こうした回答を吟味すると、効用 2 をもたらす他者との比較による学びの広がり
を支えるのは、対話ジャーナルを読み合い、コメントを交換し合う相手との関係性の
向上【効用 3 】であることが窺える。設問 2 と設問 4 に関する回答において、「相
手からコメントをもらえた事実がすごく嬉しくて」（C 2 ）など、コメントで共感さ
れたことや励まされたことが嬉しかった、あるいは、コメントの内容により自信がも
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てたという意見が全グループから出ていた。さらに、「自分とは違う何か気づきがあっ
たときに、『ああ、そういう学び方もあるんだ』みたいなものに気づくようにした」
（B 1 ）、「相手の学びっていうのにちゃんとこっちが言うというのが［これまでの授
業では］あまりなかった」（A 2 ：［　］内は森川補足）など、自分と異なる考えでも
受け入れ、そこから学ぶ経験を語る学生もいた。
　インタビュー項目 3 への回答から、対話ジャーナルにおいてお互いをコメントす
る際に「否定をしない」「受容」「共感」が教員によって伝えられ、それが浸透してい
たことがわかった。これらは、互恵的な関係性を増し、対人関係力を向上させる上で
有効な指示である。しかし本授業では、こうした指示を教員が確固とした口調で伝え、
全員がそれを強く意識していたというより、「・・・だっけ」「なんか・・・というか」
「みたいな感じ」「言われた気がする」「・・・だったと思います」「ポイントだったよ
うな気がしています」「感じだった気がします」「言っていた気がします」というゆる
やかな記憶であった。他者との比較による学びの広がりをもたらすには、「否定をし
ない」「受容」「共感」という自信と寛容性を育む一種の授業規範（あるいは学級文化）
が必要となるが、それは授業者が強権的に学習者へ埋め込むというものではないこと
が分かる。
④　相手の学びに立ち会う構えの芽生え
　この授業では効用 1 と 2 を明らかに意識し、効用 3 までを射程に振り返りをさ
せている。また、インタビュー項目には効用 4 について直接尋ねているものはない。
しかし、効用 3 が現れてくると、真摯に相手に向き合い、内容の濃いコメントにし
ようとする相手の学びに立ち会うメンター的な構えが芽生えてくることが、以下のよ
うな発言から見えてきた。
ただ読んだだけではいいコメントできないから、どう読もうとかいろいろ工夫し
たりとか、どういうアドバイスなら相手に役に立つかなと考えながらコメントし
た。（C 4 ）
相手の長所を、先週あの人はここがよくできていたから、書いてあることに対し
てそれを関連付けるみたいなこと。（B 1 ）
　さらに、こうした相手の学びに立ち会う構えは、自分の考えをなんとか言葉にしよ
うとする「もがき」を経てもたらされることも、次の発言とその発言に同意する他の
メンバーの反応からわかった。
自分の考えたこととかを書く力がないんだなというのを書いていて感じました。
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上手い言葉で表現できないとか。（C 1 ）
　したがって、学習者に考えたこと・感じたことを言語化する援助をしながら効用
1 ～ 3 を確かにすることに力を注げば、自らの学びを内省しながら相手の学びに立
ち会う準備が整ってくるようである。
⑤　グループインタビューから見えてきた留意点
　前述のように、13 人全員が効用 1 ～ 3 という 3 つの効用を感じ取っていたが、
最初から 3 つの効用を感じ取れていたわけではない。グループ C では設問 4 の回
答時に、対話ジャーナルへの取り組みが「最初はイヤイヤのこともあった」（C 4 ）
と語られ、他のメンバーも「めちゃ、思っていました」（C 2 ）などと強く同意して
いた。しかし、学期後半になって、効用 1 や効用 2 に気づくなかで、変わっていっ
たという。
コメントがもらえる自体が、実際に書いてもらって、自分の書いたものが刺激に
なって。また、相手が頑張ろうと思うというのを書いてもらったりすると、自分
としてもやっぱり頑張ろうと思えるし、すごい刺激になったなと思いました。
（C 2 ）
　すなわち、効用 3 が効用 2 の基盤を形成していたことがここでもわかる。また、
前述の C 4 は「対話ジャーナルはちゃんとやらないと、ホントになんか無駄な時間
になっちゃうと思うから、対話ジャーナルの意味のある取り組み方みたいのを最初の
ほうにちゃんと入れ込んどけばやる時間も意味のある時間になるし、これやっていて
よかったとみんなで思えると思います」と発言している。これは、対話ジャーナルの
導入の仕方がまずいと「無駄な時間」になる可能性を示唆している。
　では、「対話ジャーナルをちゃんとやる」ためにはどんな工夫が必要なのだろうか。
今回のインタビューにより、その工夫として以下の 3 点を留意事項として挙げるこ
とができる。
　第 1 に、効用 1 ～ 3 の基盤となる「否定をしない」「受容」「共感」という自信
と寛容性を育む 4 （ 1 ）③で触れた文化形成である。C 4 が述べる「対話ジャーナ
ルの意味ある取り組み方」として、授業者は学習者に相手へのコメントの仕方を伝え
ることが必要である。しかし、その伝達自体が学習者の自信と寛容性を育む文化形成
に即している必要がある。
　第 2 に、ジャーナルを作成する時間を授業の最後に設けるかどうかである。授業
後の「なるべく早いタイミング」で対話ジャーナルに記入するために、授業の最後に
たとえ 5 分でもその日のジャーナルを書きたいという意見があった。書いている途
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中で授業が終わるが、途中だからこそ、その後の授業のない時間に、または、自宅に
着いて早い段階で、残りを書かなくてはという気持ちになるという。ジャーナルを授
業終わりのミニッツペーパーに代替えすることは一案だが、その分、授業時間を使う
ことになる。あるいは、ミニッツペーパーとジャーナルの両方を課す、という選択肢
もあるが、何のためにジャーナルを課すのかという目的によって選考することになろう。
　第 3 に、対話ジャーナルの設問をもっと書きやすい内容にして欲しい、および、
字数を決めて欲しいという意見もあった。前者については、設問した授業者の意図を
学習者が理解できていないことが考えられる。対話ジャーナルに限らず、様々な課題
の趣旨や意図を学生と共有するのは案外難しいことであり、それなりの時間を取る（繰
り返し説明する）覚悟が必要であろう。
　後者については、字数が決まっていないと、グループメンバーの書いてきた長さが
バラバラになり、短い文には短いコメントしかつけられなくなってしまいがちだから
というものである。ジャーナルの分量については書かせる内容（設問）によっても変
わってくる。大切なのは、ジャーナルに書き記すことの学習効果を自覚させ、コメン
トをくれる仲間の学びを援ける意義を理解させることである。そのためには、仮には
じめは字数設定をしたとしても、最終的には学習者自らが適量を決めることを促すこ
とである。
5  まとめ
（ 1 ）授業者と学習者の交流から学習者同士の交流へ
　小中学校の授業参観では、授業の終わりにその回の学びを振り返り、ワークシート
に記入させ、提出させる実践によく出会う。本時の目当て達成に向かう中で何を学ん
だのか（理解したのか）、新たな疑問や知りたいことは何か、といった問いに答える
形で、 5 分程度で作業させる形が多いように思う。大学でも、ミニッツペーパーの
内容として、その授業の感想や授業者への質問・要望などを書かせ、提出させる実践
がある。こうした振り返り自体は結構なことであるが、その際の振り返りの読み手は、
たいていは授業者だけである註4。授業者が自らの授業を振り返り、次に向かって改善
を考える際には、学習者のこうした感想や振り返り（自己点検報告）は有益である。
また、次の時間に、そうした振り返りの中から授業者が選んでコメントを返すことも
双方向性を高める有効な工夫である。ただしそれは、学習者と授業者との意思疎通に
留まり、学習者相互の対話的な交流を促すことになるとは限らない。
　筆者が対話ジャーナルをはじめ、様々な振り返り課題を課す目的の一つは、学生間
の対話的な相互交流のきっかけづくり（広い意味での相互評価の促し）である。相互
交流を通じて「自分たちの学び」を気遣う「学習の主体者」に育ってほしいと願うか
らである。
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（ 2 ）「主体的・対話的な深い学び」の具現化に向けて
　本稿では、対話的な学びを生み出す振り返り活動について述べてきた。筆者は協同
教育の考え方に立つ授業づくりを通じ、学習者同士が協力して互いの善さを伸ばしあ
い、有能になろうとする意欲を高め合う機会になるような授業を目指している。振り
返りにおける相互評価もそうだが、授業ではグループ活動が基調となっている。適正
な他者比較には、信頼関係を前提にした相互評価を通じた自己評価力の養成が必要で
あり、したがって、文科省が求める主体的な学びを実質化するには、対話的に学びあ
う経験やスキルが非常に重要である。
　筆者の授業では、ほとんどすべての課題がグループ活動の素材となっている。自分
で考え、まとめたものが常に仲間との学びの材料となり、仲間の学びに役立っていく
様子を直接、間接に見聞きする中で、「授業に参加して学ぶ」ということの意味を再
認識する学生は多い。これは大学に限ったことではなく、校種を問わず、学習活動を
共にする仲間がいる中で生起する気づきであろう。さらに、「主体的・対話的な深い
学び」における主体的な学びとは、「学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア
形成の方向性と関連付けながら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活動
を振り返って次につなげる」学びとされている。「次につなげる振り返り」をほぼ毎
回の授業に組み込むことで、学習者の主体性を喚起したい。対話的な振り返りが主体
的な学びを促し、主体的な学びが対話的な学びを深める。
6  注釈
註 1  　 筆 者 が 対 話 ジ ャ ー ナ ル を 知 っ た の は Barkley, Major & Cross（2006）
Collaborative learning techniques の翻訳作業を通じてである。以来、協同教育
の視点から実施上の工夫を加えて用いているが、筆者のオリジナルではない。
対話ジャーナルで取り組ませる振り返りの設問には種々あるが、本稿の効果検
証で取り上げた授業「思考技術基礎」で使用したシートの設問は以下の 3 つと
した。
　　・ 今日の授業でもっとも深く考えたことは何ですか？なぜそのことを深く考えた
のか、またそこから何を学んだのか書き残しましょう。
　　・ 今日の授業は有益でしたか。どのように有益だったのか、あるいはさらに有益
にするために試みたいことは何か、書き出してみましょう。
　　・ そのほか、授業への感想や学友からのコメントに対する感想など、もしあれば
以下の空白に書き残しましょう。
註 2  　LTD は Learning Through Discussion の略で「LTD 話し合い学習法」として
日本に紹介され（丸野・安永訳 1998）、2000 年以降、安永（安永・須藤 2014）
によって様々な校種・分野に普及している。
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註 3  　PASS とは創価大学教育・学習支援センターが行っている授業改善支援サー
ビスの一つである。トレーニングを受けた学生が教員の要望に応じて、授業改
善のための情報を授業観察や受講生インタビューにより収集して提供する。
註 4  　筆者もかつて実践していたが、例外として、林（1994）が考案したラベル新
聞は学生相互の交流に開かれた振り返り活動である。
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A Case of Pedagogic Cooperation: How “Dialogic 
Journal” Promotes Students’ Proactive, Interactive, and 
Deep Learning
Kazuhiko SEKITA　Yumi MORIKAWA
　　The National Curriculum Standards have recently updated and emphasized to implement 
proactive, interactive, and deep learning from the perspective of active learning. To 
successfully realize such learner-centered learning, teachers need to encourage their students 
to “look back” their daily learning experiences and achievements. In this paper several tools 
for students’ reflection on their learning are introduced and examined, which are used in the 
first author’s classes. Particularly effects of Dialogic Journal are explained and investigated. At 
last, some remarks are discussed for elementary and secondary school teachers to conduct their 
daily practices for inducing students to reflect and appreciate their own daily learning 
experiences.
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Reflections on YouTube 
as a Site for Civic Engagement and Learning
Chloe Garcia
Abstract
This paper is based on a public lecture held at Soka University in Tokyo, on June 6 th, 
2018. It explores some of the literature and my insights around young people’s usage 
of social media platforms and YouTube specifically for civic engagement and learning. 
First, I address the prevalence of social media in Canada and Japan, and explore some 
concerns that arise around the relationships between technology and youth. I 
introduce concepts like civic engagement and participatory cultures to examine the 
relationships between their consumption and production of social media texts- on 
YouTube particularly- with online political participation and learning. I end this paper 
with my thoughts on the importance of YouTube media education for critical pedagogy. 
This paper aims to motivate educators to recognize the important political and 
educational role that YouTube plays in the lives of modern youth, and to critically 
explore this platform with their students.
The 21st century has shaped a new generation of young people unlike any of the previous 
ones. Unprecedented access to mobile and online technologies enable youth to access 
platforms and tools that offer creative and simple ways to communicate across the global 
stage and produce their own media. Many young people are using their online platforms 
and social networks to advocate for theirs or others’ rights through hashtags, blogs, vlogs, 
and shared posts. The #MeToo movement exemplifies this application of technology, with 
large numbers of people including youth turning to Twitter, Instagram, YouTube and 
Facebook to bring attention to their experiences with sexual violence. Youth media 
production for social justice inspired my PhD research, which explores youth production of 
YouTube videos to raise awareness about sexual violence topics.
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The following paper draws from the literature and thinking that informs my PhD research 
to explore how youth use social media, and YouTube in particular, for learning and civic 
engagement. My work acknowledges concerns around youth participation in online spaces, 
while also drawing attention to the positive ways in which they become involved in 
participatory politics and awareness-raising through digital platforms. I focus on YouTube, 
a popular media-sharing site that garners millions of young viewers and producers 
worldwide, and a well-known tool for youth self-expression. The paper ends with 
reflections on the importance of teachers acknowledging, learning from, and improving 
youth participation on spaces like YouTube. I argue that educators should critically engage 
with this platform and its complexities to ensure that young people thoughtfully consume 
YouTube media and produce their own transformative media.
Context: Youth and media usage
In both Japanese and North American contexts, we find young people are avid consumers 
and producers of digital media. Robb, Bay, and Vennegaard (2017) note that Japan teenagers 
devote approximately 4  hours a day using mobile devices, whether they are tablets, or 
cell phones. Of this time, the report suggests that youth spend approximately 42 minutes 
on social media sites, and 44 minutes are dedicated to watching videos. While 13 to 15 
years olds spend less time on their devices- about 3  hours and a half- older teens in high 
school use their mobile devices for up to 5  hours. The GSMA and the Mobile Society 
Research Institute report published in 2015, which examines compares 7  European 
countries with Japan, found that of the most popular uses of the Internet, watching video 
was rated at 88% and studying at 77%. 
The time and usage of social media in Japan reflects in many ways the situation in North 
America. The Statistics Canada 2016 General Social Survey (Canadians at Work and Home) 
reported that most Canadians between the ages of 15 and 24, and 25 and 34, reported using 
the Internet daily. The 2015 Media and Technology Habits of Canadian Youth Survey 
further revealed that 63% of Canadian children (outside Quebec) between 9  and 18 use 
smartphones daily, with 53 and 47% using a laptop and tablet respectively (Shaw Rocket 
Fund, 2015). Social media use is popular, evidently, amongst North American youth, as is 
video streaming. CIRA (2016) notes that, “Canadians are big viewers of online video, with 
a quarter of all users streaming one-two hours per day.”
Evidently, as was the case with television and video games in the last few decades, social 
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media and technology use amongst young people has sparked debates around health and 
safety. The Internet is a contentious space, which leads to some worries around the safety 
of children and youth in digital spaces. For example, in recent years, cases of cyberbullying 
have attracted the international attention of the public and scholars, spurring dialogue 
around the ways young people use of digital spaces and technology to bully their peers. 
While we know that the Internet is a site where positive types of socialization can take 
place, digital and technological platforms like Facebook, Twitter, or Line also facilitate 
cyberbullying (Media Smarts). This can take the shape of harmful messages, false rumors, 
photo-shopped images, and more. A Canadian study on cyberbullying and cyberstalking 
found that, “Nearly one in five Internet users aged 15 to 29 reported having been 
cyberbullied or cyberstalked.” (Statistics Canada, 2016) Youth in Japan also encounter large 
amounts of cyberbullying in schools, with over 8,787 cases reported in 2013 (Murai, 2015). 
Similar to cyberbullying is the popular trolling trend. Trolls are individuals who like to 
cause to trouble in online spaces. These trolls may use their own websites to post their 
content, travel through online games, or participate in public comment feeds. Coleman 
(2012) writes, “Trolls value pranking and offensiveness for the pleasure it affords.” (p.112) 
Both cyberbullying and trolling can cause distress, and are just some of the many forms of 
technology-facilitated violence that Internet users face. 
There are also concerns around youth exposure to the misrepresentation of facts, or false 
information, which prevails online. In an era where “fake news” has become a prominent 
topic of conversation, it is instrumental that Internet consumers critique news stories, 
media, and propaganda that come from mass media outlets, as well as their friends’ 
Facebook posts or their favorite blogger’s video. Michela Del Vicario, Bessi, Zollo, Petroni, 
Scala, Caldarelli, Stanley and Quattrociocchi (2016) write:
Digital misinformation has become so pervasive in online social media that it has 
been listed by the WEF as one of the main threats to human society. Whether a 
news item, either substantiated or not, is accepted as true by a user may be 
strongly affected by social norms or by how much it coheres with the user’s 
system of beliefs. (p.57)
The argument that online spaces can be breeding grounds for violence and harm, and that 
misinformation online exists, are only some examples of the rhetoric around youth and 
their relationships with media and technology. Evidently, they affect how parents, educators 
and researchers envision media education and the inclusion of technology in general in the 
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classroom. However, studies and current events are also revealing the positive aspects of 
technology and media, and influencing perceptions of youth usage of media. When used 
responsibly, mobile technology, online games, and digital platforms can offer accessible, 
creative, and diverse platforms of learning, communication, civic engagement, and more. 
Youth and civic engagement
The definition of engagement varies across fields and scholars, however in the context of 
this work, I refer to the ways that “an active citizen participates in the life of the 
community in order to help shape its future” (Crowley, as cited in Adler & Goggin, p.239). 
It is an important concept to be mindful about in 21st century education, particularly for 
schools and teachers who aim to create global citizens that can effectively participate in 
democratic society. Civic engagement can happen in both formal and informal settings, 
online or in physical spaces. 
Youth civic engagement has always been complex. Historically, young people have had 
little access to political arenas where their involvement would be welcome. Their political 
engagement and resistance movements have often taken place in the margins of society, 
outside of the typical political platforms. Today, online platforms offer accessible spaces 
where youth can work together to bring about the change they would like to see in the 
world. Cohen and Kahne (2012) argue that media platforms offer youth unique 
opportunities to engage in political discourse, with each other or to politicians, leaders and 
administrators. They refer to the notion of participatory politics, which they define as 
“interactive, peer-based acts through which individuals and groups seek to exert both 
voice and influence on issues of public concerns” (vi). 
Cohen and Kahne further note that participatory politics are a ‘ground-up’ means for youth 
to become involved in politics without falling under the umbrella of institutional activity, 
providing them with opportunities to explore their creativity, to share their opinions 
outside institutionally governed platforms, and to reach larger audiences. 
Moreover, online spaces also offer useful platforms through which marginalized populations 
like girls and women can talk back. Several scholars have recognized the ways that girls, 
for instance, use their digital networks and spaces like Twitter, YouTube, blogs, and 
personal websites to communicate with each other, speak to topics that interest them, and 
in some cases, call attention to issues affecting their lives such as sexual violence and 
sexism (Garcia & Vemuri, 2017; Keller, 2012; Rentschler, 2014; Sills, Pickens, Beach, 
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Jones, Calder Dawe, Benton-Greig, & Gavey, 2016). In her work on girl bloggers, Keller 
(2012) draws attention to the ways that blogging communities and platforms offers 
opportunities for these youth to express themselves. She writes, “Participatory culture as 
space […] may offer girls more political agency as cultural producers than other more 
traditional spaces for political activity,” (p. 434) highlight the reality that online platforms 
offer girls a sense of community and independence that institutional spaces might not 
afford them. 
Henry Jenkins and his colleagues conceptualization of participatory culture offers a useful 
lens to understand youth communities involved in online participatory politics. 
Participatory cultures encompass youth digital networks where dialogue and media 
production occur, generally to achieve similar goals. Jenkins, Clinton, Purushotma, Robison 
and Weigel (2009) provide the following definition:
A participatory culture is a culture with relatively low barriers to artistic 
expression and civic engagement, strong support for creating and sharing one’s 
creations, and some type of informal mentorship whereby what is known by the 
most experienced is passed along to novices. A participatory culture is also one 
in which members believe their contributions matter, and feel some degree of 
social connection with one another (and at least they care what other people 
think about what they have created. (p.4)
 
Participatory cultures situate youth as active rather than passive consumers and producers. 
Moreover, Jenkins et al. (2009) believe that making media and teaching one another within 
their own participatory cultures enhance opportunities for civic engagement and promote 
learning. This depends, of course, on the nature of the community and the youth who are 
participating. Participatory cultures can take different shapes (Shafer, 2011). For example, 
some communities may come together to ‘remix’ existing content to make their own, like 
comic book fans who will edit and remix movies and storylines to make their own. Others 
refer to archiving content, like creating a website for young people collect pictures of their 
experiences with sexism. Finally, some participatory cultures are concerned with making 
new content, like YouTube producers creating videos to spread their message. Across most 
of these communities, members teach one other about a variety of skills and knowledge 
(Jenkins et al., 2009). They learn media-making, leadership, and communication skills as 
they collaborate and participate within these communities. The production aspect leads 
young people to reflect about and research content, for instance, and as well, develop their 
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production skills. Further, the dialogue and discourses within these sites inevitable 
contribute to meaning making. In many ways, social media platforms perform similar 
meaning-making roles as traditional media. The videos or images that young people make 
can therefore similarly contribute to audiences’ knowledge, beliefs and attitudes, through 
the messages they communicate, how these are designed, and where they are shared. 
While I agree with Jenkins, Ito and boyd (2016) that YouTube itself is not a participatory 
culture, it does provide a space in which youth communities with political and educational 
goals can build and connect, share knowledge and engage in dialogue. Jenkins writes, 
“Participatory culture and politics seems to be an important equalizer of opportunities for 
engagement in the political process.” Away from the institutional controls of adults and 
flexible to needs of the young people that build these communities, youth are claiming 
their roles in the political sphere. Whether they create response videos, vlogs, or public 
service announcements to protest sexual violence or gun control through hashtags or 
YouTube videos, young people are using their own systems, networks, and media to 
engage in political dialogue. The next section expands on this idea.
YouTube as a site of civic engagement and learning
YouTube’s popularity as a social media platform makes it an ideal site to explore. Its 
website indicates that the user-generated content sharing platform attracts over a billion 
users across the world. Since YouTube does not create its own content, YouTube media-
makers are instrumental to its revenues. In recent years, the company has even invested 
in a “YouTube Spaces” team that helps creators produce videos through programs and 
workshops organized in key locations across the world, including Tokyo. YouTube channels 
stream music videos, tv shows, tutorials, movie trailers, games, cat videos, and educational 
materials. A popular youth genre is the vlog, which usually features individuals speaking 
their opinions or stories directly to a camera. 
On the YouTube platform, they write, “YouTube overall, and even YouTube on mobile 
alone, reaches more 18–34 and 18–49-year-olds than any cable network in the US.” In late 
2017, an online statistical analysis website identified YouTube (along with Facebook and 
Line, respectively) as a leading social media platform in Canada and Japan (StatistaA, n.d; 
StatistaA, n.d.)
 
Scholars have expressed varying opinions about the extent to which youth YouTube videos 
reflect civic engagement (Burgess, 2009; Caron, 2017; Lange, 2014). While most can agree 
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that youth-produced media texts on the platform contribute to cultural production, debates 
occur around the extent to which their media content fall into the realm of civic 
engagement. For example, in her work with teenagers, Patricia Lange observes that kids 
in her study did not always create civic engagement YouTube videos, but their video 
reflected “kids’ ability to participate in civic life and develop important digital literacies.” 
(p.98) She calls for, “Discourses on kids’ civic engagement [to] respect kids’ individuality 
and contributions, recognize their tolerance for diversity, and involve them in civically 
motivated media as dynamic agents of change.” (p.98)  Caroline Caron, whose research 
does look at civic engagement videos and how young people talk about bullying on 
YouTube, suggests that YouTube vlogging constitutes a different type of civic engagement 
than offline political participation. She found that her sample of videos reflect a desire for 
young people to share their thoughts, to create conversation, and to engage with others, 
which in turn promotes political conversation and awareness. 
To show you a small example of the relationship between YouTube, education and civic 
engagement in my field, I refer to a small project I conducted last year. In this previous 
study and in my current work, I have argued that YouTube offers a space where young 
people (and others) take political positions and teach other. In 2017, I co-published an 
article in the journal Girlhood Studies with my friend and colleague Ayesha Vemuri where 
we carefully investigate how girls and young women use YouTube to talk about gendered 
and sexual violence and advocate for change. We looked at vlogs, which are videos that are 
usually filmed in one shot, showing an individual speak to a camera. Our qualitative study 
combined a thematic analysis of ten videos with a media literacy and ecological framework. 
We found that their videos were insightful and reflected a diversity of experiences and 
perspectives. Our sample reflected that young people underwent a thoughtful process in 
communicating their discourse. Although we did not conduct an analysis of the audience’s 
comments about the videos, we saw that YouTubers were aware of their audiences, 
addressing them to offer support or calling out behaviors, and some even inviting 
comments. We concluded that based on our analysis, YouTube videos created by girls and 
young women offered opportunities for learning about difficult topics outside the classroom 
that may interest educators and policy-makers. That initial work also suggested that some 
YouTubers’ communities may indeed be participatory cultures, where groups of individuals 
join together in similar goals and interests to teach and learn from each other.
Moreover, several YouTubers turn to YouTube to discuss and teach about controversial or 
taboo topics that are absent from mainstream discourse. For example, a number of young 
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vloggers are filling an important gap in school-based sexuality education with their 
YouTube videos, addressing topics that might be missing from curriculum in engaging ways 
(Johnston, 2017). Some young celebrity vloggers like Laci Green or Hannah Witton, attract 
hundreds of thousands of viewers, and thousands of comments. In many ways, these 
YouTubers thus engage themselves in participatory politics; with sexuality education an 
object of contention in North American curricula and divisive as a topic, young people who 
use YouTube to talk about sexuality are playing both educational and political roles. 
While not all YouTube texts aim for educating audiences, some research shows how these 
videos may still perform political and educational functions. For example, in the literature 
on YouTube as a space for negotiation of identities and gender, some scholars suggested 
that young people’s media helped promote how they and others are perceived (Christian, 
2010; Potts, 2015). In Potts’ study (2015) of video game players on YouTube, she noticed 
that some members promoted positive queer discourse, and potentially fostered better 
attitudes towards the latter amongst fans and audiences. Christian’s (2010) work on the 
queer vloggers demonstrates how these communities play a role constructing and 
representing camp performance. Further, Kellner and Kim (2010) suggest that in cases 
where YouTubers pose questions to their audiences, they are initiating a learning process 
through dialogue. They note, “dialogues and discussion among UTers are vivid moments of 
learning by doing, learning as process, and learning as communication within the public 
sphere of Internet media.” (p.13) In these instances, while the media may not be 
necessarily aiming to teach, they still perform some form of public pedagogy.  
Problematizing YouTube  
YouTube, as a popular social media site, inevitably becomes a site of conflict where forms 
of violence and misinformation take place. To return to the research I conducted with my 
colleague, we found that in a sample of ten videos, there were problematic discourses that 
shared potentially harmful ways of looking at the topic of violence (Garcia & Vemuri, 2017). 
One of our most popular YouTubers, who had over 700,000 views at the time, reinforced 
victim-blaming in cases of violence when she said “It’s simple- there are psychos in the 
world. There are psychos, they will do bad things, and it’s up to you, the individual, to 
protect yourself from these psychos” (as cited on p. 36). We also discuss in this study that 
YouTubers did not necessarily address all the important facets of the topic we were 
investigating. This reinforces that YouTube, while informative, should be viewed critically. 
Finally, although we did not do a study of audiences, we did notice that one YouTuber was 
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frequently attacked in her comments feed, confirming that YouTube can indeed be a 
contentious space of dialogue for youth.
Moreover, another issue with YouTube is its status as a corporation. YouTube’s income 
largely depends on content created by YouTubers, which means the site pays particular 
attention to who is getting the most views. YouTube operates with algorithms, meaning the 
site employs an equation to make sure that people with the most views are the first to be 
seen, and those who are less popular remain down the list of videos (Bishop, 2017). The 
platform’s control of who is visible, and what is heard is problematic. Sophie Bishop’s work 
illustrates this by discussing how YouTube drives girls and women to making ‘feminine 
content’ if they want to earn money as video producers. She also notes that people or 
content who do not fit the mold of ‘popular’ are also cast in the YouTube shadows. This 
economic aspect of YouTube presents a problem for youth participation, insofar as youth 
who want to be recognized and even paid may have to meet the standards of a corporation 
by ‘performing’ what they think others want to hear and see, instead of what they might 
want to say or be. The implications of this performance may be that information provided 
by young people, even political messages, may be communicated to meet the requirements 
of YouTube. Since popular YouTubers can have millions of subscribers, this aspect of 
‘performance’ is worrisome. 
Calling for YouTube media education
At this point, I have explored the delicate balance between the potential of online media 
platforms and YouTube as sites of youth civic engagement and education, and as potential 
harmful sites of learning and participation. In spite of its complexity, and to a certain extent 
because of it, I argue that teachers need to address and facilitate youth participation in 
these online spaces to ensure that students become critical, empowered, and active 
citizens. Media education is at the foundation of critical pedagogy and a necessary tool for 
young people as we rapidly move towards a world dominated by technology.
As 21st century teachers, our responsibilities now extend to teaching young people how to 
thrive in a globalized market, and a technologically-saturated world. Media education is 
vital in this regard. Our duties also include both equipping young people to face the 
realities of the world and effectively preparing young people to become democratic 
citizens, online and in the physical world. UNESCO believes that this involves “educating 
children, from early childhood, to become clear-thinking and enlightened citizens who 
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participate in decisions concerning society.” For decades, media scholars, educators, and 
cultural studies scholars have emphasized the importance of teaching media education to 
warn youth about the power of the media, provide them with skills to analyze media 
content, or teach them to appreciate the artistic aspects of media (Kellner and Share, 
2005). Young people also need to know the extent to which media shapes their culture, and 
how they can and need to participate in media making to express themselves and advocate 
for social change. 
Henry Jenkins et al. (2009) point to the existence of participatory cultures online, and to 
their potential. But they also draw attention to the need to educate young people to 
effectively ‘participate’ online. They expand the notion of media education and media 
literacy to include the many different digital and media skills they need to be critical 
consumers and producers of media, like technical skills, research skills, basic literacy skills 
like reading and writing, or problem-solving skills. One suggestion that particularly strikes 
me are the ‘social skills’. Henry Jenkins and his colleagues state, “The new media 
literacies should be seen as social skills, as ways of interacting within a larger community, 
and not simply an individualized skill to be used for personal expression.” (p.20) Young 
people need support to build the appropriate critical and ethical skills to participate and 
interact within these globalized and networked communities.
With this in mind, I believe that educators need to focus on providing young people with 
the appropriate skills and knowledge to consume and produce media on commercial 
platforms like YouTube that explores their thoughts and invites dialogue. Bringing 
students’ attention to media and their power, encouraging their criticisms, and building 
their skills to work with media is an important part of critical pedagogy. Paulo Freire’s 
seminal work called the “Pedagogy of the Oppressed” (2005) offered a foundation for 
critical pedagogy. He advocated for teaching conscientization, which would mean educating 
students to be critical and aware of the world around them, and to take action against the 
wrongs of the world. As media scholar Henry Giroux (2011) stresses, “Critical pedagogy 
becomes a project that stresses the need for teachers and students to actively transform 
knowledge rather than simply consume it.” (p.7) Today’s landscape points to many young 
people taking action through participatory politics. As educators, we must ask ourselves, 
how we can recognize this political agency, and how can we facilitate youth civic 
engagement? 
Working with youth to improve and enhance participation on YouTube and other social 
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media platforms is a step in this direction. I am of the same mind as Kellner and Kim 
(2010), who argue that “new media like YouTube (UT), combined with a transformative 
critical pedagogy, can help realize the Internet’s potential for democratization and 
transformative pedagogy.” (p.6) The purpose of this paper is not to repeat existing 
arguments for providing media education, but rather emphasize that YouTube, and youth 
practices within the platform, merit specific attention from educators. Based on what I 
have explored, and the popularity of YouTube with young people, I believe that it is our 
responsibility to help young people consume and produce responsibly and critically on 
YouTube. Even if we are polarized on their benefits and challenges of the platform, and 
whether young people are using YouTube to teach other, to talk with their audiences and to 
advocate for change, or staying away from it out of concern or fear, I believe either case 
suggests that as educators, we should consider how we can include and improve youth’ 
YouTube practices in the classroom. 
Kellner and Kim write, “It is an important practical question how critical pedagogy 
practitioners should take advantage of UT in order to construct an alternative Internet 
culture and, in turn, to promote values of human agency, grassroots democracy, and 
sociopolitical reconstruction.” (p.26) my experience in the field suggest that we still have 
progress to make in this regard. In Canada, many teachers continue to refer to YouTube to 
play videos in their classroom, to post assignments, or to record material. I believe we 
need to have a stronger understanding of what the platform is and can do, beyond offering 
a medium to show a movie or assignment instructions. We also need to consider how we 
can enhance our practice when working with YouTube, to adapt to the realities of modern 
society and technology use amongst youth.
So while I recognize that YouTube has its flaws, I advocate that teachers move beyond 
using YouTube as a platform to show videos, to a platform that merits further attention as a 
site for learning, a political site, and a site of creativity and expression for young people. 
While youth may be aware to some extent of the commercial nature of YouTube, teachers 
should consider in-depth explorations of this site as a whole, and of messages in popular 
videos. The platform also offers opportunity to create, edit and post media (publicly or 
privately). Educators interested in teaching civic engagement could explore the ways in 
which youth participation on YouTube and their videos contribute to our political and 
cultural climates, and instruct students on ways to democratically engage in online debates 
and share their thoughts via media platforms. 
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There are barriers to my suggestions that educators should turn to social media platforms, 
to YouTube, to teach about the power of media and about youth civic engagement. For 
instance, media education is constantly evolving, and curriculum tends to be different 
across contexts. Parents, schools, and teachers may not share views about media, and 
concerns around social media platforms can arise. For example, some school networks in 
Canada ban access to YouTube in the classroom, which would prevent teachers as well as 
students from being able to work with the site (Steeves, 2012). 
Moreover, technology rapidly evolves, as do online platforms. What is popular today may 
not be tomorrow. Teachers are therefore under a lot of pressure to know what sites youth 
visit, and to understand and be critical of these sites. They also need to be able to engage 
with them effectively in the context of their classroom. Finally, they should also be able to 
produce content within these sites, like a YouTube video, to teach their students. These 
may seem to many teachers a daunting tasks. In Canada, teacher education programs, 
professional organizations and websites offer workshops, tutorials and lessons that are 
useful for teachers interested in professional domain. However, this may not be the case 
everywhere. In these cases, barriers such as stakeholders’ perceptions of media and 
teacher training certainly need to be addressed in the current landscape. 
Concluding remarks
In conclusion, this paper presented some of the literature and my reflections on civic 
engagement and learning that occurs within and through social media platforms and 
YouTube particularly. While I adopt a positive stance towards the role of YouTube in youth 
online political participation, teachers must remain aware and critical of the complexities of 
this as well as other social media platforms. However, given the current climate, and the 
important space and community YouTube offers youth, I advocate that educators cautiously 
but enthusiastically seek to incorporate YouTube media education in the classroom. As 
consumers and producers of YouTube, youth will benefit from a critical pedagogy and media 
education approach to the platform that explores the potential uses and challenges of 
YouTube for promoting social change, as well as teaching and learning.  
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市民参加、市民学習の場としての 
You Tube に関する一考察
クロエ・ガルシア
　この論文は、2018 年 6 月 6 日に東京の創価大学で開催された公開講座を基にし
たものである。特に市民参加や市民学習の目的における青少年のソーシャルメディア
のプラットフォームや You Tube の使い方に関する言説や私見を紹介している。
　まず、カナダと日本におけるソーシャルメディアの現状について言及し、科学技術
と若者の関係において生じるさまざまな事柄について考察する。
　オンライン（とりわけ You Tube）での政治参加や政治学習におけるソーシャルメ
ディアテクストの生産と消費の関係性を確認するために、市民参加や参加型文化と
いった概念について説明する。批判的な教育を行うための You Tube メディア教育
の重要性に関する私見をもって本論文は、締め括られている。
　本論文は You Tube が現代の若者の生活において、重要な政治的、教育的な役割を
果たすということを、教育者が認識すること、そして、教育者が生徒達と共に、この
プラットフォームを批判的に検討する動因となることを企図している。
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Abstract
In this speculative philosophical article, I consider what sense of educational ethics emerges 
under certain purposes in education. The philosopher of education, Gert Biesta, has noted 
that education always involves someone educating someone else with a certain purpose in 
mind toward a certain end. What we mean by “the ethical” in education no doubt depends 
upon what we assume the ends and purposes of education are. Tapping into Biesta’s 
tripartite understanding of the purposes of education, my article begins by discussing the 
two most commonly assumed ends of education, “qualification” and “socialization,” and the 
ethical limits within their approaches. I then move to consider the significance of a third 
educational purpose, one which has become less commonly invoked (even disparaged and 
wholly dismissed) in current educational discourse. However, while Biesta calls this third 
educational end “subjectification,” I in turn call this aim “becoming-singular-plural.” I do so 
in order to emphasize the primacy of “relationality” at stake in an education that seeks to 
foster our sense of being uniquely and singularly charged with responding to a 
transgenerational relationship to the world. In the last part of the article, I go on to discuss 
how the educational concern with “becoming-singular-plural” necessarily unleashes an 
ethical transgenerational thinking and attentiveness to “passing time together.” This ethical 
transgenerational thinking, I discuss, stands in sharp contrast to the narrow sense of ethics 
implied within the aims of “qualification” and “socialization,” and to our present time of 
“learnification,” when the ubiquitous pursuit of qualification (as a frantic concern with my 
sole survival and my own success) has become itself a dominant form of socialization. At 
stake, is the recovery of a more expansive sense of educational ethics that stands in 
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relation to those no longer here who hand us a world to take care of, and to those not yet 
present who will one day receive the world we are tending.
Introduction 
The question in the title of my article – ethical education? – suggests that there is 
something suspicious about simply linking ethics with education. And rightly so, for 
without the question mark we would have a declarative statement that would be too self-
assured, triumphantly assuming education’s mastery over “the ethical.” This article would 
have a very different approach to the discussion if it was entitled ethical education period, 
or ethical education exclamation mark. Invoking ethics-and-education without any 
hesitation or in a celebratory tone could ready us to commit “the worst.” Indeed, I believe 
that we would agree that in the name of education and under the guise of what claims to be 
ethical (through our overconfidence in adhering to rules or pining after virtue) many 
wrongs have been committed. Consequently, the significance of placing the question here 
is to initially prompt our suspicion about how we justify our moral norms, thus helping us 
to scrutinize the worst self-assurances and any bonne conscience that co-joining the terms 
“ethics” and “education” might lead us toward.
But, nevertheless, there is still a promise that ushers forth from this question: a promise to 
recover a sense of “the ethical” that is different from the one that a moral genealogist like 
Nietzsche would scrutinize. For, after all, in the very suspicion, hesitation and questioning 
of what goes by the term “ethical education” there is an ethical sensibility at work. We 
could insist – and, I think we should do so – that the very suspicion implicit in our question, 
our very suspicion of what claims to be ethical, is actually showcasing a form of ethical 
thinking at work. So, this type of thinking (which is vigilant, hesitates and turns our 
declaratives into questions) offers us an ethics against ethics,1 a thinking that hopefully 
neither engenders nor triumphally justifies our self-assurances or moral convictions in 
what we deem to be education. 
In what follows, I implicitly oscillate between the suspicion and the promise of the question 
of ethics and education to muse about what sense of ethics (what sense of care and 
attentiveness) emerges under certain educational purposes. Gert Biesta has noted that 
education always involves someone educating someone else with a certain purpose in mind 
toward a certain end.2 Our sense of what is meant by “the ethical” in education will no 
doubt depend upon what we assume the ends and purposes of education are thought to be. 
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Tapping into Biesta’s tripartite understanding of the purposes of education I’ll begin by 
discussing the two most commonly assumed ends of education, “qualification” and 
“socialization,”3 and the limits of their respective ethical approach (on the one hand 
procedural, on the other, substantive), which they put into play. I then move to consider the 
significance of a third educational purpose, one which is less commonly invoked in current 
educational discourse. However, while Biesta calls this third educational end 
“subjectification,” I in turn name this aim, “becoming-singular-plural.” I do so in order to 
emphasize the primacy of “relationality” at stake in an education that seeks to foster our 
sense of being uniquely-singularly-charged to respond to a transgenerational relationship. 
Such a transgenerational relationship, as I will point out, is a fundamentally responsive 
relationship. It responds to those no longer here who hand us a world, and to those not yet 
present who will one day receive the world that we tended. In the remaining part of the 
article I go on to discuss how the educational concern with “becoming-singular-plural” 
necessarily unleashes an ethical thinking and attentiveness to “passing time together,” 
which stands in sharp contrast to the ethics implied within the aims of “qualification” and 
“socialization.”
Qualification, socialization and “becoming-singular-plural”
The pursuit of “qualification” is an end towards which education is commonly assumed 
to be striving. Driven by the purpose of qualification, education is primarily understood as 
the delivery and acquisition of knowledge and skills that would render one measurably 
competent in a specific area. Under this purpose, ethical concerns (if they can still be called 
that) are purely procedural and are limited to the level of administrating rules for 
determining qualification. Ethics, in this sense, usually means ensuring the application of 
value-free standards for evaluating the effectiveness of delivering or acquiring a set of pre-
defined skills that will afford learners the basis and confidence to secure their success in a 
future good life, for example, a career.
In this rather thin manner of co-joining ethics with education a particular learner or subject 
of learning is prompted. This subject is invited to constantly innovate and improve herself 
or himself through learning and evermore learning. Drawing on Lauren Berlant’s term, a 
“cruel optimism”4 in learning takes hold as the subject is driven to value education as a 
means of managing and mortgaging her own success by securing ever more qualifications 
to find or hold onto that ideal job. The apparently benign “value-free” discourse of “life-
long learning,” for example, is peddled under the guise that amidst today’s constantly 
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changing circumstances, individuals, in order to succeed in their jobs, need to learn how to 
constantly learn regardless of the content. Emphasizing learning as a transposable mode 
that can meet any situation promises that our ability to constantly learn will allow us to 
acquire whatever qualifications we might need to adapt to (and survive) an ever volatile 
and menacing market. The cruel paradox here is that under “late capitalism” this optimism 
in learning quite literally indebts us to an impossible normative narrative of success. All 
such optimistic gesticulations and solicitations ultimately wear us down and lock us down, 
as it were, within the privative principle that tells us that it is all up to the individual to 
innovate and improve, and to keep innovating and improving herself through learning and 
attaining ever more qualifications. Putting the burden of such optimism on the individual 
consequently alienates and isolates one from what it might mean to co-exist with one 
another and to undertake a more worldlier sense of education that goes beyond the 
concern with one’s mere survival.
Caught in the endless pursuit of self-improvement and of managing oneself for success in 
the job market, we admittedly end up losing not only something of ourselves, but also 
something worldly and fundamental about education itself. The cruel irony here is that this 
optimism in education ends up usurping what is “educational” in education. Today’s 
optimism in education, with its emphasis on “answering everything there is to say about 
education in terms of individual learners” and how processes of learning can secure 
personal success, leads to the “learnification of education.” According to Biesta, this term 
signals a time when “the language of learning makes it difficult if not impossible” to speak 
about the substantive purposes of education,5 and the role that education plays (or should 
play) in tending to and forging a common world beyond the economy of survival. This 
emphasis on “learning” and qualification, which narrows ethics to procedures for ensuring 
one’s success, basically emphasizes the individual in isolation and also accents 
instrumental self-serving approaches over existential and interpretative world-building 
endeavours.
In another end, education is also commonly thought to teach for “social reproduction” 
and “socialization.” There are many variations on how an education should undertake to 
reproduce society, some of them with very noxious assumptions and manifestations (I’m 
thinking here of residential schools in Canada, among many other experiences). However, 
the relatively recent interest in how education is vested with cultivating values and critical 
capacities to reproduce democratic society and tradition, stands out as an exemplary 
approach. For example, Martha Nussbaum champions an education that draws from 
－ 278 －
創価大学教育学論集　第 71 号：Paolantonio
representative texts and figures (characters and situations encountered in and through 
literature and philosophy) to cultivate moral dispositions for self-reflection, empathy, 
compassion, dialogue and reason. According to her, such representations and figures offer 
“ethical” models for us to contemplate, which are essential for consciously reproducing a 
democratic society based on deliberation and mutual respect. As she puts it, we ask 
“education to contribute a general preparation for citizenship, not just specialized 
preparation for a career… to extend the benefits of this education to all citizens, whatever 
their class, race, sex, ethnicity, or religion.” She goes on to note that through education 
“we hope to draw citizens toward one another by complex mutual understanding and 
individual self-scrutiny, building a democratic culture that is truly deliberative and 
reflective, rather than simply the collision of unexamined prejudices.”6 The ethical, in 
Nussbaum’s sense, would thus involve us in rationally committing to and reproducing 
democratic norms, desirable characteristics and civic virtues that we can come to know 
through our critical capacities for deliberation and through our immersion in a culturally 
expansive cosmopolitan repertoire. Facing contrasting ideas in the classroom or in texts 
and having to rationally justify and test our own claims and intuitions alongside others 
consequently nurtures in us a way of living with others in mutual (rational) respect. Such 
an education would help us to consciously commit to reproducing the project of sustaining 
an ever-growing plurality that is evermore essential for a democratic society in a 
cosmopolitan world.  
The concern, like Nussbaum’s, for how education might reproduce a democratic ethos is 
laudable enough. Yet, it is important to note that social reproduction inevitably implies 
fitting or making newcomers (the child-student) adapt to an already existing (structured) 
social order with all its problems, limitations and exclusions. Education’s imbrication with 
the aim of social reproduction is thus always to some extent politically driven, orienting 
society in a certain direction over another, consequently drawing lines of inclusion and 
exclusions in particular ways. Those arguing from the deliberative democracy perspective 
might respond that fostering the skills and capacity for empathy, compassion and critical 
dialogue (liberal virtues) in students will allow for conscious (rational) social reproduction, 
thus averting any straightforward insertion of newcomers into existing ways of doing and 
thinking that would replicate the exclusions of the status-quo. However, having faith in the 
universal desirability and neutrality of deliberation (alongside liberal virtues) already 
assumes a particular order of being, doing and thinking (though unacknowledged) to which 
subjects must commit at the risk of exclusion. Deliberation and its accompanying virtues 
are simply presented as a logical necessity that no one invested in the process of democratic 
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social reproduction would reasonably deny. This account admittedly disregards the moment 
of closure and exclusion in which a political decision to re/produce a particular type of 
subjectivity and social order takes shape, thereby dodging political questions, such as 
regarding the specific orientations and decisions taken that could have been otherwise. 
The third purpose of education, the one that I will more fully engage in the rest of the 
ar ticle,  is admittedly rather elusive and has to do with what Biesta terms 
“subjectification,”7 or, what I choose to call (drawing from another lexicon) “becoming-
singular-plural.”8 This involves the ways in which education contributes to the formation 
of a certain sense and sensibility for a person to become-singular-plural, that is, for a person 
to become uniquely-singularly-charged in relationship to others and the world.9 In contrast 
to cultivating desirable skills and characteristics for one’s own success and/or to reproduce 
a certain vision of society, education here has to do with the allotment of a time and place 
in which the singularity, irreplaceability and particularity of each person can emerge as 
they find themselves in a responsive relationship to a transgenerational covenant that is 
charged with tending the world. To be clear the sense of singularity prioritized here 
emerges not from acquiring skills or by cultivating civic virtues, but by becoming 
responsible to the call of the other (“whether already dead or not yet born”)10 and to the 
world that the other opens for me. Education, I want to propose, is thus, the place and time 
in which we can sense our exposure to the other and to a world that calls me out in a 
singular way: calls me out to attend to what is at risk of being lost, to what needs my 
tending, my mending and my time. Education in this sense invites each one of us to 
become existentially unique through our attempt to respond, to turn towards and to care 
for the world to which it introduces us: a world that is precarious, that wears down and is 
in need of tending, repair and renewal, as Hannah Arendt would say. When education is 
thought in terms of what contributes to our “becoming-singular-plural” (to our becoming 
uniquely-charged through our relation to others and the world) an ethical thinking and 
attentiveness is unleashed that stands in sharp contrast to the sense of ethics implied 
through the purposes of “qualification” and “socialization.”11
The ethical thinking and attentiveness unleashed when we attune ourselves to this other 
end in education consequently urges us to be suspicious of prioritizing the purposes of 
“qualification” and/or “socialization.” It would raise concerns for how our sense of 
becoming and responsibility for the world gets enframed and foreclosed when education 
privileges training or socialization: when the educational gets reduced to procedures and 
outcomes to be optimized for individual success or to substantive norms or standards to be 
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reproduced. 
I want to propose that in contrast to approaching what the ethical might mean to education 
through the ends of attaining “qualification” and/or “socialization,” an education that seeks 
to contribute to our “becoming-singular-plural” requires an ethical attentiveness to our 
being-with and amidst the always more of the world (alterity). Indeed, as the educational 
thinker Roger Simon once noted, education is educational when it exposes us to an 
unknowability that exceeds my grasp and cognitive categories, “for only that which I think 
not, which I am not already capable of speaking of, only that which does not repeat the 
Same, can break open my present and teach me, can give me the possibility of responding 
anew to its solicitation.”12 Ethical thinking in this sense not only would attune us to the 
unknowability that cuts through our coming together as teachers and students, but also 
would attune us to respect the implicit unknowability (the more than I can know or can 
grasp) that is inherit in receiving and passing on the world: a world that survives and has 
significance because it transcends the understandings and life-span of any one generation. 
Education is thus the place where we inherit and learn to “pass-on” the world, not simply 
as bits of knowledge or information that I grasp to serve myself and my time, but with an 
expansive sense of responsibility. Such a sense of responsibility uniquely falls upon us for 
guarding the traces left behind by those no longer here but who have nonetheless handed 
us a world, and for preserving a place-to-come for those not yet present who will one day 
receive the world we tended. In what follows below I discuss the above noted ethical 
thinking that is put into play, looking specifically at the educational imbrication with the 
transgenerational sense of “passing-on” and education’s implication with “worldly 
immortality.”
The educational ethics of “passing-on”
Education, at a very basic level, strives to assure the continuation of a common world, 
“passing on” from generation to generation an interpretative repertoire that can sustain 
and expand our sense of belonging to a world of significance. By virtue of “passing on” and 
giving to others what has already been received, education seems to offer a place for a type 
of “organized remembrance” or “inheritance.”13 The remembrance and inheritance that 
take place in education, however, are never consolidated or finally stored away. Rather, 
remembrance and inheritance become educational precisely when what is being 
remembered and inherited is restated and re-signified in a different context. In other 
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words, given that the process of transmission (as paradosis or as giving over) is enacted 
through language, what is “passed on” through education is necessarily open to varying 
interpretations, recitations and transformations: hence, to the possibility of iteration. In 
this sense, what is “educational” in education (what truly teaches us) involves engaging 
the past and the present with “something more” than itself, with something hopeful, with a 
transgenerational interpretive practice that implicates our time with the fact that for it to 
meaningfully survive we must “pass on” – that we in turn iterate, rather than merely repeat 
the Same.  
Our present must “pass on” (in all senses of the word); that is, our present must inherit 
the past (as something readable and transformable) to pass it on, and, at the same time, 
prepare for its own passing, in which it itself is handed over to the unpredictable birth of 
another.14  Here, education bears a remarkable affinity to how life inevitably passes 
something of the past on to the future, at the same time that it “passes on” or dies for the 
sake of the future. Moreover, beyond tending to what bridges generations across the abyss 
of birth and death, education also binds us together in the very moment of its passing-on. 
In other words, we have to appreciate that at a very basic level education is constituted by 
the flow of our passing time together. That is, that through an education we become, 
together, temporal. Education is where we literally pass the time together (in all senses of 
the term). We hang-out for hours a week, we make time for each other and together we 
spend our time working through common material, giving time to what is not here – to the 
past and to the future. And our passing time together through an education enables us to 
possibly feel our fleeting togetherness and its significance, and so share in the sensibility 
and chance of saying: yes, “we” are together in this world right now passing time. And in 
saying so, and in saying so many things by our passing time together, we might come to 
feel a bond to each other and to the world that outlasts even death, that gives us a surplus, 
a dividend, a something more, an “over-life” that would exceed the cruelty of merely 
serving necessity.15
Education as a place, perhaps the place, chiefly vested and concerned with “passing on” 
does not (thankfully) strive to teach us how to live (finally) or, even, how to die (finally). 
Rather, as an exemplary place of “passing-on,” education invites us to affirm the “living-
on” of the ethical question of what it might mean to live together: to forge, sustain and 
pledge something of significance in common (across generations and beyond my time) 
amidst what is constantly passing away: against the ruin of time. 
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Drawing on Jacques Derrida’s notion of “survival,” we could say that education, concerned 
as it is with the possibility of “passing on,” gives us a chance to affirm the idea of our world 
and our love for the world as surviving, as “living-after-death” and in excess of death.16 
Education, because it allows us the possibility to become concerned with what it means to 
“pass on,” seems to bring us together in a peculiar type of hopeful ethical affiliation that, 
borrowing from Derrida again, is forged on the “anterior affirmation of being-together in 
allocution.”17 This affiliation is forged not through familiarity or through any straightforward 
will but through finding ourselves already charged and called out to accept our implication 
with “passing on.” That is, we have here an affiliation forged across different times – before 
and after my time – during which each generation stands apart from all others but is still 
charged (like all others) with maintaining the hope of a common world to pass-on. This 
“charge,” this feeling of “allocution” that the world might “live-on” after all, forges an 
affiliation (a covenant) that is “infinitely larger and more powerful” than any one present: it 
thus allows us to sense what might be other than ourselves, a “plus que vie,” a “something 
more,” that hopefully and thankfully can survive me.  
However, our “present optimism” in learning, driven as it is by the logic of “learnification,” 
knows not how to ethically think of the “educational” as something that necessarily points 
beyond the present to “something more.” The cruelty of our present optimism in learning, 
I want to suggest, is precisely cruel because it is not hopeful; it is cruel because it self-
encloses education in the fears and delimitations of a present that has no sense of its 
implication with the larger transgenerational significance of affirming our “passing on,” or 
of even valuing the simple fact of our passing time together. That is, under our “present 
optimism” in “learnification,” education gets locked into and becomes exclusively defined 
by the present short-term impulse to acquire qualifications, knowledge and skills that 
would allow the individual “to make it” in the fierce atmosphere of today’s job market. The 
fleeting, privative and self-serving optimism of our time renders education temporally 
insignificant and ultimately alienated from a sense of having anything to do with sustaining 
something larger and more durable than our immediate interests. Education, thought of 
today as simply the pursuit of qualifications (as the acquisition of knowledge and skills that 
would render one measurably competent to perform a specific task), does not tend to the 
world and its vastness (its history), but rather serves the limited, short time (the 
individual’s lifespan) of the optimistic job seeker. 
Education as an optimistic pursuit for “self-betterment” thus gets caught up in and is 
primarily defined as a “process” that vows to equip individuals with the skills for adapting 
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to the cyclical activity of sustaining our individual “survival” and “mere life.” The prevalent 
sense of learning motored as it is by the optimism of creating individuals that can be ever-
more flexible and efficient, who can ceaselessly adapt and innovate to the needs of life 
under “late capitalism,” risks completely occluding public and durable (trans-generational) 
questions regarding what education might or should be for. Instead of asking after “who are 
we” and “who will we become,” through this pervasive sense of education, we end up with 
a purposeless notion of the learner as a perpetual opportunist. In this sense, we relinquish 
that education, or a person undergoing an education, should be committed to any long-term 
common undertakings. Even the antiquated and often problematic myths surrounding 
education’s role in nation building, progress or social reproduction through rational 
deliberation, which once promised a kind of “common” trans-generational cohesion, seem 
to no longer hold sway.
Today’s optimism in undergoing an education seems to exclusively serve the present 
interest of securing individual success above all else; such a “cruel optimism” in education 
symptomatically reflects, in Berlant’s words, “the strategies of survival and adjustment we 
have developed for living in the present.”18 To press Berlant’s point, survival can only 
mean adjusting one’s optimum place in the world as it presently is, as it can only be by 
necessity, that is, with no concern for the “over-life” or for what Derrida terms 
“survivance,” the “something more” that outlasts death. 
Utilizing education to optimize the individual’s survival and adjustment to his or her 
immediate circumstances has to do with the serious business of learning to adjust to an 
environment in which life seems to be under perpetual threat (where one fears the threat 
of one’s job, of not being competitive, of not keeping up with one’s colleagues). This 
emphasis on learning (for securing “my survival” and “my success”) renders absurd our 
finding any significance in simply passing time through an education. What risks becoming 
completely trivial and almost un-communicable here is that feeling that arises when we 
pass time through an education: that sense that through an education we can become 
bounded together, temporally, to something more than what is here and now and for me, 
something which I do not have, nor can I simply give myself, something that emerges 
when we love things together that are other than for myself: in a word, the “world,” at 
least in Hannah Arendt’s sense of it.     
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Education and the ethics of worldly immortality
To counter the cruel educational optimism of our time necessitates our breaking out of the 
trappings of a self-enclosed present and tapping into the “plus que vie,” the something 
more in excess of death; to this end, we need to consider an ethical sense in education that 
ultimately has to do with that which, in the words of Arendt, “transcends the lifespan of 
mortal men”19 We need to consider that what is truly “educational” in education involves a 
concern and ethical reckoning with “immortality.”20 There is nothing theological or 
otherworldly about this claim. Education is concerned with the immortal since education is 
a means in which the world ensures its continuity, and in which “things are saved from the 
destruction of time.”21 If education is to have any ethical meaning (any relational worldly 
sense) it cannot simply be erected for one generation and only of concern for the optimism 
and short-term interests of those presently living. What is educational must outlast and 
exceed our own lifespan and reach into the past and future alike, since it involves tending 
to something that was there before we came into the world and something that will 
presumably, hopefully, outlast our brief appearance in it. While ultimately nothing human 
will be able to withstand the ruin and wearing down of time, education provides a place 
where we can maintain and give shelter to something that sustains the hope and 
affirmation of nevertheless “living-on” with significance. In other words, education gives 
us a place that can shelter a repertoire of common visions and aspirations that can be 
brought into meaningful configurations culled from the meaningful patterns of the past to 
help us tend, mend and repair a world that wears down. 
Linking education and worldly immortality, with that which spans beyond any one lifespan 
or any one-generation, allows us to tap into an ethical way of thinking that is “hopeful” 
rather than fleetingly optimistic. A transgenerational ethical hope arises for us when we 
consider that what we might build and tend to through an education is not merely confined 
to our own individual, short lifespans but surpasses our transient existences and can 
become part of a larger world. Thinking of education in this way, tending to an ethical 
transgenerational sense of education as that which lies beyond the optimism of my own 
lone success, helps, it would seem, to guard against the fleetingness and meaninglessness 
of individual life. What is educational in education, that is, what offers an ethical approach 
to education, exceeds “my time” and helps to give meaning and hope to a person’s 
existence beyond the perishable and temporally insignificant ego. It thus helps us to “pass 
on.” In other words, what is educational initiates us into a common world that uniquely and 
singularly involves me, charges me, but thankfully is more than me or just for me and my 
－ 285 －
Ethical Education? Recovering the sense of a transgenerational and worldly ethics in education
time.
Because this ethical sense of education points beyond my needs and my short-term 
interests it saves me from the cruel depravity of isolation and offers me the hope of being 
part of a world. This involves the ways in which education contributes to the formation of a 
certain sense and sensibility for a person to “become-singular-plural,” that is, for a person 
to become uniquely-singularly-charged in relationship to a world that others across time 
have tended and that requires its passing on. Education thus has to do with the allotment 
of a time and place where the singularity, irreplaceability and particularity of each person 
can emerge through being in a responsive transgenerational relationship to others and the 
world: to a sense of worldly sur-vivance forged by our “being-together in allocution,”22 our 
feeling bounded to one another across time through our being “charged” to take care of the 
world.
The sense of singularity prioritized here emerges not from actualizing one’s own potential 
for learning, or in acquiring habits-of-mind for deliberation or even by cultivating civic 
virtues in the self, but by finding our-selves already responsible – finding our-selves 
relationally “impinged,” “charged” in “allocution” – to the transgenerational call and pull of 
the world. At issue here is an ethical way of engaging with the purpose of education which 
does not simply appreciate that our own becoming through an education always takes place 
in what already has begun (in what has already been passed to us). Rather, our “becoming” 
becomes precisely “singular,” and hence an educational event, when my being (which is 
already in relation to other beings) senses its unique charge with tending to that which is 
passing-away and with tending to the fragility of the world that needs my time and 
attention for it to “pass on.”
1 Bernasconi, R. (1990) “The ethics of suspicion.” Research in Phenomenology, 20: 3 -18.
2 Biesta G. J. (2009) “Good education in an age of measurement: on the need to reconnect 
with the question of purpose in education,” Education, Assessment, Evaluation & 
Accountability, 21: 33–46 
3 Ibid.
4 Berlant, L. (2011) Cruel optimism (Durham, NC and London, Duke University Press).
5 Biesta, G. J. (2012) “Philosophy of education for public good: Five challenges and an 
agenda,” Educational Philosophy and Theory, 44.6: 581-593. p. 584.
6 Nussbaum, M. C. (1998) Cultivating humanity (Harvard: Harvard University Press), p. 
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7 Biesta, G. J. Philosophy of education. See also, Biesta, G. J. (2014) Beautiful risk of 
education (Boulder and London: Paradigm Publishers). Biesta, G.J. (2011) Learning 
democracy in school and society: Education, lifelong learning and the politics of 
citizenship (Rotterdam: Sense Publishers). Biesta, G. J. (2006). Beyond learning: Democratic 
education for a human future (Boulder: Paradigm Publishers). Apart from the purposes of 
“qualification” and “socialization,” Biesta points out that education also holds “the 
possibility of the event of subjectivity.” For Biesta “subjectification” is an event (not an 
essence) that can come to the fore in education when individuals are given the chance to 
“resist existing identities and identity-positions and speak on their own terms” (2014, p. 
7 ). Somewhat echoing Jacques Ranciere, “subjectification” can thus be thought of as an 
“event” that “redefines the field of experience that gave to each their identity and their 
lot” (cited in Biesta 2011, p. 95). At issue in the event of “subjectification” is thus a 
concern with allowing new identities and subjectivities to emerge so that the peculiar and 
particular present distribution of the sensible can become otherwise. Without allowing for 
the possibility (the risk) of “subjectification” to occur in education, the educational “itself 
disappears and social reproduction, insertion into existing orders of being, doing, and 
thinking, takes over” (Biesta 2014, p. 140).       
8 See: Nancy, J. L. (2000). Being singular plural (Stanford University Press). 
9 I am here supplementing Biesta’s notion of “subjectification” (as an existential 
“individuating” aim of education) with a particular reading of Jean-Luc Nancy’s notion of 
“being-singular-plural.” I do so in order to underscore the primacy of “relationality,” the 
“in-common,” “being-with” and relational “co-existence” at stake in an education that 
pines to introduce us to “the world.” In this sense, I want to accent how the educational 
concern with the individual subject or subjectivity can never be prior to (or at the exclusion 
of) our “being with” or common exposure to a world whose precarity calls me out (in a 
unique way) to tend to and respond to its wearing down and tearing (its potential for 
passing away). Education, as I will discuss in the latter part of the article, is the place – par 
excellence – concerned with fostering this “exposure” and “response” to the world, in 
which the subject’s existential uniqueness is always already bound with our “being-with” 
and in relation to our “passing time together” in a world that might live-on after all.     
10 I’m drawing on Jacques Derrida to further press this sentiment, so that we could say that 
no education that is educational “seems possible and thinkable and just that does not 
recognize in its principle the respect for those others who are no longer or those others 
who are not yet there, presently living, whether they are already dead or not yet born” 
(1994, p. xix). See: Derrida, J. (1994) Specters of Marx: The state of the debt, the work of 
－ 287 －
Ethical Education? Recovering the sense of a transgenerational and worldly ethics in education
mourning, and the New International, P. Kamuf, trans. (New York: Routledge).
11 Biesta proposes that education cannot afford to become “one-dimensional” by privileging 
either one of the three purposes (qualification, socialisation, subjectification) over and 
above the other (2014). The very possibility of teaching requires judgement “in finding the 
right balance among the three dimensions” (2014, p. 147). However, given the ways in 
which the very thought of aiming for “subjectification” (“becoming-singular-plural”) has 
become elided and an almost impossible to register approach in current educational 
discourse, in what follows I draw out the ethical significance of the aim of “becoming-
singular-plural” in sharp contrast to the current neo-liberal privileging of qualification-as-
socialization. Indeed, the very possibility of sensing what is at stake in recovering an 
ethical transgenerational sense in education necessitates a thinking that moves boldly 
away from the capture of education by the neoliberal privileging of qualification-as-
socialization.
12 Simon, R. I. (2005) The touch of the past: Remembrance, learning, and ethics (New York: 
Palgrave Macmillan), p. 112.
13 Peperzak, A. T. (2012) Thinking about thinking: What kind of conversations is philosophy? 
(New York: Fordham University Press), pp. 58-59.
14 I am purposely evoking the notion of “passing on” in all its possible meanings. To be 
clear, “passing on” does not simply refer to the passing on of contents of knowledge from 
the past-to-the-present at the level of cognition, as knowledge or information. Rather, I tap 
into the notion of “passing on” to emphasize the sensibility and “charge” at stake in the 
transgenerational affirmation of a common world (the sense of sur-vivance) that particularly 
can come to be felt and tended in education.
15 Honig, B. (2009) Emergency politics: Paradox, law, democracy (Princeton, and Oxford: 
Princeton University Press), p. 10.
16 Derrida, J. (2007) Learning to live finally: The last interview, P.A. Brault and M. Naas, 
trans. (Basingstoke, UK: Palgrave Macmillan), p. 6. 
17 Derrida, J. (1997) Politics of friendship, G. Collins, trans. (New York: Verso), p. 249.
18 Berlant, L. Cruel optimism, p. 49. 
19 Arendt, H. (1998). The human condition (Chicago, and London, Chicago University 
Press), pp. 52-58.
20 Ibid., p. 55.
21 Ibid., p. 57.
22 Derrida, J. Politics of friendship, p. 249. 
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倫理教育？教育における世代を超えた
世俗的な倫理観の回復
マリオ・ディ・パオラントニオ
　この思索的な哲学的論文において、私は教育における特定の目的の下で、どのよう
な教育倫理観が現れるのかを考察する。教育哲学者の Gert Biesta は、教育は常にあ
る目的を心に抱いてある目標へと他の誰かを教育することを伴うと指摘している。教
育における「倫理的なこと」という言葉によって私たちが意味することは、教育の目
標と目的が何であるかによって決まることは間違いない。本稿では、Biesta の教育目
的に関する 3 つの理解に触れながら、もっとも一般的に想定される 2 つの教育目的
である「資格認定」と「社会化」について、それらのアプローチに内在する倫理的限
界について検討することから始める。それから私は第 3 の教育目的の重要性を検討
するが、それは現代の教育言説において概して唱えられなくなってきている（軽んじ
られ、完全に捨象されてさえいる）ものである。Biesta はこの第 3 の教育目標を「主
観化」と呼んでいるが、私はこの目標を「単数の複数化」と呼ぶ。私は、世界との世
代を超えた関係に応えることに独特の責任を負うという感覚を育てる教育において、
「関係性」が危機にあるということの最重要性を強調している。論文の最終部におい
ては、いかに「単数の複数化」という教育上の関心が、「現在共にあること」のために、
倫理的に世代を超えた思考と注目を必然的に招くのかについて論じている。この倫理
的な世代を超えた思考は、（私個人の生存と私自身の成功への必死な関心としての）
資格認定の普遍的な追求それ自体が社会化の支配的な形態となっているときに、「資
格認定」と「社会化」という目的のなかで暗示されている狭い倫理観や、現在の「学
習化」とするどく対比するものとして位置している。危機にあるのは、担ってきた世
界を私たちに譲り渡しているもうここに存在しない人々、および私たちが現在担って
いる世界を受け取るであろうまだ存在しない人々との関連において確立しているより
広範な教育倫理観の回復である。
－ 289 －
Ethical Education? Recovering the sense of a transgenerational and worldly ethics in education

ディートリッヒ・ベンナー教授初来日記念講演会
教育プロセスと陶冶プロセスにおける 3 つの作因
教育学的に基礎づけられ、教授学的かつ経験的に確証された授業研究
のための提案
Vortrag von Prof. Dr. Dietrich Benner zur Erinnerung an seinen ersten Besuch in Japan
Drei Arten von Kausalität in Erziehungs-und Bildungsprozessen
Plädoyer für eine pädagogisch begründete und didaktisch sowie empirisch ausgewiesene 
Unterrichtsforschung
ディートリッヒ・ベンナー（Dietrich BENNER）
訳：牛 田 伸 一（Shinichi USHIDA）
はじめに
　本稿は、2017年10月25日水曜日の午後 4 時40分～ 6 時に創価大学教育学部（B301
教室）において開催された、ディートリッヒ・ベンナー（Dietrich Benner）教授初
来日記念講演会の講演原稿を日本語に訳出したものである。同日同会場では午前 10
時 45 分から約一時間半、「公教育の一部としての倫理的・道徳的コンピテンシー」と
題して、彼による別の講演会が開催されている。この講演原稿については、すでに『教
育学論集（第 70 号）』（2018 年 3 月）において訳出を済ませている。同じ日に、午
前の講演と午後の講演の 2 つが開催されたことになる（1）。
　午前の講演では、ETiK（公的学校における倫理教授に関連した、道徳的コンピテ
ンシーの教授学的かつ陶冶理論的に確証された把握のためのテスト開発）という研究
プロジェクトの中身が紹介されている。この内容と午後の講演にはつながりがあるこ
とが示されている（本稿の 305 頁）。筆者の解釈によると、この関係を解説することで、
この午後の講演におけるベンナー教授の主張がいっそう明確に捉えられるように思わ
れる。
　ベンナー教授の問題認識は、2015 年『教育学雑誌』に掲載の論文「教育と陶冶！
―陶冶する教育的教授の構想に寄せて」（Benner 2015b）にある、次の一文によって
端的に示されている。それは「経験的な陶冶研究の大部分が大事にしている希望は、
コンピテンシー測定の結果から教授構想を導出することであるが、この希望は誤って
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いる。授業研究も発話プロトコルを土台にはするが、教育学的に確証された理論上の
議論による回り道なしに、教授を改善することを期待しているが、その希望も同様に
誤りである」（Benner 2015b: 493）との認識である。
　ドイツ教育界では、経験的な陶冶研究（Bildungsforschung）にとりわけ強い関心
が向けられている。この研究の主要関心は―これを外延的に確定すること自体も、実
際のところわが国におけるドイツ教育学研究の大事な課題となるのだが、ここでは暫
定的に―、ベンナー教授が上記の引用で述べているように、コンピテンシー測定にあ
る。これは、例えばヴィガー（Wiger, L.）が「そのような経験的人間形成［陶冶］
研究の別の目立った事例は、PISA の名前で実施された義務教育修了時の生徒の学業
達成の国際比較研究である」（2）と述べていることからも、的外れな解釈ではないと思
われる。筆者はそこからデータ的な裏づけがある、という意味での evidence に基づ
き教育や教育政策を語るべきだし、実行すべきだ、との了解が形成されたと捉えてい
るが、これは授業研究（Unterrichtsforschung）に経験科学的な手法を積極的に活用
する流れを生み出したと思われる。上記のベンナー教授の引用にもあるように、授業
にビデオカメラを持ち込み、録画・録音するとともに、その模様を発話プロトコルと
してまとめ、これを授業分析の一次資料にすることなどが行われている。
　ベンナー教授が指摘しているのは、コンピテンシー測定の結果からと同様に、授業
分析の結果からも、「授業構想を導出すること」「授業を改善すること」はできないだ
ろう、ということである。これは、別言すれば、事実認識それ自体から行為方向づけ
を引き出し得ないということである。これは、かつてヘルバルト（Herbart, J. F.）が、
「教育によって一体何が可能であるか、何をどのようにして子どもたちと達成するこ
（ 1 ） 同日に 2 つの講演が開催されていたにもかかわらず、一方では、午前の講演原稿の翻訳が昨年
度の『教育学論集』第 70 号に掲載されて、他方では、午後の講演原稿の翻訳が一年遅れで同論集
第 71 号に準備されることになったことについて、その理由を簡単に説明しようと思う。午後の講
演「教育プロセスと陶冶プロセスにおける 3 つの作因」の内容は、2017 年 10 月 25 日現在では、「教
育プロセスと陶冶プロセスにおける 3 つの作因とそれらの教授学、授業研究、そして経験的な陶
冶研究の意味」との題目で、『教育学雑誌（Zeitschrift für Pädagogik）』第 64 巻 1 号（2018 年 2
月刊行）に投稿され、すでに掲載も決定していた（Benner 2018）。そのため、研究倫理上の配慮
に関するベンナー教授との協議の結果、午後の講演原稿の翻訳掲載については、『教育学雑誌』同
巻同号の刊行の後に取りかかることになった。掲載が一年遅れたのは、これが理由となっている。
　　なお、『教育学雑誌』同巻同号に掲載の論文内容は、ここで訳出している午後の講演原稿とほと
んど同一である。「ほとんど」と表現した理由には、おそらくは校正段階での微細な文章表現の修
正があったり、講演原稿においては存在しなかった新たな一文が、論文の中に加わったりしてい
ることが確認されたことにある。原則的には、筆者は翻訳に際して、講演原稿を底本にした。ただ、
意味内容が伝わりやすいと判断した場合には、論文を参照しこれを訳出の参考にしているし、
Literatur に関しては、講演原稿と論文とを照合させた上で、刊行年が確定している文献については、
筆者の責任で手を入れている。
　　第 70 号には、午前の講演会場を B303 と記載しているが、これは B301 の誤りであった。ここで
訂正させていただく。
（ 2 ） L・ヴィガー／山名淳／藤井佳世（編著）『人間形成と承認――教育哲学の新たな展開』（北大
路書房、2014 年）、23 頁。角括弧内は引用者による言い換えである。同書では、Bildung を人間形
成と訳出しているためである。なお、引用箇所の第 1 章は池田全之によって翻訳されている。
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とができるか、ということをすべて、彼らは自分たちの経験からきめることができる
だろうか」（3）との言葉を想起させる。結局のところ、「授業構想を導出すること」「授
業を改善すること」の構想や改善の具体、すなわち私たちはどこへ向かって教育する
のか、との価値志向の問いの回答については、経験からだけでは取り出すことなどで
きない。それゆえ、ベンナー教授はドイツ教育学の伝統に、いっそう厳密には、彼自
身が体系化した『一般教育学』の中身に、そのより所を求めている。これが「教育学
的に確証された理論上の議論による回り道」のことであり、いっそう具体的に述べれ
ば、教育理論（Theorie der Erziehung）、陶冶理論（Theorie der Bildung）、そして
教育制度の理論（Theorie  pädagogischer Institution）を指している（4）。
　今回の講演においては前者 2 つの理論を土台として、テーゼ 1・2・3 の順番で、
まずは教育と陶冶の区別が確認され、続いて教育と陶冶に関係する 3 つの作因が説
明され、そしてここから各教科の中で子どもの経験と交際を拡大することを通した、
3 つのコンピテンシー（基礎知識、判断コンピテンシー、そして参加・行為構想コ
ンピテンシー）の育成が導かれている。
　ベンナー教授が強く主張しているのは、経験的な陶冶研究の主要関心事がコンピテ
ンシー測定にあるのならば、測定すべきなのはこの「理論上の議論による回り道」に
基づく 3 つのコンピテンシーである、ということにある。これらの効果測定のため
には、 3 つのコンピテンシーを育成する教授課題が考案されなければならないし、
その測定手法の一つとしてテスト課題が開発されるとともに、これとの関連で卒業・
修了試験課題も準備されることが求められる、とされている。それゆえ、これら 3
つのコンピテンシーと 3 つの課題とをそれぞれ非ヒエラルヒー的に接続させる必要
性を、彼はテーゼ 4 において導き出している。
　この必要性を満たそうと歩み出すときはじめて、「すでに幾度となく叫ばれた経験
的転換」が起こるし、それも「教育学理論から目を背けることとしてではなく」、こ
の転換を図ることができるのではないか、と考えられている。ベンナー教授にはおそ
らく、1962 年にロート（Roth, H.）が発表した「教育学研究における現実主義的な転
換」（5）を契機にして、その当時でも経験的方法を駆使する教育学研究が盛んになった
と言われるが、しかしこの転換が必ずしも教育理論と陶冶理論との接続によって果た
されたわけではなかった、との認識があるものと思われる。
（ 3 ） Herbart, J. F.: Allgemeine Pädagogik, aus dem Zweck der Erziehung abgeleitet （1806）. In: 
Asmus, W. （Hrsg.）: Johann Friedrich Herbart Pädagogische Schriften. Düsseldorf und München 
1965.（三枝孝弘訳『一般教育学』明治図書、1969 年、15 頁。）
（ 4 ） Benner, D.: Allgemeine Pädagogik. Eine systematisch-problemgeschichtliche Einführung in die 
Grundstruktur pädagogischen Denkens und Handelns. 8. Aufl. Weinheim und Basel 2015.（牛田伸
一訳『一般教育学――教育的思考と行為の基礎構造に関する体系的・問題史的な研究』協同出版、
2015 年。）
（ 5 ） Roth, H.: Erziehungswissenschaft, Erziehungsfeld und Lehrerbildung. Hannover 1967. ロートの
詳細については、例えば以下を参照。平野正久「教育人間学の課題と方法 ―― H. ロートの所論を
中心に」『大阪大学人間科学部紀要（第 19 巻）』（大阪大学人間科学部、1993 年）、127 ‐ 168 頁。
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　「教育学理論から目を背けることとしてではなく」、教育理論ならびに陶冶理論と接
続する経験的な陶冶研究をベンナー教授は、彼自身の研究プロジェクトとして引き受
けている。それらが KERK（Benner et al. 2011）と ETiK（Benner et al. 2015）の
2 つである。それぞれ宗教科と倫理科における基礎知識、判断コンピテンシー、そ
して参加・行為構想コンピテンシーを理論的に基礎づけるとともに、これらの測定手
法の開発と測定実施が、端緒的に試みられている。このことについて言及しているの
が、テーゼ 5 である。
　このように、午後の講演「教育プロセスと陶冶プロセスにおける 3 つの作因」と
午前の講演「公教育の一部としての倫理的・道徳的コンピテンシー」は、前者が後者
の理論的な土台を成しており、後者は前者の経験科学的な展開を表現している、とい
う関係として把握することができる。彼が求め主張しているところは、教育理論なら
びに陶冶理論と経験的な陶冶研究における不毛な二者択一を克服することにあったの
である。
　なるほど、ヴィガーが、ベンナー教授に対して向けられるであろう異論を想定して
くれているように、「（陶冶理論と経験的な陶冶研究との）媒介を展望しているにもか
かわらず、現在の人間形成［陶冶理］論は常にまだ批判の立場に固執し続けており、
人間形成［陶冶理］論的なインスピレーションを受けた、あるいはさらに、人間形成
［陶冶理］論的に基礎づけられた経験的な人間形成［陶冶］研究とは過大要求であり、
美しい未来であるが、現実的ではないと」言われるかもしれない（6）。しかし、教育理
論ならびに陶冶理論に操舵されない経験的な陶冶研究は、詰まるところ、操舵される
べき教育とは別の何かを、規範的な方向づけとして探し求めることになるだろう。な
ぜなら、繰り返しになるが、何を測定すべきかの中身は測定することそれ自体からは
導出されないからである。そのときには、「教育学理論から目を背けること」の結果
として、教育のまがい物―それは政治かもしれないし、経済かもしれないし、その両
方かもしれない―が、経験的な陶冶研究を方向づけることになるかもしれない。それ
ゆえ、筆者の立場から―おそらくはベンナー教授も―すれば、「過大要求であり、美
しい未来であるが、現実的ではないと」との異論について、たしかにその現実認識は
妥当であると認めるものの、しかしそれが二者択一の克服の試みを放棄する行為選択
に帰結することはない。この価値決定が下される理由は、筆者が次のような教育学的
な規範を念頭にしているからである。
　もし教育学ができるだけ厳密に自己の土着の概念を意識し、自立的思考を一層
（ 6 ） L・ヴィガー／山名淳／藤井佳世（編著）、前掲書、2014 年、26 頁。なお、ベンナー教授に向
けられるであろう異論の想定を、ヴィガーは Benner（2002）を参照する文脈で提示している。
2002 年の時点ですでにベンナー教授は、2017 年現在と同様の主張を有していたと考えられる。そ
のため、時間的な隔たりはあるものの、今回の講演内容に対する異論を典型的に示すものとして、
この引用文を取り上げることにした。なお、角括弧内は、引用者による言い換えである。
－ 294 －
創価大学教育学論集　第 71 号：ベンナー
開拓することができるならもちろんよりよいことであるにちがいない。そしてそ
うすることによって教育学は研究領域の核になるだろうしまた征服された遠い地
域として見知らぬものによって支配されるような危険はもはや続かないだろう。
すべての科学がそれぞれの仕方で展開することが求められ、しかもその努力がそ
れぞれ隣接するものに対しても同じように受け入れられている場合にのみ、諸科
学観に有益な交通が生ずるのだ（7）。
［ディートリッヒ・ベンナー教授初来日記念講演会の内容］
　この講演会に参加して下さったみなさん。
　私は牛田伸一教授から招待され、創価大学で 2 つの学術的な講演をすることがで
きることをうれしく思っています。牛田教授に感謝するとともに、創価大学にも心か
ら御礼を申し上げます。
　この講演では教育プロセスと陶冶プロセスにおける 3 つの作因について取り上げ
ます。この演題は牛田教授が日本で翻訳出版してくれた私の主著『一般教育学』
（Benner 2015a）での論述とつながっています。ここで私はこの主著で書いたことを
繰り返すことはしません。そうではなく、教育学的に基礎づけられ、それと同時に教
授学的にも接続でき、そして経験的に根拠づけられる教授学と授業研究の問題に関係
した問いを究明したいと考えています（vgl. Benner 2018）。
テーゼ 1 ：教育（Erziehung）と陶冶（Bildung）の概念によって次のような事がら
をより厳密に捉えることができます。すなわち、これらはそれぞれ相互参照の関係に
ありますが、かといって同じものではない、という事がらです。教育の概念の中心に
は、自然的な教育者と教師、あるいは職業的な教育者と教師における行為と働きかけ
が位置しています。陶冶の概念の中心には人間と世界の相互作用があります。その相
互作用の中で世界内容を習得する人間も、人間によって学習しながら習得される世界
も変化していくのです。
　最初のテーゼはドイツ語の言語空間の中で流通し、もちろんいつもがいつも明確と
いうわけではない区別に関するものです。つまり「教育」と「陶冶」の概念と事がら
の区別についてです。この区別は教育学的な思考の問題史の中へと遠くさかのぼるこ
とができます。この区別によって、古典期においては大人の学習プロセスと陶冶プロ
セスが捉えられていましたが、すでに現在では、この区別は、幼少期や成人年齢まで
の青少年期における教育プロセスと陶冶プロセスへと広げられています（Benner 
（ 7 ） Herbart, J. F. （1806）, S. 21. 三枝訳、30 － 31 頁。
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2015b）。
　いま挙げた 2 つの概念のうち「教育」の概念は、互恵的ではない教育的な相互作
用を意味しています。そうした相互作用の中で自然的な教育者、あるいは職業的な教
育者は、成長途上にある人々の学習プロセスに働きかけます。これに対して「陶冶」
の概念の中心には、人間と世界の相互作用があります。その相互作用の中で世界内容
を習得する人間も、人間によって学習しながら習得される世界も変化していきます。
このような区別と整理によると、教育は成長途上にある人々の学習プロセスへ働きか
けて、この学習プロセスの下で陶冶プロセスを駆動させます。これが上手く運ぶとこ
ろでは、陶冶プロセスは確かに教育的な働きかけによって突き動かされ、そして始動
するのですが、しかし陶冶プロセスが本来的な意味で生じさせられたり、もたらされ
たりすることはないのです。
　小さな子どもは自分の周りにある言葉を周りにいる人々から決して直接的に受け取
るわけではありません。そうではなくて、この小さな子どもは言葉を所与の歴史的な
言語との対峙の中で習得するのです。この言葉は母語になり、後には書き言葉の習得
やさらには外国語の習得のための出発点になっていきます。また、授業において学習
されるべきことを、生徒は教師から直接的に身につけるのではなく、教師の助けを得
ながら、事実あるいは課題との取り組みの中で習得するのです。
　そうすると、私たちは次のように語ることができるでしょう。教育に関する話題は
一義的に教育関係者の問題設定であって、決して学習者それ自体の問題設定ではない
ということです。これに対して陶冶に関する話題は、一義的には教育的な相互作用に
関するわけではなく、対象関連的かつ事実関連的な学習プロセス、ならびにこのプロ
セスの根底にある人間と世界との相互作用に関係している、ということです。この後
者の意味の相互作用は、教育との区別から考えると、独占的に教育的な責任の下にあ
るわけではないのです。
　今まで述べてきたことを、教育的な相互作用の特殊形式としての授業に広げてみる
と、教師と生徒は授業の中で決して同じことをするわけではない、と言うことができ
ます。教師は教えます。それは、教師が世界内容をその生徒に対して疑問にさせて、
それに接続可能にすることによってです（Petzelt 1962）。生徒は学習します。それは、
教師が生徒に授業の中で正しい答えを与えてやることによってではありません。それ
どころか、教師は問うことと構造化された示すことによって、生徒の答えを誘い出す
のです（vgl. Prange 2005）。この問うことと示すことは、学習者が自分の力だけでは
習得することができないことに、学習者の注意を向けます。生徒は、教師の問いや促
しによって唆されて、自分の既知とともに未知の場へと思い切って踏み出し、分かっ
ていることと分かっていないこととの隙間で新しい経験をし、そして自分が教育的な
支援がなければ獲得できなかった洞察を発展させるのです。
　例えば、生徒と世界内容は、文字言語習得の前と後では、10 の位の繰り上がりの
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学習の前と後では、あるいは自分が生活する住居地域の歴史を経験する前と後では、
また電気のスイッチや機械との日常経験から、その背後にある電気工学の基礎へと没
頭することへ移行する前と後では、同じものではありません。そのように教育的に引
き起こされた教授による経験拡大の後では、生徒はもはや単に生活世界的な世界の中
ではなく、文字言語的に媒介された世界の中で、そして技術的かつ歴史的な世界の中
で生活することになります。この世界を経由することで、生徒は様々な言語ゲーム―
例えば、生活世界的、歴史的、科学的、そして技術的な言語ゲーム―の中で、他者と
コミュニケーションをすることができるわけです。
　いわゆる伝統的な「教授三角形」は、E（教育者）、Z（子ども）、そして S（事実）
の関連を明らかにし説明するというよりは、それらの位置づけ間違えています。
　E（教育者）、Z（子ども）、そして S（事実）は、（この三角形のように）統一的な
関連を有する 3 極を示しているのではなく、教授と学習の点ではっきりと構造的に
区別されながらも、相互に関連づけられるものです（教育的かつ陶冶的に解釈できる
教育の 3 つの構造については、Meijer 1985 を参照）。教師は、生徒が単に模倣的に
受け取ってもうできることとまだできないことを覚え込ませるわけではありません。
生徒は自分にとって新たなことを、単純に教師によって学習するのではありません。
生徒は、教育的な問うことや示すことを通し促され導かれながら、取り組む、あるい
は取り組まなければならない事物に対峙する中で学習するのです。
　その際に、生徒は連続的な経験をすでに獲得した理解の円環の中で行うばかりでは
ありません。既知のものが新しく整えられ、そして未知のものが既知のものと新たな
仕方で結びつけられる。こうした不連続的な経験も行っています。この不連続な経験
は教授的な媒介を必要としています。これをデューイは『民主主義と教育』において、
単なる機械的な学習と区別しながら、また運にまかせた学習と区別しながら、教育的
に誘発された「熟慮的経験」と呼んでいます（Dewey 1916, S. 157 f.; 1964, S. 201 f.; 
Englisch 2013 も参照）。
　教師や生徒は異なる経験や行為をしています。そのため「教授三角形」を教育的か
つ陶冶的な相互作用の秩序へと変換して、下図のように単純化して図示することがで
きます。この図は、1960 年代にヴォルフディートリッヒ・シュミート・コヴァルツィー
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ク（Schmied-Kowarzik 1974, 2008, Benner 1973/2001）と私が共同で開発したもので
すが、教育的かつ陶冶的な相互作用を明確に説明することを試みています。
　こうしてはじめの図から後の図への描き直しをしたわけですが、これが次の 2 つ
目のテーマにつながります。
テーゼ 2 ：教育（Erziehung）と陶冶（Bildung）の間の区別から帰結することは、
教育的プロセスにはいつも 3 つの種類の作因がかかわっているということです。 1
つは、教育的な（educativ）作因です。それはとりわけ教師の問うことや示すことよっ
て呼び起こされます。もう 1 つは陶冶的（bildend）な作因です。それは学習者が肯
定的かつ否定的な経験をすることに基づいています。そしてこれらと並んで、方法的
に確証された 3 つ目の作因を挙げることができます。それは先の 2 つの作因の間を
媒介し、そして教授的に始動させられ、学習的に進行させられなければなりません。
　これら 3 つの作因は、幼少期から学校で制度化される教授・学習までの教育プロ
セスと陶冶プロセスにおいて観察することができます（vgl. Piper 2017）。またこれ
ら 3 つはヒエラルヒー的な関係にはありません。教育的な作因はその有効性を、陶
冶的な作因がなくては発揮できません。教育的な作因は教育プロセスに関係します。
ただ教育プロセスはいつも陶冶プロセスに埋め込まれています。教育プロセスはその
固有の力では、この陶冶プロセスを産み出すことはできないのです。学習は教育で始
まるわけではありません。そうではなく、学習は教育に先行しています。学習は教育
に伴い、教育の後に続いていきます。あらゆる陶冶プロセスではなく、もっぱら決まっ
た陶冶プロセスは、教育的な影響行使を条件にしています。一方では、陶冶的な作因
は、根本的には教育とは別のところでも観察することができますが、他方では、教育
的な作因と陶冶的な作因の相互作用に基づくとともに、教育の終局性をもたらす作因
の 3 つ目の形式は、教育プロセスに根を張っています。この教育プロセスは、学習
者の側面と学習者によって習得されるべき世界内容の側面から、方法的な構成を得よ
うとします。そのため、 3 つ目の作因は、もっぱら教育的な支援を必要とし、かつ
適切に支援される陶冶プロセスの下で観察することができます。
　 3 つの作因の関係とそれらそれぞれの相互関係は、もっぱら暫定的な概念に過ぎ
ません。プラトンは、「首の向け変えの技術」としてのパイデイア（paideia）につい
て語っています。この概念は「教育」だけでも、また「陶冶」だけでも翻訳できませ
ん（Platon: Politeia 518 d.）。この向け変えの技術でプラトンが理解していたのは、視
点を転換する実践でした。この実践の陶冶的な力の出所は、教育者からだけでも学習
者からだけでもなく、その力は「教育」と「陶冶」の 2 元論によっては把握できな
い第 3 のものを媒介にして展開するのです。プラトン『国家』第 5 章における「洞
窟の比喩」は、教育学的には次のように解釈することができます。それはすなわち、
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教授的な首の向け変えと学習的な首の向け変えは、決して同じものでもないし、一致
するものではない、ということです。教育プロセスにおいては、陶冶的な作因は、こ
れを支援する教育的な配慮を必要とするのですが、しかしながら、この配慮それ自体
が陶冶的な作因の原因となるわけではありません（中国の伝統的な見方については、
Peng 2017 を参照）。それゆえ、教育的な作因と陶冶的な作因の間の相互作用について、
プラトンを参照することですでに述べられることは、これらの相互作用から効果が由
来するということです。効果はどちらかの作因だけで引き起こされるのでも、両方に
よって引き起こされるわけでもないのです。そして効果は教育とは別の陶冶プロセス
に移行するのです（異なる作因のパラドックス的な関係については、Tenorth 2002
を参照）。
　このことをフィヒテによって企図された教育と陶冶の関係規定が示しています
（Fichte 1798/1962, Corrolaria zu § 3）。それは「教育」を「自由な自己活動への促し」
として定義しています。被教育者は教育者によって自己活動へと促され、この活動を
自分で世界との相互作用の中で構想し実行しなければならないのです。この意味を
フィヒテは『ドイツ国民に告げる』の中で 3 角形の導入の授業を例にして明確にし
ています。それは、平面を境界づけるために、少なくとも何本の直線が必要かを見つ
け出す、という課題に学習者を対峙させる例でした（Fichte 1808/1962, S. 399 f.）。
　教師の教育的な活動性とその指導の下で学習する生徒の活動性という区別は、
デューイにも見出されます。彼はこれらの活動性の協力を「中断された経験」という
現象で明確にしています。「中断された経験」は学習の中で自然の内に生じるのでは
なく、教授的な刺激を通して教師によって誘引されるのです。そうした刺激は、学習
者のいつもの連続的な経験の成り行きを停止させます（これについては English 2013, 
S. 79 を参照）。刺激や中断の影響を受けて、生徒は習慣的に獲得した表象に対する距
離を取り、反省的かつ批判的な思考へと移行していくのです。「批判的思考の本質」
についてデューイは、『思考の方法』において次のように述べています（Dewey 
1910/2002, S. 58）。思考の本質は、学習者の側では、今までと同じように判断を継続
することにあるのではなく、「判断を猶予すること」にあると言います。この判断の
猶予は、教師の教育的な働きかけによって引き起こされます。習慣通りの判断の猶予
という行為は、デューイによると、次のようなことに寄与すると言われます。それは
すなわち、「解決の模索に取りかかる前に、その問題の本質を認識する」ことだとさ
れます。教授の教育的かつ陶冶的な働きが教授者に要求するのは、教授者が「どれく
らい教師が述べ、示すべきか」との問いに取り組むことです（Dewey 1910/2002, S. 
150）。教師が少な過ぎず、また多過ぎず示すときにはじめて、これまで経験の連続性
の中断を学習者に引き起こすことができると言います。こうした経験の連続性の中断
は、学習者が（すでに）知っていることとできることの限界から、知らないことやで
きないことに気づき、そしてこれに媒介されて、新しい洞察や能力経験を発展させる
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ことに寄与するのです。
　今述べたことは、次のテーゼ 3 が取り組む教授の概念につながります。
テーゼ 3 ：教育的な作因が教授・学習プロセスの中で陶冶的な作因を解き放ち、学
習者の経験と交際を拡大して、それによって授業の進展に寄与し、そして授業外の場
面での成長途上にある人々の思考と行為にとって有意味になれるときに、はじめて私
たちは授業について語ることができます。それゆえ、経験と交際を拡大する教育的教
授の課題は、専門分野特有の基礎知識の確保の課題、この基礎知識に基づく判断コン
ピテンシーの助成という課題、ならびに知識と判断を超え出た専門分野特有の参加・
行為構想コンピテンシーの道を拓くという課題へと区分されます。
　教育学的かつ教授学的に裏づけられた意味での授業は、次のような場合には存在す
るとは言えません。すなわちそれは、成長途上にある人々が世代間の共同生活の中で
学習するか、あるいは共同体の生活に参加する中で学習する場合のことです。授業に
ついて私たちが語るのは、日常的な世界経験や人間間の交際の中に埋め込まれた学習
プロセスが、人工的にアレンジされた教授・学習プロセスによって拡大され、そして
このプロセスが教育理論的、陶冶理論的、そして制度理論的に正当化された場合に限
られます。この人工的なプロセスにおいて、成長途上にある人々は、教授的な媒介と
習得を必要とすることを学習します。なぜなら、そうしたことは人間の共同生活の中
で、直接的には身につけられることも伝承されることもないからです。授業での教授・
学習場面において、世界と人間の陶冶的な相互作用の作因に対する教育的な働きかけ
の作因は、学校という形で組織化された関係の中に入り込みます。この関係は、成長
途上にある人々を、文化技術（読み・書き・算術）や人工的な専門分野の知識ならび
に知識形式へと導くことを、はじめて可能にしてくれます。これらは、生活実践的に
は直接には媒介することはできないもののはずです。学校の授業でのみ教え学習でき
ることには、昔から、書き言葉と代数・幾何学の初歩が挙げられます。この後に外国
語、近代以降では計算的な自然科学の初歩、近代社会ではもはや直接的には想起でき
ない歴史、そして新しいところでは倫理や道徳、また政治や宗教などが、学校で媒介
する必要がある専門分野として加えられています。
　いま挙げた学習領域のすべてに当てはまるのは、次のことです。それはすなわち、
これらを学校の授業で媒介する際には、社会的な共同生活の実践的円環の中で生じる
学習プロセスから伝承され、かつ習得されることがそれぞれ分離していく、というこ
とです。これはすなわち、日常的な知識であり、この知識に結びついた技能であり、
そして世代間の関係の中でこの両方を応用することです。
　子どもが走ることを学習するとき、子どもはこれをたいていは人工的ではなく、自
分が動き他者とともに経験することに参加できる明白な世界において、この走ること
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を学習しています。同じことがしゃべることの学習にも言えますが、しかし、書き言
葉の習得にはこれは当てはまりません。書き言葉の事実に関係したコミュニケーショ
ン的な活用やその実践的、詩的、そしてレトリック的文脈への組み込みは、一度に文
字と音節によって習得されることはありません。そうではなく、これは多様な教授的
かつ参加的に構造化された教授・学習プロセスを必要としています。文字や単語の媒
介には、基礎知識に基づいた書き言葉による判断コンピテンシーの発展、ならびに適
切な言語行為を構想する行為構想コンピテンシーの発展が付け加わらなければなりま
せん。 3 つのこれらの部分コンピテンシーは、教授・学習プロセスにおける学校で
の媒介を必要としています。
　それゆえ、経験的方法による陶冶研究が、2000 年の PISA 調査で書き言葉のコン
ピテンシーを読解コンピテンシーの形式においてテストして、「正書法規則の知識」
という言語学的に記述できる部分コンピテンシーを調査しなかったのですが、これは
影響の大きい誤りでした（vgl. Deutsches PISA-Konsortium 2001）。文字に関連した
言語コンピテンシーを、アウトプットとして測定可能な読解コンピテンシーへと還元
してしまうことによって、経験的方法による陶冶研究は、話し言葉を正書法上に則っ
て文書として作成するという領域における大切な基礎知識を、レトリック的で事実関
連的かつコミュニケーション的な言語使用を、ならびに参加的な文脈におけるそれら
の行為的な活用を度外視しています。そのような還元は、異なる正書法、文法、そし
て文化的文脈を持った言語を測定し、その結果を国際的に比較可能にする、という目
的のために企図されるのですが、この還元に従うと、そうした調査結果が教育的な作
因、陶冶的な作因、そして両方の間で媒介されるべき作因についての分析、批判、そ
して改善に対する示唆をもたらさないのは、決して不思議なことではないと思います。
これに対して VERA（プロジェクト：学校における比較研究、Vergleichsarbeit in 
der Schule）は、生徒の読解コンピテンシーとともに、正書法規則に関する知識も調
査しています。しかし、授業未実施については調査していません。ここでは、受験し
た生徒の基礎知識の学力状態について、学校にフィードバックすることが行われてい
ます。そこでは、授業でどのような内容をいっそう取り上げるべきかに関する情報を、
学校とその教師に提供しています。
　経験的方法による陶冶研究が、基礎知識の媒介を通して発展する生徒の判断コンピ
テンシーや参加コンピテンシー、ならびに行為構想コンピテンシーをなおざりにする。
そういう場合にはいつも、経験的方法による陶冶研究は、その研究成果から、教育学
的かつ教授学的な意味の可能性の部分を失わせてしまいます。およそその理由は、経
験的方法による陶冶研究のアプローチやその研究計画には、教育学的な問題設定が
まったくもって異質だからというのではありません。そうではなく、教授・学習プロ
セスの教育的かつ教授的な土台は、もしそれがはじめから経験的方法による陶冶研究
に加味されないときには、調査結果の解釈に後から関係づけられることはないからな
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のです（vgl. Zedler 2011）。
　アンドレアス・ヘルムケ（Andreas Helmke）による提供‐活用モデルの研究でも、
このことが分かります。もともと提供 ‐ 活用モデルは（vgl. Fend 1982, S. 215, Fend 
2006, S. 22）、生徒が達成した学力を、その生徒が実際に受けた授業に関係づけるため、
例えば授業未実施を統計的に考慮するために開発されました。しかしながら、ヘルム
ケ（2012）が開発した提供 ‐ 活用モデルは異なって構想されています。まずそれは、
教授計画において規定された授業時間と生徒が受けた授業時間の間を区別していませ
ん。それどころか、ヘルムケの提供と活用の区別は、教育学的に土台となる区別、す
なわち教育的な作因と陶冶的な作因の区別に触れていながらも、しかしその深い構造
を捉えそこなっています。その構造は、提供されたものの活用の中にあるのではなく、
教育学的な支援と陶冶的な自己構成や世界構成との間にある相互作用に基づく構造の
ことです。ヘルムケのモデルが示唆するのは、授業で教えることは提供を行うことと
同じことだとされ、授業で学習することは対応した提供の活用として適切に記述でき
るとされている、ということです。
　このモデルを適応する中で、エックハルト・クリーメ（Eckhard Klieme 2006, S. 
765 f.）は、「教師の行為」が「生徒の学習」を引き起こす原因になるわけではない、
ということを強調しています。その際に、彼は授業における教授・学習プロセスにお
ける異なる作因の区別を明確に示唆しています。しかしながら、これに続く帰結、す
なわち、教師の行為は「参加者によって共同で形成され、提供の意味で個別的に活用
される学習機会の空間として、学習環境を創り出す」という帰結は、ここでも教育学
的な事がらを見誤っています。それは、提供と活用というカテゴリーでは適切に説明
することはできないものです。心理学的な職業研究においても、同じような問題矮小
化を観察することができます。例えば、こうした研究では、心理学的な学習概念から
教えることの教育学的な構想の質を推論することが試みられていますし（vgl. 
Kunter/Baumert/Blum/Klusmann/Krauss/Neubrand 2011）、あるいは、確かに心理
学的な知識と教育学的な知識との間が区別されますが、しかし後者の教育学的な知識
が、外発的動機と内発的動機というすでに心理学的に問題ある区別によって定義され
てしまっています（2015 年の『教育学雑誌』のテーマ：「文脈化された教師コンピテ
ンシー把握」を参照、vgl. König 2015）。この区別は、授業の中で教師が外から、従っ
て外発的に成長途上にある人々の学習プロセスに働きかけるので、教育学的にはほと
んど意味がないのです。それゆえ、心理学的に非常に重要な 2 つの区別は、教育的
な作因と陶冶的な作因との相互作用を把握するためには、不十分なのです。
　このことは 4 つ目のテーゼにつながります。それは、専門分野特有に把握される
べき部分コンピテンシー、つまり「基礎知識」「判断コンピテンシー」「行為構想コン
ピテンシー」ないしは「参加コンピテンシー」、ならびに教育科学研究における様々
な教育学的な課題とテスト課題との関連を作り出すことです。
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テーゼ 4 ：授業の計画、実施、そして調査研究の際には、すでに挙げられた 3 つの
作因と基礎知識、判断コンピテンシー、そして参加ないしは行為構想コンピテンシー
という、 3 つ 1 組との関連ばかりでなく、教授課題、テスト課題、そして試験課題
の間の区別と関連が顧慮されるべきです。陶冶理論的教授学とその研究はそのような
関連をほとんどテーマにして来ませんでした。さらにはこれを経験的方法による陶冶
研究も、コンピテンシー・モデルと評価方法についてのこれまでの構成枠組みでは、
もっぱら僅かのいわゆる主要教科にしか行って来なかったのです。それゆえ、教授課
題、テスト課題、そして試験課題の機能に関する了解が、早急に必要になっています。
これらの課題はお互いから演繹することはできないけれども、それでもそれぞれが相
互に接続可能になるように構成することができる、ということをこの了解は考慮すべ
きです。
　教授課題は、教授的に助成されるべき教授・学習プロセスを、部分的には競合する
が、また部分的には補完し合うモデルに従って構造化しています（Krafki 1963, 
Blankertz 1975, Jank/Meyer 1991）。教授課題のタイプは、授業を個別の授業時間か
ら一連の授業単元全体まで描き、授業を教師が計画し生徒と共同して実現する企てだ
と捉えています。専門分野特有に裏づけられ、また専門分野の枠を超えて構想される
コンピテンシー開発を、授業において学習者に対して支援することに、教授課題が実
際のところ貢献したか、あるいはまたどの程度寄与したかについては、一部の例外を
除いて、教授学的なモデル化においてはほとんど検討されないままでした。一般的に
教授学の陶冶理論的な根拠づけは、望ましい教授目的の正当化を経て、その目的を授
業で達成するための方法上の手段を解明することが、妥当なテーマとなる傾向があり
ます。これは陶冶理論において、またそれに基づく教授学者においては、教授学研究
の評価機能の視野は狭く閉ざされるということに帰結してきました（祭日教授学につ
いての批判は Jank/Meyer 1991 を参照）。
　これに対して、教授・学習プロセスの評価の領域における進歩は、経験的方法によ
る陶冶研究によって果たされました。20 世紀から 21 世紀への転換期に経験的な方法
による陶冶研究が成功したのは、選択された僅かの領域において、教育制度全体の力
を経験的方法によって比較することでした。しかしながら反対に、経験的方法による
陶冶研究が開発しかつ導入したテスト課題は、授業についての陶冶理論的な方向づけ
という中心的な側面をゆるがせにしています。さらに、テスト課題は教師が実際に行
い、生徒が経験し共同で作り上げる授業を評価するのではなく、たいていの場合、心
理学のリテラシー・モデルによって研究を進めています。そうしたモデルはいずれに
しても端緒的なものであって、僅かの部分的な側面にしか、教科教授学的な裏づけは
ありません。「コンピテンシー、陶冶、そしてリテラシー」に関する研究において、
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コルティナ（Cortina, K. S.）は、経験的方法による陶冶研究に、あまりに狭隘なリテ
ラシー・モデルのプロクルステスの寝台（杓子定規）を離れることを要請しています
（Cortina 2016, S. 37）。また、比較測定の結果を、もはや人生全体に有効となる調査
結果だと解釈しないことも要請しています（ebd. S. 29; 2015, S. 239 f.）。その他の研
究者は、教育科学において経験的方法による陶冶研究をいっそう強固に確実に受け入
るために、経験的なコンピテンシー・モデルの陶冶理論的な拡大の可能性を強調して
います。そしてそのような試みが成功するかどうかの鍵は、精神科学的教授学と経験
的方法による陶冶研究という不毛な 2 元論の克服にあるとしています（Benner 
2002, 2005, Tenorth 2004, Messner 2003, 2016, Rucker 2014）。
　一方では、教授課題は教授・学習プロセスの構造化を試みて、教授活動の比較的大
きな時間枠組みに関係しますが、他方でテスト課題は、教育的なプロセスを支援する
のではなく、被験者のコンピテンシー・レベルを最短時間で測定可能かつ比較可能に
するように構成されます。両方の研究タイプの異なる機能は、学年試験や卒業試験（例
えば、アビトゥアなど）のような試験課題に対する関係にとっても有意味です。試験
課題は教授学的だけでも、またテスト統計的だけでも正当化することはできません。
試験課題に取り組むときに、生徒が示すべきなのは、彼・彼女等が問題志向的かつ陶
冶理論的に裏づけられた事がらを把握し、それを細かく取り扱うことができるかどう
か、そしてどの程度それらができるかということです。試験課題という 3 つ目の課
題タイプは、 3 つすべての作因（教育的な作因、陶冶的な作因、これら 2 つの相互
作用の作因）に媒介された生徒の学力を確かめます。それぞれの生徒にとっては、試
験課題は、授業でその内容が扱われていなければ、取り組むことができない課題です。
また教師にとって試験課題は、いつも自分の授業実践の質を検証するためのフィード
バック用の課題でもあります。生徒が試験課題に取り組むことで出した学力の中に、
つねに教師が行い責任を有する授業の効果が示されるので、試験課題によって突き止
められる生徒の学力は、暫定的な学力だと解釈されるべきです。それは、さらなる発
展の歩みに関する最終的な判断を認めるわけではないのです（vgl. Hegel 1811/1971, S. 
274）。
　大学のモジュール卒業試験にまで拡大した、試験課題をテスト課題によって代用さ
せるという無作法は、 3 つの課題タイプの間の区別への理解が、消滅しつつあるこ
とを明白に示しています。 3 つの課題タイプは、お互いにヒエラルヒー的に正当化
できる演繹的な関係にはありません。教授課題から試験課題も獲得することはできま
せんし、この両方からコンピテンシーのテスト課題を獲得することもできません。正
反対に同じように当てはまるのは、教授課題はコンピテンシー課題からも、そして州
で設定された試験課題からも導くことはできない、ということです。しかし、それら
はお互いに接続可能であるべきです。教授課題は、専門分野特有の部分コンピテンシー
の発展に対する意味に向けて問われるべきです。これと同じように、専門分野特有の
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部分コンピテンシーのモデル化は、それが部分コンピテンシーを陶冶理論的かつ教科
教授学的に裏づけられた、しかも経験的方法によって検証可能なレベル設定に従って
記述しているかどうかに基づいて検証されるべきです。最後に試験課題は、個々の生
徒の評価にばかりでなく、教授学的、カリキュラム的、そして学校組織的な改革の評
価に役立つことができるはずです。
テーゼ 5 ：体系的教育学、一般教授学、教科教授学、そして経験的方法による授業・
陶冶研究との間の新しい結びつきは、瞬く間に設立された陶冶研究のアプローチを、
教育学的かつ教育科学的な問題設定によって拡大することを、そしてまたこの陶冶研
究のアプローチを教授課題とテスト課題に関係づけることを、今現在、可能にしてく
れます。これが上手く行くときには、経験的方法による陶冶研究は授業研究との結び
つきにおいて本質的に次のことに貢献することができます。すなわち、教育学と教育
科学においてすでに幾度となく叫ばれた経験的転換が実際的に起こり、そしてこの転
換が教育学理論から目を背けることとしてではなく、理論的かつ経験的に根拠づけか
つ確証された基礎的研究へ向かっていくこととして実施される、ということに貢献で
きると思われます。
　DFG（ドイツ研究振興協会）が助成した 2 つの研究プロジェクトであった KERK
（vgl. Benner/Schieder/Schluß/Willems 2011）と ETiK（vgl. Benner/Nikolava 2016）
において、フンボルト大学の研究チームが端緒として成功したのは、陶冶理論的教授
学か、あるいは経験的方法による陶冶研究の二者択一を克服して、そして宗教的なら
びに倫理的・道徳的なコンピテンシー（これは基礎知識、判断コンピテンシー、そし
て参加・行為構想コンピテンシーという部分コンピテンシーへと区分されています）
の把握のためのモデルとテスト手法を開発することでした。このモデルとテスト手法
は、陶冶理論的、教科教授学的、そして経験的に裏づけられ、そして教授学的な課題
と試験課題に接続可能なものです（倫理的・道徳的な陶冶とコンピテンシーについて
は、Benner/von Oettingen/Peng/Stępkowski 2015 も参照）。
　基礎理論的に（Brinkmann 2015）なるほど議論はされるが、しかし経験的には広
範囲に扱われておらず、しかもいま挙げた 2 つのプロジェクトにおいても解決され
ていない問いは、次のようなものです。
　・ 多様な知識形式と判断形式の方法的な構成は、倫理・評価的な領域のためのモデ
ル化におけるばかりでなく、いわゆる MINT 教科（数学、情報、自然科学、そ
して技術）においても根づかせることができるか、またそこでもテスト手法を開
発することができるか、ということです。そのテスト手法は、科学的な知識形式
と反省形式と並んで、アポリア的（vgl. Fischer 2004）、目的論的、歴史的・解
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釈学的、イデオロギー批判的・社会批判的（vgl. Benner 2015b, 2017）、また超越
論的批判的・前提批判的な知識形式と反省形式を配慮するものです（vgl. Litt 
1968, Ruhloff 1996）。
　・ 教授を通して導かれる次のような科学的方法の区別、つまりベーコンからヴァー
ゲンシャインまでの意味における帰納的な経験論という科学的方法、ニュートン
からポパーまでの意味における仮説的・演繹的な合理主義という科学的方法、ガ
ダマーなどとのつながりにおける学問的な基礎概念の歴史的・解釈学的解釈とい
う科学的方法は、生徒が陶冶理論的に拡大された自然科学のコンピテンシー測定
において達成する要求レベルにどのように影響を及ぼすのか、ということです。
　・ 比較可能な問題設定が、数学授業や数学的コンピテンシーの測定にも開発するこ
とができるか、という問題です。リテラシーに基づくコンピテンシー測定手法か
ら教授内容を引き出す誤謬を、ここでも避けることはできるのか。そして数学の
歴史からの諸関連―例えば、古代エジプトにおけるナイル川氾濫を抑える目的で
開発された幾何学など―を授業の中でテーマ化することができるのか。そして数
学的なコンピテンシー測定の際にも、先ほどの様々な知識形式の結びつきについ
て、歴史からの諸関連を考慮することができるのか。数学的な基礎陶冶とコンピ
テンシーには、例えば、生徒が直角三角形における寸法比を整えた古代のピタゴ
ラスの法則とデカルトやライプニッツにさかのぼる代数学の円公式の間を、単に
科学的に区別するばかりでなく、ピタゴラスの法則の様々な形式を、数学の歴史
の社会的文脈へと組み入れることが挙げられます。
　私が強調した教育プロセスと陶冶プロセスにおける 3 つの作因の間の区別、部分
コンピテンシー（基礎知識、判断すること、そして公的な議論に参加すること）の区
別、ならびに教授課題、テスト課題、そして試験課題の区別、これらの区別がどのよ
うに量的かつ質的研究へと普及していくのか、との問いは、あらゆる専門教科におい
て、授業内容の方法的な構成の解明を必要としています。その授業内容は、様々な学
問的パラダイムにある知識形式の方法的構成に接続し、学問の入門となる授業の問い、
回答、そして示すことの構造を方向づけることができるものです（vgl. Kaiser 1972, 
Benner 2017）。
　多くの研究戦略の可能性の一つは、KERK や ETiK のプロジェクトが開発した構
想を MINT 教科にも試してみることです。このために、現存する教科教授学的な授
業構想と経験的方法による陶冶研究によって区別された専門分野特有の要求レベル
は、それらの授業構想と要求レベルの中に多様かつ専門分野特有に展開することがで
きる知識形式が受け入れられ、そして基礎知識、判断すること、参加することという
部分コンピテンシーの記述において、この知識形式が考慮されるよう最適化されなけ
ればならないでしょう。そのときひょっとしたら、洗練したテスト課題とコンピテン
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シーのモデル化を開発するばかりでなく、現在でも広まっている、生徒の問いから出
発する授業という勝手気ままさに歯止めをかけ、学習者が達成し得るコンピテンシ ・ー
レベルを、教授上の革新によって改善することにも成功するかもしれません。
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高等教育によるユネスコスクールの支援の課題と可能性
小林　亮 （玉川大学教育学部）
The Role of Higher Education 
in Supporting the UNESCO ASPnet: 
Its Tasks and Prospects for Sustainable Future
Makoto KOBAYASHI
はじめに
　先生方、学生のみなさん、こんばんは。玉川大学教育学部の小林亮と申します註。
教育学部長の鈴木先生より懇切なご紹介を賜りまして、まことにありがとうございま
す。先ほど鈴木先生、司会の関田先生からお話がありましたけれども、創価大学は今
年（2018 年）の 7 月にユネスコスクール支援大学間ネットワーク（ASPUnivNet）
に正式加盟されました。おめでとうございます。創価大学には、これまで積み上げて
こられたさまざまな教育リソースや研究リソースを活用しながら、今後は
ASPUnivNet 加盟大学として東京都西部の多摩地区で、ユネスコの価値教育とも協応
したすばらしい活動を展開されていかれるに違いないと確信しております。非常に楽
しみです。
　私が奉職している玉川大学は町田市にあります。創価大学のある八王子市と玉川大
学のある町田市は隣接していますので、いわば「隣国」ですね。玉川大学は 2008 年
よりユネスコスクール支援大学間ネットワークに加盟しています。東京都で
ASPUnivNet に加盟している大学は現時点では玉川大学と創価大学の 2 大学だけで
すので、是非これからいろいろな形で交流や協同をさせて頂けたらと希望しておりま
す。どうぞ今後とも長きにわたって持続可能な（sustainable な）ご交誼をよろしく
お願い申し上げます。
　註　本講演は、2018 年 10 月 3 日に創価大学教職大学院 FD 研修会として行われた玉川大学教育
学部　小林亮教授による講演記録である。ユネスコスクール支援大学間ネットワークに加盟し、実
際に支援を開始するにあたり、支援プロジェクト担当者だけでなく、教職大学院・教育学部の教職
員及び学生にとって貴重な学習の機会となるものであった。
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　今日お招き頂いた勉強会ですが、「高等教育によるユネスコスクール支援の課題と
可能性」という題目にさせて頂きました。具体的な内容としては、下の表にあります
6 つのテーマを扱う予定でおります。
　最初に、「 1 ．ユネスコスクー
ルとは」何かをご説明いたし
ます。次に、ユネスコスクー
ルと深い関わりがある文書と
して、「 2 ．SDGs と『学習』」
を見てまいります。すなわち
国連が採択した「持続可能な
開発目標」（SDGs）と、ユネ
スコ 21 世紀教育国際委員会が
出した「学習」という報告書です。次に「 3 ．地球市民教育（GCED）の展望」とい
うことで、ESD とならぶユネスコの基幹教育プログラムである GCED についてご紹
介いたします。
　ESD（持続可能な開発のための教育）につきましては、来月 11 月 23 日に創価大学
で開催される講演会で、日本の ESD のトップリーダーの一人であり、ESD 活動支援
センター副所長でおられる鈴木克徳先生が詳しい話をされると思いますので、皆さま
は ESD にご関心がおありでしたら、ぜひこの講演会にご参加下さい。
　これに続き、「 4 ．ユネスコスクール支援大学間ネットワーク（ASPUnivNet）」と
して、ユネスコスクール支援大学間ネットワーク（ASPUnivNet）の沿革と活動内容
について概要を説明させて頂きます。またこの関連で、本日の勉強会を企画された関
田先生のほうから「玉川大学が ASPUnivNet 加盟大学としてどのようなことをやっ
ているのかの事例を是非ご紹介下さい」とのことですので、「 5 ．玉川大学教育学部
の事例」ということで、本学の取り組みについても少し紹介させて頂きます。
　最後にまとめとして、「 6 ．ユネスコの価値教育に大学が果たし得る役割」について、
私が考えていることを申し述べさせて頂きます。ただこれについては今後に向けての
共同の課題でもありますので、是非フロアの皆さまからも御意見やご提言を頂けたら
ありがたいと思っております。
1 ．ユネスコスクール （ASPnet） とは
　ではまず、ユネスコスクールとは何かをご説明させて頂きます。ユネスコというの
は国際連合の専門機関です。国際連合教育科学文化機関（United Nations Educational, 
Scientific and Cultural Organization）といいます。この英単語の頭文字をつづり合わ
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せたものが「UNESCO」になるわけですね。教育・科学・文化（およびコミュニケー
ション）の国際協力を通じて持続可能な世界の平和を実現しようとしている、国連ファ
ミリーの一員です。そのユネスコが運営している重要な教育事業の一つとして、今日
ご紹介させて頂くユネスコスクールがございます。ちなみに、年配の方ですと「ユネ
スコ協同学校」という名前のほうが耳に馴染んでいるかもしれません。2007 年まで
は日本語でそのように表記しておりました。
　ユネスコスクールは通常「ASPnet」と略称されます。これは UNESCO Associated 
Schools Project Network を略したものです。日本語ではユネスコスクールと言うの
ですが、実はこれは日本語特有の言い方であって、海外で UNESCO School（s） と言っ
ても、あまり通じません。ユネスコの国際会議ですと、「ASPnet」という言い方が一
般的です。ただし、この略号の一部をなしている Project という単語は現在の正式表
記からは抜け、「UNESCO Associated Schools Network」というのが今の公式名称で
す。ユネスコの理念や価値にのっとった教育活動をしていることが重要で、必ずしも
何か特定のプロジェクトを実施しなければならないわけではない、という意向による
変更だと聞きました。しかしユネスコスクールの略語の形では現在でも「ASPnet」
をそのまま使っております。
　ユネスコの創設については、皆さま高校の世界史などでおやりになってご承知かと
思います。第二次世界大戦が終わった直後、1945年11月にロンドンに世界の主要国（連
合国）の教育大臣が集まりました。そのひと月前の 10 月 24 日に、国際連合が創設さ
れていました。国際連合は人類が戦争の惨禍を二度と起こさないように恒久的な国際
平和を構築するための国際機関（政府間機関）として設立されたものです。しかし国
連創設に関わった人々の間には、世界のさまざまな国が政治や経済の取り組みをして
も、ただそれだけでは持続的な平和をつくるには十分ではないという問題意識があり
ました。まず人々の心の中に平和の根を植えていかなければならない、平和の種を蒔
いていかなくてはいけない、という課題が意識されていたのです。では人の心の中に
平和を育てるには何が必要かといえば、それは教育であり文化であり科学なのだとい
うことです。こうして、教育・科学・文化というソフトパワーを使って、人類のメン
タリティ自体を平和志向的なものに変えてゆくための国連の専門機関を創ろうという
ことで世界の教育大臣たちが合意し、1945 年 11 月 16 日にユネスコ憲章を採択しま
した。
　このユネスコ憲章の前文の最初にある一文が非常に有名です。もう知っておられる
先生方が多いと思いますが、「戦争は人の心の中で生まれるものであるから、人の心
の中に平和のとりでを築かなければならない」（Since wars begin in the minds of 
men, it is in the minds of men that the defences of peace must be constructed.）と
いう言葉です。これがいわばユネスコの根本的なモットーになっています。
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　この理念に基づいて、ユネスコは 1945 年から今日に至るまでさまざまな教育事業
や文化事業を展開してきたわけです。ユネスコの事務局（本部）はパリの官庁街であ
る第 7 区にございます。かのナポレオンが若い時代を過ごした陸軍士官学校（Ecole 
Militaire）向かい側に位置しています。みなさまも、もしパリに旅行されることがあ
れば、是非ユネスコ本部も訪問して内部を見学されるといいと思います。なぜかと言
うと、ユネスコ本部の中は創設以来、世界の有名な芸術家がたくさん作品を寄贈した
ものが展示されていて、あたかも美術館のように見ごたえがあるからです。ピカソ、
ミロ、ジャコネッティなど、20 世紀を代表する錚々たる大家たちの絵画や彫刻など
の作品がユネスコ本部のあちこちに飾られていますので、ユネスコ訪問は「美術館見
学」という意味でも非常に楽しめます。それからユネスコの事務局の窓から外を見る
と、陸軍士官学校の向こうにエッフェル塔がきれいに見えます。風光明媚なパリの市
街のパノラマを楽しめる隠れた名所でもありますので、是非いらしてみてください。
　このユネスコが 1953 年（昭和 28 年）に、教育・科学・文化を通じて世界平和を実
現していく上で、政治的取り組みだけでは不十分で、やはり教育の最前線である学校
現場で児童・生徒たちに平和、民主主義、人権、国際理解といったユネスコの理念を
伝えていくことが必要だという認識を持つに至りました。この認識に基づき、ユネス
コの理念を学校現場で普及させていくためにつくった実験校の世界的な学校間ネット
ワークがユネスコスクール（ASPnet）だったわけです。
　ユネスコスクールは 1953 年に、最初は 15 カ国 33 校という小規模なプロジェクト
として出発しました。しかし、このユネスコスクールという世界的な学校間ネットワー
クはその後、劇的な発展を遂げます。今年 2018 年 9 月現在、ユネスコスクール加盟
校は日本国内だけで 1,149 校あります。世界全体ではユネスコスクールは 182 カ国に
あり、約 11,500 校が加盟しています。つまり日本のユネスコスクールは世界全体の
ユネスコスクールのちょうど 10 分の 1 を占めている、ということになります。日本
のユネスコスクールは世界最多であり、また文部科学省がユネスコスクールを「ESD
の推進拠点」と位置づけているところから、さまざまな優れた教育実践が開発されて
きています。その意味で、ユネスコスクール事業において、日本は世界の中でも非常
に役割を果たしていると言えます。このたび創価大学に加わって頂いたユネスコス
クール支援大学間ネットワークのような、大学がユネスコスクールを支援するという
取り組みも日本独自の発案です。ユネスコスクールが今後さらに発展していく上で、
日本の貢献に向けられた全世界の期待にはとても大きいものがあると言わなければな
りません。
　もう一つ付け加えておきたいデータがあります。嬉しいことに日本は 1953 年にユ
ネスコスクール・プロジェクトが発足した時の創設メンバーです。この創設時に加盟
し、この時以来ずっと 60 数年間、ユネスコスクールとしての活動を続けている学校
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が何校かございます。例えば広島大学附属中学校・高等学校は、ユネスコスクール創
設時から一貫して独自の平和教育を展開してきたユネスコスクールとして有名です。
また比較的早い時期からユネスコスクールに加盟し、今日まで優れた教育実践を開発
している学校としては、東京学芸大学附属大泉小学校や新宿区立西富山小学校などが
あります。大事なのは、ユネスコスクールというのは基本的に、ユネスコが提唱して
いる価値教育の推進拠点なのだということです。
　創価大学は、建学の理念からして、まさに価値教育の推進をミッションとする大学
と伺っておりますので、その意味ではまさにユネスコスクールのめざしているものと
一致いたします。創価大学は、ユネスコスクールが価値教育の拠点としてさらに発展
を遂げていく上でとても大きな貢献をして下さる大学に違いないと思っております。
　ユネスコスクールの目的については、後で学習テーマを紹介しますが、基本的には
国際理解（国際教育）と教育開発の 2 つに大別できるかなと思います。国際理解と
国際教育につきましては、ユネスコスクールが国境を超えた世界的なネットワークで
あるという特色が大きな武器となります。民族や国を越えて世界中がつながることで、
世界中の学校の生徒・教職員が交流によって異文化理解を進めていく。さらにその中
で国際協力もできます。例えばユネスコスクールが先導して教材を作ったり、教科書
を作ったりして、開発が滞っている国に対して物質的援助をしたり、あるいは人材や
情報などノウハウの支援をしていくことも実際に行われています。
　それから教育開発ですが、これは地球規模の諸問題に適切に対処できるような青少
年の能力、コンピテンスを開発していくことが目的となります。こうしたコンピテン
スを育成するための教育内容・カリキュラムや教材などを開発していくことも大事な
役割です。教師養成プログラムの開発もそこに入るかと思います。国連ミレニアム開
発目標（MDGs）というのは 2000 年に国連が立てた 8 つの目標ですが、これは 2015
年に「持続可能な開発目標」（SDGs）へとバージョンアップされ、現在に至っていま
す。SDGs 実現のためにどういった貢献が教育の側から出来るのかが、現在ユネスコ
スクールに問われている非常に重要なミッションだと思います。 
　この下の図はユネスコスクール加盟国の変遷を地図で示したもので、去年の講演会
でもご紹介しましたが、1953 年当時はまだ 15 ヶ国でした。この図には一つ間違いが
あります。日本が黄色になっていません。日本は創設時からユネスコスクールに参加
していたわけですから、この地図では黄色に塗られていないといけないはずです。今
月パリのユネスコ本部で開かれる会議に参加してきますので、その際、ユネスコスクー
ル国際コーディネーターのサビーネ・デッツェルさんに地図を修正して頂くように
言っておきます。この創設時の地図に対して、右の地図を見ると 2009 年時点ではす
でに世界のほとんどの国がユネスコスクールに参加しているのが見てとれます。つま
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り半世紀あまりの間に、当初は小さな実験校プロジェクトだったユネスコスクールは、
世界のほとんどの国が参加するまさに全世界的なネットワークへと大きな成長を遂げ
たことがこの地図からわかると思います。
　実は、先月 9 月 4 日から 6 日にかけて韓国ソウルでユネスコの地球市民教育の
国際会議がありまして、私も参加してきました。みなさまもニュースでお聞き及びの
ように、現在、朝鮮半島情勢が激しく動いております。驚いたのは、このユネスコの
国際会議に北朝鮮の方が参加していたのです。北朝鮮教育省の政府高官で、今はユネ
スコ職員として、セネガルのダカールにあるユネスコ西アフリカ事務所の事務所長代
理を務めている Gwang-Chol Chang（鄭光哲）さんという方です。非常に洗練された
物腰の柔らかい紳士で、私たちが一般に北朝鮮に対して持っているイメージとはおよ
そかけ離れた感じの方です。英語とフランス語が堪能でピアノもお上手で、ゲーテの
文学を愛読しておられるという教養人でした。「できれば是非日本にも行きたい」と
おっしゃっていましたので、ユネスコ関係のイベントなどの機会を利用して、日本に
招聘してもいいかもしれません。北朝鮮にもどうやらユネスコスクールがあるようで
す。もう少し政治的開放が進めば、将来的には北朝鮮のユネスコスクールとの交流も
できたらいいのではないでしょうか。
　日本のユネスコスクールの経緯ですけれども、1950 年代はまだ戦争が終わって間
もない時期で、日本人全体としておそらく平和というものに飢え、強く希求していた
だろうと思います。そして平和の大切さを国民全体が理屈ではなく、体感として切実
に感じていた時代で、1951 年のユネスコ加盟と 1953 年のユネスコスクール加盟を通
じて、当時は国際理解教育や平和教育が非常に盛り上がった時代だったというふうに
聞いております。
　ところが 1960 年代になって東西の冷戦がアメリカとソビエト連邦の間で激しく
なってゆきます。日本でも安保闘争をはじめとする学生紛争等の政治的動乱があって、
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本来政治的に中立でなければいけないはずのユネスコスクールの立ち位置が揺らいで
いきます。ユネスコ活動のあり方をめぐって、教職員と生徒・学生との間で亀裂が起
きた事例などもあったようです。
　その後、日本は高度経済成長の中で、とくに若者があまり政治的に関心を持たない
よう風潮が広まっていきました。それと連動するかのように、1970 年から 2000 年ま
での 30 年間、日本のユネスコスクールは停滞期に入っておりました。当時、日本国
内のユネスコスクール加盟校数は 20 校前後に留まっておりました。
　この状況は、21 世紀に入って急変します。きっかけは、先ほど申しました 2000 年
に国連が出した国連ミレニアム目標（MDGs）でした。そして、その流れを受けた「持
続可能な開発のための教育（ESD）」がユネスコスクール再活性化の大きな起爆剤と
なりました。ESD は 2002 年、南アフリカのヨハネスブルグでの国連の会議で国連の
重点プログラムとして採択されたプログラムです。持続可能な社会をつくっていく人
材育成を目的としたプログラムですが、国連システムの中で教育担当の専門機関はユ
ネスコですから、ユネスコが ESD の主導機関に指名されました。これにより、ESD
はユネスコが担当するプログラムとして導入され、発展していくことになります。
　具体的には 2005 年から 2014 年までの 10 年間が「国連 ESD の 10 年」（UNDESD: 
United Nations Decade of Education for Sustainable Development）と定められまし
た。
　日本のユネスコスクールの発展を考える上で、この国連 10 年は決定的な意味をも
つものでした。というのはこの期間、文部科学省および文科省の中にあるユネスコへ
の日本政府の窓口である日本ユネスコ国内委員会がこの流れを受け、国を挙げてユネ
スコスクールの普及と支援に動いたからです。せっかく日本は設立時 1953 年からユ
ネスコスクールに加盟しているのに、上記の経緯で長いこと休眠状態にありました。
「持続可能な開発のための教育」（ESD）が国連およびユネスコの重点プログラムとし
て打ち出されたことを受け、2007 年、日本ユネスコ国内委員会はユネスコスクール
をこの ESD の推進拠点として位置づけ、その文脈でユネスコスクールの再活性化を
図ったのです。その結果、文部科学省の主導の下で、日本のユネスコスクールは劇的
な再活性化を果たしました。そして 2000 年の時点ではわずか 24 校だった日本のユネ
スコスクール加盟校は、2018 年 9 月時点で何と 1,149 校にも急成長したのです。
　私が奉職しております玉川大学教育学部もユネスコスクールの加盟校です。ユネス
コスクールは基本的には初等・中等教育を対象としていますが、大学（高等教育機関）
も加盟校になれます。教職課程を持っていて、要するに教員養成をしている大学
（Teacher Training Institute）であれば、ユネスコスクールに加盟することができる
のです。
　現在、日本のユネスコスクールで一番加盟校数が多いのは小学校です。中学校も多
いです。それぞれ 567 校と 288 校です。それから中高一貫校があり、高校もかなりの
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数あります。大学は 5 大学がユネスコスクールに認定されています。奈良教育大学、
宮城教育大学、玉川大学、三重大学、愛知教育大学の 5 大学ですので、どれも教員
養成大学であることがわかります。そして高等専門学校、特別支援学校も 12 校あり
ます。その他、シュタイナー学校やインターナショナルスクール等 32 校で、合計で
1,149 校ということになっています。
　こうしてみると国内だけで千校を超えるユネスコスクールは一大勢力ですね。です
から文部科学省は 2009 年から毎年、「ユネスコスクール全国大会」というイベントを
開催しています。今年は 2018 年 12 月 8 日（土曜日）に、横浜市立みなとみらい本
町小学校を会場に「第 10 回ユネスコスクール全国大会」が開催されます。私もユネ
スコスクールの海外連携に関する分科会をファシリテーターとして担当させて頂きま
すが、全国のユネスコスクールの教員や関係者が一堂に集い、お互いの交流を深め、
優れた教育実践に関する情報交換を行う有意義なイベントですので、皆さま、もしお
時間と興味があれば是非お越し下さい。参加無料です。ただ、参加には事前にユネス
コスクール公式ウェブサイトから申し込みをして頂く必要があります。もうそろそろ
全国大会の参加申込の案内情報が出ていると思いますのでご覧頂ければ幸いです。
　これはユネスコスクールの
ロゴです。左側はギリシャの
首都アテネにある有名なパル
テノン神殿（世界遺産）を模
して作ったユネスコのロゴで
す。パルテノンはアテナとい
う女神を祀っている神殿です
が、アテナというのは古代ギ
リシャ神話で芸術と学問を司
る神様です。ユネスコは教育、科学、文化を担当する専門機関ということで、このよ
うに芸術と学問の神を祀った神殿のイメージがロゴに使われている訳です。右側の図
像はユネスコスクールのロゴです。これはよく見ると多重図形になっています。なぜ
これがユネスコスクールのロゴなのか。昨年 2017 年 12 月 2 日に大牟田市で「第 9
回ユネスコスクール全国大会」が開催された時にゲスト講師として文科省の招聘で来
日されたユネスコスクール国際コーディネーターのサビーネ・デッツェル（Sabine 
Detzel）さんにお聞きしたところ、このロゴが多重図形であることをご説明下さいま
した。このロゴには 3 つの意味が込められているそうですが、お分かりでしょうか。
鈴木学部長：本。
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小林：そうですね。さすがです。上に開いているのが本、つまり学びを象徴している
ということですね。児童・生徒の学びを表している。
鈴木学部長：下は地球ですか。
小林：その通りです。下は地球。だからグローバルな学校ネットワークであることを
表しています。そしてもう一つの意味は、鈴木先生がご指摘になった「本」の部分な
のですが、この箇所は同時に若葉、すなわちこれから成長していく青少年の姿を表し
ているということでした。これはユネスコスクールの初代のロゴではなく、 2 代目
のロゴなのですけれども、現在はこれが公式に使われております。
　この写真を見て頂くとわかりますが、ユネスコスクールに加盟すると、加盟した学
校すべてに三菱 UFJ 銀行の社会貢献活動の一貫として、日本ユネスコ協会連盟から
ユネスコスクール加盟校であることを示すこういう金属プレートが贈呈されます。も
ちろん、私ども玉川大学もこのプレートを頂いております。
　この金属プレートはなかなか立派なもので、多くのユネスコスクールが校門にこれ
を掛けています。大学も、例えば奈良教育大学や宮城大学教育は大学自体がユネスコ
スクールですので、やはり正門
の前にこのプレートが掲げられ
ています。学校の校門にこのプ
レートが掲げられているのを見
ると、「ああこの学校もユネス
コスクールの仲間なんだな」と
いう親近感が湧いてきます。
　私は玉川大学ユネスコクラブ
の顧問をしており、毎年国内と
国外に一回ずつスタディツアー
を実施して学生たちを連れて行きます。国内でも自分ではこれまで行ったことのない
土地に行って、学生たちと道を歩いていると、時々学校の校門にこのプレートが掛かっ
ているのが目に入ります。現在なにしろ日本全国でユネスコスクールは 1,149 校あり
ますから、そんなに珍しい存在ではないわけです。そうすると学生たちが「小林先生、
ここもユネスコスクールですよ」と言って、注意を喚起してくれます。それを見て、「あ
･･･ この学校もユネスコの理念を共有する仲間なんだな」と不思議な親しさを感じま
す。そうしたら先日は、学生が学校の中に入って行って「校長室にご挨拶に行きましょ
う」と言います。私も後からついて行って校長先生にご挨拶したら、とても喜んで下
さいました。「じゃあこれから一緒に ESD を進めていくために協力してやっていきま
しょう」と盛り上がりました。地域や学校種が違っても、同じユネスコの理念のもと、
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こういう意外なつながりができるというのもユネスコスクールに参加することの大き
なメリットの一つなのかなと思いました。
　そもそもユネスコスクールの存在意義というのは、国連およびその専門機関である
ユネスコが、より平和でよりよい世界をつくるために推進している価値教育の推進拠
点だというところにあります。そしてその価値教育の最先端は ESD であり、また地
球市民教育（GCED）であるわけですが、それだけではありません。これまでユネス
コは、それぞれの時代状況をふまえて、その時代の課題に対応した価値教育のプロジェ
クト・プログラムをさまざまな形で開発してきました。
　最初にユネスコスクールが創設
された 1953 年の時は、ユネスコ
スクールは国際理解教育の実験
校・推進校という扱いでした。今
でも日本国際理解教育学会という
学会があって、私も入っておりま
す。また 9 月に地球市民教育の
国際会議が開かれたソウルには、
そ の 主 催 団 体 な の で す が
APCEIU というユネスコの研究
所があります。これはユネスコ・アジア太平洋国際理解教育研究センタ （ーAsia-Pacific 
Centre of Education for International Understanding）で、ユネスコが公認している
センターです。とくに国際理解教育と地球市民教育を中心に、ユネスコの価値教育を
学校現場および市民社会に広く普及させるために国際会議や教員研修セミナーをはじ
め非常に活発な活動を展開しています。
　1998 年に提唱された「平和の文化」や、2000 年に国際年としてテーマ化された「文
明間の対話」もユネスコが主導する価値教育のイニシアティブです。平和の文化にし
ても文明間の対話にしても、創価大学と関係の深い創価学会インターナショナルが積
極的に取り組んでおられるテーマかと思いますので、まさに通底している理念だと思
います。文化の多様性の尊重（Respect for Cultural Diversity）もユネスコが提唱し
た重要な価値理念です。そして言うまでもなく、持続可能性という概念を一般社会に
普及させた ESD はユネスコの価値教育を代表する重要なアプローチです。日本のユ
ネスコスクールは文科省の主導のもと ESD の推進拠点という位置づけですので、と
くに重要だと言えます。
　GAP と書いてあるのは、「国連 ESD の 10 年」という公式の重点期間が 2005 年か
ら 2014 年であったわけですけれども、当然 2014 年で持続可能な社会をつくっていく
人づくりの課題が終わるわけではありません。現在も今後も重要な課題であることに
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変わりはないので、2014 年の時点で ESD の後継プログラムとして、グローバル・ア
クション・プログラム（GAP: Global Action Programme）がこのときに立ち上がり
ました。内容的には、ESD の視点や課題を引き継いでいます。
　それから私が個人的に非常に関心を持っていますが、地球市民性を育てていく地球
市民教育（GCED: Global Citizenship Education）も ESD と並ぶユネスコが重点領域
として進めている価値教育のプログラムです。日本ではユネスコスクールの主流には
入ってこないために、GCED についてはまだきちんとした日本語の定訳がありません。
私は文字通り訳して地球市民教育と言っていますが、研究者や団体によってはグロー
バル・シティズンシップ教育、地球市民性教育、世界市民教育などと、さまざまな訳
し方をしていて統一されていません。グローバル人材育成の観点からも今後、日本の
ユネスコスクールをはじめとする学校教育の現場でもっと注目されていい価値教育プ
ログラムだと思っています。
　あとは「文化の和解」（Rapprochement of Cultures）という価値教育のプロジェク
トもあります。これについてはあまり日本では知られていないですが、ユネスコは平
和構築の営みとして力を入れて推進しています。これまで人類の歴史においては世界
各地で戦争や植民地支配、虐殺、民族隔離や人種差別など多種多様の悲惨で残虐な出
来事があったけれども、これからは地球全体が一つのコミュニティとして一緒にグ
ローバルな諸課題、たとえば気候変動、貧困、エネルギー問題などの問題に取り組ん
でいかなくてはならない。そうした人類全体の連帯と協同を進めていく上においては、
過去の出来事に起因するさまざまな恨みや悲しみ、憎悪はもちろん消せないトラウマ
的な記憶ではあるけれども、でもあえて許していきましょうよ、お互い人類の仲間と
して和解しましょうよというメッセージがこの「文化の和解」の基本にあります。和
解とは、これまで心が離れてしまっていた国や民族同士が再び接近しあうことだ、と
いう意味でフランス語で「再接近」を意味する Rapprochement という言葉を使って
い ま す。2013 年 か ら 2022 年 が、「 文 化 の 和 解 の た め の 国 際 10 年 」（IDRC: 
International Decade for the Rapprochement of Cultures）と定められています。
　このように、さまざまな人類的課題に対応する多彩な価値教育プロジェクトを、戦
後 70 余年の間、ユネスコは精力的に展開してきました。その一つの推進拠点として
大きな役割を果たしてきたのがユネスコスクールなのだ、という歴史的位置づけをこ
の機会にみなさまにはぜひ認識して頂き、今後のユネスコスクール活動において心に
留めて置いて頂ければ幸甚です。
　ユネスコスクールにおいては、もちろんどういうテーマを学習しても良いわけです
けれども、ユネスコは目安として「こういった重点領域を中心に学習を進めていった
らユネスコスクールとしてよい成果が期待できるのではないですか」という指針を出
しています。長いこと世界のユネスコスクールでは、『地球規模の問題に対する理解
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と国連システムについての知識』、『人権、民主主義をはじめとする普遍的価値の理解
と促進』、『国際理解教育』、『環境教育』という 4 つの学習テーマが提唱されてきま
した。ユネスコスクールに関する古い資料を見るとこの 4 つの学習テーマが必ず出
てくると思います。ところが昨年から、ユネスコ本部のホームページを見て頂くと分
かりますが、ユネスコスクールの重点的な学習テーマは、『持続可能な開発のための
教育（ESD）』、『地球市民教育（Global Citizenship Education）』、そして『異文化学
習（Intercultural Learning）』 の 3 つ に 集 約 さ れ ま し た。 た だ、Intercultural 
Learning というのはおそらく、元々ユネスコが提唱していた国際理解教育と同じ課
題領域を指していると思われますので、やはりユネスコの価値教育の柱となるプログ
ラムは、「国際理解教育」「持続可能な開発のための教育（ESD）」「地球市民教育
（GCED）」の 3 つなのだということが、ここからも見て取れると思います。この新
しい学習テーマの提示により、ユネスコスクールとユネスコ価値教育との関連性につ
いての図式がかなりすっきりしたのではないでしょうか。
　ただ、ここでよく誤解があるのですけれども、ESD と GCED はどちらが大事なの
かとか、どちらのほうがよりユネスコスクールにとっての本質的なテーマか、という
ようなことが時々問題になったりするのですが、私から言わせると、それは正しい問
ではありません。ESD と GCED の両者は不即不離の関係にあるプログラムであって、
非常に相互依存的なわけです。ですからユネスコも現在、両者のアプローチの統合を
考えているということです。
2 ．SDGs と 「学習」
　これに関連して、少し国連の採択した「SDGs」とユネスコの出した「学習」とい
う 2 つの重要な文書について、簡単にご紹介しておきたいと思います。
　ユネスコスクールの価値教育を支えているものには、いくつか重要な歴史的文書と
いうものがございます。例えば 1974 年の国際理解教育の勧告などが例として挙げら
れますが、現在のユネスコスクールの教育課題を考える上では、とくに 2 つの歴史
的文書が重要な意味を持ってきます。
　一つは、最初から話に出ておりましたが、国連が 2015 年の総会で採択した『持続
可能な開発目標（SDGs: Sustainable Development Goals）』です。これは現在、日本
政府（外務省）や国連広報センターなどが力を入れて広報に努めていますので、皆さ
ま少なくとも名前くらいは知っておられるのではないでしょうか。SDGs という言葉
はどれくらいの方が知っておられますか？先生方はもちろんご存知ですよね。SDGs
が一般に普及した一つの要因は、タレントを使った広報を積極的に推し進めたことで
す。たとえば吉本興業が SDGs に協力して関西弁での数え歌を作りました。YouTube
で見ることができますけれども、けっこう面白いですね。それからピコ太郎さんが
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PPAP という動画で一躍有名になりましたければども、この PPAP パート 2 として
Public and Private Action for Partnership という SDGs を紹介する 1 分程度の動画
を外務省の依頼で作成しております。これも YouTube ですぐ見ることができますの
で、ぜひご覧になってみて下さい。
　もう一つの歴史的文書が、ユネスコ 21 世紀教育国際委員会が 1996 年に出した『学
習』という本です。ジャック・ドロールという EU 委員長も務めた方がこのユネスコ
国際委員会の委員長になってまとめられた報告書ですので、『ドロール報告書』とも
言われます。1996 年、日本語訳は 1997 年に出されました。この報告書の元のタイト
ルは『Learning』で、副題が『the Treasure Within』となっています。日本語訳は
天城勲先生という方が「ぎょうせい」から出版されまして、『学習：秘められた宝』
という邦題になっています。この報告書の中で、21 世紀の重要な学習課題として「知
ることの学び」「行為することの学び」「生きることの学び」と並んで「共生すること
の学び」（Learning to live together）が強調されている点に大きな特色があります。
この共生の視点の導入により、この『学習』はユネスコスクールの教育課題を考える
のに不可欠な歴史的文書だと言われています。
　まず、持続可能な開発目標からいきますと、この SDGs チャートはみなさまご存知
ですね。新聞や雑誌でもよく取り上げられており、現在はいろいろな場所で目にしま
す。どれも人類にとって大事な開発目標が書かれているわけですけれども、教育関係
者である私たちにとっては、特に目標 4 が重要です。目標 4 には、「全ての人に包
括的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する」、と書かれてい
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ます。ちなみにこの生涯学習も、ユネスコが重視する教育テーマとして現在、浮上し
ています。
　この SDGs チャートにまとめられているのは、17 の大目標なわけですけれども、
それぞれの目標ごとにターゲットという、達成のための具体的な行動が定められてい
て、ターゲットは全部で 169 あります。外務省のホームページや国連のホームページ
を見て頂ければ、169 のターゲットが全部掲載されています。この中でとくにユネス
コスクールの文脈で大事だと思われるのが、SDGs 4.7、つまり目標 4 のターゲット
7 です。ここに実は持続可能な開発のための教育（ESD）、地球市民教育（GCED）、
平和の文化、非暴力、男女の平等、文化の多様性の尊重、人権など、ユネスコがこれ
まで提唱してきた価値教育の理念が一通り網羅されています。この SDGs4.7 をまず
見て頂くと、ユネスコスクールの立ち位置が明確化するのではないかと思います。こ
れらの目標の実現に向けて学びを進めていくのがユネスコスクールだということにな
るからです。
　ただ、この SDGs 4.7 は、たしかに重要な価値理念は網羅されているのですが、そ
れらの間にどのような関係性があるのか、これらの価値理念を統合する視座はあるの
か、といった議論まではまだ踏み込んでいないので、それがやや物足りなく感じられ
ます。ただ、それは欠損と言うよりも、私たち教育関係者に与えられた宿題なのだと
いうふうに受け止めております。これをどういうふうに解釈し、さらに学校現場の学
習プログラムにどのように具体化していくのかがユネスコスクール関係者には問われ
ていると言えるでしょう。
　ユネスコ 21 世紀教育国際委員会が 1996 年に出した報告書『学習』のほうですが、
この報告書が訴えているのは次のようなメッセージです：「21 世紀はある意味で、学
校教育をはじめとする学び（教育）が根本的なパラダイム転換をする時代である。そ
してその新しいパラダイムの中で、特に重要になる学びのありかたというのが 4 つ
に集約される。」こうした学びのパラダイム転換は、『学習』という報告書が私たちに
伝える大事なメッセージです。
　それはなにかというと、まずは知ることの学び Learning to know があります。そ
れから行為することの学び Learning to do 。生きることの学び Learning to be も欠
かせません。この 3 つの学び、つまり「知」know、「行」do、「生」be というのは、
ある意味で認識論、倫理学・存在論という哲学の古典的なカテゴリーに対応している
ように見えます。ところがここで一際ユニークな視点を提供しているのが、「共生す
ることの学び」Learning to live together という 4 本目の学習の柱です。ユネスコス
クールとの関連で言えば、これが非常に重要だと思います。
　21 世紀的状況がこれまでの人類史と根本的に異なるのは、人類全員が共生してい
かないとやっていけない時代に入ったという点にあります。国や民族、宗教の対立関
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係をある意味で是認してきたこれまでの価値体系とは異なる共生志向の価値が「人類
是」として必要不可欠になって来た、ということでもあります。それはあえて言えば、
競争型ではなくて共生型の教育こそ、これからの時代に平和で持続可能な社会を創っ
ていくために特に必要なのだというメッセージでもあろうかと考えます。
　ここからは私の意見が入るのですけれども、今グローバル化が進展していて、日本
政府もグローバル人材の育成を教育政策の国是として掲げています。もちろんそれは
大事ですし、21 世紀型スキルや国際バカロレア（私が奉職する玉川学園でも取り入
れておりますけれども）、グローバル・コンピテンシーの育成といったグローバル人
材育成のためのいろいろなプログラムや理論が開発されています。イエナプランなど
もその一つでしょう。これらのアプローチはどれも興味深く、学ぶに値する内容を持っ
たプログラムなのですが、いずれもあえていえば競争型なのですね。今さまざまな領
域で激化している国際競争にどうやって打ち勝っていくか、という課題が根底にあり
ます。もちろん学問研究の厳しい国際競争に打ち勝ってきたから今回のようにノーベ
ル賞受賞者の先生が出たりするわけです。日本人としてはもちろん嬉しいことなので
すけれども、ただ競争型の社会には必ず勝者と同時に敗者が出ます。また競争志向が
人類全体として強くなりすぎると、いろいろな所で国家間、民族間の紛争や対立など、
負の側面が大きくなります。競争により格差社会も激化してゆき、「負け組」が陥る
悲惨な状況は、国際競争に打ち勝った人びとの栄光の姿とは著しい対照をなしていま
す。「平和で持続可能な社会の実現」という目標から見れば、こうした競争型グロー
バル化の負の側面をカバーしていく別のベクトルがやはりどうしても必要だというこ
とになります。競争型だけでなく、共生型のグローバル人材育成がどうしても求めら
れるのではないかと思われるわけです。この共生型のグローバル人材育成を特に重点
的に進めようとしているのが、ユネスコの価値教育に他ならない、という評価の仕方
もできるでしょう。
　ですから、価値教育というのは基本的に共生の思想です。ユネスコが出した『学習』
の中で強調されている共生（Live together）を実現していく価値でなければなりま
せん。共生といっても、さまざまな次元の共生があります。まず現在の世代と未来と
の共生が挙げられます。これは ESD の定義の中にも書かれています。現在の私たち
の世代の行動によって未来の世代がその犠牲になることがないような、そういう行動
様式を身につけていかないといけないということです。未来の世代と私たちの世代と
の共生というのは、いわば時間軸に依拠した共生のあり方です。過去も含めれば、伝
統の尊重というのも時間軸における共生のあり方と考えてよいと思われます。
　それから、人間と自然との共生も共生の大事な側面です。これが上手くいっていな
いから、環境破壊やそれに起因する気候変動の問題が噴出してきているわけです。さ
らに、異文化との共生という課題もあります。ここには異なる人種、民族、国家、宗
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教などが互いに相手を否定せずに地球という限られた場所でどのように共生していく
か、という今日的課題が含まれます。これは国際理解教育や地球市民教育の課題に集
約されていくだろうと思います。
　ここに今列挙した一連の問題は、じつはどれも『学習』で強調されている 21 世紀
的な共生の学習課題なのだということをここで改めて確認しておきたいと思います。
3 ．地球市民教育 （GCED） の展望
　地球市民教育（GCED: Global 
Citizenship Education） も、ESD
と並んで現在ユネスコが重点的に
進めている教育プログラムです。
私たち一人ひとりの中に地球市民
としてのアイデンティティと資質
を育成しようとするプログラムで
す。
　地球市民教育は、2012 年に、
当時の国連事務総長であったパン・ギムン（潘基文）氏が「グローバル教育第一イニ
シアティブ」（GEFI: Global Education First Initiative）を提唱したのが始まりです。
ここでパン・ギムン事務総長は、人類社会の諸課題を解決するための最も有効な取り
組みは教育であることを主張し、さらに教育が直面する最も重要な優先課題として、
1 ）すべての児童の就学、 2 ）質の高い教育の実現、 3 ）地球市民性の育成、を挙げ
たのでした。
　全ての児童をとにかく学校に行かせましょうという第一の優先課題は、地球上から
非識字者をなくすこと、人類全員に教育を受ける基本的人権を守ることを目的にして
います。第二の優先課題として挙げられているのは、ただ学べば良いのではなくて、
質の高い教育をしていくのがこれからの時代はとくに重要だ、というメッセージです。
これは読み書きそろばんをはじめとする技術的、実用的なスキルを教えていくことに
加え、平和で持続可能な社会を創るために必要な民主主義や人権などの普遍的な理念、
市民性などを子どもたちに伝えていこうという意味があります。そして第三の優先課
題として挙げられているのが、地球市民性の育成（Foster Global Citizenship）です。
　この 3 つの課題が、今の世界を良くしていくための最も重要な教育のミッション
なのだということをパン・ギムン事務総長がおっしゃったわけです。この提言を受け
て、具体的に開発されたのがこのユネスコの地球市民教育でした。ESD と地球市民
教育とは、扱っている問題領域は一見違うように見えますし、それぞれを重点的に行
なっている国も違うのですが、実は両者の基本的な目標やスタンスは一緒なのです。
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ESD と地球市民教育は相互包括的な関係にあります。どうやって平和で持続可能な
社会を築いていくのか、という同一のニーズに対応しているプログラムである点も共
通しています。
　ESD も地球市民教育も共通に関わっている問題として、全ての人間を巻き込んで
いる今日の地球的な問題、気候変動・災害の激甚化などの問題があります。本当にこ
れは身近な問題で、先日日本列島を襲った台風 24 号でも、私が住んでいる玉川学園
では停電しまして、停電の影響で断水もおきました。朝から全く何もできない状況に
なって、「一見便利に見える現代の都市生活は実はこんなにも脆いものなのか」とい
う危うさを切実に感じました。もし首都直下型の大地震でも起きたらそれこそ想像も
できないような大変なことになるのだろうな、と肌身に染みて恐ろしさを感じました。
こういう事態をもたらす災害の激甚化も、おそらく気候変動と連動しているのだろう
と思います。
　そして民族紛争や国際紛争の問題、ジェンダー間の不平等、環境悪化、自然資源の
枯渇、過激主義など、人類社会の持続可能な発展を脅かす問題は山積しています。こ
れらの諸問題を「他人事」として捉えるのではなく、当事者としてそれらに向き合い、
じっさいに問題解決に向けたアクションを起こしていく動機づけや行動力を養うこと
が地球市民性の資質として GCED では強調されています。自然環境と社会状況、さ
らに人間の心理が重層的に絡み合った人類的な諸課題をどうやって根本的に解決して
いくのか、それに向けて ESD と地球市民教育はお互いに連携していかないとダメな
のだ、というのがユネスコの考え方です。ですから問題意識も目的も共通しているわ
けで、両者の連携の具体的な方法論の開発が今後、求められていくようになるだろう
と思っています。
4 ．ユネスコスクール支援大学間ネットワーク （ASPUnivNet）
　では、これらの議論をふまえ、この度、創価大学も加盟されたユネスコスクール支
援大学間ネットワーク（ASPUnivNet）についてお話します。ユネスコスクール支援
大学間ネットワークは 2008 年、今から 10 年前に発足しました。高等教育機関がネッ
トワークを作ってユネスコスクールを支援するシステムを構築したというのは世界で
も初めての試みで、ユネスコ本部でも注目されている取り組みです。これは日本人と
して誇ってもいいことだと思います。ASPUnivNet がやっている事業は基本的に 4
つあります。
　一つは、ユネスコスクールの加盟支援です。実際に先ほどお二人の先生からもお話
がございましたけれども、ユネスコスクールになりたいという小学校や中学校、高校、
幼稚園を大学が支援します。「こういうふうに申請書を出せばいいですよ」「貴校で行っ
ておられるこの活動は ESD 的な意味がありますから、そこを強調しておかれるとい
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いですよ」といった形で加盟申請書の書き方などをアドヴァイスさせて頂いたりしま
す。場合によっては、「うちの学校には英語が得意な教員がいないので、英文の加盟
申請書をなんとか助けてもらえませんか」という依頼を受け、加盟申請書の英訳を手
伝ったりしたこともありました。
　第二の事業として、大学が持っている知的支援があります。大学は研究の場でもあ
りますので、その研究成果を学校現場に提供することもしています。これは学校側と
しても教育活動の質向上のために大学に期待しているところだと思います。創価大学
も膨大な研究業績の蓄積をお持ちだと思いますので、是非それを学校現場のニーズに
合った形で提供していかれると、学校での教育の質向上へと効果的につながっていく
と思います。
　ASPUnivNet が行っている第三の事業は、国内外のユネスコスクールとのネット
ワーク作りの支援です。ユネスコスクール加盟校には、とくに海外のユネスコスクー
ルとつながりを持ちたい、交流したいという学校が少なからずあります。しかし残念
ながら個人的なコネでもないと、海外のユネスコスクールとの交流や提携は、通常は
けっこう難しい。ユネスコスクールの教員から「うちの学校ではこういうテーマを重
点的にやっているのですけれど、同じようなテーマをやっている学校がアジアやヨー
ロッパにないですかね？」といったご要望ももって訪ねてこられる先生方もけっこう
いらっしゃいます。大学には、いろいろなルートで海外の学校その他の組織や個人と
提携したり、知り合いがいらっしゃる先生方が多いので、それを活用しながら、海外
のユネスコスクールとの交流のつなぎ役をしたりいたします。「この国にはこんなこ
とをやっているユネスコスクールがあるので、一度私がつないで貴校のことを先方に
紹介し、先方の意向をお聞きしてみましょうか」といったメールのやりとりから始まっ
て、じっさいに良い形の連携ができた例がいくつもあります。私が実際に取り組ませ
ていただいた例では、多摩市の話があります。多摩市は市内の全学校がユネスコスクー
ルです。市長が ESD 推進に非常に熱心で、「2050 年の大人づくり」という標語を掲げ、
自治体の主導のもと ESD を地域ぐるみで進めています。実は隣の韓国も非常にユネ
スコスクールが盛んな国で、先日 9 月のソウルでのユネスコ会議の際に、韓国ユネ
スコ国内委員会の担当官は、現時点で韓国国内には 605 校のユネスコスクールがある
とおっしゃっていました。韓国の中でもいくつか重点地域がありまして、たとえば釜
山の隣にあるギメ（金海）は、やはり市内全ての学校がユネスコスクールだというこ
とで、多摩市とユネスコスクールを通じての姉妹都市提携をしようという話になりま
した。そこで私は多摩市の依頼を受け、多摩市教育委員会の指導主事でおられた山﨑
先生という方と一緒に韓国のギメ市に行ってまいりました。そこでパートナー都市と
しての話がまとまり、そのおかげで例えば多摩市の連光寺小学校は金海市の小学校と
テレビ会議で児童たちの交流をしています。子どもたちは国が違ってもお互いにすぐ
打ち解けます。日韓の間はいろいろ難しい政治的問題もありますが、両国の子どもた
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ちは会えばすぐに人間として親しくなり、わだかまりなく会話が成立します。「あな
たたちもジャージャー麺を知っているのですね」といったテーマで盛り上ることもあ
りますし、共通に知っている歌を一緒に歌ったりすることもあります。また今はけっ
こう韓流ドラマを見ている日本の子どもも多いので、そうした話題をふると韓国の子
どもたちも喜んでくれたりします。逆に韓国の子どもたちは日本の漫画やアニメなど
をよく知っていますので、そういうことで話が盛り上がったりします。こういう国境
を越えた学校間連携は大学が仲介役になってできることですし、さらに地域連携支援
にもつながっていく意味もあると思います。
　この加盟大学リストを見て頂ければ分かりますが、ASPUnivNet の加盟大学は昨年
度までで全国に 20 大学ありました。今年は新たにに創価大学と信州大学の 2 大学が
加わってくれましたので、22 大学となりました。北は北海道から南は福岡まで、全
国的にユネスコスクール支援大学間ネットワークの輪が広がっています。
　それぞれ大学ごとに、ユネスコスクールを支援する地域分担が決まっています。今
まで東京都のユネスコスクール支援は玉川大学が一手に引き受けてまいりましたが、
ありがたいことにこのたび創価大学が ASPUnivNet に入って下さいました。そこで
先日、協議させて頂いて 16 の市町村、東京都多摩北西部の 16 の市町村については、
これからは創価大学がユネスコスクール支援の担当をして頂けることになりました。
どうぞ宜しくお願い申し上げます。実は今、成蹊大学もユネスコスクール支援事業に
興味を持っていますので、近日中に成蹊大学も ASPUnivNet に入ってくれるかもし
れません。そうすると、創価大学、成蹊大学、玉川大学で東京都のユネスコスクール
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支援に関する良い形の三極連携がで
きるかもしれません。それが実現で
きたらいいなと思っております。
　ASPUnivNet は各大学が個々の地
域のユネスコスクール支援を行って
いるだけでなくて、一般に向けたさ
まざまな研修会も開催しています。
これは宣伝になるかもしれませんが、
先ほども触れたように、今年（2018 年）の 12 月 8 日の横浜で「第 10 回ユネスコスクー
ル全国大会」が開催されますが、これのアフターイベントとして、翌日 12 月 9 日に
JICA 横浜を会場に「高等教育機関における ESD の現在、そして展望」というテー
マで ASPUnivNet の公開シンポジウムを開催いたします。土日両日となるとさすが
にキツいかもしれませんが、もし横浜まで行って全国大会に参加されたら、ぜひ翌日
の ASPUnivNet 公開研修会もいかがでしょうか。というよりも、創価大学も
ASPUnivNet 加盟大学であり、当然主催者として関与されるわけですから、この公開
研修会をぜひご一緒に盛り立てていけたらいいなと希望しております。
5 ．玉川大学教育学部の事例
　玉川大学の事例を最後に少しご紹介させて頂きます。玉川学園は、大正時代に上か
らの一方的な教え方ではなくて生徒・児童の自発的な活動から学びを進めていこうと
いう大正新教育運動のリーダーであった小原國芳が全人教育（Whole Person 
Education）の理念を提唱して創った総合学園です。小原國芳は敬虔なクリスチャン
でしたので、玉川学園は基本的にはキリスト教を建学の理念としています。創価大学
は仏教系の大学でいらっしゃいますが、現代社会において宗教間の対話と相互理解は
平和な社会を構築していくために非常に重要な意味を持っています。じつは諸宗教対
話というのもユネスコのもう一つの価値教育のプロジェクトである宗教間理解教育
「Education for Interfaith Understanding」で重視されている行為ですので、玉川大
学と創価大学の連携と交流は、諸宗教対話のよい実践例になるかもしれません。
　ユネスコスクール加盟校としての玉川大学は現在、ESD を、平和で持続可能な社
会の担い手を育てる人づくりの教育活動と捉え、ESD の実践を通して平和・持続可
能性・地球市民性・国際理解というユネスコの価値教育の理念を伝えていけるような
教師力の育成をめざす教師教育プログラムの構築を進めているところです。
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　昨年平成 29 年度には、玉川大学教育学部は、ESD 教師教育プログラムの構築をめ
ざすなかで、「ESD 実践学習プログラム」を教師志望学生のための教育学部プログラ
ムとして発足させました。実際に国連大学、ESD 活動支援センター、JICA 地球ひろ
ば、伊勢志摩の答志島など、いろいろなところを訪問し、授業で使える ESD ワークシー
トを作成したりしています。学生たちは玉川大学を卒業したあと現場の教員になりま
すので、先生になったときにきちんと ESD 的な理念を子どもたちに伝えていけるよ
うな教師の育成を目標にこうしたプログラムを運営しております。
　また文部科学省委託事業「日本／ユネスコ パートナーシップ事業」による教員を
対象としたユネスコスクール研修会を毎年実施してきました。昨年 2017 年は 12 月
16 日に「ユネスコスクール玉川研修会」を行いました。
　あとはやはり地域との連携がユネスコスクールの大事な課題ですので、玉川大学と
して地元の町田市教育委員会、相模原市教育委員会などへのユネスコスクール導入え
の働きかけを行ってきました。おかげさまで最近、町田市内でもユネスコスクールに
加盟申請する学校が少しずつ出てきました。この写真は 2017 年 12 月に開催された「ユ
ネスコスクール玉川研修会」の時の様子です。講師を務められた日本ユネスコ協会連
盟理事長の鈴木佑司先生は、元は法政大学教授でしたが、現在は国連大学の客員教授
をしておられる方です。基調講演をされた大阪府立大学副学長の吉田敦彦先生は、日
本におけるシュタイナー教育のリーダーです。そのほか各学校種で ESD に先進的な
取り組みをしておられる先生方にお集まり頂いて、ユネスコスクールの異学校種間連
携の可能性について議論を進めました。
　先に御紹介した「ESD 実践学習プログラム」では、学校現場で実際に使えるワー
クシートを学生たちに実際に作ってもらいました。このワークシート集には学生が
作った事例が掲載されています。ただ、学生たちにやらせるだけでは教員として些か
恥ずかしいということで、私自身もワークシートを作成してみました。これは葛藤解
決に向けた異文化間対話を促進するために作成したワークシートで、ESD と地球市
民教育のどちらの要素も取り込んでいます。この写真は言うまでもなく従軍慰安婦像
です。ちょっと生々しいテーマで恐
縮ですが、日韓の平和構築のために
は避けて通れないテーマです。この
従軍慰安婦像、私も実際にソウルで
日本大使館をにらんで座っている少
女像を見てきましたけれども、あれ
だけではないのですね。少女像の後
ろにある立て看板にも日本を批判す
る言説がいろいろ書いてあり、中に
は竹島（独島）を明瞭に韓国の色に
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塗った地図も掲げてありました。とにかく、とても攻撃的で生々しい雰囲気でした。
ではなぜソウルの日本大使館前に従軍慰安婦像があるのか、この少女像にはどんな意
味があるのかを、学習者に調べてもらうのが狙いです。
　むろん、これだけだと日韓の間の対立とかトラウマ的な「恨」の側面にだけ焦点を
当てるような感じになってしまいますので、そうではなくて実は日韓の間には長い歴
史があって、対立や恨みだけではなく、非常に長い友好的な文化交流の実績があった
ことを学んでもらいます。例えば江戸時代の朝鮮通信使の歴史もその一つです。こう
いったさまざまな事象に目を向けてもらい、日韓両国の間にどういうことがあったの
か総合的視野からもう一度振り返ってもらうとことを目標にしています。
　日本と韓国は今日、経済パートナーとしても政治パートナーとしても互いに非常に
大事な関係です。お互いに相手をいい意味でも悪い意味でも強く意識しています。私
も APCEIU が主催するユネスコ会議で最近韓国に行くこと多いのですが、韓国の人
は日本のことを非常によく知っています。無関心ではないのです。日本のこと非常に
強く関心をもっていて、あえてこういう言い方をすれば、韓国の人は日本のことが大
嫌いで大好きなのです。両極端の感情がないまぜになっている非常にアンビバレント
な関係性です。それはもちろん両国の間にある複雑で陰の深い歴史に由来しているわ
けですので、そこをやっぱり私たちはそのものとして受けとめないといけないのだろ
うと思います。それを踏まえて、日本人として韓国との和解に向けて何ができるか、
でも韓国人として日本との和解に向けて何かして頂けることもあるのではないかとい
う課題を考えてもらうワークシート案として作ったものですがいかがでしょうか。も
しご意見など頂けたらありがたいと思っております。
　玉川大学では課外活動の領域で、玉川大学ユネスコクラブが大学公認クラブとして
さまざまな活動を展開しています。全国には現在、約 40 大学にユネスコクラブが存
在します。これまではそれぞれの大学がユネスコ活動を独自に展開してきており、大
学間をまたぐ横のつながりはあまりありませんでした。しかし、せっかく今これだけ
ユネスコスクールが隆盛して全国的なつながりができているので、課外活動としても
大学のユネスコクラブ同士がつながって一緒に ESD、SDGs あるいは地球市民性の問
題で何か協同の活動ができたらシナジー効果が期待できるのではないか、という声が
上がりました。これを受けて、2013 年から玉川大学ユネスコクラブの提案で「ユネ
スコクラブ全国サミット」というイベントを始めさせて頂きました。全国さまざまな
大学のユネスコクラブ学生が集まり、互いの活動内容を紹介し合うと同時に、学校現
場で使える ESD の授業案を各教科ごとに共同で作成するという作業も行いました。
第 1 回から第 4 回までは「ユネスコクラブ全国サミット」は玉川大学で行いました
が、2018 年度の「第 5 回ユネスコクラブ全国サミット」は奈良教育大学ユネスコク
ラブが主催してくれるということで、現在準備が進められています。こうして大学ユ
ネスコクラブの全国的ネットワークが構築されることは、学び合いシステムの整備と
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いうユネスコスクールの特長から見ても有意義な取り組みであると考えています。
　ピースブック・プロジェクトも、
ユネスコクラブの活動の一環で
す。海外のユネスコスクールとつ
ながろうということでユネスコク
ラブでは毎年、海外にスタディツ
アーを行っています。昨年 2017
年はネパールにスタディツアーを
行いました。ネパールは記憶に新
しいと思いますが、2015 年 4 月
に大地震がおき、現地の学校が多
く被災しました。カトマンズにある被災地の学校（ユネスコスクール）を訪問し、学
生たちと一緒に文字のない平和の絵本を制作したものを、友誼のメッセージとして現
地の生徒達に渡してきました。
　実はこの平和の絵本は学生たちが主体となって作ったのですが、同時に、裏表紙の
絵は町田市立小山田小学校というユネスコスクール加盟申請校の子供たちが書いてく
れたものです。ですからこのピースブック・プロジェクトには、ユネスコスクールに
おける小大連携と海外連携という二重の連携のしかけが入っています。私たちが訪問
したヴィスワ・ニケタン中等学校というカトマンズにあるユネスコスクールの生徒た
ちは、平和の絵本への返礼に、小山田小学校の子どもたちに向けて友好メッセージを
書いてくれました。ユネスコスクールの海外連携に向け、私たちはユネスコスクール
支援大学間ネットワークの一員として海外のユネスコスクールと日本のユネスコス
クールをつなぐという活動をしており、一つの事例として参考にしていただけたら嬉
しく思います。
　玉川大学はじつはキャンパスの一部が横浜市と川崎市に入っていることもあり、神
奈川県ユネスコスクール連絡協議会のメンバーでもあります。この神奈川県ユネスコ
スクール連絡協議会はこれまで持ち回りで毎年ユネスコスクール神奈川県大会を開催
してきたのですが、今年は玉川大学が担当することになりました。2018 年 12 月 15
日に「第 4 回ユネスコスクール神奈川県大会」を玉川大学にて開催いたします。基
調講演として第 8 代ユネスコ事務局長を務められた松浦晃一郎先生に登壇して頂け
ることになりました。松浦先生はもともと外務省の外交官でフランス大使も務められ
た方です。それと成蹊学園サステナビリティ教育研究センター長の池上敦子先生はじ
め、ESD および GCED の領域で先導的な成果を出しておられる専門家の方々と、持
続可能な社会づくりに向けたユネスコスクールの教育課題について議論するパネルシ
ンポジウムを予定しています。また SDGs カードゲームというワークショップも行う
予定ですので、ご興味がありましたら是非ご参加下さい。
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6 ．ユネスコの価値教育に大学が果たし得る役割
　ユネスコスクールの今後の展開に向けて大学に課せられた課題については、やはり
地元の教育委員会とつながっていく働きかけが非常に大事だと思います。それとやは
り一回限りのイベントに終わらせるのではなく、大学の通常カリキュラムの中に、
SDGs、ESD、地球市民教育を中心としたユネスコの価値教育を学習テーマを学べる
ような科目を導入していくことがとても重要です。教職科目が一番いいのでしょうけ
ど、それに限らず一般教育科目でもいいと思います。ユネスコスクールへの貢献をカ
リキュラム体制の中で可視化していくことが大学としての「教育の質向上」につなが
り、ユネスコスクール支援にもいっそうの深みと幅を与えることにつながると考えて
います。また、ユネスコスクールは国を超えた世界的なネットワークというところに
大きな強みがありますので、とくに私たちにとって大事なアジア太平洋地域のユネス
コスクールとの交流と連携の強化も大事な課題です。たとえば韓国、タイ、フィリピ
ン、インドネシア等にはたくさんユネスコスクールがあり、活発な活動が展開されて
いますので、私たち大学もアジア太平洋地域のユネスコスクールと繋がっていくこと
は、グローバルな視野のもとに大学力を高めていくきっかけとしても有効なのではな
いでしょうか。さらにユネスコスクール支援に向け、大学ユネスコクラブに新たな活
動の視点を与えられたらいいなと思っております。
　最後のまとめになりますが、地域とどうつながっていくか、海外とどうつながって
いくか、という話と共に、心理学を研究する者としてひとこと言わせて頂きます。
SDGs では、一人も取り残さないような持続可能な社会の実現と言っているわけです。
しかし現在日本には、不登校児童生徒が 13 万人以上います。学校現場でスクールカ
ウンセラーをやっていると、とにかく学校になじめない、または家庭で虐待を受けて
いる生徒がとても多いのに驚かされます。また、現代の格差社会の中でもみくちゃに
され自尊感情を失ってしまっている児童や生徒が非常に目立ちます。そういう「学校
教育にのれない」児童生徒たちも大事な人類の一員なわけで、決して見捨てていいわ
けはありません。ですから、そういうすべての児童生徒さらには学生が居場所を持て
るような学校・大学を創っていくかということが、実は ESD ならびに地球市民性の
大事な教育課題なのではないでしょうか。
　課外活動の融合ということも課題として残っていると思います。教職免許状の更新
講習とか教職課程の改革とか、あるいは、教師教育プログラムの設立など、ESD そ
れから GCED そして SDGs などを大学の研究活動や教育活動の中に統合していく取
り組みの可能性は色々あると思います。おそらく正解は一つではなく、いろいろな可
能性が未開拓のままで残されている状況だと思います。創価大学はこれまでの実績を
もとにいろいろ新しい道を切り開いてゆける力を持っておられる大学ですので、ぜひ
新しいユネスコスクール支援の創価モデルを構築していって頂けたらと希望していま
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す。私たちも負けないように玉川モデルを構築したいと思っております。もちろん競
争だけになってはいけませんけれども、競争と協同は人間社会に常につきまとうコイ
ンの両面ですので、その間のバランスをうまく取りながら、大学間連携を進めてゆけ
ればと願っています。価値は人間が本来的に必要としている魂のニーズですので、せっ
かくユネスコスクールと言う価値教育のすばらしい土俵があるわけですから、これを
総合的に活用し、ホールスクールでユネスコスクールの取り組みを進めていけたらい
いのではないかと考えております。
　最後にお見せする写真は私たちどもの玉川大学ユネスコクラブが今年の 2 月、オー
ストリアにスタディツアーで行ったときのものです。オーストリアもユネスコスクー
ル が 盛 ん な 国 で す が、 私 た ち が 訪 問 し た の は ウ ィ ー ン に あ る「 虹 の 学 校 」
（Regenbogen volksschule）という出身民族や出身国が非常に多様な子供たちが集まっ
ている多文化共生校の学校でした。ドイツ語が分からない子もたくさんいて、理科室
とか音楽室とか給食室とか校内施設がすべて多言語で書いてあったのが印象的でし
た。そういう学校の取り組みを見てきたときの、私たちのユネスコクラブの学生達と
向うの子どもたちとで一緒に撮った写真です。
　不十分な紹介でまことに恐縮です。ユネスコスクールおよびユネスコ支援活動につ
いてあ、まだまだ他にできることがたくさんあると思うのですが、私どもとしてはこ
のような活動を行っているというその一端を本日紹介させて頂きました。参考にして
頂けたら幸いです。今後ともよろしく申し上げます。ありがとうございました。
－ 335 －
高等教育によるユネスコスクールの支援の課題と可能性

　執筆者一覧（掲載順）
	 坂本　辰朗	 （教育学部教授　教育学）
	 山内　俊久	 （教育学部准教授　特別支援教育）
	 加藤　康紀	 （元教育学部准教授）
	 渡辺　秀貴	 （教職研究科准教授　学校経営、算数・数学教育）
	 石丸　憲一	 （教職研究科教授　国語科教育学、道徳教育学）
	 上山　伸幸	 （教育学部講師　国語科教育学）
	 伊藤　美智子	（久留米市立篠山小学校　教諭）
	 杉本　久吉	 （教育学部准教授　特別支援教育）
	 足立　広美	 （教育学部准教授　音楽教育学）
	 大澤　のり子	（教育学部　非常勤講師）
	 田中　健一	 （通信教育部　非常勤講師）
	 水野　正幸	 （東京都公立学校スクールカウンセラー）
	 加藤　秀男	 （London	Research	International	Ltd）
	 鈎　　治雄	 （教育学部教授　教育心理学）
	 五味淵高志	 （文学研究科　非常勤講師）
	 小野沢美明子	（教育学部　非常勤講師）
	 戸田　大樹	 （教育学部講師　保育学）
	 濱川　喜亘	 （多摩川幼稚園　園長）
	 岸　　正寿	 （生田ひまわり幼稚園　教諭）
	 榊原　久子	 （新渡戸文化短期大学　准教授）
	 舘　　秀典	 （東京福祉大学　講師）
	 高橋　健司	 （創価大学つばさ保育所　所長）
	 飯塚　汐里	 （東京未来大学福祉保育専門学校　非常勤講師）
	 鈴木　詞雄	 （教職研究科准教授　算数・数学教育）
	 寺林　民子	 （	教職研究科准教授　総合的学習、生活科教育、	
グローバル教育、理科教育）
	 桐山　信一	 （教育学部　非常勤講師）
	 鶴田　真紀	 （教育学部准教授　教育社会学）
	 関田　一彦	 （教職研究科教授　教育心理学、教育方法）
	 森川　由美	 （創価大学教育・学習支援センター　特別センター員）
	 クロエ・ガルシア	 （マギル大学、海外招聘講師）
	 マリオ・ディ・パオラントニオ	（ヨーク大学、海外招聘講師）
	 ディートリッヒ・ベンナー	 （フンボルト大学）
	 牛田　伸一	 （教育学部教授　教育方法学）
	 小林　亮	 （玉川大学教育学部　教授）
創価大学教育学論集編集委員会
	 井上伸良　　鈴木詞雄　　上山伸幸

教　育　学　論　集　　第71号
2019 年 3 月 31 日	発行
編 集 者	 創価大学教育学論集編集委員会
発 行 者	 創価大学教育学部・教職大学院
	 東京都八王子市丹木町 1丁目 236（〒192-8577）
	 電話　042（691）9378
印 刷 所	 電算印刷株式会社
Bulletin
of
Soka Educational Studies
●
No.71 March 2019
Soka University, 1-236 Tangi-machi,
Hachioji-shi, Tokyo 192-8577
